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新型コロナウイルスに関連した感染症について 

関係省庁における対応状況一覧 

＜令和２年＞ 
 

令和３年５月 31日（月） 

 

（１）内閣官房 

 ＜令和２年＞ 
・１月 23日、「新型コロナウイルスに関連した感染症対策に関する対応に

ついて」ポータルサイトを開設 

・１月 27日、首相官邸ホームページにて「新型コロナウイルス感染症に備

えて ～一人ひとりができる対策を知っておこう～」を公開 

・２月７日、「オリパラに向けた感染症対策に関するワーキンググループ

（第４回）」を開催し、関係省庁、東京都、組織委員会等の構成員間で、

新型コロナウイルス感染症に関する関係機関の対応状況を共有。 

・２月７日、ホストタウン登録自治体等に対し、新型コロナウイルス感染

症対策に関する事務連絡を発出 

・２月 13日、「オリパラに向けた新型コロナウイルス感染症対策に係る政

府・競技団体間連絡会議」を開催し、内閣官房オリパラ事務局とスポー

ツ庁が共同で相談窓口を設置 

・２月 21日、内閣官房オリパラ事務局及びスポーツ庁の連名で、JOC、JPSA、

組織委員会あて、代表選考会等開催時の新型コロナウイルス感染症対策

の検討、実施を要請する事務連絡を発出 

・２月 26日、内閣官房オリパラ事務局及びスポーツ庁の連名で、JOC、JPSA、

組織委員会あて、代表選考会等（今後２週間に予定される全国的なもの）

の中止、延期又は規模縮小等を要請する事務連絡を発出 

・２月 26日、ホストタウン登録自治体等に対し、事前合宿等での感染症対

策の実施要請について連絡 

・２月 27日、beyond2020プログラム認証事業者及び beyond2020マイベス

トプログラム認証事業者に対し、認証事業の実施に関する考え方につい

て連絡 

・２月 28 日、beyond2020 プログラム認証組織に対し、認証事業の開催に

関する考え方について連絡 

・３月 10日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法

律案」閣議決定 

・３月 10日、内閣官房オリパラ事務局及びスポーツ庁の連名で、JOC、JPSA、
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組織委員会あて、代表選考会等（今後概ね 10日間に予定される全国的な

もの）の中止、延期又は規模縮小等を要請する事務連絡を発出 

・３月 11日、ホストタウン登録自治体等に対し、事前合宿等での感染症対

策の実施要請について連絡 

・３月 11 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020マイベストプログラム認証事業者に対し、認証事業の実施に

関する考え方について連絡 

・３月 13日、主要な経済団体等に対し、2020年度卒業・修了予定者等の 

就職・採用活動及び 2019年度卒業・修了予定等の内定者への特段の配慮

について要請 

・３月 13日・14日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正

する法律」公布・施行 

・３月 23 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020マイベストプログラム認証事業者に対し、認証事業の実施に

関する考え方について連絡 

・３月 23日、内閣官房に新型コロナウイルス感染症対策推進室を設置 

・３月 26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 15条第１項の規定

に基づき、新型コロナウイルス感染症対策本部を設置 

・３月 28日、新型コロナウイルス感染症対策本部は「新型コロナウイルス

感染症対策の基本的対処方針」を決定 

・４月７日、新型コロナウイルス感染症対策本部長が、緊急事態を宣言。

これに伴い、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更 

・緊急事態措置の実施期間：４月７日から５月６日まで 

・緊急事態措置の実施区域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大

阪府、兵庫県及び福岡県 

・４月 11日、全都道府県に対し、繁華街の接待を伴う飲食店等への外出自

粛を強く促すことを求めるため、「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針」を変更 

・４月 16日、緊急事態宣言の区域を変更。これに伴い、「新型コロナウイ

ルス感染症対策の基本的対処方針」を変更 

・緊急事態措置の実施期間：４月７日（埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県以外の道府県については、同月 16

日）から５月６日まで 

・緊急事態措置の実施区域：全都道府県の区域 

・４月 21 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020マイベストプログラム認証事業者に対し、４月 16日に変更
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された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」について連

絡 

・５月４日、緊急事態措置の実施期間を変更。これに伴い、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更 

・緊急事態措置の実施期間：令和２年５月 31日まで延長 

・緊急事態措置の実施区域：全都道府県の区域 

   ・５月８日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020 マイベストプログラム認証事業者に対し、５月４日に決定

された「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」の延長等について連

絡 

・５月 14 日、緊急事態宣言の区域を変更（39 県を解除）。これに伴い、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更 

・緊急事態措置の実施期間：令和２年５月 31日まで 

・緊急事態措置の実施区域：北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈

川県、京都府、大阪府及び兵庫県に変更 

・５月 15 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020 マイベストプログラム認証事業者に対し、５月 14 日に行

われた新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更等について

連絡 

・５月 21日、緊急事態宣言の区域を変更（３府県を解除）。これに伴い、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更 

・緊急事態措置の実施期間：令和２年５月 31日まで 

・緊急事態措置の実施区域：北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び

神奈川県に変更 

・５月 22 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020 マイベストプログラム認証事業者に対し、新型コロナウイ

ルス感染症緊急事態宣言の区域変更等について連絡 

・５月 25日、緊急事態宣言を解除。これに伴い、「新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針」を変更 

・５月 27 日、beyond2020 プログラム認証事業者及び認証組織並びに

beyond2020マイベストプログラム認証事業者に対し、５月 25日に行わ

れた「新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言」等について連絡 

・９月４日、関係省庁、大会組織委員会、東京都から成る「東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会における新型コロナウイルス感染症対

策調整会議」を開催し、アスリート、大会関係者、観客のカテゴリーに

ついて、行程の場面（出入国、輸送、会場等）ごとに具体的課題の検討
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を開始。 

・９月 10日、橋本大臣とホストタウン首長とのオンライン会議を開催し、

９月４日開催の東京オリンピック・パラリンピック競技大会における

新型コロナウイルス感染症対策調整会議の状況等について説明 

・９月 11 日、「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向

けた新型コロナウイルス感染症対策に係る政府・競技団体間連絡会議」

を開催 

・10月 20日、「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向

けた新型コロナウイルス感染症対策に係る政府・競技団体間連絡会議」

を開催 

・12月２日、「東京オリンピック・パラリンピック競技大会における新型

コロナウイルス感染症対策調整会議 中間整理」を公表。 

・12 月 10 日、橋本大臣とホストタウン首長とのオンライン会議を開催

し、「東京オリンピック・パラリンピック競技大会における新型コロナ

ウイルス感染症対策調整会議 中間整理」等について説明 

 

 

（２）内閣府 

  ＜令和２年＞ 
・１月 31日、実施機関（公益財団法人児童育成協会）に対し、企業主導型

保育施設における新型コロナウイルスへの対応について周知を依頼し、

実施機関から企業主導型保育事業実施者へ周知を実施 

・１月 27 日、新型コロナウイルス感染症に関するインターネット広告を

開始。その他、テレビや新聞での広告を順次実施 

・２月３日、自治体に対し、認定こども園における新型コロナウイルスへ

の対応について認定こども園への周知を依頼 

・２月 14 日、認定こども園における新型コロナウイルスへの対応につい

て、留意事項の内容を更新し、自治体に周知 

・２月 14 日、企業主導型保育施設における新型コロナウイルスへの対応

について、留意事項の内容を更新し、実施機関（公益財団法人児童育成

協会）を通じて周知 

・２月 17 日、自治体に対し少子化対策イベント等における新型コロナウ

イルス感染症への対応等について周知 

・２月 19 日、認定こども園において園児等に新型コロナウイルス感染症

が発生した場合の対応について、自治体に周知 

・２月 25 日、認定こども園において園児等に新型コロナウイルス感染症
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が発生した場合の対応について、内容を更新し、自治体に周知 

・２月 25 日、自治体に対し少子化対策イベント等を中止した場合の取扱

いについて周知 

・２月 26 日、認定こども園における感染拡大防止のための留意点につい

て、自治体に周知 

・２月 26日、企業主導型保育施設について、子ども等に新型コロナウイル

ス感染症が発生した場合の対応、感染拡大防止のための留意点、イベン

ト開催の取扱い等について、実施機関を通じて周知 

・２月 27 日、新型コロナウイルス感染症に伴う保育所等の臨時休園等の

際の利用者負担額について日割り計算とする府令改正等を実施 

・２月 27日、認定こども園の卒園式・入園式等の開催に関する考え方につ

いて、自治体に周知 

・２月 28 日、新型コロナウイルス感染症に伴い企業主導型保育施設を臨

時休園した場合の運営費等の取扱いについて、実施機関を通じて周知 

・２月 28 日、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に

関連しての認定こども園の対応について、自治体に周知 

・２月 28 日、認定こども園における新型コロナウイルスへの対応につい

て、留意事項の内容を更新し、自治体に周知 

・２月 28日、企業主導型保育施設について、新型コロナウイルスにより臨

時休園等した場合の運営費及び利用料の取扱いについて、実施機関を通

じて周知 

・２月 28 日、企業主導型保育施設における新型コロナウイルスへの対応

について、留意事項の内容を更新し、実施機関を通じて周知 

・２月 28日、企業主導型保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症防止

のための学校の臨時休業に関連した保育所等の対応について、実施機関

を通じて周知 

・２月 28日、企業主導型保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症の発

生に伴い幼稚園や小学校が臨時休業した場合の子どもの預かりについ

て、実施機関を通じて周知 

・２月 28 日、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に

関連しての放課後児童健全育成事業に対する財政措置について、自治体

に周知 

・２月 28 日、新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等の臨時休

業に関連した企業主導型ベビーシッター利用者支援事業におけるベビ

ーシッター派遣事業の取扱い及び特例措置について、実施団体（公益社

団法人全国保育サービス協会）を通じて周知 
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・３月２日、自治体に対し少子化対策イベント等の開催に当たり「新型コ

ロナウイルスの集団感染を防ぐために」を踏まえた対応を取るよう周知 

・３月３日、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業等に

関連しての子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター

事業）に対する財政措置について、自治体に周知 

・３月３日、地域子供の未来応援交付金における新型コロナウイルス感染

症への対応について、自治体に周知 

・３月６日、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関

連しての放課後児童健全育成事業に対する追加の財政措置について、自

治体に周知 

・３月６日、企業主導型保育施設に対し、保育所等における新型コロナウ

イルスへの対応にかかる Q&Aについて、実施機関を通じて周知 

・３月 10日、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態について、閣議

了解を経て、行政文書の管理に関するガイドライン（平成 23 年４月１

日内閣総理大臣決定）上の「歴史的緊急事態」に該当すると決定。 

・３月 10日、企業主導型保育施設に対し、児童福祉施設等への繰り返し利

用可能な布製のマスク配布に向けた各施設の状況調査について、実施機

関に周知 

・３月 11 日、認定こども園における新型コロナウイルスへの対応につい

て、留意事項の内容を更新し、自治体に周知 

・３月 12 日、認定こども園における新型コロナウイルスへの対応につい

て、留意事項の内容を更新し、自治体に周知 

・３月 13 日、幼保連携型認定こども園園児指導要録等における臨時休業

等の扱いについて、自治体に周知 

・３月 16日、各都道府県に対し「新型コロナウイルス感染症に関する緊急

対応策―第２弾」に係る令和元年度子ども・子育て支援交付金の変更交

付申請手続等について連絡 

・３月 23 日、認定こども園における新型コロナウイルスへの対応につい

て、留意事項の内容を更新し、自治体に周知 

・３月 31 日、幼保連携型認定こども園の園児及び職員の健康診断の実施

等に係る対応について、自治体に周知 

・３月 31日、企業主導型保育施設に対し、「新型コロナウイルス感染症に

よる小学校休業等対応支援金（委託を受けて個人で仕事をする方向け）

の創設」に係る保育所等の保護者に向けた周知について、実施機関を通

じて周知 

・４月１日、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関
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連しての認定こども園の対応について、内容を更新し、自治体に周知 

・４月１日、企業主導型保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症防止

のための学校の臨時休業に関連しての保育所等の対応について（第二

報）、実施機関を通じて周知 

・４月１日、関係省庁連名で「避難所における新型コロナウイルス感染症

への対応について」を発出し、自治体に周知 

・４月３日 ＤＶの相談対応から保護に至るまで、継続的かつ迅速な支援

の実施を自治体に依頼 

・４月７日、緊急事態宣言後の認定こども園の対応について、自治体に周

知 

・４月７日、企業主導型保育施設に対し、緊急事態宣言後の保育所等の対

応について、実施機関を通じて周知 

・４月７日、関係省庁連名で「避難所における新型コロナウイルス感染症

への更なる対応について」を発出し、自治体に周知 

・４月８日 男女共同参画局ホームページに新型コロナウイルス感染症に

関連する取組情報を分かりやすく掲載 

・４月 10日、企業主導型保育施設に対し、保育所等における新型コロナウ

イルスへの対応にかかる Q&Aについて（第２報）、実施機関を通じて周知 

・４月 10日 橋本内閣府特命担当大臣（男女共同参画）から、新型コロナ

ウイルス問題に伴うＤＶ等への対応に関するメッセージを発信すると

ともに、ＤＶ被害者に対する相談窓口等について周知 

・４月 10 日 男女共同参画局ホームページに新型コロナウイルス感染症

に関連する取組情報を分かりやすく掲載 

・４月 13日、企業主導型保育施設に対し、出勤者７割削減を実現するため

の要請について、実施機関に周知 

・４月 17日 ＤＶに関する新たな相談窓口「ＤＶ相談＋（プラス）」の周

知と協力を自治体に依頼 

・４月 20日 ＤＶに関する新たな相談窓口として「ＤＶ相談＋（プラス）」

を開始 

・４月 21日、各都道府県消防防災主管部（局）長に対し、避避難所での感

染拡大防止にも寄与することから、「『避難』とは『難』を避けることで

あり、安全な場所にいる人は避難場所に行く必要がない」ことや「安全

な親戚・知人宅も避難先となり得る」こと等について住民の理解を促す

よう依頼する通知を発出 

・４月 22 日、配偶者からの暴力を理由とした避難事例における特別定額

給付金関係事務処理について、自治体に周知 
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・４月 22 日・27 日、子供の未来応援基金における新型コロナウイルス感

染症への対応について連絡 

・４月 23 日、認定こども園において臨時休業を行う場合の留意事項等に

ついて、自治体に周知 

・４月 23日、企業主導型保育施設において、「新型コロナウイルス感染症

対策の状況分析・提言」 について、実施機関に周知 

・４月 24 日、認定こども園において登園自粛や臨時休園を行う場合の配

慮が必要な園児への対応について、自治体に周知 

・４月 24日、企業主導型保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症対策

のために保育所等において登園自粛や臨時休園を行う場合の配慮が必

要な子どもへの対応について、実施機関を通じて周知 

・４月 27 日、配偶者からの暴力を理由とした避難事例における特別定額

給付金関係事務処理の運用について、自治体に周知 

・４月 28日、関係省庁連名で「新型コロナウイルス感染症対策としての災

害時の避難所としてのホテル・旅館等の活用に向けた準備について」を

発出し、自治体に周知 

・４月 28日、企業主導型保育施設に対し、「子どもの見守り強化アクショ

ンプラン」の実施にあたっての協力依頼について、実施機関を通じて周

知 

・４月 28日、企業主導型保育施設に対し「社会福祉施設における衛生管理

について（平成９年３月 31日付け社援施第 65号厚生省大臣官房障害保

健福祉部企画課長・社会・援護局施設人材課長・老人保健福祉局老人福

祉計画課長・児童家庭局企画課長連名通知）」等に関するＱ＆Ａについて、

実施機関を通じて周知 

・５月１日、自治体に対し、事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金について」を発出 

・５月１日、緊急事態宣言が継続された場合の認定こども園の対応につい

て、自治体に周知 

・５月１日、企業主導型保育施設に対し、緊急事態宣言が継続された場合

の保育所等の対応について、実施機関を通じて周知 

・５月１日、自治体に対し、子育て世帯への臨時特別給付金の運用に係る

通知、事務連絡を発出 

・５月１日、特別定額給付金に関して、事前申出期間後の配偶者からの暴

力を理由とした避難事例の取扱いについて、自治体に周知 

・５月７日、企業主導型保育施設において、新型コロナウイルス感染症対

策に関する基本的対処方針等について、実施機関に周知 
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・５月 11日、企業主導型保育施設に対し、児童福祉施設等における感染拡

大防止対策に係る支援策について、実施機関を通じて周知 

・５月 12日、企業主導型保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症対策

に伴う企業主導型保育施設の利用料の減額に係る支援について、実施機

関を通じて周知 

・５月 14 日、緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う認定こ

ども園の対応について、自治体に周知 

・５月 14日、企業主導型保育施設に対し、緊急事態措置を実施すべき区域

の指定の解除に伴う保育所等の対応について、実施機関を通じて周知 

・５月 15 日、新型コロナウイルス感染症が収束しない中でも、災害時に

は、危険な場所にいる人は避難することが原則であることや避難におい

て知っておくべき５つのポイント等を示したチラシを、地方自治体を通

じて周知 

・５月 21日、関係省庁連名で「避難所における新型コロナウイルス感染症

への対応の参考資料について」を発出し、自治体に周知 

・５月 21日、関係省庁連名で「新型コロナウイルス感染症対策に係る災害

時の避難所としての各省庁及び独立行政法人、民間団体等が所有する研

修所、宿泊施設等の活用等について」を発出し、自治体に周知 

・５月 21日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る災害時の避難所とし

ての研修所、宿泊施設等の貸出の協力依頼について」を発出し、各府省

に協力を依頼 

・５月 27日、関係省庁連名で「避難所における新型コロナウイルス感染症

への対応に要する経費について」を発出し、自治体に周知 

・５月 27日、関係省庁連名で「「新型コロナウイルス感染症対策としての

災害時の避難所としてのホテル・旅館等の活用に向けた準備について」

（令和２年４月 28 日付け事務連絡）を踏まえた対応について」を発出

し、自治体に周知 

・５月 27日、関係省庁連名で「災害時の避難所における新型コロナウイル

ス感染症対策や避難所の確保等に係る地方公共団体の取組状況等につ

いて」を発出し、自治体に周知 

・５月 27日、「罹災証明書交付業務における新型コロナウイルス感染症対

策について」を発出し、自治体に周知 

・５月 29日、地方自治体に対し、保育所等において保育の提供縮小等を実

施した場合の職員の賃金及び年次有給休暇等の取扱いについての周知

を依頼 

・６月２日、今年度における認定こども園のプール活動の取扱いについて、
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自治体に周知 

・６月 10日、関係省庁連名で「「避難所における新型コロナウイルス感染

症への対応の参考資料」（第２版）について」を発出し、自治体に周知 

・６月 10日、関係省庁連名で「避難所における新型コロナウイルス感染症

への対応に関するＱ＆Ａ（第１版）について」を発出し、自治体に周知 

・６月 16日、関係省庁連名で「新型コロナウイルス感染症対策に係る災害

時の避難所として貸出し得る各省庁及び独立行政法人等が所有する研

修所、宿泊施設等のリストについて」を発出し、自治体に周知 

・６月 16日、「新型コロナウイルス感染症を踏まえた災害対応のポイント

（第１版）について（情報提供）」を発出し、自治体に周知 

・６月 17日、地方自治体に対し、保育所等において休ませた職員について

も通常どおりの賃金や賞与等を支払うなど、公定価格等に基づく人件費

支出について通常時と同水準とする対応が求められることや、常勤・非

常勤や正規・非正規といった雇用形態の違いのみに着目して異なる取扱

いを行うことは適切ではないこと等についてを周知を依頼する通知を

発出 

・６月 18日、保育所等を利用している場合の現況届について、添付書類の

押印を不要とする等取扱いについて自治体に周知 

・６月 22日、企業主導型保育施設において、新型コロナウイルス接触アプ

リ（COCOA）の周知について、実施機関に周知 

・６月 24日、自治体に対し、事務連絡「令和 2年度第 2次補正予算の成立

を踏まえた新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱

について」を発出 

・６月 25 日、「「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて（周知）」（令和２年６月 24日付け事務連絡）について」を発出し、

自治体に周知 

・６月 29日、自治体に対し、保育所等の利用に係る保育の必要性認定に関

して「求職活動」事由による場合の有効期間の柔軟な取扱いを求める事

務連絡を発出 

・７月２日、企業主導型保育施設に対し、７月以降の新型コロナウイルス

感染症対策に伴う企業主導型保育施設の利用料の減額に係る支援につ

いて、実施機関を通じて周知 

・７月 13 日、ＤＶ被害者支援における新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金の活用について、自治体に事務連絡を発出 

・７月 16日、企業主導型保育施設に対し、「新型コロナウイルス感染症拡

大に伴う子ども・子育て支援交付金における病児保育事業の取扱いにつ
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いて（令和２年度）」の企業主導型保育施設への適用について、実施機関

を通じて周知 

・７月 27日、自治体に対し、子ども・子育て支援関連事業についても地方

創生臨時交付金の活用が可能であること等を周知 

・９月２日、地域子供の未来応援交付金における新型コロナウイルス感染

症対策としての活用可能事例について、自治体に周知 

・９月 23 日、企業主導型保育施設に対し、10 月以降の新型コロナウイル

ス感染対策に伴う企業主導型保育施設の利用料の減額に係る支援につ

いて、実施機関を通じて周知 

・９月 23日、自治体に対し、事務連絡「令和２年度新型コロナウイルス感

染症対策予備費の使用の閣議決定を踏まえた新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金の取扱について」を発出 

・９月 30日、企業主導型保育施設に対し、「新型コロナウイルス感染症拡

大に伴う子ども・子育て支援交付金における病児保育事業の取扱いにつ

いて（令和２年度）」の企業主導型保育施設への適用について（12 月ま

で延長）、実施機関を通じて周知 

・10 月 26 日、新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在

り方について、実施機関に周知 

・ 11月 17日、自治体に対し、事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金における「協力要請推進枠」の創設について」を発

出 

・11 月 20 日、新型コロナウイルス感染症に関する職場における一層の対

策強化について、実施機関に周知 

・11 月 24 日、自治体に対し、事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金における「協力要請推進枠」の運用拡大について」

を発出。追加配分額の算定基礎となる酒類を提供する飲食店等の店舗数

について、各都道府県全体の店舗数の２割としていた上限を撤廃 

・12 月 10 日、企業主導型保育施設に対し、医療従事者等の子どもに対す

る企業主導型保育施設における新型コロナウイルスへの対応に関する

取扱いの徹底について、実施機関を通じて周知 

・12 月 11 日、医療従事者等の子どもに対する認定こども園における新型

コロナウイルスへの対応について、自治体に周知 

・12 月 15 日、企業主導型保育施設に対し、令和３年１月以降の新型コロ

ナウイルス感染症対策に伴う企業主導型保育施設の利用料の減額に係

る支援について、実施機関を通じて周知 

・12 月 15 日、自治体に対し、事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応
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地方創生臨時交付金における「協力要請推進枠」の運用拡大について」

を発出。協力金に係る国の財政支援の対象の上限の拡充を行うとともに、

要請日数の 30 日上限を撤廃 

・12 月 16 日、自治体に対し、事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金における「協力要請推進枠」の取扱について」を発

出 

・12 月 22 日、企業主導型保育施設に対し、保育所、地域子ども・子育て

支援事業におけるマスク購入等の感染拡大防止対策に係る支援策につ

いて、実施機関を通じて周知 

・12 月 25 日、地方創生臨時交付金の「協力要請推進枠」について、営業

時間短縮要請等を行う各都道府県を支援するため、予備費を活用して、

約 2,169億円を追加措置することを閣議決定 

 

 

（３）警察庁 

  ＜令和２年＞ 
・１月 15日、警備第二課長を長とする対策室を設置 

・１月 26日、警備局長を長とする対策本部に改組 

・１月 29 日、武漢市からのチャーター便による邦人帰国に伴う警備措置

（１月 30日、１月 31日、２月７日、２月 17日） 

・１月 30日、次長を長とする対策本部に改組 

・１月 30日から２月１日にかけ、武漢市からのチャーター便による帰国邦

人を警察大学校で受け入れ 

・２月 16日クルーズ船・ダイヤモンドプリンセス号乗船員の帰国に伴う警

備措置（２月 17日、２月 19日、２月 20日、２月 21日、２月 22日、２

月 25日、２月 26日、３月１日） 

・２月 18日、クルーズ船・ダイヤモンドプリンセス号乗員の愛知県藤田医

科大学岡崎医療センターへの移送に伴う警備措置（２月 19 日、２月 20

日、２月 25日、２月 26日） 

・２月18日、各都道府県警察等に対し、警察職員等における新型コロナウ

イルス感染症への対策等について、通達を発出。以降、警察機能の維

持に留意しつつ、二部制勤務の導入や各種休暇の取得の奨励等、出勤

回避のための取組を推進するとともに、緊急事態宣言解除後も、引き

続きテレワーク、時差出勤を含めた勤務形態の多様化等を推進するこ

とにつき逐次示達 

・２月 19日、各都道府県警察に対し、死体取扱時における感染防止対策に
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ついて、事務連絡を発出 

・２月 21日、各都道府県警察に対し、新型コロナウイルスへの感染やその

おそれを理由に運転免許証の更新を受けることができなかった旨の申

立があった場合、通常の更新と同様の条件での再取得が可能であるとの

解釈等について、通達を発出 

・２月 21日、各都道府県警察に対し、捜査活動における捜査員の感染防止

の徹底等について、通達を発出 

・２月 25日、各都道府県警察に対し、政府において「新型コロナウイルス

感染症対策の基本方針」が決定されたことを踏まえ、今後発生し得る事

態を想定した検討を進め、必要な措置を講じるよう、通達を発出 

・３月４日、各都道府県警察に対し、生活安全警察に係る許可等事務にお

いて、必ずしも来署等を要しない手続については、郵送による手続等が

可能であることの教示、感染予防対策の徹底等について、通達を発出 

・３月 10日、各都道府県警察に対し、運転免許センター等における感染予

防対策の徹底のほか、運転免許証の有効期間の末日までに更新手続を受

けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の延長措置。運転

免許証の有効期間の末日が令和２年３月 13日から令和２年３月 31日ま

での間にある方が対象）等について、通達を発出 

・３月 12日 警察庁ホームページに「新型コロナウイルス感染症への対応

について」特設ページを開設 

・３月 25日、各都道府県警察に対し、運転免許証の有効期間の末日までに

更新手続を受けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の延

長措置）について、その末日が令和２年４月１日から令和２年４月 30日

までの間にある方も対象とするよう、通達を発出 

・３月 26日、長官を長とする対策本部に改組 

・３月 27日、各都道府県警察に対し、空港において検疫法に基づく検査の

対象となる帰国者が増加することから、検疫の強化に伴う警察措置につ

いて、通達を発出。以降、トラブルや不測の事態の防止を図るため、空

港その他の検疫所長が指定した施設等における警戒警備等を実施 

・４月６日、各都道府県警察に対し、捜査活動における業務継続性の確保

等について、通達を発出 

・４月７日、各都道府県警察に対し、新型コロナウイルス感染症に関する

緊急事態宣言がなされたことを踏まえ、国家公安委員会・警察庁新型イ

ンフルエンザ等対策行動計画に基づく対策等を一層強力に推進するよ

う、通達を発出 

・４月７日、各都道府県警察に対し、運転免許証の有効期間の末日までに
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更新手続を受けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の延

長措置）について、その末日が令和２年５月１日から令和２年７月 31日

までの間にある方も対象とするよう、通達を発出 

・４月８日、各都道府県警察に対し、都道府県知事による住民に対する外

出の自粛要請に伴い、繁華街でのトラブル等の発生を防止するため、

地域警察官によるパトロールを強化するなどの所要の措置を講じるよ

う、事務連絡を発出 

・４月 13日、自動車教習所において教習を一時中断せざるを得ないような

事態における教習期間算定の弾力的な運用、自動車教習所の卒業証明書

や仮運転免許証等の有効期間の延長等について、通達を発出 

・４月 20日、各都道府県警察に対し、新型コロナウイルス感染症の拡大等

に伴う侵入窃盗や特殊詐欺等各種犯罪に係る抑止対策の推進について、

通達を発出 

・４月 21日、特別定額給付金を装った詐欺に関し、総務省及び消費者庁と

連名で注意喚起資料を作成し、警察庁ウェブサイト等にて注意を呼びか

け 

・４月30日、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の警備のた

めに全国から派遣される部隊の待機施設（プレハブ）を、軽症者等を

受入れ可能な宿泊療養施設に改修 

・５月１日、各都道府県警察に対し、新型コロナウイルス感染症対策に伴

う外出自粛、学校休業等を踏まえた配偶者からの暴力事案等及び児童虐

待事案への的確な対応について、通達を発出 

・５月３日、クルーズ船・コスタアトランチカ号乗船員の帰国に伴う警備

措置（５月５日、５月 13日、５月 28日） 

・５月５日、所管の関係団体等に感染防止のためのガイドライン作成につ

いて依頼及び指導・助言 

・５月14日、各都道府県警察に対し、参考人等の事情聴取に当たっては、

事前に電話等で概要を聴取するなど、関係者と対面する機会の減少に

ついて、通達を発出 

・５月25日、各都道府県警察に対し、捜査活動における人との接触機会の

極小化について、通達を発出 

・６月５日、新型コロナウイルス感染症対策を講じた場合に不足すること

が見込まれる災害発生時の避難所の確保のため、研修施設等を有する

所管の関係団体等に対し協力依頼 

・６月９日、各都道府県警察に対し、運転免許証の有効期間の末日までに

更新手続を受けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の延
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長措置）について、その末日が令和２年８月１日から令和２年９月 30日

までの間にある方も対象とするよう、通達を発出 

・６月12日、各都道府県警察に対し、災害発生時の対応において消毒の徹

底、感染防護資機材の適切な使用等の感染防止対策について、通達を

発出 

・７月22日、各都道府県警察に対し、保健所長から新型コロナウイルス感

染症の患者に係る行方不明者届がなされた場合の適切な発見活動につ

いて、通達を発出 

・９月８日、各都道府県警察に対し、運転免許証の有効期間の末日までに

更新手続を受けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の

延長措置）について、その末日が令和２年10月１日から令和２年12月

28日までの間にある方も対象とするよう、通達を発出 

・12月７日、各都道府県警察に対し、運転免許証の有効期間の末日までに

更新手続を受けることが困難な場合の措置（運転及び更新可能期間の

延長措置）について、その末日が令和２年12月29日から令和３年３月

31日までの間にある方も対象とするよう、通達を発出 

・12月10日、各都道府県警察に対し、指定自動車教習所における学科教

習については、オンラインで行うことができることについて、通達を

発出 

 

 

（４）金融庁 

 ＜令和２年＞ 
・ １月 30日、「金融庁新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置 

・ １月 31 日、中国に拠点を有する本邦金融機関の営業状況等について把

握 

・ ２月３日、ホテル三日月（勝浦市）の退避邦人からの両替のニーズに対

し、地域金融機関と連携して対応 

・ ２月７日、金融機関に対して、「新型コロナウイルス感染症の発生を踏ま

えた対応（要請）」を発出 

・ ２月 10 日、金融商品取引法に基づく開示書類について、中国子会社へ

の監査業務が継続できないなど、やむを得ない理由により期限までに提

出できない場合は、財務（支）局長の承認により提出期限を延長するこ

とを認めるため、所管の財務（支）局に相談するよう金融庁ウェブサイ

トにおいて公表 

・ ２月 10 日、東京証券取引所等は、取引所規則に基づく決算短信等につ
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いて、やむを得ない理由により期限までに提出できない場合には、提出

期限を延長することを認める旨を上場会社宛てに通知 

・ ２月 19日、金融機関に対して、「新型コロナウイルス感染症の国内感染

拡大防止に係る対応について（要請）」を発出 

・ ２月 25 日、金融機関に対して、「『新型コロナウイルス感染症対策の基

本方針』を踏まえた対応について（要請）」を発出 

・ ２月 28 日、金融機関等との取引に関する相談等を受け付ける「新型コ

ロナウイルスに関する金融庁相談ダイヤル」（フリーダイヤル）を設置 

・ ３月６日、預金取扱金融機関に対して、新型コロナウイルス感染症の影

響拡大を踏まえた事業者の資金繰り支援に係る大臣談話の公表、大臣名

による要請文を発出 

・ ３月 10 日、信用情報機関に対して、信用情報に関する柔軟な取扱いに

ついて会員への周知を要請 

・ ３月 13日、保険会社等に対して、「新型コロナウイルス感染症に伴う金

融上の措置について（要請）」を発出 

・ ３月 16 日、大臣が全国銀行協会等の代表と面会の上、改めて資金繰り

支援を要請 

・ ３月 17日、「新型コロナウイルス感染症の影響拡大を踏まえた健全性基

準上の確認」を金融庁ウェブサイトにおいて公表 

・ ３月 18 日、日本公認会計士協会が、新型コロナウイルス感染症に関連

し、期末に行われる実地棚卸の立会いや残高確認などの監査手続の実施

が困難になった場合にどのような代替的手続を採ることができるか等

について、会員向け通知を発出 

・ ３月 18 日、東京証券取引所等は、上場会社に対し、「業績予想の修正」

などに関する開示を行う際に、自社の状況に応じて事業活動や経営成績

に及ぼす影響等について可能な限り具体的に説明するよう要請 

・ ３月 18日、東京証券取引所は、上場会社及び上場候補会社に対し、①上

場廃止等となる債務超過基準を１期延長する、②一時的な業績悪化を勘

案して審査することを公表 

・ ３月 19 日、資金繰り支援に係るリーフレットを当庁ウェブサイトに公

表の上、全国の自治体、商工団体等の各団体に配布 

・ ３月 24日、預金取扱金融機関に対して、「新型コロナウイルス感染症の

影響拡大を踏まえた事業者の資金繰り支援について（要請）」を発出 

・ ３月 24 日、適正な市場機能と取引の公正の確保について大臣談話の公

表 

・ ３月 27 日、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた金融機関によ
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る事業者支援等の対応事例を、金融庁ウェブサイトにおいて公表すると

ともに、預金取扱金融機関に対して周知 

・ ３月 30日、「新型コロナウイルス感染症の影響による金融機関等の報告

の提出期限について」を金融庁ウェブサイトにおいて公表 

・ ３月 30 日、金融機関に対して、「『新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針』を踏まえたＢＣＰ対応に係る留意事項」を発出 

・ ３月 30日、「本邦における自己資本比率規制等の実施について」を金融

庁ウェブサイトにおいて公表 

・ ４月３日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協議

会」（事務局：金融庁）を設置し、第 1回会合を実施 

・ ４月７日、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣言

を踏まえた金融システム・金融資本市場の機能維持について」（大臣談

話）を公表 

・ ４月７日、預金取扱金融機関等に対して、「『新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策』を踏まえた資金繰り支援について（要請）」を発出 

・ ４月７日、「新型コロナウイルスに乗じた犯罪に関する注意喚起」を金融

庁ウェブサイトにおいて公表 

・ ４月８日、総理から官民金融機関の代表者に対し、事業者の資金繰り支

援等を要請 

・ ４月８日、日本銀行預け金をレバレッジ比率上のエクスポージャーの額

から一時的に控除することに向け、所要の手続きを進めることで日銀と

合意 

・ ４月 10日、保険会社等に対して、「新型コロナウイルス感染症に関する

保険約款の適用等について（要請）」を発出 

・ ４月 10日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協議

会」（事務局：金融庁）第２回会合を実施 

・ ４月 10日、企業会計基準委員会が、「会計上の見積りを行う上での新型

コロナウイルス感染症の影響の考え方」を公表 

・ ４月 10日、日本公認会計士協会が、企業会計基準委員会が公表した「会

計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方」

を踏まえた判断など、新型コロナウイルス感染症による監査上の留意事

項について、会員向け通知を発出 

・ ４月 13日、金融機関に対して、「出勤者７割削減を実現するための要請

について」を発出 

・ ４月 13日、金融庁、厚生労働省、総務省、法務省、文部科学省の連名に

て、金融機関に対して、「新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に
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対する配慮に関する要請について」を発出 

・ ４月 14日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた銀行と電子決

済等代行業者との間の契約締結に関する対応について」を金融庁ウェブ

サイトにおいて公表 

・ ４月 14 日、有価証券報告書等の提出期限を９月末まで一律延長とする

内閣府令改正を行う旨金融庁ウェブサイトにおいて公表。東京証券取引

所は、これを踏まえた決算発表日程の再検討の依頼を公表するとともに、

上場会社宛てに通知 

・ ４月 15日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協議

会」（事務局：金融庁）第３回会合を実施し、同日、連絡協議会名で、株

主総会の運営に関し柔軟かつ適切な対応等を求める声明文を公表。東京

証券取引所は、当該内容を踏まえた決算発表日程の再検討や決算内容等

の適切な開示について公表するとともに、「決算発表・定時株主総会の日

程変更等に係る適時開示実務上の留意点」を上場会社宛てに通知 

・ ４月 15 日、日本公認会計士協会が、有価証券報告書等の提出期限の延

長や会社法計算関係書類の監査に関する監査上の留意事項について、会

員向け通知を発出 

・ ４月 15 日、中央清算されないデリバティブ取引に係る証拠金規制実施

について、一部取引に係る適用開始時期を１年間延期する内閣府令改正

案を公表 

・ ４月 16日、預金取扱金融機関等に対して、「新型コロナウイルス感染症

の影響を踏まえた手形・小切手等の取扱いについて」を発出 

・ ４月 16 日、緊急事態措置の対象区域が全国に拡大されたことを受け、

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣言を踏まえ

た金融システム・金融資本市場の機能維持について」（大臣談話）を公表 

・ ４月 17 日、企業や監査法人が、決算業務や監査業務のために十分な時

間を確保できるよう、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の提出

期限について、企業側が個別の申請を行わなくとも、一律に本年９月末

まで延長できるよう内閣府令を改正 

・４月 17日、日銀の要望を受け、一時的に、レバレッジ比率を算定する

にあたって日銀預け金を除外するべく所要の改正を行い、当庁ウェブ

サイトでパブリックコメントを開始。６月期より適用予定 

・ ４月 20日、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた金融機関によ

る事業者支援等の対応事例（３月 27日公表）に新たな事例を追加し、

金融庁ウェブサイトにおいて公表するとともに、預金取扱金融機関に

対して周知 



                        

19 
 

・４月 21日、預金取扱金融機関に対して、「日本政策金融公庫等との更

なる連携の強化について（要請）」を発出 

・４月 22日、特別定額給付金（仮称）の給付に関する詐欺等の被害防止

のため、金融庁ウェブサイトにおいて広報啓発を行うとともに、同 23

日、預金取扱金融機関に対して周知 

・４月 22日、日本公認会計士協会が、政府の要請等により営業を停止し

た場合の固定費等の会計処理並びに銀行等金融機関の自己査定及び償

却・引当に関する監査上の留意事項について、会員向け通知を発出 

・４月 23日、預金取扱金融機関に対して、「特別定額給付金（仮称）事

業の円滑な執行への協力について」の事務連絡を発出 

・４月 24日、決算業務・監査業務等への対応について、当庁への事業報

告等の提出期限につき柔軟な取扱いを行う旨を所管機関に通知 

・４月 24日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協

議会」（事務局：金融庁）第４回会合を実施 

・４月 27日、預金取扱金融機関に対して、「『新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策』を踏まえた資金繰り支援について（要請）」を発出 

・４月 27日、「今後の事業者の資金繰り支援について」（大臣談話）を公

表 

・ ４月 28日、金融庁、法務省、経済産業省は、株主総会の継続会に係る

留意事項を、「継続会（会社法 317条）について」として公表 

・ ４月 28日、「多重債務防止のための注意喚起（高額な手数料によるフ

ァクタリングに関する注意喚起）」を金融庁ウェブサイトにおいて公表 

・４月 30日、金融機関における貸付条件の変更等の状況について（銀行

分）を公表 

・４月 30日、東京証券取引所等は、上場会社に対し、指定替え（第１部

から第２部）・上場廃止に係る時価総額基準等に抵触した場合におけ

る、事業計画改善書の提出期限を本年 12月末まで（上場廃止に係る猶

予期間は 2021年６月末まで）延長することを通知・公表 

・５月１日、民間金融機関における実質無利子・無担保融資の開始につ

いて公表 

・５月４日、緊急事態措置を実施すべき期間が５月 31日まで延長された

ことを受け、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣

言を踏まえた金融システム・金融資本市場の機能維持について」（大臣

談話）を公表 

・５月７日、預金取扱金融機関に対して、「持続化給付金の支給に伴うお

願いについて」の事務連絡を発出（貸金業者には６月８日発出） 
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・５月８日、預金取扱金融機関に対して、「家賃の支払いに係る事業者等

の資金繰りの支援について（要請）」を発出 

・５月８日、投資法人等から資産運用委託を受けている投資運用業者に

対し、「賃料の支払いに係る事業者等への配慮について（要請）」を発

出 

・５月８日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協議

会」（事務局：金融庁）第５回会合を実施 

・５月８日、日本公認会計士協会が、限定付適正意見などを表明するこ

ととなる場合の対応をまとめた監査上の留意事項、及び監査業務にお

ける署名・押印に関する実務対応に係る資料を公表 

・５月 11日、資金決済事業者に対して、「新型コロナウイルス感染症の

発生を踏まえた加盟店への入金に関する配慮について（要請）」を発出 

・５月 11日、企業会計基準委員会が、「会計上の見積りを行う上での新

型コロナウイルス感染症の影響の考え方（追補版）」を公表 

・５月 14日、緊急事態措置を実施すべき区域が変更されたことを受け、

「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣言を踏まえ

た金融システム・金融資本市場の機能維持について」（大臣談話）を公

表 

・５月 14日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協

議会」（事務局：金融庁）第６回会合を実施 

・５月 15日、生命保険協会及び日本損害保険協会に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症の宿泊療養者・自宅療養者のために発行する証明書様

式について（要請）」を発出 

・５月 15日、金融機関における貸付条件の変更等の状況について（協同

組織金融機関分）を公表 

・５月 21日、「新型コロナウイルス感染症の影響に関する企業情報の開

示について」を公表 

・５月 22日、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた金融機関によ

る事業者支援等の対応事例（３月 27日公表、４月 20日最終更新）に

新たな事例を追加し、金融庁ウェブサイトにおいて公表するととも

に、預金取扱金融機関に対して周知 

・５月 25日、緊急事態解除宣言がなされたことを受け、「新型コロナウ

イルス感染症に係る緊急事態解除宣言を踏まえた今後の対応につい

て」（大臣談話）を公表 

・５月 25日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協

議会」（事務局：金融庁）第７回会合を実施 
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・５月 27日、「今後の事業者の資金繰り支援について」（大臣談話）を公

表し、預金取扱金融機関に対して、「令和２年度第２次補正予算の決定

を踏まえた資金繰り支援について（要請）」を発出 

・５月 27日、資本性借入金の取扱いの明確化に係る「主要行等向けの総

合的な監督指針」等の一部改正について公表 

・５月 27日、預金取扱金融機関に対する住宅ローン等に係る要請事項を

公表 

・５月 27日、「金融機能強化法の改正について」（大臣談話）を公表 

・５月 28日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・５月 28日、政府広報のＴＶＣＭにおいて「資金の相談に関するお知ら

せ」を放送開始 

・５月 29日、有価証券報告書の記述情報における新型コロナウイルス感

染症の影響に関する開示について、投資家等が期待する好開示のポイ

ントを Q&Aとして公表 

・６月１日、令和２年公認会計士試験第Ⅱ回短答式試験について、８月

23日に実施する旨を公認会計士・監査審査会ウェブサイトにおいて公

表 

・６月５日、日銀の「新型コロナ対応特別オペ」の系統向け特則等の活

用に際し、協同組織金融機関の中央機関に対する信用供与が限度額を

超える場合の承認について、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督

指針」の一部改正を公表 

・６月８日、「金融機能の強化のための特別措置に関する法律の一部を改

正する法律案」を国会提出 

・６月８日、預金取扱金融機関等に対して、「学生支援緊急給付金の支給

に伴うお願いについて」の事務連絡を発出 

・６月 10日、各協会等に対して、「新型コロナウイルス感染症の影響拡

大・長期化を踏まえた事業者の資金繰り支援について」を財務大臣兼

金融担当大臣及び経済産業大臣の連名にて発出 

・６月 18日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協

議会」（事務局：金融庁）第８回会合を実施 

・６月 25日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による金融機関への

影響を踏まえたバーゼル銀行監督委員会・IOSCO 代表理事会の国際合

意に沿って、非清算店頭デリバティブ取引に関する証拠金規制の段階

的実施時期（フェーズ５及び６）を 1 年後ろ倒しする改正府令を公

布・施行 
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・６月 26日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・６月 26日、令和２年公認会計士試験論文式試験について、11月 14

日、15日の２日間の日程で実施する旨及び令和３年公認会計士試験の

スケジュールを公認会計士・監査審査会ウェブサイトにおいて公表 

・６月 26日、企業会計基準委員会が、「会計上の見積りを行う上での新

型コロナウイルス感染症の影響の考え方」を更新 

・６月 30日、日本公認会計士協会が、四半期レビューにおける留意事項

をまとめた「新型コロナウイルス感染症に関連する監査上の留意事項

（その６）」を公表 

・７月１日、「四半期報告書における新型コロナウイルス感染症の影響に

関する企業情報の開示について」を公表 

・７月２日、「企業決算・監査等への対応に係る関係団体による連絡協議

会」（事務局：金融庁）第９回会合を実施。同日、「新型コロナウイル

ス感染症の影響を踏まえた企業決算・監査等への対応（骨子）」の公表 

・７月 22日、令和２年公認会計士試験第Ⅱ回短答式試験の試験場、出願

状況及び受験される方へ新型コロナウイルス感染症への対策について

のお知らせを公認会計士・監査審査会ウェブサイトにおいて公表 

・７月 31日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・７月 31日、「飲食店等におけるクラスター発生の防止のための総合的

な取組について」を企画市場局・監督局にて関係業界に対し発出 

・８月 17日、金融機関（協同組織金融機関分）における貸付条件の変更

等の状況について公表 

・８月 28日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・９月 30日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・10月 13日、令和２年公認会計士論文式試験の試験場及び受験される方

へ新型コロナウイルス感染症対策についてのお知らせを公認会計士・

監査審査会ウェブサイトにおいて公表。同時に、実施時期が延期され

たことを理由として受験を取りやめる方に対し、受験手数料の返金に

ついてのお知らせを公表 

・10月 30日、「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン

研究会」において、「「自然災害による被災者の債務整理に関するガイ

ドライン」を新型コロナウイルス感染症に適用する場合の特則」が策
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定・公表 

・10月 30日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・11月６日、預金取扱金融機関に対して、「新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により解雇等され、実習が継続困難となった技能実習

生等に対する雇用維持支援に係る周知等の協力依頼について」を発出 

・11月 20日、金融機関（協同組織金融機関分）における貸付条件の変更

等の状況について公表 

・11月 27日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

・ 11月 30日、中小企業等の金融の円滑化について、金融担当大臣や経済

産業大臣をはじめとする政府当局者と各金融機関の代表の意見交換会

を開催 

・ 11 月 30 日、預金取扱金融機関に対して、「年末における中小企業・小

規模事業者に対する金融の円滑化について」を発出 

・ 12月８日、預金取扱金融機関等に対して、「国民の命と暮らしを守る安

心と希望のための総合経済対策」を踏まえた事業者支援の徹底等に係る

大臣談話の公表、要請文を発出 

・ 12 月 17 日、預金取扱金融機関に対して、「イベントの中止等の影響を

踏まえた資金繰り支援について」を発出 

・ 12 月 17 日、官民の金融機関に対して、「年末年始に向けた感染拡大防

止措置を踏まえた事業者等の資金繰り支援等について」を関係大臣の連

名にて要請 

・12月 25日、金融機関（銀行分）における貸付条件の変更等の状況につ

いて公表 

 

 

（５）消費者庁 

  ＜令和２年＞ 
  ・１月 31日、消費者庁ウェブサイトにおいて感染予防法として咳エチケッ

トや手洗いなどが推奨されていることや消費者に冷静な対応をお願いし

たい旨を発信。 

・２月５日、長官会見及び消費者庁ウェブサイトにおいて転売目的の購入は

望ましくない旨を呼び掛け。 

・２月６日、デジタル・プラットフォーマー各社にマスク等の適切な取引の

確保に向けた協力依頼を発出し、あわせてその旨を消費者庁ツイッター
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にて発信。 

・２月 19日、消費者団体等に対して、「職員の方が休みやすい環境整備に向

けて（協力依頼）」を通知文にて発出。 

・２月 20日、「消費者庁新型コロナウイルス感染症対策会議」を開催 

・２月 26日、マスク等の転売目的の購入は望ましくない旨、消費者に対し

て呼びかけ、デジタル・プラットフォーマー各社への協力依頼 

・２月 27日、消費者庁ウェブサイト及びツイッターにおいて新型コロナウ

イルス感染症の拡大に対応する際に消費者として御注意いただきたいポ

イントをまとめて発信。（マスクの転売防止） 

・３月４日、消費者庁ウェブサイトの新型コロナウイルス特設ページを更

新。 

・３月９日、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供

給不足を受けた米トレーサビリティ法の弾力的運用について、農林水産

省と連名で関係機関に通知。 

・３月 10日、新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表

示に関する、改善要請及び一般消費者への注意喚起を実施 

・３月 10日、マスクの転売を禁止することとして、厚生労働省、経済産業

省及び消費者庁が共同請議のもと「国民生活安定緊急措置法施行令の一

部を改正する政令」を閣議決定。併せて、消費者庁ウェブサイト及びツイ

ッターにおいて、３月 15日以降、マスクの転売が禁止になる旨を周知す

ると共に、国民生活センター及び全国の消費者行政担当部局へ、本政令の

改正を踏まえた協力依頼を事務連絡として発出。 

・３月 13日、消費者庁ツイッターにおいて、「新型コロナウイルスの感染予

防対策情報」などとして、不確かな情報がチェーンメッセージ（チェーン

メール）として拡散していることに関する注意喚起を発信 

・３月 23日、「新型コロナウイルス感染症対策会議（第２回）」を開催。 

・３月 24日、関係省庁と連名で作成した咳エチケット・自作マスクに関す

る動画及び当該動画の広報用（学校向け）ポスターを公表 

・３月 26日、関係省庁と連名で作成した食料品の買いだめ等自粛に関する

チラシを公表し、当庁ホームページ及びツイッターにおいて冷静な購買

活動のお願いを周知。併せて、国民生活センター及び全国の消費者行政担

当部局へ当該チラシの周知依頼。 

・３月 27日、新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表

示に関する改善要請等を実施するとともに、マスクのおとり広告に対す

る再発防止の指導を実施。また、SNSを通じて一般消費者等への注意喚起

を実施。（３月 10日に行った改善要請等及び注意喚起の第２報） 
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・３月 30日、「消費者庁新型コロナウイルス感染症対策本部（第２回）」を

開催。 

・４月２日、消費者庁ツイッターにおいて、厚生労働省と協定を提携した

LINE 株式会社による新型コロナウイルス感染症対策に向けたアンケート

を装った詐欺疑義事案の情報がある旨の注意喚起を実施 

・４月３日、関係省庁と連名で作成した買物時の注意事項に関するチラシを

公表し、当庁ホームページ及びツイッターにおいて、他の方に感染させな

い気遣いなどについての御理解・御協力を呼び掛け。併せて、国民生活セ

ンター及び全国の消費者行政担当部局へ当該チラシの周知依頼 

・４月７日、「消費者庁新型コロナウイルス感染症対策会議（第３回）」を開

催。 

・４月９日、「消費者庁新型コロナウイルス感染症対策本部（第３回）」を開

催。 

・４月 10日、都道府県及び政令市の消費者行政担当部局に対して、「消費生

活センター等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向け

た対応について（要請）」を発出。 

・４月 10日、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた米トレーサビリテ

ィ法の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。 

・４月 10日、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた食品表示法に基づ

く食品表示基準の弾力的運用について、農林水産省及び厚生労働省と連

名で関係機関に通知。 

・４月 14 日、関係省庁に対して、PIO-NET に登録された生活関連物資の高

額販売事例等について、当面の間、毎週情報提供。 

・４月 15日、新型コロナウイルス感染症に便乗した送り付け商法に係る啓

発用資料を当庁ホームページ及びツイッターにて公開し、注意喚起を実

施するとともに都道府県及び政令市の消費者行政担当宛てに情報提供を

行い、管轄市町村にも周知するよう依頼を発出。 

・４月 17 日、「消費者庁 新型コロナ関連消費者向け情報」公式 LINE アカ

ウントを開設するとともに、都道府県及び政令市の消費者行政担当宛て

に情報提供を行い、管轄市町村にも周知するよう依頼を発出。 

・４月 21日、「消費者庁新型コロナウイルス感染症対策本部」（第４回）を

開催。 

・４月 21日、特別定額給付金を装った詐欺に関し、総務省及び警察庁と連

名で注意喚起資料を作成し、当庁ホームページ及び SNS 公式アカウント

にて注意を呼びかけ。また、都道府県及び政令市の消費者行政担当宛てに

情報提供を行い、管轄市町村にも周知するよう依頼を発出するとともに、
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相談員向け想定問答を消費者行政フォーラムに掲載。 

・４月 22日、物価担当官会議を開催し、マスクの一般消費者への供給拡大

に向けた方向性を確認。また、同日付で、厚生労働省・経済産業省と連名

で、業界団体に対してマスクの適正な価格での販売等を要請。加えてその

旨を消費生活センター及び全国の消費者行政担当部局に周知。 

・４月 23日、関係省庁と連名で作成した、買物をするときのお願いに関す

るチラシを公表し、当庁ホームページにおいて、消費者に対して「密」を

回避することの周知。 

・４月 25日、国民生活センターにおける平日バックアップ相談及び休日相

談の受付時間を 10 時から 18 時までに延長。（通常は 10 時から 16 時ま

で。16時から 18時は給付金関連の相談を受付） 

・４月 30日、インターネット通販に関する注意喚起資料を作成し、当庁ホ

ームページ及び SNS公式アカウントにて注意を呼びかけ。 

・５月１日、独立行政法人国民生活センターにて、「新型コロナウイルス給

付金関連消費者ホットライン」を開設し、フリーダイヤル（通話料無料）

で、新型コロナウイルス感染症対策の給付金等に関する相談を受け付け

開始。 

・５月１日、消費者庁食品ロス削減特設サイトに「緊急事態宣言下での食品

ロス削減の工夫」についてページを新設し、テイクアウト販売の活用など

消費者が食品ロスを削減できる工夫や情報をとりまとめ、公表するとと

もに、SNS公式アカウントにて周知。 

・５月１日、新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする健康食品等

について、当庁ホームページ、LINE 公式アカウント及び SNS 公式アカウ

ントにて注意を呼びかけ。 

・５月 14日、関係省庁と連名で作成した、買物の際に消費者に協力いただ

きたい「お買い物エチケット」に関するチラシと、外食をする際の注意事

項に関するチラシを公表し、当庁ホームページ及び SNS（５月 15 日）に

おいて、消費者自身の感染予防に加え、他の方に感染させない気づかいと

協力を周知。併せて、全国の消費者行政担当部局へ当該チラシの周知依頼。 

・５月 14 日、これに合わせ、消費者向けに、SNS にて、事業者への意見の

伝え方について配慮を呼びかけた。 

・５月 15日、携帯型の空間除菌用品の表示に関し、景品表示法に違反する

おそれがあることから、当該商品を供給する５事業者に対し再発防止等

の指導を実施。また、SNSを通じて一般消費者等への注意喚起を実施。 

・５月 19日、「ハンドクリーンジェル（300ml）」と称する商品に係る表示に

ついて、景品表示法に違反する行為（優良誤認表示）が認められたことか
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ら、当該商品を供給する事業者に対し措置命令を実施。 

・５月 22日、各業界団体の感染予防ガイドラインを踏まえ、日常生活の様々

な場面において、「新しい生活様式」実践のために消費者に知っていただ

きたい注意点をとりまとめた特設サイトを、当庁ホームページに開設。 

・５月 22日、アルコール消毒製品の転売を禁止することとして、厚生労働

省、経済産業省、財務省及び消費者庁が共同請議のもと「国民生活安定緊

急措置法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定。併せて、消費者庁ウ

ェブサイト及びツイッターにおいて、５月 26日以降、アルコール消毒製

品の転売が禁止になる旨を周知すると共に、国民生活センター及び全国

の消費者行政担当部局へ、本政令の改正を踏まえた協力依頼を事務連絡

として発出。また、本転売禁止に係る大臣メッセージ及び関係省庁との協

力のもと作成したＱ＆Ａを消費者庁ウェブサイトに掲載。 

・６月５日、新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示

に関する改善要請等を実施するとともに、SNSを通じて一般消費者等への

注意喚起を実施。（３月 10日及び３月 27日に行った改善要請等及び注意

喚起の第３報） 

・６月 15日、「新型コロナウイルス給付金関連消費者ホットライン」の受付

時間を１時間延長し、10時から 17時までに変更。それに伴い、国民生活

センターにおける平日バックアップ相談及び休日相談の受付時間を通常

時の 10時から 16時までに変更。 

・６月 26日、新型コロナウイルスに対する消毒方法の有効性評価によって、

ウイルスに有効な消毒・除菌方法が新たに確認されたことを踏まえ、厚生

労働省及び経済産業省と合同で、身の回りのウイルスの消毒・除菌方法及

び消毒剤等の選び方・使い方等を取りまとめるとともに、SNSを通じて一

般消費者等への注意喚起を実施。 

・６月 30日、持続化給付金に関して消費生活相談が増加しているとして注

意喚起を SNSより配信(７月 10日、10月７日にも配信)。 

・８月 28 日、「ウイルスシャットアウト」と称する商品に係る表示につい

て、景品表示法に違反する行為（優良誤認表示）が認められたことから、

当該商品を供給する事業者に対し措置命令を実施。 

・８月 29日、「国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令」が施

行され、マスク及びアルコール消毒製品の転売規制を解除。消費者庁ウェ

ブサイトにおいて、８月 29日以降、転売規制が解除される旨を周知する

と共に、国民生活センター及び全国の消費者行政担当部局へ、本政令の改

正を踏まえた協力依頼を事務連絡として発出。また、本転売規制解除に係

る関係省庁との協力のもと作成したＱ＆Ａを消費者庁ウェブサイトに掲
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載。 

・11 月 26 日、消費者庁「新しい生活様式」特設サイトに、「寒冷な場面に

おける感染防止対策」についてページを新設し、住宅の換気方法、加湿器

を使用する際の注意点などを取りまとめ、公表するとともに、SNS公式ア

カウントにて周知。 

・12 月１日、関係省庁と連名で作成した、外食をする際の注意事項に関す

るチラシについて、外食業の事業継続のためのガイドラインの更新に伴

い更新版を作成。その際に、消費者から従業員への意見の伝え方に関する

記載についても追加し、当庁ホームページ及び SNSに掲載。 

・12 月９日、次亜塩素酸水の販売事業者６名に対し、６名が供給する次亜

塩素酸水に係る表示について、それぞれ景品表示法に違反する行為（優良

誤認表示）が認められたことから、措置命令を実施。また、アルコールス

プレーに係る表示について、景品表示法に違反する行為（優良誤認表示）

が認められたことから、当該商品を供給する事業者に対し措置命令を実

施。 

・12 月 22 日、「イオニアカードＰＬＵＳ」と称する商品に係る表示につい

て、景品表示法に違反する行為（優良誤認表示）が認められたことから、

当該商品を供給する事業者に対し措置命令を実施。 

・12月 25日、新型コロナウイルスの抗体検査キットの表示に関し、景品表

示法に違反するおそれがあることから、当該商品を供給する６事業者に

対し、再発防止等の指導を実施。また、SNS を通じて一般消費者等への注

意喚起を実施。 

 

 

（６）復興庁 

＜令和２年＞ 
・１月 31日、こまめな手洗い、マスクの着用等の対応を心がけるよう、

庁内周知 

・２月 19日、新型コロナウイルスに関する庁内の緊急連絡体制を構築 

・２月 25日、事務次官を長とする「新型コロナウイルス感染症復興庁対策

委員会」を設置 

・２月 26日、対策委員会において時差出勤・テレワークの推進、テレビ会

議システムの活用、被災３県との情報共有等に係る取組を決定し、庁内

に周知 

・２月 27日、政府の新型コロナウイルス対策本部が決定した基本方針の

内容等ついて、被災３県の復興部局及び復興五輪部局に情報提供 
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・３月６日、新型コロナウイルス感染症復興庁対策本部を開催し、復興大

臣より、被災自治体や関係省庁と連携の上、復興の進捗への影響等につ

いて状況把握に努めるとともに、適切な対応をとるよう指示 

 

 

（７）総務省 

 ＜令和２年＞ 
・湖北省からの邦人退避者やクルーズ船（ダイヤモンドプリンセス号）下

船者への対応として、携帯電話事業者各社の協力により、Wi-Fi ルータ

ー等の通信機器及び車載型基地局を税務大学校等に配備 

・１月 30日、「新型コロナウイルス感染症総務省対策本部」を設置 

・１月 30日、地方公共団体や放送・通信・郵便事業者に対し、情報提供を

実施 

・クルーズ船（ダイヤモンドプリンセス号）への対応として、総務省が保

有する簡易無線機（トランシーバー）等を提供 

・クルーズ船（ダイヤモンドプリンセス号）への対応として、電気通信事

業者各社の協力により、クルーズ船内の通信環境を改善（船内に屋内用

電波増幅器（レピーター）を設置、横浜港に車載型基地局を設置、船に

光ファイバ回線を接続） 

・２月 18日、関係団体、地方公共団体宛てにテレワークなど柔軟な働き方

への配慮を依頼する文書を発出 

・２月 19日、地方公共団体の首長宛てに「総務大臣メール」を発出（総務

省取組、住民への情報提供依頼等） 

・２月 25日、テレワークの積極的活用の呼びかけとして、対策の基本方針

やテレワーク関係情報等のリンクをＨＰに掲載するとともに、テレワ

ーク関係企業等へメールを発出 

・２月 25 日付けで大臣より、都道府県知事及び公立病院の所在する市町

村長宛てに書簡を発出し、新型コロナウイルス感染症に係る病床確保

の積極的な取組などを要請。 

・２月 26日、都道府県・政令指定都市の幹部と総務省職員との１対１の連 

絡体制を創設 

・２月 27 日及び３月６日、地方公共団体に対し税の申告期限の延長につ

いて適切な対応を要請 

・２月 27 日、臨時休校に伴う地方公務員の柔軟な勤務体制確保を地方公

共団体に要請 

 ・３月１日及び３月５日、臨時休校に伴う子の世話を行う場合等の特別休
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暇（有給）の適用を地方公共団体に通知 

 ・３月２日、指定公共機関に対して、①業務継続計画の整備・実施、②情

報収集・指示体制の点検を要請 

・３月４日、日本郵便に対し、政府が買い取った一般家庭用マスクを北海

道中富良野町（約２千世帯）及び北見市（約６万世帯）の住民に配布す

る取組への協力を依頼 

・３月５日、テレワークの導入に関し専門家が相談対応を行う「テレワー

クマネージャー」による WEB・電話相談を３月末まで延長（地方公共団

体にも活用できる旨を周知） 

・３月５日、臨時休校、公共施設閉鎖等に伴い、非常勤職員を含む地方公

務員の働く場の確保を地方公共団体に要請 

・３月６日、地方公共団体に対して、住民基本台帳事務等について当面の

緊急措置として、転出届は郵送で可能であるなどの取扱いを周知 

・３月６日、地方公共団体に対して、中長期在留者等に係るマイナンバー

カード等の取扱いについて周知 

・３月９日、「新型コロナウイルス感染症対策に対応した企業による無償等

支援に関する情報の標準データ化とその公開について（「＃民間支援情

報ナビ」プロジェクト）」の報道発表を実施 

・３月 10日、地方公共団体に対して、住民基本台帳事務等を取り扱う市区

町村窓口における感染拡大防止策など、当面、適切と考えられる事項を

周知 

・３月 11日、地方公共団体に対して、マイナンバーカードの保管期間の延

長等について周知 

・３月 11日、ＮＨＫに対し、国際放送（テレビ国際放送及びラジオ国際放

送）の実施に当たって、新型コロナウイルス感染症に関する国内の最新

状況に特に留意することを求める「国際放送の実施要請」について、電

波監理審議会に諮問（同日答申） 

・３月 12日、ＮＨＫに対し、令和元年度の国際放送の実施に当たって、新

型コロナウイルス感染症に関する国内の最新状況に特に留意すること

を要請（３月 13日、ＮＨＫから応諾の回答を受領） 

・３月 13日、デジタルサイネージ関連業界団体に対し、新型コロナウイル

ス感染症に関する政府広報室が制作した CM動画の配信を要請 

・３月 17日及び３月 25日、自動車税及び軽自動車税の手続について、３

月末の窓口への手続集中を分散させる方策を地方公共団体に通知※国

土交通省からも同日付けで関係団体向けに通知 

・３月 18日、ＮＨＫに対し、ＮＨＫ受信料の支払延滞時における取扱い等
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について、受信契約者からの問合せに丁寧に説明することを要請 

・３月 18日、地方税について、納税が困難な者への対応に関し、徴収の猶

予等の迅速かつ柔軟な対応について、地方公共団体に対し要請 

・３月 19日、電気通信事業者関連４団体に対して、固定電話・携帯電話等

に係る料金の支払について、感染拡大の影響で支払困難な方に対し、十

分な猶予期間を設けるなどの柔軟な措置を実施するよう要請 

・３月 19日、公営企業の上下水道・ガス料金について、それぞれの事業所

管省庁の要請内容も踏まえ、支払猶予について適切な対応を図るよう、

地方公共団体に配慮を要請 

・３月 19 日、四国行政評価支局（総務省行政相談センター「きくみみ香

川」）において、新型コロナウイルス感染症に関連する各種支援措置や

相談窓口を紹介した「支援措置の窓口リスト」をホームページで公表、

国民へ情報提供（以降、４月下旬にかけて、残る 46都道府県の総務省

行政相談センターにおいて管轄都道府県における各種支援措置や相談

窓口の情報を収集・整理し、それぞれのホームページで公表。内容は随

時、最新の情報に更新） 

・３月 28 日、政府の基本的対処方針の内容を踏まえ、「総務省対処方針」

を策定 

・３月 30日、ＮＨＫに対し、旅館・ホテル等中小事業者向け受信料の軽減

の検討を要請 

・３月 31日、地方公共団体（都道府県・指定都市）宛てに、新型コロナウ

イルス感染症対策サイトのためのオープンデータ公開方法について情

報提供 

・３月 31日、総務省対処方針の決定を受け、指定公共機関に対して、①従

業員の健康管理の徹底、②職場における感染対策、③事業の継続に必要

な対応を要請 

・４月１日、令和２年度の「テレワークマネージャー相談事業」の受付を

開始（令和 3年 3月 31日（水）まで受付） 

・４月１日、ＮＨＫに対し、令和２年度の国際放送の実施に当たって、新

型コロナウイルス感染症に関する国内の最新状況に特に留意すること

を要請（同日、ＮＨＫから応諾の回答を受領） 

・４月３日、電気通信事業者関連４団体に対して、学生等が自宅等におい

て遠隔授業等を活用して学習をするための通信環境の確保に関し、携

帯電話の通信容量制限等について、柔軟な措置を講ずること等を要請 

・４月６日、新型コロナウイルス感染症の拡大等による地方税における申

告期限の取扱いについて、国税における取扱いを踏まえた柔軟な対応
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を地方公共団体に対し要請 

・４月７日、政府の基本的対処方針改正の内容を踏まえ、総務省対処方針

を改正。 

・４月８日、緊急事態宣言を受け、指定公共機関に対して、①業務計画に

基づき必要な措置を講じるとともに事業を継続すること、②事業継続

やサービス提供水準の状況について報告することを要請 

・４月８日、携帯電話事業者の協力により、緊急事態宣言の出た地域の主

要駅等の人の流れのビッグデータ分析結果を速報する取組を開始 

・４月 13日、感染症まん延防止のため、業務継続を優先した上での出勤者

削減を地方公共団体に要請 

・４月 13日、業界団体等に対して、通信・放送・郵便事業者等において、

十分な感染防止策を講じつつ業務を継続することを優先した上で、各

事業者の業務継続計画等を踏まえて可能な範囲で、出勤者の７割削減

に取り組んでいただくよう、周知を要請 

・４月 13日、関係大臣と連名で、新型コロナウイルス感染症による経済全

般への甚大な影響を踏まえ、関係事業者団体に対して、雇用維持やテレ

ワーク等に関して適切な配慮を行うよう要請 

・４月 14日、ＮＨＫ及び民放連に対して、新型コロナウイルス感染症に係

る字幕放送・手話放送に係る対応について要請 

・４月 17日、（一社）電気通信事業者協会に対して、販売店における新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組を強化することを

要請 

・４月 23日、電気通信事業者関連４団体に対して、特別定額給付金に乗じ

た詐欺に関して、利用者に SMS 等を用いた個別の注意喚起を行うこと

を要請 

・４月 23日、インターネットの通信に関する官民協議会（インターネット

トラヒック流通効率化検討協議会、略称：CONECT）の第１回会合を開催

し、新型コロナウイルス感染症の影響も含め、インターネットの通信量

の状況等について議論・情報共有 

・４月 23日、日本郵便に対して、特別定額給付金事業の円滑な実施への協

力を依頼 

・４月 23日、地方税について、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観

点からの窓口混雑緩和について、地方公共団体に対して要請。 

・４月 28日、ＮＨＫ経営委員会が「受信料免除基準」等の変更を議決する

に当たり必要となる意見公募手続を免除するための改正放送法施行規

則を、公布・施行 
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・４月 30 日、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイルの各社が、

特別措置法第 45条に基づく外出自粛要請について、地方公共団体の依

頼に応じて「緊急速報メール」（エリアメール）により配信可能となる

よう、利用規約の変更等を実施。５月１日より運用開始 

・４月 30日、地方税について、新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶

予の特例の取扱い及び特例導入後における納税が困難な者への適切な

対応について、地方公共団体に対して要請。 

・５月８日、「日本放送協会放送受信料免除基準」及び「日本放送協会放送

受信規約」の変更について、電波監理審議会への諮問・答申を経て、認

可 

・５月 11日、NHKから申請のあった新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴う受信料の免除について承認 

・５月 18日、NHKにおいて、受信料免除の申請受付を開始。 

・５月 22 日、地方公共団体に対して被災市区町村応援職員確保システム

（応急対策職員派遣制度）に基づく応援職員の派遣における新型コロ

ナウイルス感染症に係る留意事項についての通知を発出 

・５月 26日、NHKにおいて、緊急事態宣言解除に伴う取材・政策の対応方

針を発表。 

・５月 27 日、NHK において、「新型コロナウイルス感染を防止するための

ドラマ制作マニュアル（概要）」を公表。 

・５月 28日、地方税について、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ

た地方税関係手続における押印の省略等について、柔軟な対応を行う

よう、地方公共団体に対して要請。 

・５月 29日、NHKにおいて、緊急事態宣言解除に伴うイベント等の対応方

針を公表。 

・６月 11日、政府・自治体が発信する新型コロナウイルス感染症関連情報

に関する高齢者の受け止めについて、70 歳以上の行政相談委員に周辺

の現状や意見などの聞き取りを行い、その結果を「新型コロナウイルス

感染症対策の情報提供と高齢者-行政相談委員からの聞き取り-」とし

て公表するとともに関係行政機関に情報を提供 

・６月 12日、各都道府県に対して、事務連絡（「新型コロナウイルス感染

症対策及び自然災害対策におけるマスク等の物資の確保と積極的な融

通について」」を内閣府、消防庁、厚生労働省連名で発出 

・６月 15 日、地方公共団体に対して新型コロナウイルス感染症対策に配

慮した被災市区町村応援職員確保システム（応急対策職員派遣制度）に

基づく応援職員の派遣に係る通知を発出 
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・６月 20 日、特別定額給付金事業に係る申請書の対象世帯への配達が完

了。 

・６月 26日、「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための独立

行政法人の納付金の納付等に係る手続に関する期限の臨時特例に関す

る政令」を公布・施行し、一部の独立行政法人の納付金の納付等の期限

を延長 

・７月６日、全国各地域の中小企業等へのテレワーク導入促進のため、地

域の中小企業を支える団体と協力し、テレワークの相談・問合せ対応や、

相談会等を実施するテレワーク・サポートネットワーク事業を開始。 

・７月８日付けで全府省、全都道府県あて、令和２年度行政相談週間（10

月 19日～25日）について、新型コロナウイルス対策に万全を期した上

での実施協力を依頼（全市区町村に対しても、順次協力を依頼） 

・７月 16日、インターネットの通信に関する官民協議会（インターネット

トラヒック流通効率化検討協議会、略称：CONECT）の第２回会合を開催

し、７月時点のインターネットの通信量の状況等について議論・情報共

有。 

・７月 28 日、職場に関連したクラスター発生を防止するための徹底した

感染防止策の取組を地方公共団体に要請 

・８月 12 日、令和２年１月からの約半年間の行政相談実績を取りまとめ

た「総務省の行政相談における新型コロナウイルス感染症への対応」に

ついて公表（令和２年７月３日までに、1万 1,477件の新型コロナウイ

ルス感染症関連の相談を受付） 

・９月 11日、近畿管内に所在する国の行政機関について、コロナ禍に対応

した新しい生活様式にふさわしい行政サービスを推進する観点から申

請手続窓口などの対応状況等を把握する「新しい生活様式にふさわし

い行政サービスの提供の在り方に関する調査」を開始 

・10月９日、コロナ禍にも対応したデジタル化の現状を把握する観点から、

政府電子調達システムについて、事業者が応札するか否かを検討する

際に必要となる資料のダウンロードの可否等を調査した結果を「政府

電子調達システムの利便性向上に関する実態調査」として公表 

・10月 19日～25日、行政相談週間を実施。各府省、地方公共団体等の協

力を得て、新型コロナウイルス関連の相談を含めた様々な相談をワン

ストップで受け付ける一日合同行政相談所を全国 91か所に集約して開

設。その際、ウイルス感染防止の取組を徹底するとともに、一部の相談

所ではテレビ電話を活用した相談を行うなど、コロナ禍に対応した相

談活動や広報活動を実施。 
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・11 月 13 日、地方公共団体の首長宛てに「総務大臣メール」を発出（引

き続きの協力要請） 

・12 月 11 日、コロナ禍に対応したリモート教育の現状を把握する観点か

ら、中部管内に所在する国立大学の特例的な措置としての遠隔授業に

ついて、その有効かつ円滑に実施する方策を調査した結果を「緊急時に

おける大学の遠隔授業の実施に関する調査」として公表 

・12 月 16 日、コロナ禍にも対応したデジタル化の現状を把握する観点か

ら、国の資格の更新等に伴う講習・研修等について、オンライン等によ

る実施状況を調査した結果を「国の資格の更新等に伴う講習・研修等の

見直しに関する実態調査」として公表 

 

 

（８）消防庁 

 ＜令和２年＞ 
・１月 16日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、 

新型コロナウイルスに関連した肺炎の患者の発生に係る注意喚起を実施 

・１月 26日、救急企画室長を長とする消防庁災害対策室を設置（第一次応

急体制） 

・１月 28日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、 

「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令」の施 

行までの間の消防機関における対応を確認する事務連絡を発出 

・1月 30日、消防庁長官を長とする消防庁対策本部を設置 

・２月１日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、「新

型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令」の施行後

の消防機関における対応を確認する通知を発出 

・２月４日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、厚

生労働省から新たに示された「新型コロナウイルス感染症の感染が疑わ

れる患者」の要件等を踏まえた消防機関における対応を確認する通知を

発出 

・２月 12 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、新型コロナウイルスを

含む感染症対策をまとめたチラシ（内閣広報室・厚生労働省作成）を送

付し、掲示・周知等の協力を依頼 

・２月 15日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、救

急隊員の新型コロナウイルス感染事例が発生したことも踏まえ、２月４

日に通知した「消防機関における傷病者への対応の具体的手順」の徹底

などを改めて促す事務連絡を発出 
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・２月 19日、消防庁関係団体（26団体）に対し、テレワークや時差出勤の 

積極的な活用を促し、厚生労働省がとりまとめた「相談・受診の目安」 

を周知する通知を発出 

  ・２月 19日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、可

能な範囲でのテレワークの活用を促す事務連絡を発出 

・２月 19日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

厚生労働省がとりまとめた「相談・受診の目安」を周知する事務連絡を

発出 

・２月 25日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を周知する事務連絡を発

出 

・２月 25日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省がとりまと

めた「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッセージ」を周知 

・２月 25日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策の基本方針」を周知する事務連絡を発出 

・２月 25日、都道府県消防防災主管部（局）に対し、「新型コロナウイル

ス感染症対策の基本方針」を踏まえて消防法令上の各種免状に係る再講

習の開催を延期等した場合における、各種免状の取扱いに係る運用を確

認する通知を発出 

・２月 26日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、 

改めて、可能な範囲でのテレワークの活用を促す事務連絡を発出 

・２月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、改めて、テレワークの

積極的な活用や感染拡大防止策を促す事務連絡を発出 

・２月 26日、消防庁が主催する以下のイベントの中止を決定し、都道府

県消防防災主管部（局）に対し、その旨を周知する通知を発出 

・令和元年度消防功労者消防庁長官表彰式 

・令和元年度総務大臣感謝状贈呈式（消防団関係）及び令和元年度防

災功労者消防庁長官表彰式 

・令和元年度優良少年消防クラブ・指導者表彰（フレンドシップ） 

・２月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、消防庁が主催するイベン 

トの一部中止及び令和元年度に主催する会議・検討会等の取扱い（感染防 

止対策や規模縮小の上実施）について周知し、「新型コロナウイルス感染 

症対策の基本方針」や「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 14 回） 

における安倍総理発言」を踏まえた対応を促す事務連絡を発出 

・２月 27日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を踏まえて患者等搬送乗
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務員適任証や応急手当指導員に係る講習の開催を延期等した場合に、各

種認定の有効期限を一定期間延長するなど適切に取り扱うよう依頼する

通知を発出 

・２月 27日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

令和２年春季全国火災予防運動の実施にあたり「新型コロナウイルス感

染症対策の基本方針」や「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 14

回）における安倍総理発言」を踏まえた対応を促す事務連絡を発出 

・２月 27日、都道府県防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、イベ

ント等の開催についての安倍総理大臣発言を周知 

・２月 28日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

改めて感染防止対策の徹底を図るとともに、消防機関が移送することと

なった場合の移送先医療機関の決定等に困難が生じることのないよう、

あらかじめ保健所等との密な情報共有、連絡体制の構築を促す事務連絡

を発出 

・２月 28日、３月初旬に開催予定だった消防大学校における講義は、２

教科１コースについては中止し、１教科については e-ラーニング等によ

る代替措置を講じる決定をした旨の事務連絡を各都道府県消防防災主管

課に対し発出 

・２月 28日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 15回）における安倍総理発

言」を周知するとともに、職員が柔軟な働き方ができるよう、できる限

りの取組を促す事務連絡を発出 

・２月 28日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 15回）における安倍総理発言」を周知するととも

に、職員が柔軟な働き方ができるよう、できる限りの取組を促す事務連

絡を発出（消防大学校における講義の中止・代替措置についても周知） 

・３月２日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、新

型コロナウイルス感染拡大防止において出勤することが著しく困難であ

ると認められる場合の休暇の取扱い及び「新型コロナウイルス感染症対

策本部（第 16回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月２日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感染

拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合の

休暇の取扱い及び「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 16回）に

おける安倍総理発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月４日、３月初旬に開講を予定していた消防大学校における講義のう

ち、新任教官科第 13期については、e-ラーニング及び短期のスクーリ
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ング（3／23～24）による代替措置を講じる方針を決定した旨の事務連

絡を発出（スクーリングの開催可否は 3/16に判断） 

・３月４日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部等に対し、

経済産業省より発出された「トイレットペーパーに係るメッセージ」に

ついて、地域住民に密着した消防職員及び消防団員への周知を図るとと

もに、地域の実情に応じて、紙媒体、HP等による情報提供など、住民へ

の周知を促す事務連絡を発出 

・３月４日、消防庁関係団体（26団体）に対し、経済産業省より発出され

た「トイレットペーパーに係るメッセージ」を周知する事務連絡を発出 

・３月５日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、文

部科学省から発出されている一斉臨時休業中の児童生徒の外出に係る通

知等を周知する事務連絡を発出 

・３月５日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省から発出され

ている一斉臨時休業中の児童生徒の外出に係る通知等を周知する事務連

絡を発出 

・３月６日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

雇入時の健康診断及び定期健康診断について、厚労省が別途指示するま

での間、実施時期を延期して差し支えない旨周知する事務連絡を発出 

・３月６日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

新型コロナウイルス感染拡大防止において出勤することが著しく困難で

あると認められる場合の休暇の取扱いを周知するとともに、職員全体の

働く場の確保等を図るよう促す事務連絡を発出 

・３月６日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 17回）における安倍総理発

言」を周知する事務連絡を発出 

・３月６日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 17回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・３月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

農林水産省より発出された「新型コロナウイルス感染症への対応に関す

るメッセージ」を周知する事務連絡を発出 

・３月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

新型コロナウイルス感染症対策本部（第 18回）における安倍総理発

言」を周知する事務連絡を発出 

・３月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

総務省より発出されたテレワーク導入支援に係る通知について周知する
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事務連絡を発出 

・３月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、雇入時の健康診断及び定

期健康診断について、厚労省が別途指示するまでの間、実施時期を延期

して差し支えない旨周知する事務連絡を発出 

・３月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、農林水産省より発出され

た「新型コロナウイルス感染症への対応に関するメッセージ」を周知す

る事務連絡を発出 

・３月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 18回）における安倍総理発言」及び新型コロナウイ

ルス感染拡大防止に係る休暇の取扱いについての人事院通知の一部改正

を周知する事務連絡を発出 

・３月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、各省庁が発出している通

知について周知する事務連絡を発出 

・３月 10日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急対応策（第２弾）の決

定に関する事務連絡を発出 

・３月 10日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、新型コロナウイルス感染拡大防止において出勤することが著しく困

難であると認められる場合の休暇の取扱いの職員への周知を促す事務連

絡を発出 

・３月 10日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省や経済産業

省が作成した、事業者向け助成金等に関するリーフレットを周知する事

務連絡を発出 

・３月 11日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 19回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月 11日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、窓口対応について集団感染防止の観点から留意すべき事項を周知す

る事務連絡を発出 

・３月 11日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、消防職員採用試験について試験日程の配慮等を促す通知を発出 

・３月 11日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 19回）において「新型コロナウイルス感染症に関す

る緊急対応策 ―第２弾－」が決定された旨や同対策本部における安倍

総理発言等を周知する事務連絡を発出 

・３月 11日、消防庁関係団体（26団体）に対し、住民基本台帳事務等を
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取り扱う市区町村窓口における新型コロナウイルス感染症への対応に係

る総務省事務連絡を周知する事務連絡を発出 

・３月 12日、消防庁関係団体（26団体）に対し、経済産業省が作成した

事業者向けリーフレットをはじめ、各省庁が発出した通知等について周

知する事務連絡を発出 

・３月 13日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、３月 11日に厚生労働省が発出した健康診断実施時期に関する通知

を周知する事務連絡を発出 

・３月 13日、消防庁関係団体（26団体）に対し、３月 11日に厚生労働省

が発出した健康診断実施時期に関する通知を周知する事務連絡を発出 

・３月 13日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感

染症拡大を踏まえた海外渡航に係る注意事項（外務省発出）をはじめと

する各省庁の通知等について周知する事務連絡を発出 

・３月 16日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律が成

立・施行したこと、及び感染拡大防止の観点から納期の延期等を行った

事業等について、広く繰越し事由として取り扱う旨財務省から示されて

いることを周知する事務連絡を発出 

・３月 16日、各都道府県消防防災主管課に対し、消防大学校における新

任教官科第 13期の短期スクーリング実施について周知する事務連絡を

発出 

・３月 16日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型インフルエンザ等

対策特別措置法の一部を改正する法律が成立・施行したこと、及び３月

14日の総理大臣会見の内容を周知する事務連絡を発出 

・３月 16日、消防庁関係団体（26団体）に対し、地方公共団体で講じら

れている新型コロナウイルスに対する中小企業者への支援策（窓口、補

助金等）に関して、経済産業省からの情報提供を周知する事務連絡を発

出 

・３月 17日、４月 17日に予定していた消防研究センター等の一般公開の

開催を中止する旨をホームページ上で公表するとともに、全国の消防本

部あてに周知 

・３月 18日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

消毒用アルコールの火災予防上の安全な取扱いについて注意喚起を要請

するとともに、消毒用アルコールの製造・貯蔵等に対して迅速かつ弾力

的な運用を行うよう求める通知を発出 

・３月 19日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対
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し、３月 18日に総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長が発出し

た防疫等作業手当の特例（人事院規則９－１２９の一部改正）を周知す

る事務連絡を発出 

・３月 19日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 20回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月 19日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して発

出された、新型コロナウイルス感染症に係る入院医療提供体制等の検討

を求める事務連絡を踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消

防本部に対し、必要な対応を求める事務連絡を発出 

・３月 19日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 20回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・３月 19日、消防庁関係団体（26団体）に対し、消毒用アルコールの安

全な取扱いに関する消防庁の通知をはじめとする各省庁の通知等につい

て周知する事務連絡を発出   

・３月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、新型コロナウイルスに係る新しいチラシ（「密」を避けて外出しま

しょう」）の周知・掲示に協力するよう依頼する事務連絡を発出 

・３月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（３月 19日）における

提言及び「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 21回）における安

倍総理発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月 23日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルスに

係る新しいチラシ（「密」を避けて外出しましょう）の周知・掲示に協

力するよう依頼する事務連絡を発出 

・３月 23日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感

染症対策専門家会議（３月 19日）における提言及び「新型コロナウイ

ルス感染症対策本部（第 21回）における安倍総理発言」を周知する事

務連絡を発出 

・３月 24日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 22回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月 24日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 22回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 



                        

42 
 

・３月 24日、消防庁関係団体（26団体）に対し、各種スポーツイベント

や文化イベントの開催に関する考え方及び学校等における教育活動の再

開等に関する文部科学省の通知を周知する事務連絡を発出 

・３月 26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づいた政府対策

本部の設置を受け、消防庁長官を本部長とする新型コロナウイルス感染

症消防庁対策本部を設置 

・３月 26日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、３月 26日に総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長が発出し

た職員の健康管理・安全管理の確保に関する事務連絡を発出 

・３月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルスに

関するお役立ち情報ページ」が開設されたことを周知する事務連絡を発

出 

・３月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感

染症による小学校等の臨時休業に伴う支援や「布製マスクの配布に関す

る電話相談窓口」の設置等について周知する事務連絡を発出 

・３月 27日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 23回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・３月 27日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、消防大学校における４月開始予定の学科等について日程変更等の措

置を講じる旨の事務連絡を発出 

・３月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 23回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・３月 30日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の総務省対処方針」及び「新型コロナウイルス感染

症対策の消防庁対処方針」が決定された旨等を周知する事務連絡を発出 

・３月 30日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「江藤農林水産大臣メッセージ 「国民の皆様へのお願い」」を周知

する事務連絡を発出 

・３月 30日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著し

く困難であると認められる場合の休暇の取扱いについて」の一部改正に

ついて周知する事務連絡を発出 

・３月 30日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感
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染症対策の基本的対処方針」、「新型コロナウイルス感染症対策の総務省

対処方針」及び「新型コロナウイルス感染症対策の消防庁対処方針」が

決定された旨等を周知する事務連絡を発出 

・３月 30日、消防庁関係団体（26団体）に対し、経済産業省ホームペー

ジにおいて、中小企業対策に係る特別相談窓口を設けた機関の連絡先及

びそれらに対してこれまであった質問と回答をまとめたものが掲載され

た旨等を周知する事務連絡を発出 

・３月 31日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感

染症にかかる雇用調整助成金の特例措置の拡大についての厚生労働省リ

ーフレットをはじめ、各省庁の通知等を周知する事務連絡を発出 

・４月１日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、災害発生時の

避難所対応において新型コロナウイルス感染症対策を講じるよう依頼す

る通知を発出 

・４月２日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 25回）における安倍総理発

言」を周知する事務連絡を発出 

・４月２日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 25回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・４月２日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症の大規模な感染拡大防止に向けた職場における対応について」（日

本経済団体連合会等宛て厚生労働省事務連絡）を周知する事務連絡を発

出 

・４月３日、危険物を取り扱う施設に関して、各都道府県消防防災主管部

（局）を通じて消防本部に対し通知を発出し、法定検査・点検について

弾力的運用及び新型コロナウイルス対策関連製品や原材料の増産に当た

って迅速かつ弾力的な消防法の運用を要請 

・４月３日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省から発出され

た「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関する

ガイドライン」が改訂された旨を周知する事務連絡を発出 

・４月６日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「江藤農林水産大臣メッセージ「国民の皆様へのお願い」（令和２年４

月３日）」を周知する事務連絡を発出 

・４月６日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「江藤農林水産大臣メッ

セージ「国民の皆様へのお願い」（令和２年４月３日）」を周知する事務
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連絡を発出 

・４月６日、消防庁関係団体（26団体）に対し、消防庁において、新型コ

ロナウイルス感染拡大防止及び業務継続性確保の観点から、課室長以下

の職員を半数ずつ分割・編成（2チーム・ローテーション体制）するこ

とを周知する事務連絡を発出 

・４月７日、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」を踏まえて、特定都

道府県知事に対し、臨時の医療施設に係る消防用設備等の基準の考え方

等を周知する通知を発出 

・４月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大防止に向けた職場にお

ける対応について」を周知する事務連絡を発出 

・４月７日、各都道府県消防主管部局長に対し、第 27回全国消防操法大

会の中止等を周知する通知を発出 

・４月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 26回）における安倍総理発

言」を周知する事務連絡を発出 

・４月７日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、避難所対応に

おける留意事項及び、発災時には政府としても、「新型コロナウイルス

感染症対策の基本的対処方針」に基づき、感染症対策に必要な支援を行

うことを周知する事務連絡を発出 

・４月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 26回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・４月８日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

緊急事態宣言の発出および「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」の改正等について周知する事務連絡を発出 

・４月８日、消防庁関係団体（26団体）に対し、緊急事態宣言の発出およ

び「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の改正等につい

て周知する事務連絡を発出 

・４月８日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省が新型コロナ

ウイルスに関する Q&A（企業の方向け）を更新した旨を周知する事務連

絡を発出 

・４月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

１月７日に通知した「住宅用火災警報器の設置状況等調査について」に

係る報告期限を約１か月延長する旨の通知を発出 

・４月９日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部及び消防学校等
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に対し、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の発出を踏まえ、消防

大学校における５月開始予定の学科等について日程変更等の措置を講じ

る旨の事務連絡を発出 

・４月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス対策等を踏まえた地方公共団体におけるテレワー

クの導入の推進について」を周知する事務連絡を発出 

・４月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「江藤農林水産大臣メッセージ「緊急事態宣言を受けて 国民の皆様

へ」（令和２年４月９日）」を周知する事務連絡を発出 

・４月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス対

策等を踏まえた地方公共団体におけるテレワークの導入の推進につい

て」を周知する事務連絡を発出 

・４月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「江藤農林水産大臣メッ

セージ「緊急事態宣言を受けて 国民の皆様へ」（令和２年４月９日）」

を周知する事務連絡を発出 

・４月 10日、各都道府県消防防災主管部（局）に対し、今後、特定都道

府県に該当していない都道府県が特定都道府県となった場合における対

応については、４月７日に特定都道府県宛てに通知した「新型インフル

エンザ等対策特別措置法第 48 条第３項に規定する臨時の医療施設に係

る消防用設備等の基準の考え方及び臨時の医療施設の開設に当たっての

留意事項について」と同様となる旨周知する事務連絡を発出 

・４月 10日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、厚生労働省から医療機関に対して特定アルコール（高濃度エタノー

ル）が無償配布されることに際し、その配布過程等における消防法の弾

力的運用について周知する事務連絡を発出 

・４月 13日、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」を踏まえて、各都道

府県防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、消防法に基づく各種点

検報告・届出等を実施することが困難な場合における消防法令の運用を

周知する通知を発出 

・４月 13日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、高濃度エタノール酒類の取扱いについて迅速かつ弾力的な運用を行

うよう依頼する事務連絡を発出 

・４月 13日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 28回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・４月 13日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対
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し、「緊急事態宣言に伴う事業者への要請等に係る留意事項等につい

て」を周知する事務連絡を発出 

・４月 13日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 28回）における安倍総理発言」及び新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法に規定する基本的対処方針が改正された旨を周知

する事務連絡を発出 

・４月 13日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「出勤を最低７割は減ら

す」などの安倍内閣総理大臣発言を周知し、適切な対応を依頼する事務

連絡を発出  

・４月 14日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「出勤者７割削減を実現するための要請について」を周知する事務

連絡を発出 

・４月 14日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「厚生労働大臣から各都道府県知事へのお手紙等について」を周知

する事務連絡を発出 

・４月 14日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して、

新型コロナウイルス感染症患者等の転院等にかかる搬送について事務連

絡が発出されたことを踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各

消防本部に対し、必要な対応を求める事務連絡を発出 

・４月 14日、消防庁関係団体（26団体）に対し、テレワークを実施する

際にセキュリティ上留意すべき点について周知する事務連絡を発出 

・４月 14日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省が公開し

た、学校の新学期開始状況等を周知する事務連絡を発出 

・４月 15日、各都道府県消防防災主管部長に対し、下記の伝達式を中止

する旨周知する通知を発出 

・令和２年春の叙勲伝達式 

・第 34回危険業務従事者叙勲伝達式（１回目） 

・第 34回危険業務従事者叙勲伝達式（２回目） 

・令和２年春の褒章伝達式 

・４月 15日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省から発出さ

れた、「布製マスクの一住所当たり２枚の配布について」を周知する事

務連絡を発出 

・４月 15日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルスに

係る新しいチラシ（３つの「密」を避けるための手引き）の周知・掲示

への協力を依頼する事務連絡を発出 

・４月 17日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対
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し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 29回）」において、緊急

事態宣言の対象区域が７都府県から全都道府県に拡大等された旨などを

周知する事務連絡を発出 

・４月 17日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「「生活を守る」プロジェクトチームの設置について」を周知する事

務連絡を発出 

・４月 17日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 29回）」において、緊急事態宣言の対象区域が７都府

県から全都道府県に拡大等された旨などを周知する事務連絡を発出 

・４月 17日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「「生活を守る」プロジ

ェクトチームの設置について」等を周知する事務連絡を発出 

・４月 18日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して、

新型コロナウイルス感染症を疑う患者に関する救急医療の実施について

事務連絡が発出されたことを踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）

及び各消防本部に対し、必要な対応を求める事務連絡を発出 

・４月 20日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「自治体行政のスマート化の実現のための取組に対する地方財政措

置について」を周知する事務連絡を発出 

・４月 20日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「３つの密を避けるため

の手引き」の簡易版チラシの周知・掲示への協力を依頼する事務連絡を

発出 

・４月 20日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省が発出した

「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガ

イドライン」が、全都道府県が緊急事態宣言の対象となったことを受け

て改訂された旨を周知する事務連絡を発出 

・４月 22日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省が発出し

た、「4月 16日の緊急事態宣言を受けて学校の臨時休業を決定した道府

県」等を周知する事務連絡を発出 

・４月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、アルコールの増産等に対する消防法の弾力的運用について、具体的

な運用事例や留意事項を知らせる事務連絡を発出 

・４月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための防

疫等作業手当の特例の運用及び業務体制の確保について」を周知する事

務連絡を発出 
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・４月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 30回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・４月 23日、消防庁関係団体（26団体）に対し、緊急事態宣言発出から

2週間の対応状況を踏まえた新型コロナウイルス感染症対策専門家会議

の分析・提言や「人との接触を 8割減らす、10のポイント」等を周知す

る事務連絡を発出 

・４月 23日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 30回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・４月 23日、消防庁関係団体（26団体）に対し、経済産業省が発出した

「業種別支援策リーフレット」を周知する事務連絡を発出 

・４月 23日、各都道府県消防防災主管部（局）及び対象消防本部に対

し、新型コロナウイルス感染症に伴う救急搬送困難事案に係る状況調査

についての通知を発出 

・４月 24日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、消防法令に基づく検査等

を実施する必要がある場合には、感染予防の対策を徹底するよう依頼す

る事務連絡を発出 

・４月 24日、消防庁関係団体（26団体）に対し、内閣官房から各都道府

県に対し発出された、「第 45条の規定に基づく要請、指示及び公表につ

いて」等を周知する事務連絡を発出 

・４月 27日、日本臨床救急医学会より消防庁あて提言のあった「新型コ

ロナウイルス感染症の拡大に伴う心肺停止傷病者への対応について（消

防機関による対応ガイドライン）」を消防機関に対し情報提供するとと

もに、救急隊の感染防止対策について再度の徹底等を求める通知を発出 

・４月 27日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 31回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・４月 27日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 32回）における安倍総理

発言」を周知する事務連絡を発出 

・４月 27日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止に万全を期すため、今後の災害対応に係る災害

対策本部の運営等に際しての留意点を周知する通知を発出 

・４月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感
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染症対策本部（第 31回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・４月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 32回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・４月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、チラシ（「今年のゴール

デンウィークは外出を控えましょう！」）の周知・掲示への協力を依頼

する事務連絡を発出 

・４月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省が発出し

た、「雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大について」を周知する事

務連絡を発出 

・４月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省が発出し

た、学校における臨時休業の実施状況等を周知する事務連絡を発出 

・４月 28日、消防庁関係団体（26団体）に対し、経済産業省が発出し

た、「持続化給付金に関するお知らせ（速報版）」等を周知する事務連絡

を発出 

・４月 30日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた安衛法に基づく健康

診断の実施等に係る対応について」を周知する事務連絡を発出 

・４月 30日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症の状況を踏まえた安衛法に基づく健康診断の実施等に係る対応につ

いて」を周知する事務連絡を発出 

・５月１日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「非常勤の地方公務員に係る新型コロナウイルス感染症の公務災害補償

における取扱いについて」を周知する事務連絡を発出 

・５月１日、各都道府県消防防災主管部（局）及び、同部（局）を通じて

消防本部に対し、「緊急消防援助隊における新型コロナウイルス感染症

に係る留意事項について」を周知する通知を発出 

・５月１日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

大規模風水害等の発生に備え、救助活動等における感染防止に十分配慮

するよう周知する通知を発出 

・５月１日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「アルコールの増産等に係る消防法令の弾力的運用について（情報提

供）」（令和２年４月 23日付け消防庁危険物保安室事務連絡）の一部を

改定し、消毒用アルコールの火災危険性を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部及び消防学校等
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に対し、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の延長を踏まえ、消防

大学校における６月上旬開始予定の学科等について日程変更等の措置を

講じる旨の事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2020年５月１

日）について」を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策を踏まえた業務体制の確保に

ついて」を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症の公務災害認定における取扱いについて」

を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金に関する通知について」

を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 33回）における安倍総理発

言」を周知する事務連絡を発出 

・５月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感染

症緊急事態宣言の延長を踏まえ、消防大学校における６月上旬開始予定

の学科等について日程変更等の措置を講じる旨の事務連絡を発出 

・５月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策の現状を踏まえた学校教育活動に関する提言」等について周知

する事務連絡を発出 

・５月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、雇用調整助成金の特例措

置及び労働保険の年度更新期限の延長について周知する事務連絡を発出 

・５月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 33回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡

を発出 

・５月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「緊急事態措置の維持及び

緩和等に関して」を周知する事務連絡を発出 

・５月８日、消防庁関係団体（26団体）に対し、厚生労働省が発出した「労

働基準監督署における電子申請促進に係るリーフレット」を周知する事

務連絡を発出 

・５月 12 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安について」を周
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知する事務連絡を発出・５月 12 日（火）、消防庁関係団体（26 団体）に

対し、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安について」

を周知する事務連絡を発出 

・５月 13日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して、新

型コロナウイルス感染症を疑う患者に関する救急医療の実施について事

務連絡が発出されたことを踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び

各消防本部に対し、必要な対応を求める事務連絡を発出 

・５月 14 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、文部科学省が発出した、

学校における臨時休業の実施状況等を周知する事務連絡を発出 

・５月 15 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 34回）における安倍総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・５月 15日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、消防法

令の規定に基づき各消防本部等に対し提出することとされている申請書

等において押印を求めるものにあっては、新型コロナウイルス感染症の

影響を踏まえ、感染拡大防止対策が求められる間、臨時的措置として、申

請書等に押印がされていない場合であっても受け付けることができるこ

と等を周知する通知を発出 

・５月 15日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、石油コ

ンビナート等災害防止法令の規定に基づき各消防本部等に対し提出する

こととされている申請書等において押印を求めるものにあっては、新型

コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、感染拡大防止対策が求められる

間、臨時的措置として、申請書等に押印がされていない場合であっても受

け付けることができること等を周知する通知を発出 

・５月 15 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 34回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡を

発出 

・５月 18日、日本消防検定協会及び登録検定機関に対し、消防法令の規定

に基づきそれぞれ同協会又は機関に対し提出することとされている申請

書において押印を求めるものにあっては、新型コロナウイルス感染症の

影響を踏まえ、感染拡大防止対策が求められる間、臨時的措置として、申

請書に押印がされていない場合であっても受け付けることができること

等を周知する通知を発出 

・５月 18日、登録確認機関に対し、５月 15日に「新型コロナウイルス感染

症の影響を踏まえた消防法令関係手続における押印の省略等について

（通知）」を各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し通知した
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旨等を情報提供する事務連絡を発出 

・５月 20日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、雇用調整助成金申請手続

の更なる簡素化の具体的内容について周知する事務連絡を発出 

・５月 21日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、新型コロナウイ

ルス感染症対策に係る災害時の避難所としての各省庁及び独立行政法人、

民間団体等が所有する研修所、宿泊施設等の活用等を促す通知を発出 

・５月 21日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、避難所におけ

る新型コロナウイルス感染症への対応の検討に資するため、避難所全体

のレイアウト・動線等の例を周知する通知を発出 

・５月 22日、厚生労働省から都道府県衛生主管部（局）長に対して、「救急

蘇生法の指針 2015（市民用）」の追補について通知が発出されたことを踏

まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消防本部に対し、応急手当

普及啓発活動を実施する際に当該追補の内容を反映するように求める事

務連絡を発出 

・５月 22 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 35回）における安倍総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・５月 22 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 35回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡を

発出 

・５月 25 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、文部科学省が発出した、

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」

を周知する事務連絡を発出 

・５月 26 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 36回）における安倍総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・５月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「に対し、「新型コロナウ

イルス感染症対策本部（第 36回）における安倍総理発言」を周知する事

務連絡を発出 

・５月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、緊急事態宣言解除後も当

面の間、消防庁において２チーム・ローテーション制（課室長以下の全て

の職員をＡ、Ｂの２チームに編成し、各チームが出勤と終日テレワークを

交互に行うもの）を継続すること周知する事務連絡を発出 

・５月 27日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対し、「新型

コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者」の要件等を一部改正する

通知が発出されたことを踏まえ､各都道府県消防防災主管部（局）に対し、
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２月４日付け消防庁通知の内容を一部改正した旨を周知する通知を発出 

・５月 27日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して、新

型コロナウイルス感染症患者等の移送等に関する事務連絡が発出された

ことを踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消防本部に対し、

当該事務連絡の周知及び消防機関に移送協力要請があった際の適切な対

応などを求める事務連絡を発出 

・５月 27日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、新型コロナウイ

ルス感染症への対応として、通常の災害発生時よりも可能な限り多くの

避難所の確保、ホテル・旅館等の活用等を検討するに当たって必要となる

経費について周知する通知を発出 

・５月 27日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、災害時の避難所

における新型コロナウイルス感染症対策や避難所の確保等に係る地方公

共団体の取組状況等についてのヒアリング調査の結果及び留意事項を周

知する通知を発出 

・５月 27日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、「新型コロナウ

イルス感染症対策としての災害時の避難所としてのホテル・旅館等の活

用に向けた準備について」（令和２年４月 28日付け事務連絡）を踏まえた

対応について留意事項を周知する通知を発出 

・５月 28日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、「避難の理解力向

上キャンペーン」の一環として、災害リスクが高い区域に住む避難行動要

支援者を洗い出し、その情報を防災部局・保健福祉部局で共有する等の高

齢者や障害者等の避難の実効性の確保に向けた取組を実施するよう依頼

する通知を発出 

・５月 29日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、５月 15

日に通知した「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた消防法令関

係手続における押印の省略等について（通知）」に加え、消防庁の通知の

定める様式において押印を求めるものについても、同様に取り扱うこと

を要請し、かつ、火災予防条例等の定める様式において押印を求めている

ものについても、同様に取り扱うことが適当であると考えられる旨を周

知する通知を発出 

・６月１日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、「新

型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（令和２年５月 29日）を

周知する事務連絡を発出 

・６月１日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、レジカウ

ンター等への飛沫防止用のシートに係る火災予防上の留意事項について、

必要に応じ、防火対象物の関係者に対し周知するよう要請する事務連絡
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を発出 

・６月１日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「新型コロナウイルス感染

症対策の状況分析・提言」（令和２年５月 29日）を周知する事務連絡を発

出 

・６月２日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、大規模災害発生時

における国等からの職員等の派遣に係る執務スペースについて、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止の観点からの確認を依頼する通知を発出 

・６月２日、各都道府県消防防災主管部長に対し、感染症対策を徹底した上

で防災訓練等を実施するよう周知する通知を発出 

・６月５日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、新型コロナウイルスに関

する学校の再開状況について周知する事務連絡を発出 

・６月８日、各都道府県消防防災主管部長に対し、新型コロナウイルス感染

症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドラインを周知する通知を

発出 

・６月８日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、新型コロナウイルス感染

症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン等について周知す

る事務連絡を発出 

・６月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、「新

型コロナウイルス感染症対策に係る休暇等の取扱いについてのフォロー

アップ調査結果について（情報提供）」を周知する事務連絡を発出 

・６月 10日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、「避難所におけ

る新型コロナウイルス感染症への対応の参考資料について」（令和２年５

月 21日付け通知）の更新版となる、避難所全体のレイアウト・動線等の

例を周知する通知を発出 

・６月 10日、各都道府県消防防災主管部（局）長に対し、避難所における

新型コロナウイルス感染症対策に関する留意事項のＱ＆Ａを周知する通

知を発出 

・６月 12日、各都道府県知事に対し、新型コロナウイルス感染症対策及び

自然災害対策におけるマスク等の必要な物資の確保についての考え方を

周知する事務連絡を発出 

・６月 12日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、令和２年度の熱中症予防

行動について周知する事務連絡を発出 

・６月 15日、各都道府県消防防災主管部（局）及び、同部（局）を通じて

消防本部に対し、緊急消防援助隊における新型コロナウイルス感染症に

係る留意事項の補足及び今後の出水期における対応について周知する事

務連絡を発出 
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・６月 15 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策に関する感染拡大予防ガイドライン等

の定着に向けた取組等について」を周知する事務連絡を発出 

・６月 15 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「令和３年３月新規高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日

等の変更について（通知）」を周知する事務連絡を発出 

・６月 15 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策に関する感染拡大予防ガイドライン等の定着に向けた取組等に

ついて」を周知する事務連絡を発出 

・６月 15日、消防庁関係団体（26団体）に対し、文部科学省が発出した「新

規高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等の変更について」

を周知する事務連絡を発出 

・６月 15日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、雇用調整助成金等の拡充

措置について周知する事務連絡を発出 

・６月 16日、各都道府県防災担当主管部（局）長に対し、新型コロナウイ

ルス感染症対策に係る災害時の避難所として貸出し得る各省庁及び独立

行政法人等が所有する研修所、宿泊施設等のリストを周知する通知を発

出 

・６月 18 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「令和３年３月新規高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日

等の地方公務員採用試験における取扱いについて」を周知する事務連絡

を発出 

・６月 19日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部(局)等に対して発出さ

れた、今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備に

関する事務連絡を踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消防本

部に対し、当該事務連絡の周知及び関係者との間での連携など必要な対

応を求める事務連絡を発出 

・６月 19 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 38回）における安倍総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・６月 19 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策本部（第 38回）における安倍総理発言」を周知する事務連絡を

発出 

・６月 22 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の周知について」を周知

する事務連絡を発出 
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・６月 22 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス接

触確認アプリ（COCOA）の周知について」を周知する事務連絡を発出 

・６月 22日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、内閣府規制改革推進室が

発出した「押印についての Q＆A」を周知する事務連絡を発出 

・６月 26日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大を受けこれまで示してきた通知及び事務連絡

による危険物関係法令の運用に関する当面の考え方について周知する事

務連絡を発出 

・６月 30 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症の再度の感染拡大に備えた消防本部の業務

継続のための当面の留意事項について」を発出 

・７月６日、各都道府県消防防災主管部（局）長に対し、避難所における新

型コロナウイルス感染症対策に関する留意事項のＱ＆Ａ（第２版）を周知

する通知を発出 

・７月８日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、災害発生時にお

ける新型コロナウイルス感染症拡大防止策の実施に必要な情報共有を図

ることを周知する事務連絡を発出 

・７月９日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「７月 10日以降 における

都道府県の対応について」を周知する事務連絡を発出 

・７月 20 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「新型コロナウイルス感

染症の状況を踏まえた大学等の授業の実施状況」を周知する事務連絡を

発出 

・７月 22日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、消防庁

予防課から内閣官房コロナ室及び関係府省庁担当部局宛てに、レジカウ

ンター等への飛沫防止用のシートに係る火災予防上の留意点を各業種の

感染症拡大防止予防ガイドラインに記載することについて周知を依頼し

た旨の情報提供を行う事務連絡を発出 

・７月 28日、消防庁関係団体（26団体）に対し、内閣官房が発出した「８

月１日以降における催物の開催制限等について」を周知する事務連絡を

発出 

・７月 30 日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、「飲食店等におけるクラ

スター発生防止に向けた総合的取組」を周知する事務連絡を発出 

・８月７日、消防庁関係団体（26団体）に対し、「お盆休みにおける帰省等

のあり方」を周知する事務連絡を発出 

・８月７日、新型コロナウイルス感染症対策としてのホテル・旅館等の活用

に向けて、協力依頼先を１団体追加することを周知する事務連絡を発出 
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・８月 11日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、小学校、中学校及び高等

学校等にかかる感染事例等を踏まえて今後求められる対策等について周

知する事務連絡を発出 

・８月 11日、消防庁関係団体（26 団体）に対し、今後の感染状況の変化に

対応した対策の実施に関する指標及び目安について周知する事務連絡を

発出 

・８月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、内閣官房が発出した「９

月１日以降における催物の開催制限等について」を周知する事務連絡を

発出 

・８月 31 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 42回）における安倍総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・８月 31日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する今後の取組等について周知する事務連絡を発出 

・９月３日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、飛沫防止

用のシート設置の際の火災予防上の留意事項について簡潔にまとめたリ

ーフレットを作成したことを周知する事務連絡を発出 

・９月７日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、新型コロナウイ

ルス感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドライン（第２版）

を示し、訓練実施の参考とするよう周知する通知を発出 

・９月１５日、都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、文

部科学省の協力の下、一般社団法人国立大学病院長会議及び一般社団法

人日本私立医科大学協会会員の大学病院に対して、各消防本部が救急隊

員への PCR 検査の実施を一定の条件のもと依頼することができる枠組み

を構築した旨を周知する事務連絡を発出 

・９月 16 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「「新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の拡充に向けた指針」に

ついて」を周知する事務連絡を発出 

・９月 24 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「令和２年度新型コロナウイルス感染症対策予備費の使用の閣議決定を

踏まえたロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱について」

を周知する事務連絡を発出 

・10 月１日、消防設備点検資格者、防火対象物点検資格者及び防災管理点

検資格者が受講することとされている再講習について、受講期間の再延

長に係る規定を定めるため関係する消防庁告示を改正し、10 月１日付け

で公布（同年 11月１日付けで施行）したことを各都道府県消防防災主管
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課を通じ、消防本部に対して通知 

・10月 15日、夕張市消防本部で消防職員計７名が新型コロナウイルス感染

症に罹患したことを踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消

防本部に対し、「新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の徹底につい

て」（事務連絡）を発出 

・10月 23日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して発出

された、次のインフルエンザ流行に備えた体制整備に関する事務連絡を

踏まえ、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消防本部に対し、当該事

務連絡の周知及び関係者との間での連携など必要な対応を求める事務連

絡を発出 

・10月 26日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイルス感染

症対策の観点からの年末年始の在り方について周知する事務連絡を発出 

・10 月 27 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在り方につい

て」を周知する事務連絡を発出 

・10月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、催物の主催者が存在しな

い行事における感染防止策の徹底について周知する事務連絡を発出 

・10月 27日、消防庁関係団体（26団体）に対し、大規模イベントに係るク

ラスター対策について周知する事務連絡を発出 

・10 月 30 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在り方につい

て」を周知する事務連絡を発出 

・11 月２日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 44 回）における菅総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・11 月 12 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「寒冷な場面における感染防止対策の徹底等について」を周知する事務

連絡を発出 

・11月 12日、消防庁関係団体（26団体）に対し、寒冷な場面における感染

防止対策の徹底 等について周知する事務連絡を発出 

・11 月 13 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「来年２月末までの催物の開催制限、イベント等における感染拡大防止

ガイドライン遵守徹底に向けた取組強化等について」を周知する事務連

絡を発出 

・11月 13日、消防庁関係団体（26団体）に対し、来年２月末までの催物の

開催制限、イベント等における感染拡大防止ガイドライン遵守徹底に向
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けた取組強化等について周知する事務連絡を発出 

・11 月 24 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 47 回）における菅総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・11 月 30 日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 48 回）における菅総理発言」

を周知する事務連絡を発出 

・12月１日、各都道府県消防主管部局長を通じ、市町村等に対し、「消防団

活動における新型コロナウイルス感染症の感染防止対策の徹底」につい

て、通知を発出 

  ・12月２日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に 

対し、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けたテレワーク 

の実施について」を周知する事務連絡を発出。 

・12月２日、消防庁関係団体（26団体）に対し、新型コロナウイル 

ス感染症の感染拡大防止に向けたテレワークの実施について周知する事 

務連絡を発出 

・12月７日、厚生労働省から各都道府県衛生主管部（局）等に対して発出

された、年末年始に向けた医療提供体制の確保に関する事務連絡を踏ま

え、各都道府県消防防災主管部（局）及び各消防本部に対し、当該事務

連絡の周知及び関係者との間での連携など必要な対応を求める事務連絡

を発出 

  ・12月９日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に 

対し、「新型コロナウイルス感染症の感染防止に向けた職場における対 

応について」を周知する事務連絡を発出 

・12月 11日、都道府県消防防災主幹部（局）を通じ、消防本部に対 

し、９月 15日付け事務連絡で周知した「大学病院に対する救急隊員へ 

の PCR検査実施の依頼」における対象となる大学病院の追加等について 

周知する事務連絡を発出（中国・四国ブロック） 

・12月 14日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に対

し、「年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留意事項

について」を周知する事務連絡を発出 

  ・12月 14日、消防庁関係団体（26団体）に対し、年末年始におけ 

る忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留意事項について周知する事務 

連絡を発出 

  ・12月 15日、各都道府県消防防災主管部（局）を通じ、消防本部に 

対し、「新型コロナウイルス感染症対策本部（第 49回）における菅総理 

発言」を周知する事務連絡を発 
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・12月 15日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、 

年末年始の火災の発生しやすい時季等を迎えるなか、新型コロナウイル 

ス対策により、在宅時間が増し、住宅等での出火等の危険性が高まるこ 

とから、火災予防に係る注意喚起を促す事務連絡を発出 

・12月 17日、各都道府県防災担当主管部（局）長等に対し、冬期におけ

る避難所の新型コロナウイルス感染症等への対応について留意事項を示

し、今後の対策の参考とするよう周知する通知を発出 

  ・12月 18日、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室から営 

業時間短縮要請等に係る繁華街における見回り活動等の実施について要 

請され、関係機関が緊密に連携して実施することされていることを受け、 

消防庁から各消防本部宛て配慮を依頼する事務連絡を発出 

・12月 24日、消防庁関係団体（26団体）に対し、分科会提言を踏 

まえた催物の開催制限等の取扱いについて周知する事務連絡を発出 

・12月 24日、都道府県消防防災主管部(局)を通じ、各消防本部及び 

各消防団担当部署に対し、消防職団員の年末年始の感染防止対策につい 

て事務連絡を発出 

・12月 25日、消防本部における救急隊の感染防止対策の推進のため、消防

庁がこのたび改訂した「救急隊の感染防止対策マニュアル（Ver.2.0）」

等を参考に、引き続き救急隊の感染防止対策の体制整備・充実を図るよう

求める通知を発出 

・12月 28日、各都道府県消防防災主管課を通じ、消防本部に対し、 

新型コロナウイルス感染症対策のため臨時に設けられた医療用仮設ユニ 

ットにおける消防用設備等の取扱いに係る通知を発出 

 

 

（９）法務省 

 ＜令和２年＞ 
・１月 31日、法務省ホームページに、新型コロナウイルス感染症に係る

法務省の取組等関連特設ページを開設 

・２月７日、人権擁護局公式 SNSにおいて、新型コロナウイルス感染症に

関連する不当な差別や偏見等をなくすよう呼びかけるとともに、それら

による人権侵害に係る人権相談窓口を周知（２月７日以降も継続中） 

・２月７日、法務局及び地方法務局に対し、「新型コロナウイルス感染症

に関連した人権相談について（事務連絡）」を発出し、帰国者等からの

人権相談に適切に対応するよう指示 

・２月 10日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、新型コロナ

ウイルス感染症対策資料【日本語版】（内閣広報室及び厚生労働省作
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成）を配付し、注意喚起 

・２月 17日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、新型コロナ

ウイルス感染症対策資料【英語版及び中国語版】（内閣広報室及び厚生

労働省作成）を配付し、注意喚起 

・２月 19日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症に対する対応について周知文を発出（通知）」を発出 

・２月 20日、「法務省新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置 

・２月 25日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症の発生を踏まえたイベント開催の取扱い等について（連

絡）」を発出 

・２月 25日、法務局及び地方法務局に対し、「新型コロナウイルス感染症

対策の基本方針について（事務連絡）」を発出し、感染症患者や対策に

関わった方々からの人権相談に適切に対応するよう指示 

・２月 26日、省内及び地方支分部局等に対し、「新型コロナウイルス感染

症対応に係る早出遅出勤務・テレワーク勤務の実施等について（通

知）」を発出 

・３月２日、省内及び地方支分部局等に対し、「新型コロナウイルス感染

症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合

の休暇の取扱いについて（依命通知）」を発出 

・３月６日、省内及び地方支分部局等に対し、「法務省所管施設内におけ

る新型コロナウイルス感染症患者の発生及び感染拡大の防止に向けた会

議等の自粛等について（通知）」を発出 

・３月 31日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症の状況を踏まえた会議等の実施について（通知）」を発

出 

・４月３日、閣議後記者会見において、法務大臣が新型コロナウイルス感

染症に関連する不当な差別や偏見等をなくすよう呼びかけるとともに、

それらによる人権侵害に係る人権相談窓口を周知 

・４月６日、「法務省危機管理専門家会議」を設置 

・４月７日、省内及び地方支分部局等に対し、「新型コロナウイルス感染

症対策に係るテレワーク勤務・早出遅出勤務の実施等について（通

知）」を発出 

・４月 13日、「矯正施設感染防止タスクフォース」を設置 

・４月 13日、「法務省新型コロナウイルス感染症対策基本的対処方針」を

策定 

・４月 28日、「矯正施設における新型コロナウイルス感染症感染防止対策
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ガイドライン」を策定 

・４月 30日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症の状況を踏まえた会議等の実施について（通知）」を発

出 

・５月１日、法務大臣による新型コロナウイルス感染症に関連した不当な

差別や偏見、ＤＶや虐待に対するビデオメッセージを法務省ホームペー

ジ及び YouTube法務省チャンネルで発信 

・５月 28日、省内及び地方支分部局等に対し、「緊急事態解除後の出勤等

について（通知）」を発出 

・５月 29日、省内、地方支分部局等及び所管団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症の状況を踏まえた会議等の実施について（通知）」を発

出 

・６月 12日、京都刑務所において新型コロナウイルス感染症感染防止対

策ガイドラインに基づくシミュレーション訓練を実施 

・６月 15日、福岡刑務所において新型コロナウイルス感染症感染防止対

策ガイドラインに基づくシミュレーション訓練を実施 

・７月 15日、有識者による新型コロナウイルス感染症と人権に関する座

談会を実施し、その内容について、各種媒体による啓発広報を実施 

・12月３日、省内に対し、「法務本省における新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止に係るテレワーク勤務の実施等について（通知）」を発

出 

 

 

（10）出入国在留管理庁 

 ＜令和２年＞ 
・１月 25日、地方出入国在留管理局に対し、中華人民共和国への渡航者に

対する注意喚起のポスターを出国審査場等へ掲示するよう指示する通知

を発出 

・１月 29日、地方出入国在留管理局に対し、中国からの直行便を利用した

乗員・乗客の上陸審査等に従事する職員については、マスクを着用させ、

うがい及び手洗いを徹底させるよう指示する通知を発出 

・１月 31日、地方出入国在留管理局に対し、２月１日から新型コロナウイ

ルス感染症の外国人患者は出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」

という。）第５条第１項第１号に規定する上陸拒否事由に該当することと

なり、検疫所と連携して対応するよう指示する通知を発出 

・１月 31日、厚生労働省から検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在
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留管理局に対し、上陸審査ブースにおいて過去１４日以内の発生国滞在

歴に関する確認等を行うよう指示する通知を発出 

・１月 31日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

外国人患者は入管法第５条第１項第１号に規定する上陸拒否事由に該当

することとなる旨を航空会社等に周知するよう依頼する事務連絡を発出 

・１月 31 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１号第 14 号

の適用に関する閣議了解の内容について航空会社等に周知するよう依頼 

・１月 31日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

入管法第５条第１項第 14 号の適用に係る上陸審査における対応等につ

いて指示する通知を発出 

・２月３日、地方出入国在留管理局に対し、中華人民共和国湖北省におい

て居住すると認められる外国人及び同省において発行された同国旅券を

所持すると認められる外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る

取扱いについて指示する通知を発出 

・２月４日、出入国在留管理庁の「外国人生活支援ポータルサイト」に、

新型コロナウイルスに関する情報や施策の多言語、やさしい日本語での

掲載を開始 

・２月４日、地方出入国在留管理局、自治体、独立行政法人日本学生支援

機構、独立行政法人日本貿易振興機構等に対し、新型コロナウイルス感

染症に関する厚生労働省の発表情報や在留外国人向けのスマートフォン

用アプリ等についての情報を提供 

・２月 12日、地方出入国在留管理局に対し、同日付け閣議了解及び政府の

新型コロナウイルス感染症対策本部による公表を受けて、入管法第５条

第１項第 14 号の適用の対象となる者の範囲を追加したことから、同号

の適用に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・２月 12日、地方出入国在留管理局に対し、中華人民共和国湖北省及び浙

江省において居住すると認められる外国人並びに両省において発行され

た同国旅券を所持すると認められる外国人からの在留資格認定証明書交

付申請に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・２月 14日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染防止

に係る厳格な上陸審査の徹底について指示 

・２月 14 日、地方出入国在留管理局に対し、検疫法第 34 条の感染症の種

類として指定された新型コロナウイルス感染症の患者の取扱いについて

指示する通知を発出 

・２月 16日、地方出入国在留管理局に対し、香港発船舶ウエステルダムに

乗船していた外国人については、特段の事情がない限り、入管法第５条
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第１項第 14 号に該当する外国人であると解することについて航空会社

等に周知するよう依頼 

・２月 26日、地方出入国在留管理局に対し、同日付け閣議了解を踏まえた

入管法第５条第１項第 14 号の適用に係る上陸審査における対応につい

て指示する通知を発出 

・２月 26日、厚生労働省から同日付け閣議了解を受けた検疫対応への協力

に関する対象地域の追加に係る依頼を受け、地方出入国在留管理局に対

し、上陸審査ブースにおいて過去１４日以内の大韓民国大邱広域市及び

慶尚北道清道郡への滞在歴に関する確認等を行うよう指示する通知を発

出 

・２月 26 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関する同日付け閣議了解の内容について航空会社等に周知する

よう依頼 

・２月 26日、地方出入国在留管理局に対し、大韓民国大邱広域市及び慶尚

北道清道郡において居住すると認められる外国人からの在留資格認定証

明書交付申請に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・２月 27日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、新型

コロナウイルス感染症対応に係る早出遅出勤務・テレワーク勤務の実施

等について取り組むよう依頼する通知を発出 

・２月 28日、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、新型コロナ

ウイルス感染症の感染予防等に関する啓発資料の掲示等を行うよう依頼

する通知を発出 

・２月 28日、地方出入国在留管理局に対し、各地方出入国在留管理官署に

おける窓口混雑緩和対策、帰国困難者に対する在留諸申請の取扱い及び

在留資格認定証明書交付申請の取扱いについて指示する通知を発出する

とともに、その概要を法務省ホームページで公表 

・２月 28日、市区町村に対し、窓口混雑緩和対策として在留諸申請の受付

期間を延長することに伴う本件対象者に係る情報連携事務及び市区町村

在留関連事務の取扱いに係る通知を発出 

・３月４日、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、収容施設に

おける感染症拡大防止に努めるよう指示する通知を発出 

・３月６日、地方出入国在留管理局に対し、同月５日の新型コロナウイル

ス感染症対策本部による公表及び同月６日付け閣議了解を踏まえた入管

法第５条第１項第 14 号の適用に係る上陸審査における対応等について

指示する通知を発出 

・３月６日、厚生労働省から同日付け閣議了解等を受けた検疫対応への協
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力に関する対象地域の追加に係る依頼を受け、地方出入国在留管理局に

対し、上陸審査ブースにおいて過去１４日以内の大韓民国慶尚北道の一

部地域とイラン・イスラム共和国のコム州等への滞在歴に関する確認等

を行うよう指示する通知を発出 

・３月６日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14号の

適用に関する同日付け閣議了解等の内容について航空会社等に周知する

よう依頼 

・３月６日、地方出入国在留管理局に対し、大韓民国慶尚北道の一部地域

とイラン・イスラム共和国のコム州等において居住すると認められる外

国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示する

通知を発出 

・３月６日、東京出入国在留管理局等に対し、同日付け閣議了解を受け、

大韓民国、香港及びマカオの旅券を所持する TTP 利用希望者の登録申請

に係る取扱いを指示する通知を発出 

・３月８日、厚生労働省から新型コロナウイルス感染症の周知等の徹底に

係る協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、中華人民共和国及

び大韓民国への渡航者に対する注意喚起のポスターの出国審査場等への

掲示等を指示する通知を発出 

・３月９日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

影響を踏まえ、在留資格認定証明書の有効期間を作成年月日から６か月

とする取扱いに関する通知を発出 

・３月 10日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表及び閣議了解を踏まえた入管法第５条第１項第

14 号の適用に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発

出 

・３月 10日、厚生労働省から同日付け閣議了解等を受けた検疫対応への協

力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、上陸審査ブースにおいて

過去 14日以内のイラン・イスラム共和国のマーザンダラン州等、イタリ

ア共和国ロンバルディア州等及びサンマリノ共和国への滞在歴に関する

確認等を行うよう指示する通知を発出 

・３月 10 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関する同日付け閣議了解等の内容について航空会社等に周知す

るよう依頼 

・３月 10日、地方出入国在留管理局に対し、イラン・イスラム共和国のマ

ーザンダラン州等、イタリア共和国ロンバルディア州等及びサンマリノ

共和国において居住すると認められる外国人からの在留資格認定証明書
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交付申請に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・３月 10日、地方公共団体に対し、新型コロナウイルス感染症に係る一元

的相談窓口での臨時的特別体制に対する外国人受入環境整備交付金の交

付限度額の引き上げに関する通知を発出 

・３月 11日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止の観点を踏まえ、処分結果に係る通知書に記載する出頭期

限を当面の間、出頭に必要な期間等を考慮しつつ、可能な限り、長めの

期間を設定するよう指示する通知を発出 

・３月 12日、地方出入国在留管理局に対し、申請等取次者からの在留申請

オンラインシステムの利用申出について、当分の間、郵送による受付を

認めることとする通知を発出 

・３月 16日、地方出入国在留管理局に対し、各地方出入国在留管理官署に

おける更なる窓口の混雑緩和策として、本年４月中に在留期間の満了日

等を迎える外国人からの在留諸申請における取扱いについて指示する通

知を発出するとともに、その概要を法務省ホームページで公表 

・３月 16日、市区町村に対し、窓口混雑緩和策として本年４月中に在留期

間の満了日等を迎える外国人からの在留諸申請の受付期間を延長するこ

とに伴う本件対象者に係る情報連携事務及び市区町村在留関連事務の取

扱いに係る通知を発出 

・３月 17日、地方公共団体に対し、窓口混雑緩和策として本年４月中に在

留期間の満了日等を迎える外国人からの在留諸申請の受付期間を延長す

ることを周知する通知を発出 

・３月 18日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・３月 18 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・３月 18日、厚生労働省から同日付け閣議了解等を受けた検疫対応への協

力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、上陸審査ブースにおいて

これまでの対象地域に加え、過去 14日以内のイタリア共和国ヴァッレ・

ダオスタ州等、スイス連邦ティチーノ州等、スペイン王国ナバラ州等及

びアイスランド共和国への滞在歴に関する確認等についても行うよう指

示する通知を発出 

・３月 18日、地方出入国在留管理局に対し、イタリア共和国ヴァッレ・ダ

オスタ州等、スイス連邦ティチーノ州等、スペイン王国ナバラ州等及び
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アイスランド共和国において居住すると認められる外国人からの在留資

格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・３月 19日、地方出入国在留管理局に対し、技能実習生が技能検定等を受

検できない場合及び技能実習修了者の「特定技能」への移行準備のため

の在留資格変更許可申請の取扱いについて指示する通知を発出 

・３月 23日、地方公共団体に対し、技能実習生が技能検定等を速やかに受

検できない場合及び技能実習２号修了者が「特定技能」への移行に時間

を要するときのための在留資格の変更に係る取扱いを周知する通知を発

出 

・３月 25日、地方出入国在留管理局に対し、在留資格認定証明書交付申請

の取扱い及び一時帰国した技能実習生の再入国後の在留期間更新許可申

請に係る取扱いの対象者を明確にする通知を発出 

・３月 26日、厚生労働省から新型コロナウイルス感染症の流行地域の追加

に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、こ

れまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を行

うよう指示する通知を発出 

・３月 26日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い追加された上陸拒否の対象地域に居住すると認められる

外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示す

る通知を発出 

・３月 26日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・３月 26 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼・３月 31日、本

庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、３月２日付け発出

の新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困

難であると認められる場合の休暇の取扱いについての通知に係る一部改

正通知を発出 

・４月２日、厚生労働省から新型コロナウイルス感染症の流行地域の追加

に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、こ

れまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を行

うよう指示する通知を発出 

・４月２日、地方出入国在留管理局に対し、同月１日の新型コロナウイル

ス感染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の
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適用に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・４月２日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い追加された上陸拒否の対象地域に居住すると認められる

外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示す

る通知を発出 

・４月２日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を防止するための窓口混雑緩和策、帰国困難者に対する在留諸

申請の取扱いについて指示する通知を発出 

・４月２日、市区町村に対し、窓口混雑緩和策として本年３月、４月、５

月又は６月中に在留期間の満了日等を迎える外国人からの在留諸申請の

受付期間を延長することに伴う情報連携事務及び市区町村在留関連事務

の取扱いに係る通知を発出 

・４月３日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、所属

職員の感染防止対策の徹底について改めて強く取り組むよう指示する通

知を発出 

・４月３日、地方出入国在留管理局に対し、出入港における新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止策を講じるよう指示する通知を発出 

・４月６日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染拡大

防止のため、一部の対象者に対して郵送により在留カードを交付するこ

ととする通知を発出 

・４月６日、地方出入国在留管理局に対し、出入国審査を担当する職員の

感染防止策に関する通知を発出 

・４月７日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、改め

てテレワーク勤務・早出遅出勤務の実施を徹底するよう指示する通知を

発出 

・４月８日、地方出入国在留管理局に対し、技能実習生等からの在留資格

変更申請をオンライン申請の対象として認める通知を発出 

・４月８日、地方出入国在留管理局に対し、４月２日付け通知の帰国困難

者に対する在留諸申請の取扱いの対象を追加する通知を発出 

・４月 13日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴う雇用悪化の影響による解雇等された就労資格者に係る取

扱いについて指示する通知を発出 

・４月 16日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響に伴い解雇等された技能実習生などに対する在留資格の

変更に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・４月 17日、「入管施設感染防止タスクフォース」を設置 
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・４月 23日、市区町村に対し、特別永住許可及び住居地の届出に係る事務

の取扱いに関する通知を発出 

・４月 23日、地方出入国在留管理局に対し、在留カード関係の届出・申請

等が各規定に基づく届出期間の末日が本年３月、４月、５月又は６月中

である者について、法定の届出期間等の末日から３か月後までに行うこ

とで差し支えないこととする通知を発出 

・４月 24日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、不要

不急の外出自粛の徹底について指示する通知を発出 

・４月 24日、地方出入国在留管理局に対し、在留資格「技能実習」又は「特

定活動（外国人建設就労者又は外国人造船就労者）」で在留する者のうち、

従前の受入れ機関の経営悪化等により、当該機関での活動継続が困難で

あると認められる者については、従前と異なる受入れ機関においても就

労を認めることとする通知を発出 

・４月 24日、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、緊急事態宣

言の下での収容施設における面会の取扱いを指示する通知を発出 

・４月 27日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・４月 27日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追

加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・４月 27 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・４月 27 日、地方出入国在留管理局に対し、本年２月 27 日から６月末ま

でに在留期間の満了日を経過する者について、在留諸申請の処分の受取

りを原則として在留期間の満了日から５か月を経過する日まで認める旨

の通知を発出 

・４月 27日、市区町村に対し、在留関係処分に係る出頭期限を経過した者

の情報連携事務及び市区町村在留関連事務の取扱いに関する通知を発出 

・４月 27日、地方出入国在留管理局に対し、「特定活動」（５号及び５号の

２：ワーキングホリデー）により本邦に在留する帰国困難者に対する在

留諸申請の取扱いについて指示する通知を発出 

・４月 28日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い追加された上陸拒否の対象地域に居住すると認められる
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外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示す

る通知を発出 

・４月 28日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症拡

大に伴い所属機関等による期限内の届出が困難となった場合の取扱いに

関する通知を発出 

・５月１日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、入管

施設における新型コロナウイルス感染症対策マニュアルの策定及び同マ

ニュアルの対策の速やかな実施に関する通知を発出 

・５月７日、地方出入国在留管理局に対し、地方公共団体への通常業務に

係る照会業務については、不要不急の照会を休止・延期等する旨の通知

を発出 

・５月８日、地方出入国在留管理局に対し、本年７月中に在留期間の満了

日等を迎える外国人についても在留諸申請の受付期間を延長することと

する通知を発出 

・５月８日、地方出入国在留管理局に対し、出入国港及び在留諸申請の窓

口において新型コロナウイルス感染症対策に関する案内の充実に努める

こととする旨の通知を発出 

・５月 11 日、地方出入国在留管理局に対し、「特定活動」（16 号、17 号、

20 号、21 号、27 号、28 号及び告示外：ＥＰＡ看護師・介護福祉士候補

者等）により本邦に在留する帰国困難者に対する在留諸申請の取扱いに

ついて指示する通知を発出 

・５月 11日、市区町村に対し、本年７月中に在留期間の満了日等を迎える

外国人からの在留諸申請の受付期間等を延長することに伴う情報連携事

務及び市区町村在留関連事務の取扱いに係る通知を発出 

・５月 11日、地方出入国在留管理局に対し、在留カード関係届出・申請等

の届出期間末日が本年７月中である者について、法定の届出期間等の末

日から３か月後までに行うことで差し支えないこととする通知を発出 

・５月 14日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・５月 14日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追

加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・５月 14 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け
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た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・５月 15日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い追加された上陸拒否の対象地域に居住すると認められる

外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示す

る通知を発出 

・５月 19日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により帰国困難となった者に対し、在留資格「特定活動

（６月）」を付与する取扱いとする通知を発出し、５月 21 日から運用開

始 

・５月 19日、地方公共団体に対し、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り解雇等された技能実習生等に対する雇用維持支援に係るリーフレット

を送付し、周知の協力を依頼 

・５月 22日、地方公共団体に対し、新型コロナウイルス感染症に係る一元

的相談窓口での臨時的特別体制に対する外国人受入環境整備交付金の特

例措置対象期間の延長に関する通知を発出 

・５月 25日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・５月 25日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追

加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・５月 25 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・５月 25日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い追加された上陸拒否の対象地域に居住すると認められる

外国人からの在留資格認定証明書交付申請に係る取扱いについて指示す

る通知を発出 

・５月 25日、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、緊急事態宣

言の解除に伴う収容施設における面会の取扱いを指示する通知を発出 

・５月 28日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、緊急

事態宣言解除後の出勤等について指示する通知を発出 

・６月４日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、緊急

事態宣言解除後の所属職員の感染防止対策の徹底について指示する通知

を発出 
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・６月９日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響に伴い、一部の国・地域における国際郵便の一時引受停

止や航空便の運休等に伴う郵便物の遅配等により在留資格認定証明書の

原本が用意できない場合の取扱いについて指示する通知を発出 

・６月 26日、地方出入国在留管理局に対し、在留資格認定証明書の有効期

間を申請人の滞在国・地域に係る入国制限措置が解除された日から６か

月又は令和３年４月 30日までのいずれか早い日とする通知を発出 

・６月 26日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により再入国出国中に在留期限を経過した者等の在留資

格認定証明書交付申請の取扱いについて指示する通知を発出 

・６月 26日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により再入国出国中に再入国許可の有効期間が経過した

元永住者に係る取扱いについて指示する通知を発出 

・６月 29日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・６月 29日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追

加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・６月 29 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・７月８日、地方出入国在留管理局に対し、本邦に再入国することに特段

の事情があると見込まれる場合に手交する案内文について航空会社等に

周知するよう依頼 

・７月 16日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、入管

施設における新型コロナウイルス感染症対策マニュアルの改訂及び本マ

ニュアルの対策の適切な実施に関する通知を発出 

・７月 17日、本庁、入国者収容所及び地方出入国在留管理局に対し、入管

施設及び収容施設でのマニュアルに基づく新型コロナウイルス感染拡大

防止対策を改めて徹底をするよう指示する通知を発出 

・７月 22日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・７月 22日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追
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加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・７月 22 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・８月３日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開」等の

措置について航空会社等に周知するよう依頼 

・８月４日、地方出入国在留管理局に対し、国際的な人の往来再開に向け

た段階的措置（ビジネス上必要な人材等の出入国について例外的な枠の

設置）及び上陸拒否の対象地域に指定された日の前日までに再入国許可

により出国した外国人の再入国に係る上陸審査における対応等について

指示する通知を発出 

・８月４日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により、再入国許可又はみなし再入国許可の有効期間に

再入国できなかった元永住者や一度在留が途切れた期間がある者が本邦

入国後に改めて永住許可申請を行う場合の取扱いについて指示する通知

を発出 

・８月７日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴い、帰国困難となった技能実習生が、技能実習で従事して

いた職種・作業に関係する業務においても就労を認めることとする通知

を発出 

・８月 12日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響により再入国出国中に在留期限を経過した者に係る在留

資格認定証明書交付申請の代理人がいない場合の取扱いについて指示す

る通知を発出 

・８月 24日、地方出入国在留管理局に対し、本邦の出入国港において船舶

に乗り組むために航空機で本邦に到着する船員についても、本年９月１

日より出国前検査証明書を求めることになる旨航空会社等に周知するよ

う依頼 

・８月 26日、都道府県及び政令指定都市に対し、外国人在留支援センター

（ＦＲＥＳＣ）において、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた在

留外国人のためのヘルプデスクを本年９月１日に開設することについて

の事務連絡を発出 

・８月 28日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響に伴い解雇等された技能実習生などに対する在留資格の
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変更に係る取扱いの対象を追加する通知を発出 

・８月 28日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス感

染症対策本部による公表を踏まえた入管法第５条第１項第 14 号の適用

に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・８月 28日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の追

加に伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対し、

これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認等を

行うよう指示する通知を発出 

・８月 28 日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14 号

の適用に関し、同日の新型コロナウイルス感染症対策本部の内容を受け

た対象者の拡大について航空会社等に周知するよう依頼 

・８月 28日、地方出入国在留管理局に対し、９月１日以降、原則、現行の

水際措置に加えて追加的な防疫措置をとることなどを条件に、上陸拒否

の対象地域になった後に当該地域に再入国許可をもって出国した者や、

９月１日以降に本邦から再入国許可をもって出国する者の再入国を認め

ることとなるほか、新規入国者についても上記防疫措置を求めることに

なる旨の通知を発出 

・９月１日、新型コロナウイルス感染症対策本部による公表を踏まえ、同

日以降、本邦滞在中の在留資格保持者の上陸拒否対象地域からの再入国

を許可することとし、法務省ホームページ掲載の専用メールアドレス宛

て電子メールにより、再入国予定の申出受付を開始 

・９月２日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

拡大の影響に伴い特定技能制度における定期調査を実施し難い場合の調

査方法に関する通知を発出 

・９月７日、地方出入国在留管理局に対し、特定技能所属機関による定期

届出に係る４月２８日付通知を廃止し、定期届出がなされていない場合

は早急に届出を行うよう指導する等の内容について通知を発出 

・９月８日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向け

た段階的措置」の仕組みに関し、９月８日から、新たにマレーシア、カ

ンボジア、ミャンマー、ラオス及び台湾の５か国・地域との間で、対象

国との試行的措置の仕組みを実施すること等に関する通知を発出 

・９月８日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向け

た段階的措置」について、９月８日から、新たにマレーシア、カンボジ

ア、ミャンマー、ラオス及び台湾の５か国・地域との間で試行的措置に

係る運用を開始することを航空会社等に周知するよう依頼 

・９月９日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の
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感染拡大防止のために延長した申請受付期間及び処分に係る出頭期限等

を経過したことにやむを得ない事情があると認められる者からの申請等

の取扱いについて事務連絡を発出 

・９月 15日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響に伴い再入国出国中に再入国許可の有効期限が経過した

元「高度専門職２号」の者に係る取扱いについて通知を発出 

・９月 15 日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向

けた段階的措置」について、９月 18日から、新たにシンガポールとの間

で試行的措置に係る運用を開始することを航空会社に周知するよう依頼 

・９月 17 日、地方出入国在留管理局に対し、当分の間、「短期滞在」の在

留資格をもって在留する者であって、国籍国・地域の入国制限が開始さ

れる前に入国し、在留資格変更許可申請時点において、入国制限措置が

解除されていない者について、在留資格認定証明書の交付を受けていな

くても、「短期滞在」の在留資格から直接希望する在留資格への変更手続

を認めることについて事務連絡を発出 

・９月 17 日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向

けた段階的措置」の仕組みに関し、９月 18日から、新たにシンガポール

との間で実施することに関する事務連絡を発出 

・９月 30 日、地方出入国在留管理局に対し、10 月１日以降、原則、全て

の国・地域の一定の外国人について、防疫を確約できる受入企業・団体

がいることなどを条件に、新規入国を認めることとなる旨の通知を発出 

・10月７日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響に伴い、在留期間更新許可申請時までに、技能実習法施

行規則第１０条第２項第３号ト（２）に定める本国等への一時帰国を行

うことができなかった第３号技能実習生に対する在留期間更新許可申請

の取扱いに関する通知を発出 

・10月７日、地方出入国在留管理局に対し、10月８日以降、新たにブルネ

イとの間でビジネストラック、韓国との間でレジデンストラック及びビ

ジネストラックの運用を開始することを航空会社等に周知するよう依頼 

・10 月８日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向

けた段階的措置」の仕組みに関し、同日から、新たに韓国及びブルネイ

との間で実施することに関する事務連絡を発出 

・10 月 12 日、地方出入国在留管理局に対し、在留資格「特定活動（イン

ターンシップ（９号）」等で在留中の外国人のうち、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大の影響に伴う帰国困難者について、従前の受入れ機関

が継続して受け入れることが困難である場合は、受入れ機関の変更を認
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める旨の通知を発出 

・10 月 16 日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大の影響に伴う帰国困難な元留学生から在留を継続するための

在留資格変更許可申請等があった場合は、卒業の時期や有無を問わず「特

定活動（６月）」を許可することとした旨の通知を発出 

・10月 16日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第 22条の４第１項第

５号ないし第６号に該当する疑いがあるとして在留資格取消手続がとら

れている在留資格「留学」を有する者（以下「対象者」という。）が意見

聴取期日に出頭したときは、意見聴取において、新柄コロナウイルス感

染症の影響により帰国が困難である場合には、基本的に卒業の有無や時

期を問わず在留資格変更許可申請が可能である旨を説明し、対象者が当

該申請を希望する場合には、対象者を申請受付窓口に案内することなど

の事務連絡を発出 

・10 月 30 日、厚生労働省からの新型コロナウイルス感染症の流行地域の

見直しに伴う検疫対応への協力依頼を受け、地方出入国在留管理局に対

し、これまでの対象地域と同様に過去 14 日以内の滞在歴に関する確認

等を行うよう指示する通知を発出 

・10 月 30 日、地方出入国在留管理局に対し、同日の新型コロナウイルス

感染症対策本部による公表等を踏まえた入管法第５条第１項第１４号の

適用に係る上陸審査における対応等について指示する通知を発出 

・11月 13日、「感染リスクが高まる『５つの場面』」」について、やさしい

日本語に変換し、ホームページに掲載した旨を Twitterで発信 

・11 月 20 日、都道府県及び政令指定都市の多文化共生担当部局に対し、

新型コロナウイルス感染症に感染している疑いのある在留外国人から一

元的相談窓口等において相談があった場合は、地域の保健所等と連携し、

早期の検査や医療機関の受診につながるよう一元的相談窓口等と保健所

等との連携についての事務連絡を発出 

・11 月 24 日、地方出入国在留管理局に対し、帰国困難な技能実習生に対

して在留資格「特定活動（６月・就労不可）」を許可するときは、「監理

団体及び実習実施者」宛ての周知文を申請人又は申請取次者に対し手交

し、監理団体（企業単独型技能実習の場合は実習実施者）への周知を依

頼するよう事務連絡を発出 

・11 月 26 日、地方出入国在留管理局に対し、新型コロナウイルス感染症

対策ポスター・リーフレット（厚生労働省作成の１２か国語（やさしい

日本語含む）の翻訳）について、申請人等の目に留まりやすい適宜の場

所に掲示、配布等するよう事務連絡を発出。併せて同ポスター・リーフ
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レットを、より積極的に周知するため、SNS公式アカウント（Twitter 及

び Facebook）に掲載。 

・11月 27日、地方出入国在留管理局に対し、帰国が困難な外国人のうち、

本邦での生計を維持するために就労を希望する者について、１週につい

て２８時間以内の収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動

を認める資格外活動を包括的に許可する旨の通知を発出 

・11月 27日、地方出入国在留管理局に対し、「国際的な人の往来再開に向

けた段階的措置」の仕組みに関し、11 月 30 日から、新たに中国（香港

及びマカオを除く。）との間で実施することに関する事務連絡を発出 

・11 月 27 日、地方出入国在留管理局に対し、本年 11 月 30 日以降、新た

に中国（香港及びマカオを除く。）との間でレジデンストラック及びビジ

ネストラックの運用を開始することになった旨航空会社等に周知するよ

う事務連絡を発出 

・12 月３日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第 22 条の４第１項第

５号ないし第７号に該当する疑いがあるとして在留資格取消手続がとら

れている者（以下「対象者」という。）が意見聴取期日に出頭したときは、

意見聴取に先立って在留資格に応じた活動を行わずに在留を継続してい

る理由を聴取し、対象者が新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

による帰国困難を理由として申し立てたときは、在留資格変更許可申請

が可能である旨を説明し、対象者が当該申請を希望する場合には、対象

者を申請受付窓口に案内することなどの事務連絡を発出 

・12月８日、地方出入国在留管理局に対し、元留学生や技能実習生等を除

く中長期在留者として在留中の外国人又は在留していた外国人であって

就労を希望しないとしていた者であって、就労を希望する者については、

「特定活動（６月・就労不可）」への在留資格変更許可申請＿（又は在留

期間更新許可申請）及び資格外活動許可申請を受理して審査を行う旨の

事務連絡を発出 

・12 月 22 日、地方出入国在留管理局に対し、在留資格「特定活動（告示

32号）」又は「特定活動（告示 35号）」により在留している者で、かつ、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴い、一時帰国できなか

ったものに係る在留期間更新許可申請等の取り扱いについて通知を発出 

・12月 23日、地方出入国在留管理局に対し、入管法第５条第１項第 14号

の適用等について、令和２年 12 月 23 日、政府において英国での変異型

ウイルスの発生を踏まえた英国からの入国に対する水際対策措置の強化

を決定したことを受け、同年 10 月１日から認めてきていた防疫措置を

確約できる受入企業・団体がいることを条件に、原則として全ての国・
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地域からの新規入国を許可する取扱いについて、同年 12 月 24 日から、

当分の間、上陸の申請日前 14 日以内に英国での滞在歴がある者が当該

仕組みで新規入国することを拒否することとなる旨の通知を発出 

・12 月 23 日、地方出入国在留管理局に対し、上記の新規入国の拒否につ

いて航空会社等に周知するよう依頼の事務連絡を発出 

・12 月 23 日、地方公共団体に対し、一元的相談窓口において新型コロナ

ウイルス感染症に関する情報提供・相談対応のための特別な対応をする

場合について、外国人受入環境整備交付金の交付限度額の引き上げを令

和３年９月末まで実施する旨の事務連絡を発出 

・12 月 24 日、在留外国人のお祭り等における新型コロナウイルス感染症

対策に係る注意喚起の情報を載せたリーフレットを作成するとともに、

SNS公式アカウント（Twitter及び Facebook）で発信 

・12月 25日、地方出入国在留管理局に対し、上陸の申請日前 14日以内に

対象地域における滞在歴がある外国人に対する確実な検疫の実施に協力

しているところ、これまでの対象地域のほか、オーストラリアについて

も同様に対応するよう通知を発出 

・12 月 25 日、地方出入国在留管理局に対し、上記 12 月 23 日の新規入国

の拒否について、当分の間、英国に加え、上陸の申請日前 14日以内に南

アフリカでの滞在歴がある者も当該仕組みで新規入国を拒否することと

なる旨の通知を発出 

・12 月 25 日、地方出入国在留管理局に対し、上記の新規入国の拒否につ

いて航空会社等に周知するよう依頼の事務連絡を発出 

・12 月 26 日、地方出入国在留管理局に対し、上記 12 月 25 日の新規入国

の拒否について、英国及び南アフリカに加え、令和３年１月４日から同

年１月末までの間、上陸の申請日前 14日以内に上陸拒否の対象地域（英

国及び南アフリカを除く。）での滞在歴がある者も当該仕組みで新規入国

を拒否することとなる旨の通知を発出 

・12 月 26 日、地方出入国在留管理局に対し、上記 12 月 26 日の新規入国

の拒否について航空会社等に周知するよう依頼の事務連絡を発出 

 

 

（11）外務省 

 ＜令和２年＞ 
 ・ １月６日、中国湖北省武漢における原因不明の肺炎の発生に関するスポ

ット情報を発出（以後、随時スポット情報または広域情報を発出） 

・１月 21日、中国に感染症危険情報レベル１を発出 
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・１月 23日、武漢市の感染症危険情報をレベル２に引き上げ 

・１月 23日、武漢市を所管する在中国大使館に対策本部を設置       

・１月 24日、外務本省でタスクフォースを立ち上げ 

・１月 24日、湖北省の感染症危険情報をレベル３（渡航中止勧告）に引き

上げ。その他中国全域はレベル１ 

・１月 25日、在中国大使館に武漢市在留邦人向けホットラインを開設 

・１月 26日、タスクフォースを領事局長をヘッドとする対策室に格上げ・

１月 26日、湖北省の滞在者に帰国希望者調査を発出。また、在中国大使

館職員（医務官を含む 10名）を武漢に派遣 

・１月 26日、総理が、中国政府との調整が整い次第、チャーター機などあ

らゆる手段を追求して希望者全員を帰国させることを発表。日中外相電

話会談を行い、中国側に協力を要請 

・１月 29日、チャーター機第１便が武漢市に到着。 

同日午前６時頃、チャーター機第１便が東京に向け出発。206 人が同日

午前８時 40分頃、羽田空港に到着 

・１月 30日、チャーター機第２便が武漢市に到着。 

同日午前６時頃、チャーター機第２便が東京に向け出発。210 人が同日

９時頃、羽田空港に到着。 

・１月 31日、チャーター機第３便が武漢市に到着。 

同日午前８時頃、チャーター機第３便が東京に向け出発。149 人が同日

10時 30分頃、羽田空港に到着。 

・１月 31日、中国全土（湖北省を除く）の感染症危険情報をレベル２に引

き上げ 

・２月７日、チャーター機第４便が武漢市に到着。 

同日午前８時頃、チャーター機第４便が東京に向け出発。198 人が同日

午前 10時 10分頃、羽田空港に到着 

・２月 14日、浙江省温州市の感染症危険レベルを３に引き上げ 

・２月 17日、チャーター機第５便が武漢市に到着。 

同日午前４時 30 分頃、チャーター機第５便が東京に向け出発。65 人が

同日午前７時頃、羽田空港に到着。１月 29日以降、計 828人が帰国（う

ち邦人 720人）。 

・２月 25日、韓国・大邱広域市及び慶尚北道清道郡に感染症危険情報レベ

ル２を発出 

・２月 26日、イランに感染症危険情報レベル２を発出 

・２月 27 日、イタリア北部３州（ヴェネト州、エミリア・ロマーニャ州、

ピエモンテ州）に感染症危険情報レベル１を発出 
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・２月 28日、韓国全土（大邱広域市及び慶尚北道清道郡を除く）に感染症

危険情報レベル１を発出 

・２月 28日、イラン３州（コム州、テヘラン州、ギーラーン州）の感染症

危険情報をレベル３に引き上げ 

 ・３月１日、韓国・大邱広域市及び慶尚北道清道郡の感染症危険情報をレ

ベル３に引き上げ 

・３月１日、イタリア北部３州の感染症危険情報をレベル２に引き上げ 

・３月２日、韓国・慶尚北道（慶山（キョンサン）市、永川（ヨンチョン）

市、漆谷（チルゴク）郡、義城（ウィソン）郡、星州（ソンジュ）郡及

び軍威（グンウィ）郡）の感染症危険情報をレベル３に引き上げ。また、

慶尚北道のそれ以外の地域（上記及び大邱広域市並びに慶尚北道清道郡

を除く慶尚北道）の感染症危険情報をレベル２に引き上げ 

・３月４日、韓国・慶尚北道安東市の感染症危険情報をレベル３に引き上

げ 

・３月５日、韓国全土（レベル３発出地域以外）の感染症危険情報をレベ

ル２に引き上げ 

・３月６日、韓国・慶尚北道奉化郡の感染症危険情報をレベル３に引き上

げ 

・３月６日、イタリア・ロンバルディア州の感染症危険情報をレベル３に

引き上げ 

・３月９日、イタリア・ヴェネト州及びエミリア＝ロマーニャ州の感染症

危険情報をレベル３に引き上げ。ピエモンテ州及びマルケ州、並びにサ

ンマリノに感染症危険情報レベル３を発出。イタリアの上記５州を除く

イタリア全土及びバチカン市国に感染症危険情報レベル２を発出。 

・３月９日、イラン８州（アルボルズ州、イスファハン州、ガズヴィーン

州、ゴレスタン州、セムナーン州、マーザンダラン州、マルキャズィ州

及びロレスタン州）の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

・３月９日、 スイス、スペイン、ドイツ及びフランスに感染症危険情報レ

ベル１を発出 

・３月９日、中国及び韓国に所在する日本大使館・総領事館で３月８日ま

でに発給された一次・数次査証の効力を３月末日まで停止するとともに、

香港及びマカオ並びに韓国に対する査証免除措置を同日まで停止 

・３月 12日、米国ワシントン州に感染症危険情報レベル１を発出 

・３月 12日、カタール及びバーレーンに感染症危険情報レベル１を発出 

・３月 12日、欧州各国の感染症危険情報をレベル１及び２に引き上げ 

：レベル２-スイス・ティチーノ州、スペイン・マドリード州、バスク州
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及びラ・リオハ州 

：レベル１-アイスランド、オーストリア、オランダ、スウェーデン、ス

ロベニア、デンマーク、ノルウェー、ベルギー、モナコ、リヒテンシュ

タイン、アンドラ、ルクセンブルクの全土 

・３月 16日、欧州各国の感染症危険情報をレベル１、２及び３に引き上げ 

：レベル３-アイスランド全土、「イタリア、スイス、スペイン」の一部

地域 

：レベル２-オーストリア他 23か国 

：レベル１-英国及びアイルランド 

・３月 17日、欧州各国に感染症危険情報レベル１、２及び３を発出 

：レベル３-スペイン及びスイスの一部地域 

：レベル２-英、アイルランド、キプロス、クロアチア、ブルガリア、ル

ーマニア 

・３月 17日、エジプトに感染症危険情報レベル２を発出 

・３月 18 日、全世界（３月 18 日以前に感染症危険情報が発出されている

国を除く）に感染症危険情報レベル１を発出 

・３月 21 日、欧州諸国等 38 か国に所在する日本大使館・総領事館で３月

20日までに発給された一次・数次査証の効力を４月末日まで停止すると

ともに、これらの国に対する査証免除措置を同日まで停止 

・３月 22日、米国の感染症危険情報をレベル２に引き上げ 

・３月 23日、欧州各国の感染症危険情報をレベル２及び３に引き上げ 

：アンドラ、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、スイス、

スペイン、スロベニア、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、バチカン、

フランス、ベルギー、マルタ、モナコ、リヒテンシュタイン及びルクセ

ンブルク全土 

・３月 23日、イラン全土（レベル３を除く）の感染症危険情報をレベル３

に引き上げ 

・３月 25日、欧州各国の感染症危険情報をレベル２及び３に引き上げ 

：レベル３-アイルランド、スウェーデン、ポルトガル 

・３月 25日、東南アジアの一部の国（インドネシア、シンガポール、タイ、

フィリピン、ブルネイ、ベトナム及びマレーシア全土）の感染症危険情

報をレベル２に引き上げ 

・３月 25日、中東の一部の国（イスラエル、カタール及びバーレーン）の

感染症危険情報をレベル２に引き上げ 

・３月 25日、コンゴ民主共和国に感染症危険情報レベル２を発出 

・３月 25日、渡航先の国・地域において行動制限を受けたり出国が困難と
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なる事態を防ぐため、これまで各国・地域に発出している危険情報とは

別に、全世界に対して一律に危険レベル２を発出 

・３月 26日、中国及び韓国に対して実施中の査証の制限措置の実施期間を

４月末日まで更新 

・３月 26日、既に設置済みの対策室を格上げし、外務大臣を本部長とする

緊急対策本部を立ち上げ 

・３月 28 日、東南アジア７か国等 11 か国に所在する日本大使館・総領事

館で３月 27 日までに発給された査証の効力を４月末日まで停止すると

ともに、これらの国に対する査証免除措置を同日まで停止。 

・３月 28日、東南アジア７か国並びに中国（香港含む）及び韓国との APEC・

ビジネス・トラベル・カードに関する取決めに基づく査証免除措置の適

用を４月末日まで停止 

・３月 31日、一部の国・地域の感染症危険情報をレベル２及び３に引き上

げ 

：レベル３-① 

（アジア）インドネシア、韓国全土、シンガポール、タイ、台湾、中国

全土、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレーシア 

（大洋州）オーストラリア、ニュージーランド 

（北米）カナダ、米国 

（中南米）エクアドル、ドミニカ国、チリ、パナマ、ブラジル、ボリビ

ア 

（欧州）アルバニア、アルメニア、英国、北マケドニア、キプロス、ギ

リシャ、クロアチア、コソボ、スロバキア、セルビア、チェコ、ハンガ

リー、フィンランド、ブルガリア、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴ

ビナ、モルドバ、モンテネグロ、ラトビア、リトアニア、ルーマニア 

（中東）イスラエル、エジプト、トルコ、バーレーン 

（アフリカ）コートジボワール、コンゴ民主共和国、モーリシャス、モ

ロッコ 

：レベル２（レベル引き上げ） 

上記①に含まれる国を除く現在感染症危険情報レベル１の全ての国・

地域 

・４月１日、123か国・地域の日本大使館・総領事館で４月２日までに発

給された査証の効力を４月末日まで停止するとともに、36か国との査証

免除措置を同日まで停止 

・４月１日、パプア・ニューギニア、ペルー、メキシコ及びロシアとの

APEC・ビジネス・トラベル・カードに関する取決めに基づく査証免除措
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置の適用を停止 

・４月 24日、一部の国の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（中南米）アンティグア・バーブーダ、セントクリストファー・ネービ

ス、ドミニカ共和国、バルバドス、ペルー 

（欧州）ウクライナ、ベラルーシ、ロシア 

（中東）アラブ首長国連邦、オマーン、カタール、クウェート、サウジ

アラビア 

（アフリカ）ジブチ 

・４月 27日、４月末日までの間実施することとしていた、査証効力の停

止、査証免除措置の停止（APEC・ビジネス・トラベル・カードを含む）

の対象国・地域に対する同措置を５月末日まで延長。 

・５月 12日、一部の国の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（アジア）モルディブ 

（中南米）ウルグアイ、コロンビア、バハマ、ホンジュラス、メキシコ  

（欧州）アゼルバイジャン、カザフスタン 

（アフリカ）カーボベルデ、ガボン、ギニアビサウ、サントメ・プリンシ

ペ、赤道ギニア 

・５月 22日、一部の国の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（アジア）インド、パキスタン、バングラデシュ 

（中南米）アルゼンチン、エルサルバドル  

（欧州）キルギス、タジキスタン 

（中東・アフリカ）アフガニスタン、ガーナ、ギニア、南アフリカ 

・５月 25日、５月末日までの間実施することとしていた、査証効力の停

止、査証免除措置の停止（APEC・ビジネス・トラベル・カードを含む）

の対象国・地域に対する同措置を６月末日まで延長。 

・６月５日、一部の国の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（中南米）ガイアナ、キューバ、グアテマラ、グレナダ、コスタリカ、ジ

ャマイカ、セントビンセント及びグレナディーン諸島、ニカラグア、ハ

イチ 

（欧州・中央アジア）ジョージア 

（中東・アフリカ）アルジェリア、イラク、エスワティニ、カメルーン、

セネガル、中央アフリカ、モーリタニア、レバノン 

・６月 29日、６月末日までの間実施することとしていた、査証効力の停

止、査証免除措置の停止（APEC・ビジネス・トラベル・カードを含む）

の対象国・地域に対する同措置を７月末日まで延長。 

・７月 21日、一部の国・地域の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 
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（アジア）ネパール 

（中南米）スリナム、パラグアイ、ベネズエラ 

（欧州・中央アジア）ウズベキスタン 

（中東・アフリカ）ケニア、コモロ、コンゴ共和国、シエラレオネ、スー

ダン、ソマリア、ナミビア、パレスチナ、ボツワナ、マダガスカル、リ

ビア、リベリア 

・７月 22 日、7 月末日までの間実施することとしていた、査証効力の停

止、査証免除措置の停止（APEC・ビジネス・トラベル・カードを含む）

の対象国・地域に対する同措置を８月末日まで延長。 

・７月 22日、ＮＳＣ・コロナ本部における決定に基づき、在留資格保持

者等の再入国・入国を順次許可していくこととし、７月 29日から在外

公館で、現在出国中の再入国許可者（注）の再入国の受付を開始。実際

の再入国は、８月５日から開始。 

・７月 29日からベトナム及びタイの在外公館において一部の在留資格を

有する者に対して、入国後１４日間の自宅待機は維持しつつ、双方向の

往来を再開する「レジデンストラック」のための査証又は再入国関連書

類提出確認書の申請受付を開始。 

（注）入国拒否対象地域指定前日までに当該地域に再入国許可をもって出国し

た者 

・８月 26日、一部の国の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（アジア）ブータン 

（中南米）トリニダード・トバゴ、ベリーズ 

（中東・アフリカ）エチオピア、ガンビア、ザンビア、ジンバブエ、チュ

ニジア、ナイジェリア、マラウイ、南スーダン、ルワンダ、レソト 

・８月 28日、８月末日までの間実施することとしていた、査証効力の停

止、査証免除措置の停止（APEC・ビジネス・トラベル・カードを含む）

の対象国・地域に対する同措置を継続し、当分の間実施することを決定。 

・８月 28日、ＮＳＣ・コロナ本部における決定に基づき、本邦滞在中の

在留資格保持者について、９月１日以降に実施する所定の手続を経て、

再入国許可をもって出国した者（注１）の入国拒否対象地域からの再入

国が許可される。また、入国拒否対象地域指定日（注２）から８月 31 

日までに再入国許可をもって出国した在留資格保持者については、９

月１日以降、所定の手続を経た者（注３）の入国拒否対象地域からの再

入国が許可される。 
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（注１）本邦出国前に、追加的防疫措置に応じる旨を誓約し、出入国在留管理庁から「受

理書」の交付を受けた者。 

（注２）４月２日以前に入国拒否対象地域に指定された国・地域については４月３日。 

（注３）我が国在外公館において、「再入国関連書類提出確認書」の交付を受けた者。 

（注４）在留資格保持者等の再入国に当たっては、感染拡大防止の観点から、追加的防

疫措置として、滞在先の出国前 72時間以内に実施された検査証明が求められる。 

・９月８日からカンボジア、マレーシア、ミャンマー、ラオス及び台湾の

在外公館等において一部の在留資格を有する者に対して、入国後 14日

間の自宅待機は維持しつつ、双方向の往来を再開する「レジデンストラ

ック」のための査証又は再入国関連書類提出確認書の申請受付を開始。 

・９月 18日、シンガポールとの間で「ビジネストラック」（注）を開始。

（注）「本邦活動計画書」の提出等の追加的条件の下、入国後 14日間の自宅等待機期

間中も、行動範囲を限定した形でのビジネス活動が可能。 

・９月 25 日、ＮＳＣ・コロナ本部における決定に基づき、「レジデンス

トラック」について、10 月１日から、ビジネス上必要な人材等に加え、

順次、留学、家族滞在等のその他の在留資格も対象とし、新規入国を許

可。さらに、10 月１日から、原則として全ての国・地域の上記と同様

の対象者について、順次、新規入国を許可。 

（注１）防疫措置について、受入企業・団体が誓約書を通じて確約することを条件とす

る。ただし、入国者数は限定的な範囲に留める。 

（注２）出国前検査証明（入国拒否対象地域のみ）、入国後 14 日間の自宅等待機・公

共交通機関不使用等の防疫措置について、受入企業・団体が誓約書を通じて確約する。 

・９月 30日、シンガポールとの間で「レジデンストラック」を開始。 

・10月 30日、一部の国・地域の感染症危険情報をレベル２に引き下げ 

（アジア）韓国、シンガポール、タイ、台湾、中国（香港、マカオ含む）、

ブルネイ、ベトナム 

（大洋州）オーストラリア、ニュージーランド  

・10月 30日、一部の国・地域の感染症危険情報をレベル３に引き上げ 

（アジア）ミャンマー 

（中東・アフリカ）ヨルダン 

・10 月 30 日、３月 25 日に全世界を対象に一律に発出した危険情報レベ

ル２を解除 

・12 月 24 日、「国際的な人の往来の再開」（第 43 回新型コロナウイル

ス感染症対策本部（令和２年９月 25日）資料４の１（２））に基づき、

令和２年 10月１日から、防疫措置を確約できる受入企業・団体がいる

ことを条件として、原則として全ての国・地域からの新規入国を許可し

ていたが、英国からの新規入国者に対する同措置の適用を停止したこと

に伴い、同措置に基づいた査証の発給を同日から当分の間停止。 
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・12月 26日、南アフリカ共和国からの新規入国者に対する同措置適用を

停止したことに伴い、同措置に基づく査証の発給を同日から当分の間停止。 

・12月 28日から令和３年１月末までの間、全ての国・地域（英国及び南

アフリカ共和国を除く）からの新規入国者に対し入国許可する措置の

適用を停止したことに伴い、同措置に基づいた査証の発給を停止。 

 

 

（12）財務省 

 ＜令和２年＞ 
・１月 17日、税関に対し、武漢直行便の旅客に対応する職員はマスク等を

着用するほか、うがい・手洗いを徹底するように指示 

・１月 20日、税関に対し、武漢直行便に限らず、全ての中国からの直行便

について、上記の対応を徹底するように指示 

・1月 30日、2次感染の防止に万全を期すため、全ての入出国旅客等に対

応する職員について、上記等の対応を徹底するように改めて指示 

・１月 30日、「財務省新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置、開催 

・１月 30 日、「関税局新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置の上、

税関でも、遅滞なく対策本部を設置するよう指示するとともに、行動計

画に準じて必要な対策を実施するように指示 

・１月 30日、国税庁新型コロナウイルス感染症対策本部設置 

・１月 30 日～31 日、財務省対策本部の設置を受け、各財務局に現地対策

本部を設置 

・１月 31日、税関に対し、入出国旅客等に対応する職員について、健康状

態の確認の徹底と、罹患が疑われる職員には、迅速かつ確実な医療機関

等の受診を指示 

・２月３日、「財務省新型コロナウイルス感染症対策本部（第２回）」を開

催 

・２月７日、政策金融機関等に対し、適時適切な貸出等、企業の実情に応

じた十分な対応を行うこと等を内容とする配慮要請を実施。その際、日

本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫に対しては、セーフティネッ

ト貸付等を活用することも、併せて要請 

・２月 10日、「財務省新型コロナウイルス感染症対策本部（第３回）」を開

催 

・２月 14日、「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」を踏まえ、

日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫において特別相談窓口を

設置 

・２月 14日、関係省庁において、新型コロナウイルス感染症を日本政策金
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融公庫及び沖縄振興開発金融公庫の衛生環境激変対策特別貸付の対象

に指定（貸付対象業種は飲食店営業、喫茶店営業、旅館業） 

・２月 25日、「財務省新型コロナウイルス感染症対策本部（第４回）」を開

催 

・２月 27日、申告所得税等の申告・納付期限等の延長について、国税庁本

庁及び各国税局にて記者発表を開催するとともに、発表内容を国税庁ホ

ームページに掲載し、国税庁からのツイートのほか、財務省・首相官邸

（災害・危機管理情報）及び内閣官房からのリツイートを依頼・実施。

３月２日以降は、電子申告利用勧奨のツイートをする際に、期限延長に

ついて連続ツイートを実施。また、所管団体等に対し、期限延長につい

て周知 

・２月 28日、当面の間（３月中）の酒類販売管理研修（法定研修）の開催

見送りを実施団体に対して要請するとともに、要請内容を国税庁ホーム

ページに掲載 

・３月２日、「財務省新型コロナウイルス感染症対策本部（第５回）」を開

催 

・３月２日、全国商工会連合会、日本商工会議所、全国漁業協同組合連合

会、（一社）全国農業協同組合中央会に対して、確定申告期限延長に伴う

周知・広報及び延長後の対応について、協力要請を実施 

・３月３日、税関に対し、新型コロナウイルス感染症対策に関連する貨物

については、優先して通関するとともに輸出入通関手続について簡易な

通関等を認めて差し支えない旨を指示（３月４日に当該事項を税関ＨＰ

に掲載し、関係者への周知を実施） 

・３月４日、関係省庁から、政策金融機関に対し、改めて中小企業・小規

模事業者の実態を踏まえた貸出判断についての配慮要請を実施 

・３月６日、関係省庁から、官民の金融機関に対して、事業者の資金繰り

支援についての配慮要請を実施するとともに、麻生大臣の談話を発表 

・３月 11日、申告所得税及び個人事業者の消費税の振替納税利用者の口座

振替日について、国税庁本庁及び各国税局にて報道発表を行うとともに、

発表内容を国税庁ホームページに掲載し、国税庁からのツイートを実施 

・３月 16日、麻生財務大臣件金融担当大臣が３金融機関（日本政策金融公

庫、日本政策投資銀行及び全国銀行協会）代表と面会の上、新型コロナ

ウイルス感染症の影響拡大を踏まえた資金繰り支援についての要請を

実施 

・３月 17日、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫において新型コ

ロナウイルス感染症特別貸付を創設。また、小規模事業者経営改善資金
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（マル経融資）の別枠化及び金利引下げ等の拡充を実施 

・４月６日、確定申告期限の柔軟な取扱いについて、報道発表を実施する

とともに、関係民間団体等に対し周知 

・４月８日、関係省庁から、政策金融機関等に対し、「新型コロナウイルス

感染症対策の基本的対処方針」を踏まえたＢＣＰ対応を要請する通知を

発出 

・４月８日、財務省ホームページに掲載された「新型コロナウイルス感染

症緊急経済における税制上の措置（案）」について、国税庁ホームページ

にもリンクを設定するとともに、関係民間団体等に対し周知 

・４月９日、今般の新型コロナウイルス感染症に関連して飲食業界が大き

な影響を受けている中、これに基因して飲食店等が酒類小売業免許を取

得しようとする場合については、申請手続の簡素化・免許処理の迅速化

を図る観点から、一般の酒類小売業免許とは別に、新たに「期限付酒類

小売業免許」を設け、これを付与することとして、指示文書を発遣 

・４月 17 日、厚生労働省から４月 10 日付で「高濃度エタノール製品」に

該当する酒類を「手指消毒用エタノール」として用いても差し支えない

との取扱いが示されたことを受け、「高濃度エタノール製品」に該当する

酒類の製造を希望する者への技術支援を実施する旨の事務連絡を発遣 

・４月 20 日、「手指消毒用エタノール」の需給が逼迫している状況を改善

するため、厚生労働省から、医療機関等において、やむを得ない場合に

限り、使用者の責任において、「高濃度エタノール製品」を「手指消毒用

エタノール」の代替品として用いても差し支えないとの取扱いが示され

たことを受け、酒類製造者から「高濃度エタノール製品」に該当する酒

類を製造したいという要望等があることを踏まえ、免許手続等の簡素

化・迅速化を図る観点から、その取扱いを明確化することとして、指示

文書を発遣 

・４月 21日、新たな猶予制度の導入が予定されているほか、３月決算の法

人による相談・申請が多く発生すると見込まれることから、税務署窓口

の混雑を回避するとともに、引き続き、迅速かつ柔軟に猶予制度が適用

できるよう、猶予制度に関する質問や相談を専門に電話で受け付ける

「国税局猶予相談センター」を各国税局に設置 

・４月 27日、関係省庁から、政策金融機関等に対して、事業者の資金需要

に迅速に対応できるよう、インターネットや郵送を活用した審査の簡素

化・迅速化の取組みや、連休中も必要な店舗を開くなどの体制を整備す

ることなどを要請するとともに、麻生大臣の談話を発表 

・４月 30 日、「手指消毒用エタノール」の需給が逼迫している状況を改善
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するため、厚生労働省から、医療機関等において、やむを得ない場合に

限り、使用者の責任において、「高濃度エタノール製品」を「手指消毒用

エタノール」の代替品として用いても差し支えないとの取扱いが示され

たことを受け、５月１日以降出荷する「高濃度エタノール製品」に該当

する酒類のうち、一定の要件を満たしたものを酒税法上の不可飲処置が

施されたものとして承認し、酒税を課さないものとして、指示文書を発

遣 

・５月１日、所管団体等に対し、「国税・地方税における新型コロナウイル

ス感染症緊急経済対策における税制上の特例措置」について周知依頼 

・５月８日、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫において、新型

コロナウイルス感染症特別貸付等を拡充し、借換時の既往債務部分につ

いても金利の引下げ等を措置 

・５月 11日、関係省庁から、政策金融機関等に対し、家賃の支払いに係る

事業者の資金繰りの支援を要請する通知を発出 

・５月 11日、新型コロナウイルス感染症等の影響を特定災害として指定す

る告示を発出し、この影響により行うことが困難であった申請・納付等

に関する期限の延長や税関関係手数料の軽減・免除等を可能とした（同

日、当該事項を税関ＨＰに掲載するとともに、関係者への周知を実施）。 

・５月 20 日、５月 15日に閣議決定された「新型コロナウイルス感染症等

の影響に対応するための国有財産の貸付料等に係る債権の履行期限の

延長についての臨時特例に関する政令」の公布・施行と同時に、国有財

産貸付料等の履行延期に係る通達を新たに発遣 

・５月 22日、新型コロナウイルス感染症の影響で酒類の需要が減退し、貯

蔵酒類が増加していることを踏まえ、独立行政法人酒類総合研究所と連

携し、貯蔵酒類の品質確保、高付加価値化等に資する酒類製造者への技

術相談対応を実施する旨の事務連絡を発遣 

・５月 22 日、消毒用アルコールの転売を禁止することとして、厚生労働

省、経済産業省、財務省及び消費者庁が共同請議のもと「国民生活安定

緊急措置法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定、５月 26日施行 

・６月 10日、関係省庁から、官民の金融機関に対し、①既に融資を実施し

た事業者から再度の融資相談を受ける場合に、今般の補正予算における

拡充内容も踏まえ、丁寧な対応を行うことや、②各種給付金の支給等ま

での間に必要となる資金も含め、事業者の実情に応じ、迅速かつ積極的

に支援に取り組むこと等を要請 

・７月１日、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫において、新型

コロナウイルス感染症特別貸付を拡充し、融資限度額及び実質無利子化
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枠の引き上げを措置 

・８月３日、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫等において、新

型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付制度等を創設 

・８月 25日、国民生活安定緊急措置法に基づく消毒等用アルコールの転売

規制を解除するため、関連政令を閣議決定、８月 29日施行 

・10月８日、４月に措置した飲食店等向けの「期限付酒類小売業免許」に

ついて、免許付与日から６か月間としていた免許期限を、現行制度の最

長期限である令和２年 12 月末まで延長した上で、期限延長の申出があ

った者について令和３年３月末まで延長することとし、指示文書を発遣 

・11 月 30 日、関係省庁から、政策金融機関等に対し、新型コロナウイル

ス感染症の影響を踏まえた、中小企業・小規模事業者等の年末金融の円

滑化を要請 

・12月 17日、関係省庁から、金融機関等に対し、Ｇｏ Ｔｏキャンペーン

の一時停止や、各都道府県において感染状況等を踏まえて行われている

営業時間短縮の要請等の措置が講じられたことを踏まえ、事業者の資金

繰りに支障が生じることがないよう要請 

・12 月 17 日、関係省庁から、政策金融機関等に対し、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大に伴うイベントの中止や延期、払い戻し等の影響を

踏まえた、中小企業・小規模事業者等の資金繰り支援を要請 

・12 月 21 日、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫等において、

新型コロナウイルス感染症特別貸付等を拡充し、貸付対象の売上要件に

ついて、「直近６ヶ月平均」での比較ができるよう措置 

 

 

（13）文部科学省 

 ＜令和２年＞ 
・１月６日、大学病院に対して、注意喚起を実施 

・１月 16日、文部科学省関係機関に対して、情報提供や協力要請等を実施 

・１月 21日、関係閣僚会議後直ちに文部科学省新型インフルエンザ等対策

本部を開催し、文部科学省関係機関への情報提供や協力・緊急連絡体制

の構築要請等を実施 

・１月 23日、文部科学省関係機関に対する武漢市への不要不急の渡航の自

粛に関して要請 

・１月 24日、教育委員会や大学等に対して、手洗い等の感染対策を含めた

注意喚起の事務連絡を発出。 

・１月 28日、教育委員会や大学等に対して、感染症にかかった児童生徒等
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への出席停止の扱い等について事務連絡を発出 

・１月 29日、教育委員会や大学等に対して、中国から帰国した児童生徒等

への対応について通知を発出 

・１月 29日、日本人留学生に対するメッセージを発信 

・１月 29日、文部科学省ＨＰに新型コロナウイルス関連特設ページを開設 

・１月 30日、大学等に対し、大学入学者選抜の実施に関し、感染した場合

等の受験生への配慮について事務連絡を発出 

・２月３日、政府全体の方針等を踏まえ「中国から帰国した児童生徒等へ

の対応について」（令和２年１月 29日付通知）を更新するとともに、い

じめや偏見等の相談窓口として「24 時間子供 SOS ダイヤル」等を周知。

さらに、教育委員会等に対し、高等学校入学者選抜における対応につい

て事務連絡を発出 

・２月４日、スポーツ関係団体に対して注意喚起をするとともに、国際競

技大会等の延期等についての情報を収集し、スポーツ庁に報告するよう

依頼 

・２月５日、日本人留学生に向けた奨学金の扱いに関するメッセージを発

信 

・２月６日、中国から帰国した児童生徒等への対応に関する学齢簿の弾力

的な取扱いについて事務連絡を発出 

・２月７日、正しい知識に基づく感染対策、新型コロナウイルス感染症を

理由としたいじめや偏見の防止等のための大臣メッセージを公表 

・２月 10日、政府全体の方針等を踏まえ「中国から帰国した児童生徒等へ

の対応について（2/10現在）」を教育委員会や大学等に対し改めて通知 

・２月 13日、教育委員会や大学等に対し、浙江省から帰国した児童生徒等

についても湖北省から帰国した児童生徒等と同様の扱いにする旨の事

務連絡を発出 

・２月 14日、日本人留学生及び外国人留学生に関する対応や関連情報を１

つにまとめわかりやすくした事務連絡（これまで依頼してきた事項に加

え、大学入学者選抜や履修登録上の配慮、新規渡日者への情報提供等を

含めたもの）を発出 

・２月 18日、教育委員会や大学等に対し、①学校における臨時休業の考え

方、②発熱等の風邪の症状がみられる時には自宅休養するなどの感染症

対策について事務連絡を発出 

・２月 18日、海外から帰国した児童生徒の国内での就学等に関する相談に

対応するため、文部科学省及び海外子女教育振興財団に相談窓口を開設

し、相談への対応や支援等を実施。 
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・２月 19日、教育委員会等に対して、高等学校入学者選抜等における新型

コロナウイルス感染症への対応について事務連絡（第２報）を発出 

・２月 20日、新型コロナウイルス感染症に関する緊急研究に対して、科学

研究費助成事業特別研究促進費による助成を行うことを決定 

・２月 25日、教育委員会や大学等に対して、①学校における出席停止や臨

時休業等の考え方（第２報）、②学校の卒業式・入学式等の開催に関する

考え方について事務連絡を発出 

・２月 26日、全国的なスポーツ・文化イベント等について中止、延期また

は規模縮小等の措置を要請 

・２月 28日、教育委員会等に対して、①新型コロナウイルス感染症対策の

ための小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時

休業について通知を発出するともに、②一斉臨時休業に関するＱ＆Ａ

（３月５、９、11、13日、17日更新）、③臨時休業に伴う教育課程関係

の参考情報、④臨時休業に関しての幼稚園の対応について事務連絡を発

出 

・２月 28日、医療関係職種等の各学校、養成所及び養成施設における、実

習の弾力的な取扱い等について、厚生労働省と連名で事務連絡を発出 

・３月２日、臨時休業期間中における放課後児童クラブ等の活用による子

供の居場所の確保について依頼するとともに、臨時休業期間における学

習支援コンテンツを紹介する「子供の学び応援サイト」を開設 

・３月４日、小・中・高等学校等における臨時休業の実施状況に関する調

査結果を公表 

・３月５日、教育委員会に対して、非常勤職員を含む職員全体の働く場の

確保について通知を発出 

・３月６日、「学校の臨時休業の実施状況、取組事例等について」を公表し

各地域における取組事例等を紹介 

・３月 10日、全国的なスポーツ・文化関係イベント等の自粛等の取組の継

続について要請 

・３月 10日、ユネスコ主催「新型コロナウイルス感染症の流行に伴う休校

措置に係るハイレベル会合」において、学校の全国一斉臨時休業の必要

性及び臨時休業期間中の学習支援の取組について国際的に発信 

・３月 11日、臨時休業に伴う学校給食休止への対応について事務連絡を発

出 

・３月 13日、卒業式のシーズンを迎え、萩生田文部科学大臣からのメッセ

ージ「この春卒業を迎える皆さんへ」を公表。また、内閣官房、厚生労

働省、経済産業省と連携し、経済団体・業界団体の長に対し、就職活動
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及び内定者への特段の配慮について要請 

・３月 13 日、「学校の臨時休業の実施状況、取組事例等について」を更新

し公表 

・３月 13 日、主要な経済団体等に対し、2020 年度卒業・修了予定者等の

就職・採用活動及び 2019年度卒業・修了予定等の内定者への特段の配慮

について要請 

・３月 16日、新型コロナウイルス感染症対策のための小・中・高等学校等

における臨時休業の状況等について、調査結果を公表 

・３月 16日、臨時休業期間における学習支援コンテンツを紹介する「子供

の学び応援サイト」に、子供の読書活動を推進するため「子供の読書キ

ャンペーン」特設ページを開設 

・３月 17日、新型コロナウイルス感染症対策に係る春季休業期間中の留意

点について周知 

・３月 17日、新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等の臨時休業

に関連した子供の居場所の確保等に関する各自治体の取組状況等につ

いて、調査結果を公表 

・３月 18日及び４月９日、教科書発行者に対して、教科書の円滑な利用を

図るため格別の配慮を要請する事務連絡を発出 

・３月 18日、臨時休業に伴う学校給食休止により影響を受けている学校給

食の調理業務等受託者に対する配慮について事務連絡を発出 

・３月 20日、大規模なスポーツ・文化イベント等に関し、引き続き主催者

がリスクを判断して慎重な対応が求められること等について周知 

・３月 24日、①令和２年度における小学校、中学校、高等学校及び特別支

援学校等における教育活動の再開等について、②各学校等における教育

活動の再開へ向けたマスクの準備について事務連絡を発出 

・３月 24日、教育委員会や大学等に対して、授業の開始等について事務連

絡を発出 

・３月 26日、教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症に

係る影響を受けて家計が急変した学生等への支援等について事務連絡

を発出 

・３月 26 日、①教育活動の再開等に関するＱ＆Ａ（以降、随時更新。）②

学校給食従事者におけるマスクの着用及び手指の消毒について事務連

絡を発出 

・３月 26日、教育委員会等に対して、新型コロナウイルス感染症に起因し

て海外から帰国した児童生徒等への対応について事務連絡を発出 

・３月 31日、都道府県教育委員会に対して、新型コロナウイルス感染症対
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策による臨時休業に伴う令和元年度要保護児童生徒援助費補助金（学校

給費費）の取扱いについて事務連絡を発出 

・４月１日、教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症に

対応した臨時休業の実施に関するガイドラインの改訂について通知を

発出 

・４月１日、学事日程の取扱い及び遠隔授業の活用に関するＱ＆Ａ（４月

21日更新）について事務連絡を発出 

・４月６日、教科書の内容に対応した教材を提示する資料の作成について

教科書発行者に依頼する事務連絡を発出 

・４月６日、「授業目的公衆送信補償金制度」に関して、指定管理団体が、

令和２年度に限って特例的に補償金額を無償として申請することを決

定。 

・４月６日、文化庁 HPに文化芸術関係者に対する支援情報窓口を開設。 

・４月７日、①新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関

するガイドラインの改訂について②新型コロナウイルス感染症対策に

関する学校の新学期開始状況等について、調査結果を公表 

・４月７日、新型コロナウイルスに関する研究者等向けの情報を発信する

ポータルサイトを開設。 

・４月７日、スーパーコンピュータ「富岳」の試行的利用を一部前倒し新

型コロナウイルスに関する研究に利用するとともに、大学・国研のスパ

コンの同目的に関する活用の臨時公募（４月 15日～）を実施。 

・４月７日、４月 13日、４月 17 日 新型インフルエンザ等対策特別措置

法に基づく「緊急事態宣言」を受けた対応及び研究活動に係る考え方に

ついて所管の研究開発法人等に対して周知 

・４月７日、海技士養成施設に指定されている学校における遠洋実習の弾

力的な取扱いについて、国土交通省が事務連絡を発出したことを周知す

る事務連絡を発出 

・４月８日、スポーツ団体・個人向けに、自粛等による運営面・収入面へ

の影響への支援策や施設・イベント等の再開支援策、収束後のスポーツ

活動への関心・熱意の盛り上げ支援策を相談窓口とともに周知、及び「新

型インフルエンザ等緊急事態宣言」が発出されたことを踏まえた注意事

項等を周知 

・４月８日、文化芸術関係の団体・個人向けに、自粛等による運営面・収

入面への影響に対する支援策や施設・イベント等の再開支援策、収束後

の文化芸術活動への関心・熱意の盛り上げ支援策を支援情報窓口ととも

に周知。また、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」が発出されたこと
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を踏まえた注意事項等を周知。 

・４月９日、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」が出されたことを受け、

大学病院に対し、都道府県と連携し、患者受入れ病床の確保等の取組を

依頼する通知を発出 

・４月 10日、新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業等に伴い学

校に登校できない児童生徒の学習指導について、各教育委員会等に通知

を発出 

・４月 13 日、「新型コロナウイルス感染症対策に関する学校の新学期開始

状況等について」調査結果を公表 

・４月 13 日、「新型コロナウイルス感染症対策に関する大学等の対応状況

について」調査結果を公表 

・４月 13日、学芸員資格が取得可能な大学に対して、学芸員資格取得に必

要な博物館実習について、多くの博物館が休館している実態等を鑑み、

弾力的な運用について通知を発出 

・４月 14日、ユネスコ主催第２回「新型コロナウイルス感染症の流行に伴

う休校措置に係るハイレベル会合」において、学校の臨時休業に係る最

新の状況等について国際的に発信 

・４月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた競争的研究費

制度の各種運用について」のページを開設し、各種手続きの期限延長等

の対応状況についてとりまとめ、ＨＰに公表 

・４月 16日、新型コロナウイルス感染症の感染者等に対する偏見や差別の

防止等の徹底について事務連絡を発出 

・４月 17日、新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関す

るガイドラインの改訂について通知を発出 

・４月 17日、大学等に対して、新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置

の実施に際して留意いただきたい事項等について周知 

・４月 17日、各都道府県・指定都市教育委員会に対して、４月以降の臨時

休業等に伴う学校給食休止により影響を受ける学校給食関係事業者に

対する配慮について事務連絡を発出 

・４月 20日、学校の設置者等に対して、学校臨時休業対策費補助金への御

協力について事務連絡を発出 

・４月 21 日、学校再開後を見据え、「新型コロナウイルス感染症対策にか

かる学校をサポートする人材確保における退職教員の活用について」事

務連絡発出及び大臣メッセージ「教職を一度退職された先生方へ（ご協

力のお願い）」をＨＰに掲載 

・４月 21日、①「新型コロナウイルス感染症対策のための学校の臨時休業
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に関連した公立学校における学習指導等の取組状況について」調査結果

を公表するとともに、②教育委員会等に対し、臨時休業を行う場合の学

習の保障等について通知を発出 

・４月 23日、文化芸術関係の団体・個人向けに、接触機会の低減に向けた

取組の周知について、事務連絡を発出 

・４月 23日、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言を受けた家庭での学

習や校務継続のための ICTの積極的活用について通知を発出 

・４月 23 日、「新型コロナウイルス感染症対策に関する大学等の対応状況

について」調査結果を公表 

・４月 24 日、「学校・子供応援サポーター人材バンク」を開設し、ＨＰ上

に登録フォームを掲載し、ＳＮＳ等で周知 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症対策のための学校における臨時

休業の実施状況について」調査結果を公表 

・４月 24日、都道府県・指定都市教育委員会等に対して、新型コロナウイ

ルス感染症対策の軽症者等の対応における学校給食提供機能の活用に

ついて事務連絡を発出 

・４月 27 日、スポーツ団体等に対して、外出自粛時において、安全に運

動・スポーツに取り組んでいただくためのポイントについて周知 

  ・４月 27日、大学等に対して、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ 
た高等教育の修学支援新制度の運用等について周知 

・４月 28 日、平成 30年改正著作権法による「授業目的公衆送信補償金制

度」を施行 

・４月 28 日、教育委員会等に対し、「子どもの見守り強化アクションプラ

ン」の実施にあたっての厚生労働省からの協力依頼について通知を発出 

・４月 29日、ユネスコ主催第３回「新型コロナウイルス感染症の流行に伴

う休校措置に係るハイレベル会合」及び第 1回「ユネスコ国内委員会オ

ンライン会議」において、学校の再開に関する最新状況、学校再開後の

対応等について国際的に発信 

・４月 30日、新型コロナウイルス感染症対策に伴い、海技士養成施設に指

定されている学校における、乗船実習の乗船履歴の特例について、国土

交通省が事務連絡を発出したことを周知する事務連絡を発出 

・４月 30日、教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症に

係る影響を受けた学生等に対する経済的支援等について事務連絡を発

出 

・５月１日、教育委員会等に対して、学校の臨時休業に係る学校運営上の

工夫について通知 
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・５月１日、大学等に対して、遠隔授業等の面接授業以外の実施に係る留

意点や実習等の弾力的な取扱いについて事務連絡を発出 

・５月 1 日、博物館，劇場・音楽堂の関係者向けに、新型コロナウイルス

感染症対策のための政府の支援策の周知について事務連絡を発出。 

・５月１日、都道府県・指定都市教育委員会に対して、新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金による学校給食関係事業者への対応

について事務連絡を発出 

・５月４日、スポーツ団体等に、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」が

延長されたことを踏まえた注意事項等を周知 

・５月４日、文化芸術関係の団体・個人向けに、緊急事態宣言の延長とイ

ベント自粛や施設の使用制限要請等の周知について事務連絡を発出。 

・５月７日、ICT を活用した著作物の円滑な利用のための対応について、

関係する著作権等管理事業者に依頼するとともに、教科書の円滑な利用

のための継続的な対応について、教科書発行者に依頼 

・５月７日、教育委員会等に対して、新型コロナウイルス感染症に対応し

た臨時休業中における障害のある児童生徒の家庭学習支援に関する留

意事項について事務連絡を発出 

・５月８日、各都道府県教育委員会等に対して、学校教育のための学習動

画の作成・活用に当たっての留意事項を周知 

・５月８日、各都道府県教育委員会等に対して、地方公共団体における休

業手当の支給に関する判断基準等に関し、総務省が発出した通知を周知

する事務連絡を発出 

・５月 11日、獣医学課程を置く各国公私立大学に対して、獣医師国家試験

の受験資格に係る取扱い等について、農林水産省と連名で事務連絡を発

出 

・５月 13 日、「新型コロナウイルス感染症対策のための学校における臨時

休業の実施状況について」調査結果を公表 

・５月 13日、教育委員会等に対して、中学校等の臨時休業の実施等を踏ま

えた令和３年度高等学校入学者選抜等における配慮事項について通知

を発出 

・５月 13日、外国人児童生徒等に対する学習指導・支援に活用できる情報

や指導の際の留意事項等について、事務連絡を発出 

・５月 13日、独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令の一部を改

正する政令等を公布・施行し、災害共済給付の共済掛金の支払期限等を

延長 

・５月 13日、都道府県・指定都市教育委員会等に対して、臨時休業等に伴
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い学校に登校できない児童生徒の食に関する指導等について事務連絡

を発出 

・５月 14日、大学等に対して、令和３年度大学入学者選抜における総合型

選抜及び学校推薦型選抜の実施に当たり、配慮が必要な事項を通知 

・５月 14 日、スポーツ団体等に対して、「新型インフルエンザ等緊急事態

宣言」における緊急事態措置を実施すべき区域の変更を踏まえた注意事

項等を周知、及びスポーツ庁 HP におけるスポーツ関係団体等のガイド

ラインの掲載について周知 

・５月 14 日、文化芸術関係の団体・個人向けに、「新型インフルエンザ等

緊急事態宣言」における緊急事態措置を実施すべき区域の変更に係る事

項や、関係団体等において作成・公表された業種・施設の種別のガイド

ラインの周知について、事務連絡を発出。 

・５月 15 日、学校教育活動再開時における登下校時の安全確保について、

事務連絡を発出 

・５月 15日、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等 

の実施における「学びの保障」の方向性等について、各教育委員会等に

通知を発出 

・５月 15日、大学等に対して、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ

た大学等における教育研究活動の実施に際しての留意事項等について

周知 

・５月 18日、学校臨時休業対策費補助金における地方負担への措置につい

て事務連絡を発出 

・５月 18日、海技士養成施設に指定されている学校における遠洋実習の弾

力的な取扱いについて、国土交通省が適用対象を拡大した事務連絡を発

出したことを周知する事務連絡を発出 

・５月 18日、海技士養成施設に指定されている学校における乗船実習の乗

船履歴の特例について、国土交通省が正式な事務連絡を発出したことを

周知する事務連絡を発出 

・５月 18日、都道府県・指定都市教育委員会に対して、学校臨時休業対策

費補助金における地方負担への措置について事務連絡を発出 

・５月 19日、新型コロナウイルス感染症対策による臨時休業に伴う令和２

年度要保護児童生徒援助費補助金（学校給食費）の取扱いについて事務

連絡を発出 

・５月 19 日 大学等に対して、「学びの継続」のための『学生支援金緊急

給付金』の申請・選考についての事務連絡を発出 

・５月 21日、教育委員会等に対して、学校の体育の授業におけるマスク着
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用の必要性について周知 

・５月 22日、教育委員会等に対して、今年度における学校の水泳授業の取

扱いについて周知 

・５月 22 日、スポーツ団体等に対して、外出自粛時において、安全に運

動・スポーツに取り組んでいただくためのポイントの改正について周知 

・５月 22日、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.5.22.Ver.1）を公表 

・５月 22 日、文部科学省関係機関向けに、「新型インフルエンザ等緊急事

態宣言」における緊急事態措置を実施すべき区域の変更に係る事項の周

知について、事務連絡を発出 

・５月 25日、大学・短期大学・高等専門学校等に対して、日本に留学中の

外国人学生が利用可能な諸制度について周知 

・５月 25・26 日、文部科学省関係機関向けに、「新型インフルエンザ等緊

急事態宣言」における緊急事態宣言の解除や、催物の開催制限、施設の

使用制限の段階的な緩和に係る事項の周知について、事務連絡を発出 

・５月 27日、派遣教師・日本人学校・補習校・派遣元の教育委員会に対し

て、国内において在外教育施設における業務に従事する派遣教師に対す

る在勤基本手当の支給について事務連絡を発出 

・５月 27日、熱中症事故の防止に係る留意点について都道府県教育委員会

等に周知 

・５月 27日、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた大学等の授業の

実施状況について、調査結果を公表 

・５月 27日、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等

の実施における「学びの保障」のための人的・物的体制整備（令和２年

度第２次補正予算案の概要等）について、教育委員会等に事務連絡を発

出 

・５月 27日、学校における教育活動の再開等にあたっての児童生徒に対す

る生徒指導上の留意事項について、教育委員会等に通知を発出 

・５月 29日、教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症に

係る影響を受けた学生等への経済的支援等に関する「学生の”学びの支

援”緊急パッケージ」の公表及び相談対応等における留意点について事

務連絡を発出 

・６月１日、医療関係職種等の各学校、養成所及び養成施設における、実

習の弾力的な取扱い等について、厚生労働省と連名で事務連絡を発出

（２月 28日付け事務連絡の更新版） 

・６月１日、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた大学等の授業の
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実施状況について、調査結果を公表 

・６月１日、「新しい生活様式」を踏まえた家庭での取組について、事務連

絡を発出 

・６月１日、主要な経済団体に対して、新型コロナウイルス感染症への対

応を踏まえた 2020 年度卒業予定者等の就職・採用活動への配慮につい

て要請 

・６月３日、新型コロナウイルス感染症に関する学校の再開状況について、

調査結果を公表 

・６月４日、学校における消毒の方法等について、事務連絡を発出 

・６月５日、教育委員会等に対して、新型コロナウイルス感染症に対応し

た持続的な学校運営のためのガイドライン及び新型コロナウイルス感

染症対策に伴う児童生徒の「学びの保障」総合対策パッケージについて、

通知を発出 

・６月５日、教育委員会等に対して、学校の授業における学習活動の重点

化に係る留意事項等について、通知を発出 

・６月５日、大学等に対して、これまで周知を行ってきた留意事項等につ

いて、「新型コロナウイルス感染症への対応ガイドライン」として整理し

たものを送付 

・６月８日、教育委員会等に対して、学校等欠席者・感染者情報システム

への加入・活用を依頼する事務連絡を発出 

・６月９日、学校等設置者に対して、「学びの保障」施策説明会を Youtube 

liveを用いて開催 

・６月 11日、令和３年３月新規高等学校卒業者の就職に係る推薦及び 

選考開始期日等の変更について、厚生労働省と連名で教育委員会等に通

知を発出 

・６月 12日、教育委員会・自治体担当者、教職員、保護者等に対して、「学

びの保障」オンラインフォーラムを YouTube liveを用いて開催 

・６月 16 日、令和２年度第二次補正予算の成立を受け、大学病院に対し

て、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の積極的な活用によ

る機能強化の取組を依頼する通知を発出 

・６月 16日、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.6.16.Ver.2）を公表 

・６月 19日、教育委員会等に対して、障害のある幼児児童生徒へ指導等を

行う際の、新型コロナウイルス感染症対策の考え方と取組について、通

知を発出 

・６月 19日、大学や高等学校等に対して、試験期日及び試験実施の際の配
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慮事項等について定めた、令和３年度大学入学者選抜実施要項を通知 

・６月 19 日、医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が在籍する学校に対

し、医療的ケアを行う際の留意事項を周知 

・６月 22日、教育委員会等に対して、令和３年度高等学校入学者選抜等の

実施に当たっての留意事項について、事務連絡を発出 

・６月 24日、教育委員会や学校等に対して、避難所における新型コロナウ

イルス感染症への対応について事務連絡を発出 

・６月 26日、教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症に

係る影響を受けた学生等への経済的支援等における留意点について事

務連絡を発出 

・６月 29 日、都道府県教育委員会等に対して、「熱中症予防月間」におけ

る熱中症事故の防止に係る留意点について事務連絡を発出 

・６月 30日、都道府県教育委員会に対して、令和２年度要保護児童生徒援

助費補助金（学校給食費）の取扱いについて事務連絡を発出 

・６月 30 日、「新型コロナウイルス感染症対策に伴う児童生徒の学習保障

に向けたカリキュラム・マネジメントの取組事例について」を公表 

・７月１日、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた大学等の授業の

実施状況について、調査結果を公表 

・７月 17日、各都道府県・指定都市教育委員会等に対して、新型コロナウ

イルス感染症の対応に伴う令和２年度文部科学省が行う学校宛ての定

期的な調査の見直しについて事務連絡を発出 

・７月 17日、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた公立学校におけ

る学習指導等に関する状況について、調査結果を公表 

・７月 17日、教育委員会等に対して、学校の授業における学習活動の重点

化に係る留意事項等について通知を発出（第２報） 

・７月 27日、大学等に対して、本年度後期や次年度の各授業科目の実施方

法に係る留意点について事務連絡を発出 

・７月 28日、大学等に対して、飲食店等におけるクラスター発生の防止に

関して学生等や教職員への注意喚起を行うよう依頼 

・７月 28 日、ＰＴＡ団体との、「学校再開後の学校の状況に関する意見交

換会」を開催（１回目） 

・７月 30 日、校長会等との、「学校再開後の学校の状況に関する意見交換

会」を開催（２回目） 

・７月 31 日、「新型コロナウイルス感染症対策に伴う児童生徒の学習保障

に向けたカリキュラム・マネジメントの取組事例について」（第２弾）を

公表 
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・８月３日、知事会等との、「学校再開後の学校の状況に関する意見交換会」

を開催（３回目） 

・８月６日、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.8.6.Ver.3）を公表 

・８月６日、教育委員会等に対して、学校かかる感染事例等を踏まえて今

後求められる対策等についての通知を発出 

・８月７日、派遣教師・日本人学校・補習校・派遣元の教育委員会等に対

し、国内において在外教育施設における業務に従事する派遣教師に対す

る住居手当等の支給について事務連絡を発出 

・８月７日、教育委員会関係団体との、「学校再開後の学校の状況に関する

意見交換」を開催（最終回） 

・８月７日、令和３年度大学入学者選抜での新型コロナウイルス感染症対

策に伴う各大学等の試験期日及び試験実施上の配慮等の対応状況につ

いて公表 

・８月 11日、大学における新型コロナウイルス感染症対策の好事例につい

て公表 

・８月 13日、最終学年以外の児童生徒に係る教育課程に関して、令和３年

度又は令和４年度までの教育課程を見通して検討を行い、学習指導要領

において指導する学年が規定されている内容を含め、次学年又は次々学

年に移して教育課程を編成することを可能とする特例について告示 

・８月 25日、新型コロナウイルス感染症に関する差別・偏見の防止に向け

て、文部科学大臣メッセージを公表 

・８月 27日、教育委員会等に対して、高校生の就職試験においてオンライ

ン面接が実施される場合の留意事項について、厚労省作成の企業向けリ

ーフレットとともに事務連絡を発出 

・９月３日、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.9.3.Ver.4）を公表 

・９月３日、教育委員会等に対して、運動部活動に参加する学生等の集団

における新型コロナウイルス感染症対策の徹底についての通知を発出 

・９月９日、各大学に対して、令和３年度大学入学者選抜におけるオンラ

インによる選抜実施について事務連絡を発出 

・９月 15日、大学における後期授業の実施方針の調査について公表 

・９月 15日、各大学・高専に対し、大学等における本年度後期等の授業の

実施と新型コロナウイルス感染症の感染防止対策について通知を発出 

・９月 15日、専門学校等に対して、専門学校等における本年度後期等の授

業の実施と新型コロナウイルス感染症の感染防止対策について通知を
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発出 

・９月 23日、各大学や専門学校等に対して、新卒応援ハローワークにおけ

る就職支援業務等について事務連絡を発出 

・10月６日、専修学校等に対して、専修学校等における外国人留学生の入

国に関する対応について事務連絡を発出 

・10月７日、各都道府県・指定都市教育委員会等に対し、国際的な往来の

再開を踏まえた外国人留学生の入国に対する対応について周知 

・10 月 14 日、経済３団体に対し、令和２年度新規高等学校等卒業者の採

用選考において、延期または中止となっている資格・検定試験が存在す

ることから、これらに合格していないことをもって採用選考において不

利に取り扱われることがないよう、配慮を要請 

・10 月 16 日、新型コロナウイルス差別・偏見プロジェクトを発足し、都

道府県と指定都市の教育委員会に対し、文部科学省が監修した新型コロ

ナウイルス感染症に係る啓発動画や関連資料等について事務連絡を発

出   

・10 月 20 日、日本人学校等に対し、同学校等において新型コロナウイル

ス感染症の影響を踏まえた教育の実施状況を記録するための様式例を

送付 

・10 月 20 日、各都道府県・指定都市教育委員会等に対し、日本人学校等

の在校歴がある入学志願者に係る令和３年度高等学校入学者選抜等に

おける配慮事項について周知 

・10 月 22 日、ユネスコ主催の教育大臣級会合である「グローバル教育会

合」の臨時会合において、コロナ禍における政府の対応等について国際

的に発信 

・10月 23日、各大学に対して、９月９日に発出した、令和３年度大学入

学者選抜におけるオンラインによる選抜実施についての事務連絡を改

めて周知 

・10月 27日、経済４団体に対し、新卒者等の採用維持・促進について要

請 

・10月 29日、各大学、各教育委員会等に対して、一部改正した令和３年

度大学入学者選抜に係る新型コロナウイルス感染症に対応した試験実

施のガイドラインについて通知 

・10 月 30 日、教育委員会等に対して、令和３年度高等学校入学者選抜等

における無症状の濃厚接触者の取扱いについて事務連絡を発出 

・11月６日、大学等に対して、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・

給付金に関する学生等への周知について事務連絡を発出 
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・11 月 12 日、日本人学校等に対して、海外に在住する児童生徒の入学者

選抜に伴う一時帰国等に係る指導・周知等を依頼する事務連絡を発出 

・11 月 13日、各都道府県・指定都市教育委員会等に対し、新型コロナウ

イルス感染症対策の徹底等について事務連絡を発出 

・11 月 19 日、専修学校等に対して、専修学校等における新型コロナウイ

ルス感染症対策の徹底について事務連絡を発出 

・11 月 19 日、コロナ禍で生じている高等教育の課題等について、萩生田

文部科学大臣と大学団体を代表する学長との意見交換会を実施 

・11 月 19 日、各大学等に対して、新型コロナウイルス感染症対策分科会

（11月９日開催）において取りまとめられた緊急提言を踏まえ、感染症

対策の徹底について周知 

・12月３日、学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.12.3.Ver.5）を公表 

・12月４日、各大学に対して、レジデンストラックで入国する外国人入学志願

者の対応について改めて周知 

・12 月 10 日、各都道府県・指定都市教育委員会等に対して、小学校、中

学校、高等学校及び特別支援学校において合唱等を行う場面での新型コ

ロナウイルス感染症対策の徹底について通知を発出 

・12 月 18 日 教育委員会や大学等に対して、新型コロナウイルス感染症

に係る影響を受けた学生等に対する追加を含む経済的な支援及び学び

の継続への取組に関する留意点について事務連絡を発出 

・12月 18日、令和３年度大学入学者選抜を実施するにあたり、それぞれ

が所管する関係団体等に対して、関係省庁と連携し、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大防止策の徹底について要請 

・12月 23日、９月時点において対面授業実施割合について半分未満と回

答した大学等に対して実施した、後期等の授業の実施状況に関する調査

の結果を公表 

・12月 23日、各大学等に対して、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

のための対策の徹底と質の高い学修機会の確保について依頼するとと

もに、留意事項や工夫等について周知 

・12月 24日、スポーツ・文化芸術団体に対して、内閣官房新型コロナウ

イルス感染症対策推進室より関係団体への周知等の依頼があった、分科

会提言を踏まえた催物の開催制限等の取扱について、及び、催物開催時・

前後における感染症対策の徹底についての事務連絡を発出 

・12月 25日、各大学に対して、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策

推進室より依頼があった、分科会提言を踏まえた催物の開催制限等の取
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扱に関する事務連絡を発出 

・12月 28日、各大学に対して、水際対策の強化に伴う海外から入国する

受験生の待機期間を周知 

 

 

（14）厚生労働省 

 ＜令和２年＞ 
・１月６日、自治体、医師会、検疫所に対し、中華人民共和国湖北省武漢

市における非定型肺炎の集団発生に係る注意喚起を実施 

・１月 17日、自治体、医師会、検疫所、航空会社に対し、新型コロナウイ

ルスに関連した肺炎患者の発生に係る注意喚起を実施 

・１月 22日、航空会社等に対し、新型コロナウイルスに関連した感染症に

ついて、協力を依頼 

・１月 23日、自治体に対し、新型コロナウイルスに関する検査対応につい

て、協力を依頼 

・1月 23日、自治体に対し、新型コロナウイルスに関連した肺炎患者の発

生に係る協力を依頼 

・1月 23日、検疫所に対し、新型コロナウイルスに関連した感染症の発生

に係る検疫対応について依頼 

・1月 23日、航空会社等に対し、新型コロナウイルスに関連した感染症の

発生に係る協力を依頼 

・1月 24日、出入国在留管理庁に対し、新型コロナウイルスに関連した感

染症の周知等の徹底について協力を依頼 

・１月 25 日、「新型コロナウイルスに関連した感染症に係る外国語対応を

はじめとする外国人患者への対応等に係る支援ツールの周知等につい

て（協力依頼）」を発出 

・１月 28日、新型コロナウイルス感染症を指定感染症及び検疫感染症と定

める政令を閣議決定 

・１月 28日、関係団体に対し、マスクの安定供給等について協力を依頼 

・１月 28日、厚生労働省の電話相談窓口を設置 

・１月 29日、「新型コロナウイルスに関する QA」等の周知についてを発出 

・１月 29 日、「新型コロナウイルスに係る厚生労働省健康フォローアップ

センターの設置について」を発出 

・１月 31日、自治体に対し、保育所等における新型コロナウイルスへの対

応について保育所等への周知を依頼 

・１月 31 日、「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応につ
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いて」を発出 

・１月 31 日、「医療施設等における新型コロナウイルス感染症への対応に

ついて」を発出 

・２月１日、自治体に対し、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体

制について」を発出 

・２月３日、自治体に対し、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等に

ついて（一部改正）」を発出 

・２月３日、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について」を

発出 

・２月４日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について(一部改

正)」を発出 

・２月５日、「旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症への対

応について」を発出 

・２月６日、「新型コロナウイルス感染症の診査に関する協議会の運営につ

いて」を発出 

・２月６日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に

おける新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いに

ついて（一部改正)」を発出 

・２月６日、「新型コロナウイルスに関連して国の要請に基づき外出を自粛

している者に係る診療報酬の取扱いについて」を発出 

・２月７日、「「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等について（一部

改正）」に関する留意事項について」を発出 

・２月７日、「新型コロナウイルスに関する心のケアについて」を発出 

・２月９日、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保について」

を発出 

・２月 10 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院患者の受入れにつ

いて」を発出 

・２月 11 日、「新型コロナウイルスに関する Q&A（医療機関・検査機関の

方向け）の更新について」を発出 

・２月 12日、新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保について

（依頼）を発出 

・２月 12 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ
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ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・２月 13 日、「新型コロナウイルス感染症を検疫法第三十四条の感染症の

種類として指定する等の政令等について（施行通知）」を発出 

・２月 13 日、「感染症指定医療機関における新型コロナウイルス感染症患

者等の入院病床の確保について」を発出 

・２月 13 日、「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて」を発出 

・２月 14日、「保育所等における新型コロナウイルスへの対応について（そ

の２）」を発出 

・２月 14 日、「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応につ

いて」を発出 

・２月 14 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて」を発出 

・２月 16 日、「新型コロナウイルス感染症の対応に係る医療法上の手続に

ついて」を発出 

・２月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に係る医療法上の臨時的な取扱

いについて」を発出 

・２月 17日、新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安につ

いて公表 

・２月17日、「型コロナウイルス感染症に関する行政検査について（依頼）」

を発出 

・２月 18 日、「新型インフルエンザ患者入院医療機関整備事業の実施につ

いて」を発出 

・２月 18 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の発生に伴う新型インフ

ルエンザ患者入院医療機関における個人防護具の取扱いについて」を発

出 

・２月 18 日、「新型コロナウイルス感染症に関する都道府県等と厚生労働

省健康フォローアップセンターの連携について」を発出 

・２月 18 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」を発出 

・２月 18 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の更なる確保

について（依頼)」を発出 

・２月 18 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保に係る

支援について」を発出 

・２月 20 日、「新型コロナウイルス感染症における積極的疫学調査につい



                        

108 
 

て（協力依頼）」を発出 

・２月 20 日、「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッセージ」を公

表 

・２月 20 日、自治体に対し、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉

サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」を発出 

・２月 21日、経済団体に対し、職場における新型コロナウイルス感染症の

拡大防止に向けた取組について要請 

・２月 21 日、「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて（その２)」を発出 

・２月 21 日、「新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえたイベント開催

の取扱い等について」を発出 

・２月 23 日、「ダイヤモンド・プリンセス号の下船者に対する健康フォロ

ーアップについて（依頼）」を発出 

・２月 24 日、自治体に対し、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービ

スを除く。）における感染拡大防止のための留意点について」を発出 

・２月 25日、新型コロナウイルス クラスター対策班を設置 

・２月 25日、「遺体の火葬等の取扱いについて」を発出 

・２月 25 日、「新型コロナウイルス感染症の検査に係る協力体制について

（依頼)」を発出 

・２月 25 日、「新型コロナウイルスに関する検査体制の確保について」を

発出 

・２月25日、「医療施設等における感染拡大防止のための留意点について」

を発出 

・２月 25 日、「ダイヤモンド・プリンセス号の下船者に対する健康フォロ

ーアップの実施について（依頼)」を発出 

・２月 25 日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針の策定について

（周知）」を発出 

・２月 26 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・２月 26 日、「新型コロナウイルス感染症の感染事例の発生に伴う特定健

康診査・特定保健指導等における対応について（注意喚起）」を発出 

・２月 26 日「新型コロナウイルス感染症における患者クラスター（集団）

対策について（依頼)」を発出 

・２月 26日、感染拡大防止に向けて労使団体へ協力要請 

・２月 27日、自治体に対し、新型コロナウイルス感染症防止のための学校
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の臨時休業に関連して保育所等や放課後等デイサービス事業所等の対

応について、事務連絡を発出 

・２月 27日、「「帰国者・接触者相談センター」における「帰国者・接触者

外来」への受診調整について（依頼）」を発出 

・２月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に関する行政検査について」を

発出 

・２月 27 日、「「COVID-19 に対する抗ウイルス薬による治療の考え方第１

版」の公表について」を発出 

・２月 27 日、「一類感染症が国内で発生した場合における情報の公表に係

る基本方針」を発出 

・２月 28日、自治体に対し、新型コロナウイルス感染症防止のための学校

の臨時休業に関連して児童福祉施設等の対応について、事務連絡を発出 

・２月 28日、自治体に対し、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う理容

師養成施設及び美容師養成施設の対応について、事務連絡を発出 

・２月 28日、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特

例措置の対象事業主の範囲を拡大 

・２月 28 日、「新型コロナウイルス感染症に係る帰国者・接触者外来の受

診時における被保険者資格証明書の取扱いについて」を発出 

・２月 28 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その２）」を発出 

・２月 28 日、「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情

報通信機器を用いた診療や処方箋の取扱いについて」を発出 

・２月 28 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種等の

各学校、養成所及び養成施設等の対応について」を発出 

・３月１日、「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各

対策（サーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行につい

て」を発出 

・３月２日、「新型コロナウイルス感染症の感染事例の発生に伴う健康増進

事業の実施に係る対応について（注意喚起）」を発出 

・３月２日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱

いについて（その３）」を発出 

・３月３日、「クルーズ船から移送されて入院された方の退院時の取扱いに

ついて」を発出 

・３月３日、「食品等取扱い事業者における新型コロナウイルス感染症への

対応について（情報提供）」を発出 

・３月３日、「新型コロナウイルス感染症の発生に係る献血血液の安定的な
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確保のための対応について（依頼）」を発出 

・３月３日、マスクの売渡し指示及び北海道への優先配布について公表 

・３月４日、「新型コロナウイルス核酸検出の保険適用に伴う新型コロナウ

イルス感染症に対応した医療体制について（依頼)」を発出 

・３月４日、「新型コロナウイルス核酸検出の保険適用に伴う行政検査の取

扱いについて」を発出 

・３月４日、「地域において必要な患者に PCR検査を適切に実施するための

体制整備について」を発出 

・３月４日、「新型コロナウイルスに関する検査体制の確保について」を発

出 

・３月４日、「新型コロナウイルス感染症に係る公費負担医療の取扱いにつ

いて」を発出 

・３月４日、「検査料の点数の取扱いについて」を発出 

・３月５日、「柔道整復師の施術に係る療養費の受領委任を取扱う施術管理

者の要件の特例に係る取扱いについて」を発出 

・３月５日、「新型コロナウイルス感染症の影響による審査委員会の審査決

定について」を発出 

・３月５日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱

いについて（その４）」を発出 

・３月５日、「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理について」を発

出 

・３月５日、「新型コロナウイルス感染症に係る病原体核酸検査のみを行う

ために衛生検査所を臨時的に開設する場合の取扱いについて」を発出 

・３月５日、「PCR 検査の体制整備にかかる国への報告について（依頼）」

を発出 

・３月６日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等における新型コロ

ナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・３月６日、「新型コロナウイルスの患者数が大幅に増えたときに備えた医

療提供体制等の検討について（依頼）」を発出 

・３月６日、「医療機関における「新型コロナウイルスの陰性が確認され退

院される患者の方々へ」の配布について」を発出 

・３月６日、「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給について」

を発出・３月６日、新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査に取り

組む企業等の相談窓口を設置 

・３月６日、新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に
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ついて要請 

・３月９日、新型コロナウイルス感染症に係る時間外労働等改善助成金（テ

レワークコース、職場意識改善コース）の特例的なコースの申請受け付

け開始 

・３月９日、「医療機関における「新型コロナウイルス検査を受けた方へ」

の配布について」を発出 

・３月９日、「疑義解釈資料の送付について（その 21）」を発出 

・３月 10日、新型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・

フリーランスとの取引に関する配慮について、関係団体に対して要請 

・３月 10日、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特

例措置を追加実施 

・３月 10日、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた生活福祉資金貸

付制度における緊急小口資金等の特例貸付の実施 

・３月 10 日、「染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等における新型コロ

ナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・３月 10 日、「新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業の実施に

ついて」を発出 

・３月 10 日、「臓器移植及び造血幹細胞移植における新型コロナウイルス

感染症への対応について」を発出 

・３月 10 日、「新型コロナウイルス感染症により機能停止等となった医療

関係施設等に対する融資について」を発出 

・３月 10 日、「新型コロナウイルス感染症に感染した被用者に対する傷病

手当金の支給等について」を発出 

・３月 10 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う保険料等の取扱い

について」を発出 

・３月 10 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う任意継続被保険者

に係る保険料等の取扱いについて」を発出 

・３月 11日、「帰国者・接触者相談センターの運営について」を発出 

・３月 11 日、「新型コロナウイルス感染症が疑われる者の診療に関する留

意点について」を発出 

・３月 11 日、「新型コロナウイルス感染症への対応に伴う国民健康保険、

後期高齢者医療制度及び介護保険関係事務の取扱いについて」を発出 

・３月 12日、「積極的疫学調査実施要領について（周知）」を発出 

・３月 12 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その５）」を発出 
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・３月 13日、新型コロナウイルス感染症による小学校等の臨時休業に対応

する保護者支援等に関するコールセンターを設置 

・３月 13 日、新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた 2020 年度卒

業・修了予定者等の就職・採用活動及び 2019年度卒業・修了予定等の内

定者への特段の配慮について要請 

・３月 13 日、「新型コロナウイルス感染症における積極的疫学調査につい

て（協力依頼）」を発出 

・３月 13日、「保健所の業務継続のための体制整備について」を発出 

・３月 13日、「「帰国者・接触者相談センター」における「帰国者・接触者

外来」への受診調整に係る留意事項について」を発出 

・３月 13 日、「新型コロナウイルス感染症が疑われる者が薬局に来局した

際の留意点について」を発出 

・３月 13 日、「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」を発

出 

・３月 16日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」に関

する質疑応答集（Q&A）について」を発出。 

・３月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に関するはり師、きゅう師及び

あん摩マッサージ指圧師の施術に係る医師の同意書等の臨時的な取扱

いについて」を発出 

・３月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に関する小児弱視等の治療用眼

鏡等に係る療養費の臨時的な取扱いについて」を発出 

・３月 17日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第

１版」の周知について」を発出 

・３月 17日、「保健所の業務継続のための体制整備について（補足）」を発

出 

・３月 17 日、「新型コロナウイルス感染症患者の自宅での安静・療養につ

いて」を発出 

・３月 18日、新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金・

支援金の申請受付を開始 

・３月 18 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保につい

て（依頼)」を発出 

・３月 18 日、「新型コロナウイルスに関する行政検査の遺伝子検査方法に

ついて」を発出 

・３月 18 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 
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・３月 18日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」に関

する質疑応答集（Q&A）について（その２)」を発出 

・３月 18日、「疑義解釈資料の送付について（その 22）」を発出 

・３月 19 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その６）」を発出 

・３月 19 日、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制に関する補

足資料の送付について（その７）」を発出 

・３月 19 日、「新型コロナウイルスの感染拡大防止策としての電話や情報

通信機器を用いた診療等の臨時的・特例的な取扱いについて」を発出 

・３月 22 日、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安に

ついて」を発出 

・３月 23 日、「新型コロナウイルス感染症に対する厚生労働科学研究班へ

の協力依頼について」を発出 

・３月 23日、「疑義解釈資料の送付について（その 23）」を発出 

・３月 25 日、「都道府県、保健所設置市及び特別区と社会保険診療報酬支

払基金及び国民健康保険団体連合会との感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律第 15 条に基づく調査に関する契約の締結

及び覚書の交換について」を発出 

・３月 25 日、「都道府県、保健所設置市及び特別区と社会保険診療報酬支

払基金及び国民健康保険団体連合会との感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律第 16 条に基づく調査に関する契約の締結

及び覚書の交換について(別添)」を発出 

・３月 25 日、「新型コロナウイルス核酸検出の保険適用に伴う行政検査の

取扱いについて（一部改正）」を発出 

・３月 25 日、「新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷

病手当金の支給について」を発出 

・３月25日、「食品等事業者によるマスクの着用及び手指の消毒について」

を発出 

・３月 25日、「「布製マスクの配布に関する電話相談窓口」の設置等につい

て」を発出 

・３月 25 日、「新型コロナウイルス感染症に係る巡回診療の医療法上の取

扱いについて」を発出 

・３月 26 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の状況把握について（協力依頼）」を発出 

・３月 27 日、「柔道整復師の施術に係る療養費の受領委任を取扱う施術管

理者の要件の特例に係る取扱いについて」を発出 
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・３月 27 日、「新型コロナウイルス感染症の重症者が大幅に増えたときに

備えた集中治療に携わる医療従事者の養成について」を発出 

・３月 27日、「疑義解釈資料の送付について（その 24）」を発出 

・３月 27日、「疑義解釈資料の送付について（その 25）」を発出 

・３月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その７）」を発出 

・３月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に係る今後の医療提供体制に関

する報告依頼について」を発出 

・３月 27 日、「新型コロナウイルス感染症についての感染症サーベイラン

スシステムを活用した感染症発生動向の自治体間情報共有の運用につ

いて・を発出 

・３月 27 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・３月 28 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

施行令の一部を改正する政令等について（施行通知）」を発出 

・３月 30 日、「新型コロナウイルス感染症に関する行政検査について」を

発出 

・３月 30 日、「感染症指定医療機関等における病床の状況及び人工呼吸器

等の保有状況・稼働状況の調査報告依頼について（継続のお願い)」を発

出 

・３月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに

備えた入院医療提供体制等の整備について（改訂）」を発出 

・３月 31 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた健康増進事業

の柔軟な実施について」を発出 

・３月 31 日、「新型コロナウイルスにより亡くなられた方及びその疑いが

ある方の遺体の引渡しの取扱いについて（周知)」を発出 

・３月 31 日、「新型コロナウイルス感染症の感染事例の発生に伴う特定健

康診査・特定保健指導等における対応について（再注意喚起）」を発出 

・４月１日、「疑義解釈資料の送付について（その２）」を発出 

・４月１日、「新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業の実施につ

いて」を発出 

・４月１日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」に関

する質疑応答集（Q&A）について（その３）」を発出 

・４月２日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に

おける新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いに
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ついて（一部改正）」を発出 

・４月２日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自

宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」を発出 

・４月２日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュア

ル」の送付について・を発出 

・４月２日、「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者

へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」を発出 

・４月２日、「新型コロナウイルス感染症に対する厚生労働科学研究班等へ

の協力依頼について（その２）」を発出 

・４月２日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等における新型コロ

ナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・４月２日、「新型コロナウイルス感染症対応における健康観察等の適切な

実施について（依頼）」を発出 

・４月２日、「新型コロナウイルス感染症対応における健康観察等の適切な

実施、情報の共有について（依頼）」を発出 

・４月３日、「新型コロナウイルス感染症の影響による審査委員会の審査決

定について」を発出 

・４月３日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱

いについて（その８）」を発出 

・４月４日、「保健所の体制強化のためのチェックリストについて」を発出 

・４月６日、「歯科医療機関における新型コロナウイルスの感染拡大防止の

ための院内感染対策について」を発出 

・４月６日、「新型コロナウイルス感染症における積極的疫学調査について

（協力依頼）」を発出 

・４月６日、「保健所の体制強化のためのチェックリストについて（補足／

全庁的な対応のお願い）」を発出 

・４月６日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて」を発出 

・４月６日、「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（軽症者等の宿泊療養を

実施する宿泊施設等の運営者の方向け）」を発出 

・４月６日、「都道府県から市町村に対する新型コロナウイルス感染症に関

する情報共有について」を発出 

・４月７日、「疑義解釈資料の送付について（その３）」を発出 

・４月７日、「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応につい
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て（その３）」を発出 

・４月７日、「Ｎ９５マスクについて（依頼）」を発出 

・４月７日、「新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するため新型イン

フルエンザ等対策特別措置法第 45 条第２項の規定による要請を行うこ

とが特に必要な施設等について（施行通知）」を発出 

・４月８日、「狂犬病予防法に基づく狂犬病の予防注射の時期について（情

報提供）」を発出 

・４月８日、「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備

えた入院医療提供体制等の整備の更なる推進について」を発出 

・４月８日、「採血業の継続及び献血血液の安定的な確保のための対応につ

いて（依頼）」を発出 

・４月８日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱

いについて（その９）」を発出 

・４月８日、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた特

定健康診査・特定保健指導等における対応について」を発出 

・４月９日、「疑義解釈資料の送付について（その４）」を発出 

・４月９日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況等

の把握等について（依頼）」を発出 

・４月９日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」に関

する質疑応答集（Q&A）について（その４）」を発出。 

・４月９日、「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保

険者等に係る国民健康保険料（税）の減免に対する財政支援について」

を発出 

・４月９日、「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保

険者等に係る後期高齢者医療保険料の減免に対する財政支援の基準等

について」を発出 

・４月 10 日、「宿泊療養・自宅療養時の感染防止対策の徹底について」を

発出 

・４月 10 日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法第 48 条に基づき臨

時に開設される医療施設等に係る医療法等の取扱いについて」を発出 

・４月 10 日、「新型コロナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手

続の取扱いについて」を発出 

・４月 10日、「N95マスクの例外的取扱いについて」を発出 

・４月 10 日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸

器等の十分な確保について（依頼）」を発出 

・４月 10 日、「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通
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信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」を発出 

・４月 10 日、「新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた食品表示法に基

づく食品表示基準の運用について」を発出 

・４月 10 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 10）」を発出 

・４月 10 日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣

言等を踏まえた支援対象児童等への対応について」を発出 

・４月 11 日、「自宅療養を行う患者等に対するフォローアップ業務の委託

についてを発出 

・４月 13 日、「厚生労働省対策推進本部における「医療体制地方支援チー

ム」の創設について」を発出 

・４月 13 日、「保健所の業務継続のための体制整備について（保健師関係

団体との連携強化）」を発出 

・４月 14 日、「新型コロナウイルス感染症患者等の転院等にかかる搬送に

ついて」を発出 

・４月 14 日、「感染症発生動向調査事業等において検体等を送付する際の

留意事項について」を発出 

・４月 14 日、「サージカルマスク、長袖ガウン、ゴーグル及びフェイスシ

ールド、の例外的取扱いについて」を発出 

・４月 14日、「新型コロナウイルス感染症に対応したがん患者・透析患者・

障害児者・妊産婦・小児に係る医療提供体制について」を発出 

・４月 14 日、「宿泊療養を行う施設におけるパルスオキシメーターの配備

について」を発出 

・４月 14 日、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた

健康増進事業の実施に係る対応について」を発出 

・４月 14日、「布製マスクの一住所当たり２枚の配布について」を発出 

・４月 14 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 11）」を発出 

・４月 15日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その２）」を発出 

・４月 15 日、「動物を飼育する方向けＱ＆Ａの送付について（情報提供）」

を発出 

・４月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸

器の十分な確保について（依頼）」を発出 

・４月 15 日、「行政検査を行う機関である地域外来・検査センターの都道
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府県医師会・郡市区医師会等への運営委託等について」を発出 

・４月 15日、「帰国者・接触者外来の増加策及び対応能力向上策について」

を発出 

・４月 16日、「自宅療養を行う患者等に対するフォローアップについて（補

足）」を発出 

・４月 16 日、「新型コロナウイルスに感染した妊産婦等に係る今後の医療

提供体制に関する報告依頼について」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種の各

学校、養成所及び養成施設における感染防護具等の物資提供について

（周知）」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種の各

学校、養成所及び養成施設における感染防護具等の物資提供について

（協力依頼）」を発出 

・４月 17 日、「「2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体

採取・輸送マニュアル」の改訂について」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症対応に係る医療機関の開設手続

等について」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症対策に関連した医療提供体制等

の整備における看護職の確保について」を発出 

・４月 17 日、「医療従事者等の子どもに対する保育所等における新型コロ

ナウイルスへの対応について」を発出 

・４月 17 日、「保健所の業務継続のための体制整備について（健診関係団

体との連携強化）」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養の実

施に向けた支援について」を発出 

・４月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた

特定健康診査・特定保健指導等における対応について（改訂）」を発出 

・４月 18 日、「新型コロナウイルス感染症を疑う患者に関する救急医療の

実施について」を発出 

・４月 18 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 12）」を発出 

・４月 20日、「疑義解釈資料の送付について（その６）」を発出 

・４月 20 日、「患者数の増加等を踏まえた積極的疫学調査の優先順位付け

等について」を発出 

・４月 21 日、「臓器移植における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて」を発出 
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・４月 21 日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく臨時の医療

施設における医療の提供等に当たっての留意事項について」を発出 

・４月 21 日、「新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた医療機関等に

おける人工呼吸器の単回使用構成品の例外的取扱いについて」を発出 

・４月 21日、「積極的疫学調査実施要領について（周知）」を発出 

・４月 21日、「「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実

施要領」に関するＱ＆Ａについて」を発出 

・４月 22 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 13）」を発出 

・４月 22 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた公費負担医療

等の取扱いについて」を発出 

・４月 22 日、「新型コロナウイルス感染症の診査に関する協議会の運営に

ついて」を発出 

・４月 22 日、「新型コロナウイルス感染症の患者に対する書面による通知

の簡素化について」を発出 

・４月 22 日、「自宅療養を行う患者等に対するフォローアップにかかる健

康観察票（英語版）の送付について」を発出 

・４月 22 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（依頼）」を発出 

・４月 23 日、「新型コロナウイルス感染症に係る医療機関の開設に伴う保

険医療機関の指定に関する取扱いについて」を発出 

・４月 23 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養のた

めの宿泊施設確保業務マニュアル（第１版）の送付について」を発出 

・４月 23 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養又は

自宅療養の考え方について」を発出 

・４月 23日、「「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣

言等を踏まえた支援対象児童等への対応について」に関するＱ＆Ａにつ

いて」を発出 

・４月 23 日、「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民年金保険料免

除等に係る臨時特例手続等について」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その２）」を発出 

・４月24日、「医療機関等における医療用物資の緊急時への対応について」

を発出 

・４月 24 日、「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」を発

出 
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・４月 24日、「医療従事者の個人防護具（PPE）の医療機関等への配布につ

いて」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種等の

各学校、養成所及び養成施設等における実習の実施にあたっての留意事

項及び感染防護具等の物資提供協力依頼について」を発出 

・４月 24日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その３）」を発出 

・４月 24 日、「小児の新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供体制

に関する補足資料の送付について」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 14）」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症対策の軽症者等の対応における

学校給食提供機能の活用について（依頼）」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症患者等が使用した物として引き

渡されたリネン類の取扱いについて」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う医療法等における

期限の定めのある規定の取扱いについて」を発出 

・４月 24 日、「医療機関における新型コロナウイルスに感染する危険のあ

る寝具類の取扱いについて」を発出 

・４月 24 日、「歯科診療における新型コロナウイルス感染症の拡大に際し

ての電話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いにつ

いて」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた薬局及び医薬品

の販売業に係る取扱いについて」を発出 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症に 係る PCR 検査 試薬等の十

分な確保 について（依頼）」を発出 

・４月 25 日、「５月の連休時に向けた医療提供体制の確保に関する対応に

ついて」を発出 

・４月 26 日、「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況等に関する調査

報告依頼について」を発出 

・４月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻

腔・咽頭拭い液の採取の歯科医師による実施について」を発出 

・４月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に対するファビピラビルに係る

観察研究の概要及び同研究に使用するための医薬品の提供に関する周

知依頼について」を発出 
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・４月 27 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養・自

宅療養における健康観察における留意点について」を発出 

・４月 27 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 15）」を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業

所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第５報）」を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休

業に関連した放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて 4月 28日版」

を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症サーベイランス業務等の支援に

ついて（大学衛生学・公衆衛生学教室との連携強化）」を発出 

・４月 28日、「「地域外来・検査センター運営マニュアル」の送付について」

を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症に係る医療機関間での個人情報

の共有の際の個人情報保護法の取扱いについて」を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症に係る保健所から医療機関への

個人情報の共有の際の取扱いについて」を発出 

・４月 28 日、「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通

信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いにおける自宅療養中の

患者への薬剤の配送方法に係る留意事項について」を発出 

・４月 30日、「疑義解釈資料の送付について（その７）」を発出 

・４月 30 日、「児童福祉法施行規則等の一部を改正する省令の公布及び施

行について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた公費負担医療

等の取扱いについて」を発出 

・４月 30 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

の交付について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の交付申請等

について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の実施につい

て」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の実施に当た

っての取扱いについて」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の目安」を

発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症対策事業に関するＱ＆Ａについ
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て」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養における公費負担医療の提供について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 16）」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養における公費負担医療の提供に係る費用の請求に関する診療

報酬明細書等の記載等について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（仮称）の導入について（システム概要、準備の御案内及び先行利用保

健所の募集）」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた支給決定を受

けるための申請等の取扱いについて」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症に関する特設ウェブサイト上で

の情報提供に係るアクセシビリティについて（依頼）」を発出 

・４月 30 日、「電話や情報通信機器を用いた服薬指導等の実施に伴う薬局

における薬剤交付支援事業について」を発出 

・４月 30 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養期間中における被保険者資格証明書の取扱いについて」を発出 

・５月１日、「疑義解釈資料の送付について（その８）」を発出 

・５月１日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく臨時の医療施

設の保険診療上の取扱い等について」を発出 

・５月１日、「小児の新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供体制に

関する補足資料の改訂について」を発出 

・５月１日、「新型コロナウイルス感染症に係る感染症法の規定に基づく入

院、入院患者の医療等に関する事務における個人番号及び住民基本台帳

ネットワークの利用について」を発出 

・５月１日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

18条に規定する就業制限の解除に関する取扱いについて」を発出 

・５月１日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施

に関する留意事項（第１版）の送付について」を発出 

・５月１日、「医療機関における新型コロナウイルス感染症発生に備えた体

制整備及び発生時の初期対応について」を発出 

・５月１日、「新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病

手当金の支給に関するＱ＆Ａの改訂について」を発出 

・５月１日、「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保
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険者等に係る国民健康保険料（税）の減免に対する財政支援の基準につ

いて」を発出 

・５月２日、「「帰国者・接触者外来等」受診者数等の報告依頼について」

を発出 

・５月２日、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律施行令の一部を改正する政令の施行について」を発出 

・５月４日、「新型コロナウイルス感染症に対するファビピラビルに係る観

察研究の概要及び同研究に使用するための医薬品の提供に関する周知

依頼について（その２）」を発出 

・５月４日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸器

のメンテナンスについて（依頼）」を発出 

・５月４日、「新型コロナウイルス感染症対策における重症患者に対するレ

ムデシビルの必要量等の把握について（依頼）」を発出 

・５月４日、「介護老人保健施設等における感染拡大防止のための留意点に

ついて」を発出 

・５月４日、「「介護老人保健施設等における感染拡大防止のための留意点

について」（令和２年５月４日付事務連絡）に関するＱ＆Ａについて」を

発出 

・５月４日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その４）」を発出 

・５月６日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく臨時の医療施

設における医療の提供等に当たっての留意事項について（その２）」を発

出 

・５月７日、「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法律による健康保険料の猶予の特例の取扱

いについて」を発出 

・５月７日、「新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた妊娠中の医師、

看護師等への配慮について」を発出 

・５月７日、「レムデシビル製剤の使用に当たっての留意事項について」を

発出 

・５月７日、「新医薬品として承認された医薬品について」を発出 

・５月７日、「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の各医

療機関への配分について（依頼）」を発出 

・５月７日、「新型コロナ感染症対策に係る病院の医療提供状況等の把握等

について調査項目一部変更のお知らせ（その３）」を発出 
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・５月７日、「疑義解釈資料の送付について（その 10）」を発出 

・５月８日、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安につ

いて」を発出 

・５月８日、「新型コロナウイルス感染の拡大に対応する医療人材の確保の

考え方及び関係する支援メニューについて」を発出 

・５月８日、「特例承認に係る医薬品に関する特例について」を発出 

・５月８日、「障害者に係る新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供

体制について」を発出 

・５月８日、「狂犬病予防法に基づく狂犬病の予防注射の時期について（そ

の２）（情報提供）」を発出 

・５月８日、「各都道府県における新型コロナウイルス感染症患者のうち感

染経路が特定できない症例の発生状況の確認依頼について」を発出 

・５月 10 日、「新型コロナウイルス核酸検出の保険適用に伴う行政検査の

取扱いのうち、「帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医療機関とし

て都道府県等が認めた医療機関」について」を発出 

・５月 11 日、「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被

保険者等に係る国民健康保険料（税）の減免に対する財政支援に関する

Ｑ＆Ａについて」を発出 

・５月 11 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その４）」を発出 

・５月 12日、「疑義解釈資料の送付について（その 11）」を発出 

・５月 12 日、「小児の新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供体制

に関する補足資料の改訂について」を発出 

・５月 12 日、「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う医療法等において

定期的に実施することが求められる業務等の取扱いについて」を発出 

・５月 13 日、「都道府県、保健所設置市及び特別区と社会保険診療報酬支

払基金及び国民健康保険団体連合会との感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律第 15 条に基づく調査に関する契約の締結

及び覚書の交換について（一部改正）」を発出 

・５月 13 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについ

て（一部改正）」を発出 

・５月 13 日、「「地域外来・検査センター運営マニュアル（第２版）」の送

付について）を発出 

・５月 13 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の保険適用に伴

う費用の請求に関する診療報酬明細書の記載等について」を発出 

・５月 13日、「検査料の点数の取扱いについて」を発出 
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・５月 13 日、「行政検査を行う機関である地域外来・検査センターの都道

府県医師会・郡市区医師会等への運営委託等について（その２）」を発出 

・５月 13 日、「新型コロナウイルス感染症を疑う患者等に関する救急医療

の実施について」を発出 

・５月 13 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等について（一部

改正）」を発出 

・５月 13 日、「新型コロナウイルス抗原検出用キットの活用に関するガイ

ドラインについて（周知）」を発出 

・５月 13 日、「施設の使用再開に伴うレジオネラ症への感染防止対策につ

いて」を発出 

・５月 13 日、「地域外来・検査センターの運営に係る医療法上の臨時的な

取扱いについて」を発出 

・５月 14 日、「新型コロナウイルス抗原検出用キットの供給に関する調整

等について」を発出 

・５月 14日、「「SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出」を行う医療

機関における行政検査の委託に関する契約等について」を発出 

・５月 14 日、「新型コロナウイルスに感染した小児に係る医療提供体制に

関する報告依頼について」を発出 

・５月 14 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 17）」を発出 

・５月 14日、「リーフレット「新型コロナウイルス感染症対策（COVID-19）

～妊婦の方々へ～」の改訂について」を発出 

・５月 14日、「医療従事者の個人防護具（PPE）の医療機関等への配布につ

いて（その２）」を発出 

・５月 14 日、「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について（その

２）」を発出 

・５月 15 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その５）」を発出 

・５月 15日、「疑義解釈資料の送付について（その 12）」を発出 

・５月 15日、「「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻

腔・咽頭拭い液の採取の歯科医師による実施について」に関する質疑応

答集（Q&A）について」を発出 

・５月 15 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 
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・５月 15 日、「新型コロナウイルス感染症に対するファビピラビルに係る

観察研究の概要及び同研究に使用するための医薬品の提供に関する周

知依頼について（その３）」を発出 

・５月 15日、「宿泊療養又は自宅療養を証明する書類について」を発出 

・５月 15 日、「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の各

医療機関への配分について（その２）（依頼）」を発出 

・５月 18 日、「各都道府県における発表日ベースの新規感染者数の確認依

頼について」を発出 

・５月 18 日、「「新型コロナウイルス感染症 COVID19）診療の手引き・第 2

版」の周知について」を発出 

・５月 18 日、「新型コロナウイルス感染症に関連した感染症拡大防止のた

めの衛生・防護用品の備蓄と社会福祉施設等に対する供給について（そ

の２）」を発出 

・５月 18 日、「今後の PCR 検査の需要拡大に対応するための検査体制確保

について」を発出 

・５月 19 日、「各都道府県におけるＰＣＲ等検査の実施体制等について」

を発出 

・５月 19 日、「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況等に関する調査

報告依頼について（第 4回）」を発出 

・５月 19 日、「新型コロナウイルス感染症を疑う患者等に関する救急医療

の実施についての報告依頼」を発出 

・５月 19 日、「新型コロナウイルス感染症に係る今後の医療提供体制に関

する報告依頼について（その８）」を発出 

・５月 19 日、「新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷

病手当金の支給に関するＱ＆Ａの改訂について（その２）」を発出 

・５月 19日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」等に

関する質疑応答集（Q&A）について（その５）」を発出 

・５月 20 日、「令和２年度診療報酬改定における施設基準の届出に係る臨

時的な取扱いについて」を発出 

・５月 20 日、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻

腔・咽頭拭い液の採取の歯科医師による実施のための研修動画の公開に

ついて」を発出 

・５月 20 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆

Ａ（第１版）についての補足説明について」を発出 

・５月 21 日、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻

腔・咽頭拭い液の採取の歯科医師による実施のためのオンライン研修シ
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ステムについて（情報提供）」を発出 

・５月 22 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 18）」を発出 

・５月 22 日、「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

HER-SYSの導入について（導入準備の御案内／接続環境の確認、NESID情

報の整理等）」を発出 

・５月 22 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについ

て（一部改正）」を発出 

・５月 22 日、「都道府県、保健所設置市及び特別区と社会保険診療報酬支

払基金及び国民健康保険団体連合会との感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律第 15 条に基づく調査に関する契約の締結

及び覚書の交換について（一部改正）」を発出 

・５月 22日、「「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の各

医療機関への配分について（依頼）」に関する質疑応答集（Q&A）につい

て」を発出 

・５月 22 日、「医療機関等における医療用物資の緊急時への対応について

（その２）」を発出 

・５月 25 日、「感染症発生動向調査事業の活用によるＰＣＲ検査の体制強

化のための研修の実施について」を発出 

・５月 26 日、「感染症法第 42 条の規定に基づく入院患者の療養費の支給

について」を発出 

・５月 26 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 19）」を発出 

・５月 26日、「令和２年度の熱中症予防行動について（周知依頼）」を発出 

・５月 26 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査に関する取扱に

ついて」を発出 

・５月 26 日、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の解除を踏

まえた各種健診等における対応について」を発出 

・５月 26 日、「健康診査実施機関における新型コロナウイルス感染症対策

について（情報提供）」を発出 

・５月 26 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・５月 27日、「厚生労働省に開設する Webサイト「医療のお仕事 Key-Net」

等を通じて行う医療人材等の緊急的な確保を促進するための取組（緊急

医療人材等確保促進プラン）の実施に向けた準備について」を発出 
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・５月 27 日、「新型インフルエンザ等対策特別措置法第四十八条第一項に

規定する臨時の医療施設において同法第三十八条第一項に規定する特

定都道府県知事が提供する医療に係る感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律第四十一条第二項の規定による診療報酬に

ついてを発出。 

・５月27日、「新型コロナウイルス感染症患者等の移送及び搬送について」

を発出 

・５月 29 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」を発出 

・５月 29 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について（一部

改正）」を発出 

・５月 29 日、「新型コロナウイルス感染症に対応したへき地に係る医療提

供体制について」を発出 

・５月 29日、「「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実

施要領」の改定について」を発出 

・５月 29 日、「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（HER-SYS）を活用した感染症発生動向調査について」を発出 

・５月 29 日、「感染症発生動向調査事業実施要綱の一部改正について」を

発出 

・５月 29日、「疑義解釈資料の送付について（その 14）」を発出 

・５月 29 日、「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について（その

３）」を発出 

・５月 29日、「医療従事者の個人防護具（PPE）の医療機関等への配布につ

いて（その３）」を発出 

・５月 29日、「医療現場における手袋（滅菌・非滅菌）の取扱いについて」

を発出 

・５月 30 日、「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制

整備における当面の対応について」を発出 

・６月１日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う医療関係職種等の各

学校、養成所及び養成施設等の対応について」を発出 

・６月１日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱

いについて（その 20）」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養及び自宅療

養に係るマニュアル等の改訂について」を発出 
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・６月２日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアル 

（第２版）」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施

に関する留意事項（第２版）」を発出 

・６月２日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その５）」を発出 

・６月２日、「臨床検査技師に対する新型コロナウイルス感染症の診断を目

的としたＰＣＲ検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取に関する研修の実

施について」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについて

（一部改正）」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査の更なる検査

体制の整備のため、「診療放射線技師及び臨床検査技師等に関する法律

の一部改正の施行等について」に伴う臨床検査技師の業務の研修の受講

に関する留意事項について」を発出 

・６月２日、「検査料の点数の取扱いについて」を発出 

・６月２日、「疑義解釈資料の送付について（その 15）」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信

機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いにおける自宅療養中の患

者への医療機関における薬剤の配送に係る留意事項について」を発出 

・６月２日、「「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ等の検査体制の 

強化に向けた 指針」について」を発出 

・６月２日、「「2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採

取・輸送マニュアル」の改訂について」を発出 

・６月２日、「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理について」を発

出 

・６月４日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況等

の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その６）」を発出 

・６月８日、「新型コロナウイルス抗原検出用キットの供給に関する調整等 

について（その２）」を発出。 

・６月８日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る学校等における感染症

発生状況の把握について（協力依頼）」を発出 

・６月 10 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 21）」を発出 

・６月 10 日、「医療機関等におけるクラスター発生時の看護職員の派遣に
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関する支援について」を発出。 

・６月 11 日、「狂犬病予防法施行規則の一部を改正する省令の施行につい

て（施行通知）」を発出 

・６月 11日、「疑義解釈資料の送付について（その 16）」を発出 

・６月 12 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」を発出 

・６月 12 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について（一部

改正）」を発出 

・６月 15 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 22）」を発出 

・６月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養及び自宅

療養に係るマニュアル等の改訂について」を発出 

・６月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュア

ル（第３版）」を発出 

・６月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養のた

めの宿泊施設確保業務マニュアル（第２版）」を発出 

・６月 15 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実

施に関する留意事項（第３版）」を発出 

・６月 15日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その６）」を発出 

・６月 16日、「「SARS-CoV-2 抗原検出用キットの活用に関するガイドライ

ン 」の改定について（周知）」を発出 

・６月 16 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

（医療分）の交付について」を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

うち医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業の実施について」

を発出。 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

うち新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業の実施につ

いて」を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分の追

加交付申請等について）を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆
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Ａ（第２版）について」を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

実施に当たっての取扱いについて」を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症重点医療機関及び新型コロナウ

イルス感染症疑い患者受入協力医療機関について」を発出 

・６月 16 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

実施について」を発出 

・６月 18 日、「新型コロナウイルス感染症患者の急変及び死亡時の連絡に

ついて」を発出 

・６月 18日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID19）診療の手引き・ 第

2.1版」の周知について」を発出 

・６月 19 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等に関する閲覧者の拡大について（依頼）」を発出 

・６月 19日、「今後を見据えた保健所の即応体制の整備について」を発出 

・６月 19日、「「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ等の検査体制の

強化に向けた指針」における検査需要の見通しの作成等について」を発

出 

・６月 19 日、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の解除を踏

まえ今後を見据えた歯科医療提供体制の検討及び歯科保健医療の提供

について（依頼）」を発出 

・６月 19 日、「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制

整備について」を発出 

・６月 19 日、「新型コロナウイルス感染症の医療提供体制確保のための新

たな流行シナリオ」を発出 

・６月 19 日、「医療提供体制及び宿泊療養・自宅療養関係の主な通知・事

務連絡の今後の取扱について」を発出 

・６月 22 日、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う看護師等養成所に

おける臨地実習の取扱い等について」を発出 

・６月 23日、「「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 12）」及び「新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の臨時的な取扱いについて（その 19）」の一部訂正について」を

発出 

・６月 23 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 23）を発出 

・６月 25 日、「新型コロナウイルス抗原定量検査の取扱いについて」を発

出 
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・６月 25 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一

部改正）」を発出 

・６月 25 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」を発出 

・６月 25 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについ

て（一部改正）」を発出 

・６月 25 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について（一部

改正）」を発出 

・６月 25 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その７）」を発出 

・６月 25日、「疑義解釈資料の送付について（その 18）」を発出 

・６月 25日、「検査料の点数の取扱いについて」を発出 

・６月 26 日、「医療従事者の医療用物資の医療機関等への配布について」

を発出 

・６月 26日、「疑義解釈資料の送付について（その 19）」を発出 

・６月 26日、「医療従事者の医療用物資の医療機関等への配布について（別

紙様式）」を発出 

・６月 26 日、「医療機関等における医療用物資の緊急時への対応について

（その３）」を発出 

・６月 26 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その８）」を発出 

・６月 26 日、「「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」等 

に関する質疑応答集（Q&A）について」（その６）」を発出 

・６月 26日、「「医療体制地方支援チーム」への都道府県からのリエゾン職

員の派遣について」を発出 

・６月 26日、「「新型コロナウイルス感染症に係る病原体核酸検査のみを行

うために衛生検査所を臨時的に開設する場合の取扱いについて」の一部

改正について」を発出 

・６月 29 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に対する宿泊療養の

ための宿泊施設確保業務マニュアル等の改訂について」を発出 

・６月 29 日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等受入れ施設の提供に

関する協定例等について」を発出 

・６月 29日、「「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ等の検査体制の
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強化に向けた指針」に基づく点検状況のフォローアップについて」を発

出 

・６月 29 日、「今後を見据えた保健所の即応体制の整備に関するフォロー

アップについて」を発出 

・７月１日、「新型コロナウイルス感染症流行下における災害発生時の避難

所の運営に係る体制整備について（管内市町村及び関係機関との連携強

化）」を発出 

・７月１日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆Ａ

（第３版）について」を発出 

・７月２日、「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）に係る処理番

号の発行の開始について」を発出 

・７月２日、「疑義解釈資料の送付について（その 21）」を発出 

・７月３日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆Ａ

（第４版）について」を発出 

・７月３日、「厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部の改組に

伴う「地域支援班」の創設について」を発出 

・７月６日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況等

の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その９）」を発出 

・７月６日、「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の各医

療機関への配分について（その３）」を発出 

・７月７日、「新型コロナウイルス感染症の労災補償のための保健所におけ

る情報提供等の協力依頼について」を発出 

・７月８日、「疑義解釈資料の送付について（その 22）」を発出 

・７月８日、「災害発生時における新型コロナウイルス感染症拡大防止策の

適切な実施に必要な新型コロナウイルス感染症に関する情報共有につ

いて」を発出 

・７月 10日、「「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の各

医療機関への配分について（依頼）」に関する質疑応答集（Q&A）につい

て（一部変更）」を発出 

・７月 15 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査に関するＱ＆Ａ

について」を発出 

・７月 16 日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸

器の十分な確保について（依頼）」を発出 

・令和 2年 7月 17日 帰国者・接触者外来等の医療機関等における新

型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）の利

用促進についてを発出 
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・７月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取り扱いにつ

いて（再周知）」を発出 

・７月 17 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者及び無症状病原体保有者の退

院の取扱いに関する質疑応答集（Q＆A）について」を発出 

・７月 17 日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID19）診療の手引き・第

2.2版」の周知についてを発出 

・７月 17日、「「2019nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採

取・輸送マニュアル」の改訂について」を発出 

・７月 21 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 24）」を発出 

・７月 21 日、「入院医療提供体制に関する通知及び事務連絡の今後の取扱

いについて」を発出 

・７月 21 日、「新型コロナウイルス感染症に係る検査の技術的事項に関す

る質疑応答集（Ｑ＆Ａ）について」を発出 

・７月 21 日、「保健所の即応体制の整備に向けた看護職の確保の取組につ

いて」を発出 

・７月 22日、「「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の保険適用に伴

う費用の請求に関する診療報酬明細書の記載等について」の一部改正に

ついて」を発出 

・７月 22日、「検査料の点数の取扱いについて」を発出 

・７月 22 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 25）」を発出 

・７月 22 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等における新型コ

ロナウイルス感染症に関する流行地域について」を発出 

・７月 22日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関

するＱ＆Ａについて（その７）」を発出 

・７月 22 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査における PCR 検

査の取り扱いについて」を発出 

・７月 28 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る自衛隊への災害派遣

等による支援要請を行う場合の調整要領について」を発出 

・７月 28 日、「新型コロナウイルス感染症が発生した場合における情報の

公表について（補足）」を発出 

・７月 28 日、「旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症への
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対応について」を発出 

・７月 29日、「「新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方及びその

疑いがある方の処置、搬送、葬儀、火葬等に関するガイドライン」の周

知 について」を発出 

・７月 29 日、「新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方及びその

疑いがある方の処置、搬送、葬儀、火葬等に関するガイドライン」を発

出 

・７月 30 日、「医療機関等における医療用物資の緊急時への対応について

（その４）」を発出 

・７月 30日、「WEB調査結果の活用マニュアルの改定について」を発出 

・７月 30 日、「新型コロナウイルス感染症対策に係る病院の医療提供状況

等の把握等について調査項目一部変更のお知らせ（その１０）」を発出 

・７月 31日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（HERSYS）を活用した感染症発生動向調査について」に関するＱ＆Ａに

ついて」を発出 

・７月 31 日、「人口動態調査における新型コロナウイルス感染症に係る疑

義照会について（協力依頼）」を発出 

・７月 31 日、「医療機関における院内感染対策のための自主点検等につい

て」を発出 

・７月 31 日、「感染症検査機関等設備整備事業における整備対象機器の納

期の確認について」を発出 

・７月 31日、「疑義解釈資料の送付について（その 24）」を発出 

・８月３日、「新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる患者の取扱いに

ついて」を発出 

・８月５日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

（医療分）の交付について」を発出 

・８月６日、「新型コロナウイルス感染症を踏まえた医業若しくは歯科医業

又は病院若しくは診療所に関する広告の取扱いについて」を発出 

・８月６日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に対する宿泊療養のた

めの宿泊施設確保業務マニュアル等の改訂について」を発出 

・８月７日、「高齢者施設における新型コロナウイルス感染者発生時等の検

査体制について」を発出 

・８月７日、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ等の検査体制の更

なる強化について」を発出 

・８月７日、「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び

自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」に関
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するＱ＆Ａについて（その８）」を発出 

・８月７日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施

に関する留意事項の改訂について」を発出 

・８月７日、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施

に関する留意事項（第４版）」を発出 

・８月７日、「自宅療養をされる皆様へ（リーフレット参考例）0807 改訂

版」を発出 

・８月７日、「本年８月８日から 10 日までの３連休及びその後のお盆期間

中における新型コロナウイルス感染症対応に関する体制整備について」

を発出 

・８月７日、「医療機関における新型コロナウイルス感染者発生時の行政検

査について」を発出 

・８月 11 日、「新たに薬事承認・保険収載された新型コロナウイルス感染

症に係る抗原検査の取り扱いについて（周知）」を発出 

・８月 11日、「疑義解釈資料の送付について（その 25）」を発出 

・８月 12 日、「新型コロナウイルス感染症患者重点医療機関における新型

コロナウイルス感染症疑い患者の取扱いについて」を発出 

・８月 13日、「疑義解釈資料の送付について（その 26）」を発出 

・８月 14 日、「障害者支援施設等における新型コロナウイルス感染者発生

時の検査体制について」を発出 

・８月 17日、「疑義解釈資料の送付について（その 27）」を発出 

・８月 17 日、「新型コロナウイルス感染症に対するファビピラビルに係る

観察研究の概要及び同研究に使用するための医薬品の提供に関する周

知依頼について（その４）」を発出 

・８月 18 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査に関するＱ＆Ａ

について（その２）」を発出 

・８月 18日、「疑義解釈資料の送付について（その 28）」を発出 

・８月 21 日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者及び無症状病原体保有者の退

院の取扱いに関する質疑応答集（Q＆A）の一部改正について」を発出 

・８月 21日、「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）で通知を受け

た者に対する行政検査等について」を発出 

・８月 21 日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査に関するＱ＆Ａ

について（その３）」を発出 

・８月 28 日、「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（HER-SYS）の利用促進に向けた医療機関等への迅速な ID付与について
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（再周知）」を発出 

・８月 28日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（HER-SYS）を活用した感染症発生動向調査について」に関するＱ＆Ａに

ついて（その２）」を発出 

・８月 31 日、「新型コロナウイルスに関する行政検査の遺伝子検査方法の

今後の取り扱いについて」を発出 

・９月 1日、「新型コロナウイルス感染症に関する外国語対応ホームページ

の開設について」を発出 

・９月２日、「疑義解釈資料の送付について（その 31）」を発出 

・９月４日、「「新型コロナウイルス感染症 COVID19）診療の手引き・第３

版」の周知について」を発出 

・９月４日、「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備について」を発出 

・９月７日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）の

執行状況について」を発出 

・９月８日、「疑義解釈資料の送付について（その 32）」を発出 

・９月９日、「季節性インフルエンザワクチンの供給について」を発出 

・９月９日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の委託契約 につ

いて（再周知）」を発出 

・９月９日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

（HER-SYS）を活用した感染症発生動向調査について」に関するＱ＆Ａに

ついて（その３）」を発出 

・９月 11 日、「今冬のインフルエンザワクチンの優先的な接種対象者への

呼びかけについて」を発出 

・９月 11 日、「季節性インフルエンザワクチン接種時期ご協力のお願い」

を発出 

・９月 15 日、「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備に係る医療用物

資の配布について」を発出 

・９月 15 日、「「診療・検査医療機関（仮称）」の受診者数等の報告依頼に

ついて」を発出 

・９月 15日、「次のインフルエンザの流行に備えた体制整備（全体像） に

ついて」を発出 

・９月 15 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 27）」を発出 

・９月 15 日、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療機関等への更な

る支援」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
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（医療分）の交付について」を発出 

・９月 15 日、「新型コロナウイルス感染症重点医療機関及び新型コロナウ

イルス感染症疑い患者受入協力医療機関について」の改正について」を

発出 

・９月 15 日、「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療体

制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診

療・検査体制確保事業）の交付について」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療体

制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の電話相談

体制整備事業）の交付について」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療体

制確保支援補助金に係る対応について」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイ

ルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保

事業補助金の交付について」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給

付上乗せ補償保険加入支援事業補助金の交付について」を発出 

・９月 15日、「「新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の拡充に向け

た指針」について」を発出 

・９月 15 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症の流行下における一

定の高齢者等への検査助成事業（令和２年度予備費分）の実施について」

を発出 

・９月 18 日、「動画「そうだったのか！居酒屋などでの感染予防」の周知

について」を発出 

・９月 25 日、「保健所に係る「新型コロナウイルス感染症に関する今後の

取組」について」を発出 

・９月 25日、「疑義解釈資料の送付について（その 33）」を発出 

・９月 25日、「「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

実施について」の一部改正について」を発出 

・９月 25 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

（医療分）の交付について」を発出 

・９月 28 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆

Ａ（第７版）について」を発出 

・９月 29 日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 28）」を発出 

・９月 29日、「「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査における診療報
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酬の請求等に関する取扱い及び留意点について」の一部改正について」

を発出 

・９月 30日、「疑義解釈資料の送付について（その 34）」を発出 

・９月 30 日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症の流行下における一

定の高齢者等への検査助成事業（疾病予防対策事業費等補助金）（令和２

年度予備費分）に係るＱ＆Ａについて」を発出 

・10 月１日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・10月２日、「疑義解釈資料の送付について（その 35）」を発出 

・10 月２日、「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療体

制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診

療・検査体制確保事業及びインフルエンザ流行期に備えた発熱患者の電

話相談体制整備事業）に関するＱ＆Ａ（第１版）について」を発出 

・10月２日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）病原体検査の指針

（第 1版）」及び鼻腔検体採取における留意点等について」を発出 

・10月２日、「COVID-19病原体検査の指針（第 1版）」を発出 

・10月２日、「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理」を発出 

・10 月２日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについ

て（一部改正）」を発出 

・10 月２日、「新型コロナウイルス感染症が疑われる者等の診療に関する

留意点について（その３）」を発出 

・10 月２日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一

部改正）」を発出 

・10 月６日、「インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診療・検査

体制確保に係る診療時間等の変更に係る医療法上の取扱いについて」を

発出 

・10 月９日、「令和２年度インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の電話

相談体制整備事業のご案内」を発出 

・10月９日、「「診療・検査医療機関（仮称）」等における「新型コロナウイ

ルス感染症医療機関等情報支援システム（G-MIS）」を用いた受診者数等

の報告について」を発出 

・10月 12日、「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイ

ルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保

事業の交付について（交付要綱の一部改正）」を発出 

・10月 12日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給
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付上乗せ補償保険加入支援事業補助金の交付について（交付要綱の一部

改正）」を発出 

・10 月 12 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・10月 13日、「疑義解釈資料の送付について（その 36）」を発出 

・10月 14日、「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の

政令の一部を改正する政令等について」を発出 

・10月 14日、「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の

政令第三条の規定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律施行規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令の

一部を改正する省令について」を発出 

・10月 14日、「新型コロナウイルス感染症の感染症法の運用の見直しに関

する QAについて」を発出 

・10月 14日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部

改正）」を発出 

・10月 14日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについ

て（一部改正）」を発出 

・10 月 14 日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システ

ム（HER-SYS）を活用した感染症発生動向調査について」の改正について」

を発出 

・10 月 14 日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システ

ム（HERSYS）を活用した感染症発生動向調査について」に関するＱ＆Ａ

について（その４）」を発出 

・10月 16日、「疑義解釈資料の送付について（その 37）」を発出 

・10月 16日、「次のインフルエンザ流行に備えた発熱患者等が医療機関を

受診した場合の流れについて」を発出 

・10月 16日、「医療従事者・介護従事者の中で発熱等の症状を呈している

方々について」を発出 

・10月 19日、「今冬の季節性インフルエンザ及び新型コロナウイルス感染

症の試行的なサーベイランスの研究に関する応募について（協力依頼）」

を発出 

・10月 20日、「疑義解釈資料の送付について（その 38）」を発出 

・10月 23日、「クラスターの分析に関するヒアリング調査（都道府県・保

健所）等の結果と今後に向けた検討（概要）」を発出 

・10月 23日、「クラスターの分析に関するヒアリング調査等の結果と今後
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に向けた検討」を発出 

・10月 23日、「分科会から政府への提言」を発出 

・10月 23日、「年末年始に関する分科会から政府への提言」を発出 

・10月 23日、「疑義解釈資料の送付について（その 39）」を発出 

・10月 23日、「新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業の実施につ

いて」を発出 

・10月 23日、「新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業の実施要領

について」を発出 

・10月 26日、「医療機関等における医療用物資の緊急時への対応について

（その５）」を発出 

・10月 26日、「WEB調査結果の活用マニュアルの改定について」を発出 

・10月 27日、「疑義解釈資料の送付について（その 40）」を発出 

・10 月 27 日、「「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療

体制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診

療・検査体制確保事業）交付要綱」の一部改正について」を発出 

・10 月 27 日、「「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療

体制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の電話相

談体制整備事業）交付要綱」の一部改正について」を発出 

・10月 27日、「大規模イベントに係るクラスター対策について」を発出 

・10月 28日、「厚生労働事業「新型コロナウイルス感染症の PCR検査等に

かかる精度管理調査業務」に関する応募について（協力依頼）」を発出 

・10月 30日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 29）」を発出 

・10 月 30 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・10月 30日、「新型コロナウイルス感染症に関する検査数等の報告につい

て（依頼）令和２年 11 月２日新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事

業に関するＱ＆Ａ（第８版）について」を発出 

・11 月２日、「令和２年度インフルエンザ流行期における発熱外来診療体

制確保支援補助金（インフルエンザ流行期に備えた発熱患者の外来診

療・検査体制確保事業及びインフルエンザ流行期に備えた発熱患者の電

話相談体制整備事業）に関するＱ＆Ａ（第２版）について」を発出 

・11 月９日、「新型コロナウイルス感染症対策に関する各地域の取組につ

いて（その１）」を発出 

・11月 10日、「疑義解釈資料の送付について（その 41）」を発出 

・11 月 10 日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）病原体検査の指
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針（第２版）」の周知について」を発出 

・11月 10日、「COVID-19病原体検査の指針（第 2版）」を発出 

・11月 11日、「新型コロナウイルス感染症における積極的疫学調査につい

て（要請）」を発出 

・11月 11日、「寒冷な場面における感染防止対策の徹底等について」を発

出 

・11月 11日、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査における PCR検

査の取扱いについて」を発出 

・11 月 11 日、「「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の保険適用に

伴う費用の請求に関する診療報酬明細書の記載等について」の一部改正

について」を発出 

・11月 11日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 30）」を発出 

・11月 11日、「検査料の取扱いについて」を発出 

・11 月 11 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・11月 13日、「疑義解釈資料の送付について（その 42）」を発出 

・11月 13日、「新型コロナウイルス感染症に係る感染症法上の入院措置の

対象者について」を発出 

・11 月 16 日、「「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システ

ム（HER-SYS を活用した感染症発生動向調査について」に関するＱ＆Ａ

について（その５）」を発出 

・11 月 16 日、「HER-SYS 入力データの精度管理の向上に向けた取組につい

て（依頼）」を発出 

・11 月 16 日、「医療機関、高齢者施設等の検査について（再周知）」を発

出 

・11 月 16 日、「「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備に係る医療用

物資の配布について」の一部改正について」を発出 

・11月 17日、「疑義解釈資料の送付について（その 43）」を発出 

・11月 17日、「早期探知しにくいクラスターの防止に向けた情報発信等の

取組の一層の推進について（要請）」を発出 

・11 月 19 日、「高齢者施設等への重点的な検査の徹底について（要請）」

を発出 

・11月 20日、「積極的疫学調査における優先度について」を発出 

・11 月 20 日、「季節性インフルエンザと COVID-19 の検査体制について」

を発出 
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・11月 20日、「クラスターの早期探知・早期介入のための取組みについて」

を発出 

・11月 20日、「クラスターが複数発生している地域における積極的な検査

の実施について（要請）」を発出 

・11月 22日、「11月以降の感染状況を踏まえた病床・宿泊療養施設確保計

画に基づく病床・宿泊療養施設の確保及び入院措置の対象について（要

請）」を発出 

・11月 24日、「新型コロナウイルス感染症に関する自費検査を実施する検

査機関が情報提供すべき事項の周知および協力依頼について」を発出 

・11 月 24 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・11月 25日、「新型コロナウイルス感染症対策における看護職員の確保に

向けた取組について」を発出 

・11月 25日、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

における新型コロナウイルス感染症患者の退院の取扱いについて（再周

知）」を発出 

・11月 25日「「直近の感染状況等」について（周知）」を発出 

・11 月 26 日、「（医療機関宛）新型コロナウイルス感染症の患者数増加に

備えた人工呼吸器の十分な確保について（依頼・その３）」を発出 

・11月 27日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査医療機関の受

診時における被保険者資格証明書の取扱いについて」を発出 

・11月 30日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査医療機関の受

診時における被保険者資格証明書の取扱いについて」を発出 

・12月１日、「WEB調査結果の活用マニュアルの改定について」を発出 

・12 月２日、「年末年始に向けた医療提供体制の確保に関する対応につい

て」を発出 

・12月４日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID19）診療の手引き・第４

版」の周知について」を発出 

・12 月４日、「新型コロナウイルス感染症患者受入れ医療機関の支援に関

する総合相談ダイアルの設置について」を発出 

・12月８日、「疑義解釈資料の送付について（その 45）」を発出 

・12月８日、「医療機関、高齢者施設等の検査について」を発出 

・12 月９日、「年末年始における新型コロナウイルス感染症対応に関する

保健所体制整備等について」を発出 

・12月 10日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

（医療分）変更交付決定額一覧（予備費分 重点医療機関の病床確保料
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（特定機能病院等）等）【１２月１０日付変更交付決定】」を発出 

・12月 10日、「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の年

末年始に係る各医療機関への配分について（依頼）」を発出 

・12 月 10 日、「「新型コロナウイルス感染症におけるレムデシビル製剤の

各医療機関への配分について（依頼）」に関する質疑応答集（Q&A）につ

いて（一部改正）」を発出 

・12 月 10 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・12月 11日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆

Ａ（第９版）について」を発出 

・12月 11日、「年末年始に向けた医療提供体制の確保に係る診療時間等の

変更に関する医療法上の取扱いについて」を発出 

・12月 11日、「新型コロナウイルス感染症患者等の移送車に係る取扱いに

ついて」を発出 

・12月 14日、「新型コロナウイルス感染症の院内感染によりクラスターが

発生した医療機関等への財政的な支援及び医師･看護師等派遣の支援に

ついて」を発出 

・12月 14日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の

実施に当たっての取扱いについて」を発出 

・12月 14日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸

器等消耗品の医療機関への無償配布について（医療関係団体宛）」を発出 

・12月 14日、「新型コロナウイルス感染症の患者数増加に備えた人工呼吸

器等消耗品の医療機関への無償配布について（都道府県宛）」を発出 

・12 月 15 日、「「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備に係る医療用

物資の配布について」の一部改正について」を発出 

・12月 15日、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取

扱いについて（その 31）」を発出 

・12 月 16 日、「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の陽性者登

録のお願いについて（再周知）」を発出 

・12月 17日、「疑義解釈資料の送付について（その 46）」を発出 

・12月 18日、「新型コロナワクチン接種体制確保事業の実施に必要な契約

の締結について」を発出 

・12月 18日、「年末年始における新型コロナウイルス感染症対応に関する

保健所体制整備の状況調査について」を発出 

・12月 18日、「年末年始における新型コロナウイルス感染症対応に関する

地方衛生研究所の体制整備の状況調査について」を発出 
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・12月 18日、「新型コロナウイルス感染症に関する自費検査について（情

報提供）」を発出 

・12月 22日、「疑義解釈資料の送付について（その 47）」を発出 

・12月 22日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆

Ａ（第 10版）について」を発出 

・12月 23日、「保健所における新型コロナウイルス感染症対応に資する電

話通訳サービスについて」を発出 

・12月 24日、「新型コロナウイルス感染症に係る入院の勧告・措置の対象

に関する情報の取扱いについて」を発出 

・12月 24日、「診療・検査医療機関等において新型コロナウイルスへの感

染が疑われる患者に処方箋を交付する場合の留意事項について」を発出 

・12月 25日、「電話や情報通信機器を用いた診療に伴う新型コロナウイル

ス感染症の感染者の取扱いについて」を発出 

・12月 25日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症患者等入院受入医療

機関緊急支援事業の実施について」を発出 

・12月 25日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症患者等入院受入医療

機関緊急支援事業補助金のご案内」を発出 

・12月 25日、「更なる病床確保のための新型コロナ患者の入院受入医療機

関への緊急支援（概要資料）」を発出 

・12月 25日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症患者等入院受入医療

機関緊急支援事業補助金に関する Q&A」を発出 

・12月 25日、「令和２年度新型コロナウイルス感染症患者等入院受入医療

機関緊急支援事業補助金の交付について」を発出 

・12月 25日、「感染拡大に伴う入院患者増加に対応するための医療提供体

制確保について」を発出 

・12 月 25 日、「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）

の執行状況について」を発出 

・12 月 25 日、「「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・

第 4.1版」の周知について」を発出 

・12 月 25 日、「高齢者施設等への検査の再徹底等について（要請）」を発

出 

・12月 28日、「令和２年度疾病予防対策事業費等補助金（新型コロナウイ

ルス感染症の流行下における一定の高齢者等への検査助成事業）（令和

２年度予備費分）の国庫補助について」を発出 
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（15）農林水産省 

 ＜令和２年＞ 
・1月９日及び 16日、動物検疫所本所から各支所に対して、現場で検査を

行う職員に自らの健康管理に注意をするように指示 

・１月 15 日、「新型コロナウイルスとの関連が疑われる肺炎に関する情報

連絡室」を設置 

・１月 17日、庶務課長会議で新型コロナウイルスに関して省内に情報共有 

・１月 21日、関係閣僚会議が開催され、新型コロナウイルスに関する省内

連絡会議（以下「省内連絡会議」という。）において、省内に情報共有（以

降、省内連絡会議は６月 15日時点で 21回開催） 

・１月 23日、植物防疫所本所から各支所等に対して、現場で検査を行う職

員に自らの健康管理に注意をするように指示 

・１月 24 日、所管する関係団体等に対し、「新型コロナウイルスに関連し

た感染症対策に関する対応について（内閣官房）」ポータルサイト設置に

ついて周知 

・１月 27日、所管する業界団体等に対し、帰国希望調査（外務省）につい

て周知 

・１月 30日、新型コロナウイルスに関する農林水産省対策本部（以下「省

対策本部」という。）を設置・開催し、大臣より今後の状況の変化に即応

できるよう、万全の体制を整え準備することについて指示 

・１月 30日、新型コロナウイルスに関する関係省庁連絡会議において、農

林水産省の職員派遣等の対応状況を報告 

・１月 30 日から チャーター機により中国から帰宅した邦人が宿泊する

施設（①勝浦ホテル三日月（勝浦市）②税関研修所（柏市）③国立保健

医療科学院（和光市）④税務大学校（和光市））に対し、食事（弁当等）
（※1）及び飲食料品（野菜ジュース、水、お茶等）を提供（※2） 

（※1）サラダ類の要望が多いことから、順次対応（2月 4日以降、全施

設で対応、２月７日（金）以降、デザートとしてヨーグルトとプリンを

交互に提供、２月９日（日）以降、メニュー内容に応じてカットフルー

ツを提供） 

 （※2）食料支援要請に対し、159,630点を提供済 

・１月 30日、新型コロナウイルスに関する東海農政局対策本部員等連絡会

議を開催し、情報共有及び体制構築を確認 

・２月１日、帰国邦人受入のための宿泊施設に当省職員を派遣 

・２月３日、新型コロナウイルスに関する九州農政局対策本部（以下、「九

州農政局対策本部」）を設置、開催 
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・２月５日、新型コロナウイルスに関連した感染症に対する農林水産省の

対応（取組）について省ホームページに掲載 

・２月６日、派遣要員のサポートのため、税務大学校（和光市）における

食事事情を調査 

・２月７日、政策金融機関等に対し、適時適切な貸出等、農林漁業者等の

実情に応じた十分な対応を行うこと等を内容とする配慮要請を実施 

・２月 18日、省対策本部（第２回）を開催し、大臣より退避邦人の方々や

クルーズ船から下船された方々に対する食事等の提供等について、引き

続き最大限の努力をすること等について指示 

・２月 18日、新型コロナウイルスに関する北海道農政事務所対策本部、新

型コロナウイルスに関する東北農政局対策本部、新型コロナウイルスに

関する関東農政局対策本部、新型コロナウイルスに関する北陸農政局対

策本部、新型コロナウイルスに関する東海農政局対策本部、新型コロナ

ウイルスに関する近畿農政局対策本部、新型コロナウイルスに関する中

国四国農政局対策本部、新型コロナウイルスに関する北海道森林管理局

対策本部、新型コロナウイルスに関する東北森林管理局対策本部、新型

コロナウイルスに関する関東森林管理局対策本部、新型コロナウイルス

に関する中部森林管理局対策本部、新型コロナウイルスに関する近畿中

国森林管理局対策本部、新型コロナウイルスに関する四国森林管理局対

策本部及び、新型コロナウイルスに関する九州森林管理局対策本部（以

下九州農政局対策本部を含めて「各地方農政局・地方森林管理局対策本

部」という。）を設置し、省対策本部（第２回）の開催を受け、各地方農

政局・地方森林管理局対策本部を順次開催 

・２月 19 日及び 20 日、所管する関係団体に対し、新型コロナウイルス感

染症対策（感染の拡大防止に向けた行動等の環境整備）について周知 

・２月 21日、新型コロナウイルス感染症対策のうち、省（各地方農政局・

地方森林管理局含む。）主催のイベント等（３月までに計画されているも

の。）について開催の要否を検討 

・２月 21日、新型コロナウイルス感染症対策に係る環境整備として、時差

出勤の導入及びテレワークの拡充について、本省及び地方局等職員を対

象に 25 日から実施することを決定し、各局庁及び各地方農政局等の所

管団体に対し周知 

・２月 25日、省対策本部（第３回）を開催し、大臣より本省で取り組んで

いるテレワークや時差出勤について、地方でも徹底すること等について

指示、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・２月 26 日、水産庁から自治体に対し、「水産業協同組合の通常総会の開



                        

148 
 

催時期について」を通知 

・２月 26日、新型コロナウイルス感染症対策（イベント開催の取扱い等の

環境整備）について、政府対策本部（第 14回）の総理発言を踏まえ、各

局庁及び各地方農政局等の所管団体に対しその趣旨について改めて周

知し、強力に呼びかけるよう通知 

・２月 26日、省内連絡会議において、イベント開催の取扱い及びマスク不

足により事業継続が困難と見込まれる物資の特定等について、対応とフ

ォローアップを確認 

・２月 27 日、水産庁から自治体に対し、「新型コロナウイルス感染症の影

響に対応した漁船保険事業の円滑な運営について」及び「新型コロナウ

イルス感染症の影響に対応した漁業共済事業及び漁業収入安定対策事

業の円滑な運営について」を通知 

・２月 28日、新型コロナウイルスに関する農林水産省関連の影響調査（農

林水産物、食品製造、流通業（外食・中食を含む）等において、関係業

界団体を通じた聞き取り調査）を実施 

・２月 28 日、林野庁は自治体に対し、「森林組合、生産森林組合及び森林

組合連合会の通常総会の開催時期について」を通知 

・３月２日、省対策本部（第４回）を開催し、大臣より引き続きテレワー

ク、時差出勤の実施について指示、消費者の皆様に対して冷静な購買活

動をお願い、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月２日、大臣官房参事官（経理）から工事発注部局に対し、「新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた農林水産省直轄工事及び業

務の一時中止措置等について」を通知 

・３月３日、消費・安全局が、消費者庁と連名で、各都道府県等に対し、

中国産輸入原材料の供給不足を受けた食品表示法の弾力的運用を通知。 

・３月３日、EPA協定に基づく関税割当申請書の郵送受付を可能に 

・３月４日、省対策本部（第５回）を開催し、大臣より消費者の皆様に対

して冷静な購買活動を改めてお願い、各地方農政局・地方森林管理局対

策本部も順次開催 

・３月４日、林野庁から自治体に対し、「新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止に向けた直轄工事、業務及び森林整備事業等の一時中止措置等

の解釈及び打合せ・検査の対応について」を通知 

・３月６日、省対策本部（第６回）を開催し、各地方農政局等の相談窓口

設置等を確認、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月６日、新型コロナウイルス感染症に係る農業者や食品事業者等から

の相談に適切に対応するため、各地方農政局等に相談窓口を設置 
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・３月８日、新型コロナウイルス対策に関する農林水産省北海道現地対策

本部を設置（本部長：伊東農林水産副大臣、副本部長：北海道農政事務

所長、本部員：本省から５名職員を派遣） 

・３月９日、省対策本部（第７回）を開催し、大臣より第２弾緊急対応策

とりまとめを指示、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月９日、消費・安全局が、消費者庁と連名で、各都道府県に対し、中

国産輸入原材料の供給不足を受けた米トレーサビリティ法の弾力的運

用を通知。 

・３月９日、食料産業局と政策統括官が連名で、各団体に対し、米トレー

サビリティ法の弾力的運用について周知する通知を発出 

・３月９日、伊東北海道現地対策本部長は、鈴木道知事及び農林漁業関係

者（ホクレン、JA北海道中央会等）と業務継続のためのガイドライン策

手について意見交換を実施 

・３月 13日、省対策本部（第８回）を開催し、農林水産省（食料産業局・

生産局・林野庁・水産庁）所管業界に対する新型コロナウイルス感染者

が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的なガイドラインを取

りまとめ、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月 13日、農林水産省（食料産業局・生産局・林野庁・水産庁）所管業

界に対する新型コロナウイルスの感染者発生時の対応、業務継続に係る

ガイドラインについて公表 

・３月 17日、一般関税割当てに基づく関税割当申請書について、郵送でも

受け付けることを可能に 

・３月 17日、EPA協定に基づく関税割当証明書について、郵送による交付

を可能に 

・３月 19日、省対策本部（第９回）を開催し、省内職員が新型コロナウイ

ルス感染症に罹患した場合等を想定した対応に関する農林水産省新型

インフルエンザ等対応業務継続計画の改正を決定、各地方農政局・地方

森林管理局対策本部も順次開催 

・３月 19日、省内職員が新型コロナウイルス感染症に罹患した場合等を想

定した対応について、農林水産省新型インフルエンザ等対応業務継続計

画の改正を実施 

・３月 23日、農林水産本省への来館者に対して、入館時の確認の強化措置

を実施 

・３月 25 日及び 26 日、東京都知事の外出自粛要請を受け、食料の安定供

給を図るため、所管団体に対して、円滑な食料供給を要請 

・３月 26日、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴う食料供給の影響
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を把握するため、小売店等における食料品の供給状況の調査を実施 

・３月 26 日、省対策本部（第 10 回）を開催し、大臣より国民の皆様に対

して落ち着いた購買行動をとっていただくよう重ねてお願い、各地方農

政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月 30 日、省対策本部（第 11 回）を開催し、大臣より基本的対処方針

に従って省の業務継続を考え、国民への食料の安定供給に全力を尽くす

よう指示、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・３月 31日、新型コロナウイルス感染症の影響に関する農林漁業者からの

ヒアリングを実施 

・４月６日、緊急事態宣言に伴う食品その他生活必需品の安定供給の確保

について、経済産業省と共同で関係団体に通知 

・４月６日、新型コロナウイルス感染症に伴う店舗での感染拡大予防の取

組について、関係団体に通知 

・４月６日、省対策本部（第 12回）を開催し、事務局機能の強化、積極的

な広報・情報発信の拡充及びテレワークの更なる推進を確認、各地方農

政局・地方森林管理局対策本部も順次開催 

・４月７日、緊急事態宣言を受け、大臣メッセージ「国民の皆様へ」を発

出 

・４月７日、緊急事態宣言対象区域の７都府県の都道府県対策本部に地方

農政局職員をリエゾンとして派遣 

・４月７日、緊急事態宣言対象区域の７都府県内の地方出先機関に、省現

地対策本部を設置 

・４月８日、基本的対処方針の改正について、関係団体に周知 

・４月８日、大臣官房参事官（経理）から工事発注部局に対し、「新型コロ

ナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた農林水産省直轄工事

及び業務の対応について」を通知 

・４月 10日、愛知県が緊急事態宣言、岐阜県が非常事態宣言を独自に発表

したことを受け、両県内の地方出先機関に省現地対策本部を設置 

・４月 10日、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた米トレーサビリテ

ィ法の弾力的運用について、消費者庁と連名で関係機関に通知  

・４月 10日、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた食品表示法に基づ

く食品表示基準の弾力的運用について、消費者庁及び厚生労働省と連名

で関係機関に通知 

・４月 13日、新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に

関して、関係団体代表者宛に農林水産大臣、厚生労働大臣、総務大臣、

法務大臣、文部科学大臣の連名による要請を実施 
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・４月 13 日、出勤者７割削減を実現するための在宅勤務の徹底等につい

て、関係団体に要請 

・４月 16日、緊急事態措置を実施すべき区域が７都府県から全都道府県に

拡大されたことを受け、40道府県内の地方出先機関に省現地対策本部を

設置 

・４月 17 日、省対策本部（第 13 回）を開催し、緊急事態宣言の対象区域

が全国に拡大して「新たなステージ」へ入ったこと、各地方自治体と連

携し、特にこの１週間は農林水産業等への影響や食料供給の状況を詳細

に把握することを指示、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次

開催 

・４月 24 日、「新型コロナウイルス感染症の影響を受ける農林漁業者・食

品関連事業者への支援策」について、農林水産省 HP で公表、農林漁業

者・食品関連事業者へ周知 

・４月 30日、令和２年度補正予算が成立し、農林水産業・食品産業に関す

るコロナ支援情報がすぐに探せるウェブサイトを正式にオープンし、プ

レスリリース 

・５月１日、省対策本部（第 14回）を開催し、補正予算の現場への周知徹

底と、職員においても、人との接触を８割減らし、新たな 10のポイント

を参考に、感染拡大防止に努めることについて確認、各地方農政局・地

方森林管理局対策本部も順次開催 

・５月４日、省対策本部（第 15回）を開催し、大臣より①テレワークの積

極的な推進等の感染拡大防止の取組の徹底、②農林水産業、食品関連産

業に対する事業継続の要請、③食品の価格と供給状況の把握、補正予算

の積極的な周知と早期執行について指示、各地方農政局・地方森林管理

局対策本部も順次開催 

・５月５日、新型コロナウイルス感染症対策に関する基本的対処方針等に

ついて、省内関係部局・関係団体に周知 

・５月 11日、基本的ガイドラインについて、「『新たな生活様式』の実践例」

や「相談・受診の目安」等を踏まえて改訂 

・５月 20日、高収益作物次期作支援交付金の第１回公募を開始 

・５月 26 日、省対策本部（第 16 回）を開催し、大臣より①第１次補正予

算の早期執行・第２次補正予算の確保、②食料品の供給状況等調査や国

民への情報発信、③テレワークの積極的な推進等の感染拡大防止の取組

の徹底について指示、各地方農政局・地方森林管理局対策本部も順次開

催 

・５月 29日、移行期間等における出張、会議・催物の取扱いについて、省
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内関係部局に周知 

・６月３日、第２次補正予算、第１次補正予算の運用改善等を踏まえた「新

型コロナウイルス感染症の影響を受ける農林漁業者・食品関連事業者へ

の支援策」について農林水産省 HPに公表、農林漁業者・食品関連事業者

へ周知 

・６月４日、令和２年度の熱中症予防行動を踏まえた基本的ガイドライン

の補足について、農業者、林業・木材産業関係者等に対して周知 

・６月 12 日、第２次補正予算の成立に伴い、「新型コロナウイルス感染症

の影響を受ける農林漁業者・食品関連事業者への支援策」について広報

用パンフレットを作成し、農林漁業者・食品関連事業者へ周知 

・６月 17 日、省対策本部（第 17 回）及び農林水産省緊急自然災害対策本

部を合同で開催し、大臣より①今回措置した支援策の迅速な執行、②新

しい生活様式の中で、感染防止の自覚を持つこと、③梅雨と台風の季節

を迎え、コロナ禍における災害発生への対応の準備について指示 

・６月 23 日、新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の導入につい

て、省内関係部局・関係団体に周知 

・６月 29日、経営継続補助金の第１回公募を開始 

・６月 30日、高収益作物次期作支援交付金の第２回公募を開始 

・７月９日、７月 10日以降における会議・催物（イベント等）の取扱いに

ついて、省内関係部局・関係団体に周知 

・７月 14日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた業種別ガ

イドラインの再徹底について、省内関係部局・関係団体に周知 

・７月 21日、当省主催の会議・催物（イベント等）の取扱い（7/21時点）

について、省内関係部局に周知 

・７月 21日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた業種別ガ

イドラインの改訂について、省内関係部局・関係団体に周知 

・７月 28日、８月１日以降における催物の開催制限等について、省内関係

部局・関係団体に周知 

・８月７日、お盆休みにおける帰省等のあり方について、関係団体に周知 

・８月 25日、９月１日以降における催物の開催制限等について、省内関係

部局・関係団体に周知 

・８月 31日、特措法に基づく要請・指示や感染拡大予防ガイドラインの遵

守促進について、省内関係部局・関係団体に周知 

・９月８日、Go To Eat キャンペーン事業について、新型コロナウイルス

感染症対策分科会の提言も踏まえ、参加飲食店が守るべき感染症対策を

決定 



                        

153 
 

・９月 11日、新型コロナウイルス感染症対策分科会において、Go To Eat

キャンペーン事業によるオンライン飲食予約に伴うポイント付与開始

について意見を求める 

・９月 14 日、11 月末までの催物の開催制限等について、省内関係部局・

関係団体に周知 

・９月 28 日、省対策本部（第 18 回）を開催し、大臣より①省内一体とな

り、また関係省庁との連携を密にして、これまで講じてきた支援策をし

っかりと現場に届けること、②引き続き新型コロナウイルスへの対策に

全力で取り組むこと、③職員一人一人において、テレワークや時差出勤

の活用、毎日の検温や手洗いの励行により、感染拡大防止に努めること

を指示 

・10月１日、Go To Eat キャンペーン事業（オンライン飲食予約によるポ

イント付与）開始 

・10月５日、Go To Eat キャンペーン事業（食事券）が、新潟県を皮切り

に開始（以後、各地域で順次開始）・10月 12 日、高収益作物次期作支援

交付金の運用を見直し（減収のあった品目を対象とし、減収額を超えな

い範囲で交付金を支払うこととする等） 

・10月 16日、経営継続補助金の第１回公募分の採択結果を公表 

・10月 19日、経営継続補助金の第２回公募を開始 

・10月 21日、高収益作物次期作支援交付金の第３回公募を開始 

・10 月 26 日、新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在

り方について、省内関係部局・関係団体に周知 

・10 月 30 日、高収益作物次期作支援交付金の運用見直しに伴う追加措置

の実施を公表（早期の投資により生産性向上等を目指す取組に対する追

加の支援措置） 

・11 月 12 日、寒冷な場面における感染防止対策の徹底等について、省内

関係部局・関係団体に周知 

・11 月 13 日、来年２月末までの催物の開催制限、イベント等における感

染拡大防止ガイドライン遵守徹底に向けた取組強化等について、省内関

係部局・関係団体に周知 

・11 月 16 日、年末年始の休暇取得促進について、事務次官より省内職員

に向けて指示 

・11月 16日、「Go To Eatキャンペーン事業」における感染拡大防止策の

強化について、お知らせ 

・11 月 16 日、Go To Eat キャンペーン事業の食事券やポイントの利用を

原則「４人以下の単位」での飲食とすることについて、都道府県に検討



                        

154 
 

を要請。 

・11 月 19 日、新型コロナウイルス感染症に関する職場における一層の対

策強化について、省内関係部局・関係団体に周知 

・11 月 20 日、Go To Eat キャンペーン事業について、11 月 21 日以降順

次、9 都道府県において食事券の利用、ポイントの付与・利用は、原則

として「4人以下の単位」での飲食とする対応を公表 

・11月 21日、省対策本部（第 19回）を開催し、大臣より、飲食店の皆様

に対して業種別ガイドラインの遵守を再度お願いするとともに、利用者

の皆様にも、改めて、基本的な感染防止対策を徹底することをお願い 

・11 月 21 日、新型コロナウイルス感染症に関する職場における一層の対

策強化に係る具体的取組について、省内職員に周知 

・11 月 24 日、新型コロナの感染リスクを高める「５つの場面」に気をつ

けるよう省公式 SNS（Facebook、Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・11 月 24 日、Go To Eat キャンペーン事業の食事券の新規発行の一時停

止及び食事券やポイントの利用を控える旨の利用者への呼びかけの実

施について、都道府県に検討を要請 

・11 月 26 日、感染拡大地域における催物の開催制限等について、省内関

係部局に周知 

・11 月 26 日、新型コロナウイルスの感染リスクを高める「５つの場面」

のうち、「飲酒を伴う懇親会等」に気をつけるよう省公式 SNS（Facebook、

Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・11 月 27 日、地域の感染状況を踏まえ、10 都道府県において食事券の新

規販売停止、４都道府県においてポイント及び既に発行された食事券の

利用抑制の呼び掛けをする旨公表 

・11 月 27 日、感染リスクが高まる「５つの場面」に注意し、感染リスク

を下げながら会食を楽しむ工夫について、省内の広報ツールを活用した

集中的な情報発信を省内に指示 

・11 月 27 日、新型コロナの感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫を

実践するよう省公式 SNS（Facebook、Twitter）及び MAFF アプリにて周

知 

・12月１日、新型コロナウイルスの感染リスクを高める「５つの場面」の

うち、「大人数や長時間におよぶ飲食」に気をつけるよう省公式 SNS

（Facebook、Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・12月２日、冬場における「換気の悪い密閉空間」を改善するための換気

の方法について、省内関係部局・関係団体に周知 

・12月２日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けたテレワー
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クの実施について省内関係部局・関係団体に周知 

・12月２日、おいしく、楽しく、安全に「外食するときのお願い」を省公

式 SNS（Facebook、Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・12月４日、新型コロナウイルスの感染リスクを高める「５つの場面」の

うち、「マスクなしでの会話」に気をつけるよう省公式 SNS（Facebook、

Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・12月７日、飲食店などにおける業種別ガイドラインの遵守徹底について、

省内関係部局・関係団体に周知 

・12月９日、新型コロナウイルスの感染リスクを高める「５つの場面」の

うち、「狭い空間での共同生活」に気をつけるよう省公式 SNS（Facebook、

Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・12 月 11 日、年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留

意事項について、省内関係部局・関係団体に周知 

・12 月 14 日、新型コロナウイルスの感染リスクを高める「５つの場面」

のうち、「居場所の切り替わり」に気をつけるよう省公式 SNS（Facebook、

Twitter）及び MAFFアプリにて周知 

・12 月 14 日、年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留

意事項について、省内職員に周知 

・12月 17日、政府系金融機関等に対し、「年末年始に向けた感染拡大防止

措置を踏まえた事業者等の資金繰り支援等について」を関係大臣の連名

にて要請 

・12月 24日、分科会提言を踏まえた催物の開催制限等の取扱いについて、

省内関係部局・関係団体に周知 

 

 

（16）経済産業省 

 ＜令和２年＞ 
・１月 24 日、所管する業界団体等に対し、「新型コロナウイルスに関連し

た感染症対策に関する対応について（内閣官房）」ポータルサイト設置に

ついて周知 

・1 月 26 日、所管する業界団体等に対し、「湖北省に在留している邦人の

みなさまへ（帰国希望者調査（その１））（外務省）」について周知 

・１月 27 日、所管する業界団体等に対し、「湖北省に在留している邦人の

みなさまへ（帰国希望者調査（その２））（外務省）」について周知 

・1月 27日、大臣より帰国希望調査について中小企業関係団体等に周知 

・1月 28日、厚労省と共同で関係団体に対し、マスクの安定供給等につい
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て協力を依頼 

・1月 29日、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、信用保証協会、商工

会議所、商工会連合会、中小企業団体中央会及びよろず支援拠点、並び

に全国商店街振興組合連合会、中小企業基盤整備機構及び各地方経済産

業局等に「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」を設置し、中小

企業・小規模事業者からの経営上の相談を受付開始 

・1月 31日、「経済産業省・新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置 

・2月 7日、関係省庁（内閣府、財務省、厚生労働省、農林水産省、中小企

業庁）においては、政府系金融機関等に対して、適時適切な貸出、返済

猶予等の既往債務の条件変更等、企業の実情に応じた十分な対応を行う

こと等の配慮要請。その際、日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公

庫に対しては、セーフティネット貸付を活用も、併せて要請 

・２月 14日から、経営基盤の弱い下請等中小企業に対する影響を最小限と

するため、大臣名で業界団体代表者に、不当な取引条件の押しつけがな

いよう、親事業者の必要な配慮等について要請開始。 

・２月 14日、新型コロナウイルス感染症の影響により、中小企業・小規模

事業者の経営に支障が生じる可能性を踏まえて、特別相談窓口を設置す

るよう日本政策金融公庫に対して要請を行い、日本政策金融公庫が新型

コロナウイルス感染症に関する特別相談窓口を開設し、セーフティネッ

ト貸付の要件を緩和し、支援対象を今後の影響が懸念される事業者にま

で拡大。 

・２月 14日、新型コロナウイルスの流行に伴う輸出入の遅延等が見込まれ

ることから、新たな特例措置も含め、貿易管理上の注意事項をまとめ、

プレスリリースを実施。 

・２月 20 日、一般社団法人日本自動車工業会（豊田章男会長）、一般社団

法人日本自動車部品工業会（岡野教忠会長）、経済産業省が共同で、自動

車サプライチェーンへの今後の影響拡大の可能性に備え、対応に万全を

期す観点から、自動車メーカー、部品メーカー、政府が連携し、業界大

の迅速な情報共有や必要となる対応策を検討する「新型コロナウイルス

対策検討自動車協議会」を立ち上げ。 

・２月 20 日、経済産業省の各関係課から関係業界団体及び法人等（計９

４８団体）に対し加盟各社へ、「従業員の方が休みやすい環境整備に向け

て（協力依頼）」を周知するよう依頼。 

・２月 26 日、経済産業大臣、厚生労働大臣及び国土交通大臣から、新型

コロナウイルスの感染拡大防止に向けた労使団体（日本経済団体連合会 

中西会長、日本商工会議所 三村会頭、経済同友会 櫻田代表幹事、日
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本労働組合総連合会 神津会長）への協力要請等（テレワーク・時差通

勤等）を実施。 

・２月 28日、影響を受けている中小企業者への資金繰り支援措置として、

セーフティネット保証 4 号を発動することを決定。指定地域は 47 都道

府県。 

・２月 28 日、日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫、商工組合中央

金庫、信用保証協会、商工会議所、商工会連合会、中小企業基盤整備機

構、よろず支援拠点、中小企業庁及び地方経済産業局等における土・日

の中小企業・小規模事業者からの経営上の相談体制を整備。 

・３月２日、株式会社日本貿易保険において、貿易保険の手続きの期限猶

予等の対応を発表。 

・３月５日、新型コロナウイルスの流行に伴う輸出入の遅延等が見込まれ

ることから、新たな特例措置も含め、貿易管理上の注意事項をとりまと

めプレスリリース。 

・３月６日、影響を受けている中小企業者への資金繰り支援措置として、

セーフティネット保証 5 号を発動することを決定。緊急的に 40 業種を

指定。 

・３月 9日、内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、総務省、及び経済

産業省は、産業界や Civic Tech 団体と協力し、新型コロナウイルス感

染症対策に対応した企業による支援情報等のデータを標準化し、公開す

る「#民間支援情報ナビ」プロジェクトを開始。 

・３月 10日、新型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・

フリーランスと取引を行う発注事業者に対して、取引上の適切な配慮を

行うよう、厚生労働大臣、公正取引委員会委員長と連名で関係団体を通

じ、要請 

・３月 10 日、影響を受けやすい下請等中小企業との取引において、納期

遅れの対応や迅速・柔軟な支払いなど、一層の配慮を講じていただくよ

う、関係団体（1,142 団体）を通じ、大臣名で業界団体代表者を通じ、

親事業者に要請開始。 

・３月 10 日、国民生活安定緊急措置法に基づくマスクの転売規制を実施

するため、関連政令を閣議決定。3/15施行。 

・３月 11 日、午前 9 時から、日本政策金融公庫、信用保証協会、商工会

議所等に開設している「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」に

加え、中小企業向け対応策の内容や資金繰りに関する相談に対応する

「中小企業金融相談窓口」を設置 

・３月 11 日、既に実施したセーフティネット保証に加えて、危機関連保
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証を初めて発動。また、セーフティネット保証 5号の対象となる業種に

ついて、316業種を対象に追加指定。 

・３月 12 日、総務省、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省では、テ

レワークの導入推進に向け、新型コロナウイルス感染症対策に対応する

関係施策や、情報通信関連企業が実施している支援活動に係る情報を集

約し、発信を開始。 

・３月 12 日、総務省、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省では、テ

レワークの導入推進に向け、新型コロナウイルス感染症対策に対応する

関係施策や、情報通信関連企業が実施している支援活動に係る情報を集

約し、発信を開始。 

・３月 13日、新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、2020 年度卒

業・修了予定者等の就職・採用活動及び 2019年度卒業・修了予定等の内

定者への特段の配慮を行うよう、内閣官房、文部科学省、厚生労働省と

連名で関係団体に要請。 

・３月 17 日、新型コロナウイルス感染症の影響で講習等が受講できない

方など向けに受講期限等の延長措置を実施。 

ガス消費機器設

置監督者 

講習を受けなければならない期間が令和２年３月 31 日

に終了する方は、期間が１年間延長 

（特監法施行規則第 9条） 

充てん作業者 

、液化石油ガス

設備士 

講習を受けなければならない期間が令和２年３月 31 日

に終了する方は、期間が 1年間延長 

（液石法施行規則第 74条第 2項～第 4項、第 109条） 

業務主任者 講習を受けさせなければならない期間が令和２年３月３

１日に終了する場合は、期間が 1年間延長。 

なお、選任した日から６月以内に講習を受けさせなけれ

ばならない場合であって、その期間が令和２年２月１日

から６月３０日までの間に終了する場合は、期間が６月

延長 

（液石法施行規則第 23条） 

保安係員、保安

主任者 

講習を受けさせなければならない期間が令和２年３月

31日に終了する場合は、期間が 1年間延長。 

なお、選任した日から６月以内に講習を受けさせなけれ

ばならない場合であって、その期間が令和２年２月１日

から６月３０日までの間に終了する場合は、期間が６月

延長 

（高圧ガス保安法 液石則第 66 条、一般則第 68 条、コ



                        

159 
 

ンビ則第 27条関係） 

保安企画推進員 講習を受けさせなければならない期間が、選任後最初の

講習は６月、二回目以降の講習は 1年、延長 

（高圧ガス保安法液石則第 66 条、一般則第 68 条、コン

ビ則第 27条） 

中小企業診断士 令和 2 年 2 月 1 日から同年 4 月 30 日までの間に新規登

録、更新登録の申請が必要な方は、有効期間を 6 ヶ月間

延長 

令和 2 年 3 月 31 日までの間に養成課程の受講が必要な

方は、有効期間を 1年間延長 

 

・３月 18 日、新型コロナウイルス感染症に伴う株主総会開催に関するお

問い合わせについての回答ページを HPに掲載。 

・３月 19日、3月 10日に公表した第 2弾の緊急対応策に盛り込まれた商

工中金による危機対応業務（商工中金の全国約 100支店において、中小・

小規模事業者に対する実質無利子貸付の相談）を開始。 

・３月 19 日、厚生労働省及び経済産業省は、新型コロナウイルス感染症

対策に対応する布製マスクの洗い方動画を作成し、公表。 

・３月 19日、「生活不安に対応するための緊急措置」（令和 2年 3 月 18日 

新型コロナウイルス感染症対策本部）を踏まえ、電気・ガス事業者に対

し、支払いの猶予等、迅速かつ柔軟な対応を要請。 

・３月 19 日、YOUTUBE の metichannel に、布マスクの洗い方の動画を掲

載。 

・３月 23 日、内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、総務省及び経済

産業省にて、新型コロナウイルス感染症対策として各府省及び地方公共

団体等が、事業者向けに提供する各種支援情報を一元的に検索可能な検

索サービスを提供開始。国が提供する支援制度から順次情報を登録開始

し、準備が整い次第、順次、地方公共団体の支援制度まで対象を広げる

予定。 

・３月 23日、新型コロナウイルス感染症の影響により、全国の中小企業・

小規模事業者の資金繰りが逼迫していることを踏まえ、セーフティネッ

ト保証 5 号の指定業種については、令和元年度第 4 四半期において、2

回にわたり業種見直しを行い、計 356業種を追加し、現在 508業種を対

象とした。今般、業種別の業況を踏まえ、令和 2年度第 1四半期の対象

業種として 587業種を指定。 

・３月 23 日、YOUTUBE の metichannel に、子ども向けの新型コロナウイ



                        

160 
 

ルス感染症対策の動画を掲載。 

・３月 24 日、厚生労働省及び経済産業省、消費者庁、文部科学省にて、

新型コロナウイルス感染症対策についてわかりやすく紹介する動画を

作成し、公表。手洗い、普段の健康管理、部屋の換気、マスクの自作を

含む咳エチケットなど、国民一人ひとりができる新型コロナウイルス感

染症対策を主に子供向けに紹介。 

・３月 24 日、ガス料金について、その支払いが困難な事情がある者に対

しては、その置かれた状況に配慮し、料金の支払期限を延長する特例措

置の認可を実施。 

・３月 31 日、新型コロナウイルスの検出を迅速に行う検査機器を、全国

16 カ所の医療機関に配備。3 月 10 日に決定された予備費を活用し、現

場での実効性や操作性の確認を行い、実利用の向け進めているところ。 

・経済産業省・内閣官房（情報通信技術（IT）総合戦略室・新型コロナウ

イルス感染症対策推進室）・総務省・厚生労働省にて、地域での人流把握

やクラスター早期発見等の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

に資する統計データ等の提供について、プラットフォーム事業者・移動

通信事業者等に要請。 

・４月２日、法務省とともに、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点

から、株主総会の運営上想定される事項についての考え方をまとめ、公

表。 

・４月７日、政府より緊急事態宣言が発令されたことを踏まえ、電気・ガ

ス事業者に対し、料金支払いの猶予等、柔軟な対応を行うことを改めて

要請。 

・４月８日、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、同感染症の影響を

受ける業種に属する中小企業者の業況が悪化していることを踏まえ、中

小企業者の資金繰り支援措置として、セーフティネット保証 5号の対象

業種の追加指定を行うことを決定。この措置により、一般保証と別枠の

保証が利用可能に。 

・４月８日、令和 2年度補正予算案の閣議決定を受け、これまでの資金繰

りに関する相談に加え、「中小企業 金融・給付金相談窓口」において給

付金関係の相談を受付け開始。 

・４月８日、新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定に基づき、新型

コロナウイルス感染症に関する新型インフルエンザ等緊急事態宣言が

発令されたことを踏まえ、電気事業者及びガス事業者である指定公共機

関及び指定地方公共機関等に対して、改めて、電気及びガスの安定的な

供給及び現場の安全の確保に万全を期すことを要請。 



                        

161 
 

・４月 10 日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に関し、産業保

安規制の一部（定期保安検査等）について安全確保を前提としつつ柔軟

な対応ができるよう、各関係法令において検査・点検期限の延長等を可

能とする制度改正を実施。 

・４月 13 日、新型コロナウイルス感染症による経済全般への甚大な影響

踏まえ、雇用維持等に関して適切な配慮を行うよう、厚生労働大臣、総

務大臣、法務大臣、文部科学大臣と連名で、関係団体に対して要請。 

・４月 13 日、梶山経済産業大臣が、新型コロナウイルスの感染症拡大防

止の観点から、日本商工会議所等の中小企業団体の長に対して、在宅勤

務等の対応を進めていただくことを要請。経済産業省では、所管の 948

団体に対して、同様の要請を行うとともに、特に取引先等の出勤につい

ても配慮するよう要請。 

・４月 15日、（独）製品評価技術基盤機構は、台所用洗剤等を用いた消毒

方法について、新型コロナウイルスに対する有効性評価を開始。 

・４月 16日、4月 12日より LINE公式アカウント「経済産業省 新型コロ

ナ 事業者サポート」を開設。友だち登録をしていただくことで、アプリ

内で支援メニュー検索機能を利用でき、さらに経済産業省が発信、新型

コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様向けの支援メニュ

ーに関する新着情報を随時受け取ることが可能。 

・４月 16 日、経済産業省、農林水産省、消費者庁と公益財団法人流通経

済研究所が連携し、店舗における感染拡大防止のための取組の好事例を

収集し、発信するため、Webサイトを開設。 

・４月 17 日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、医療現

場で不足している医療用ガウン（アイソレーションガウン）の製造につ

いて、これまで製造経験のない国内縫製事業者等が生産に着手できるよ

う、帝人フロンティア株式会社に型紙データの無償公開を依頼し、提供

されることに。 

・４月 17 日、梶山経済産業大臣は、ASEAN 議長国であるベトナムのチャ

ン・トゥアン・アイン商工大臣との間で電話会談を実施。緊密な経済関

係を築いてきた日 ASEANが、新型コロナウイルス感染拡大の難局を乗り

越え、危機に強い経済を構築するため、両閣僚は「経済強靱性に関する

日 ASEAN共同イニシアティブ」の発出に合意。 

・４月 24 日、中小企業庁では、新型コロナウイルス感染症の影響で足下

の経営課題でお困りの事業者の皆様に、事業や雇用の維持のため、新た

な給付金制度の創設をはじめとする、各種支援制度をわかりやすく紹介

したリーフレットを作成。 
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・４月 24 日、梶山経済産業大臣兼ロシア経済分野協力担当大臣とレシェ

トニコフ経済発展大臣が TV 会談を実施し、新型コロナウイルス感染症

対策における、迅速検査キットを含む日露協力の可能性について議論し、

8 項目の「協力プラン」の医療分野の中に位置付けた上で、更なる協力

を拡大していくことで一致。 

・４月 24 日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、中小企業者

の資金繰り支援措置の対象事業者を拡大する方針です。具体的には、セ

ーフティネット保証 5号の対象業種を全業種とし、また、政府系金融機

関・信用保証協会が融資や保証の対象外となっている業種について見直

しを行う方針。 

・４月 24 日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施。 

・４月 27日、「持続化給付金」について、申請要領等の速報版を公表。 な

お、補正予算成立後速やかに、確定版を公表予定。 

・４月 28 日、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、エネルギー

の使用の合理化等に関する法律（以下「省エネ法」という。）に係る令和

2年度の書類の提出期限の延長等を措置。 

・５月１日、持続化給付金の申請受付を開始。 

・５月１日、民間金融機関での実質無利子・無担保融資を開始。 

・５月８日、持続化給付金の支給額の算定方式を変更し、10 万円未満の

額についても追加的に支給を開始。 

・５月 12日より順次、全国に持続化給付金の申請サポート会場を開設。 

・５月 13 日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施（合計３ヵ月の繰り延べ）。 

・５月 22日、（独）製品評価技術基盤機構で行っている消毒方法の有効性

評価について、第 3回検討委員会が開催され、複数の界面活性剤が新型

コロナウイルスに対して有効と発表。 

・５月 22 日、国民生活安定緊急措置法に基づく消毒等用アルコールの転

売規制を実現するため、関連政令を閣議決定、５月 26日施行。 

・５月 29日、（独）製品評価技術基盤機構で行っている消毒方法の有効性

評価について、第 4回検討委員会が開催され、新たに 2種類の界面活性

剤が、新型コロナウイルスに対して有効と発表。 

・６月８日、持続化給付金の申請サポートについて、全国の商工会、商工

会議所において、専門の相談員を配置し、各種相談対応を強化。 
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・６月 24 日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施（合計４ヵ月の繰り延べ）。 

・６月 26日、（独）製品評価技術基盤機構で行っている消毒方法の有効性

評価について、第 5回検討委員会（最終回）が開催され、新型コロナウ

イルスに対して有効な消毒物資（一部の界面活性剤及び次亜塩素酸水）

をとりまとめ。 

・７月 14日、家賃支援給付金申請受付開始。 

・７月 17 日、サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金

の先行審査分採択事業が決定。 

・７月 20 日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施（合計５ヵ月の繰り延べ）。 

・８月４日、家賃支援給付金支給開始。 

・８月６日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔軟

な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を延

長するための認可を実施。 

・８月７日、ビジネス渡航に係る新型コロナウイルス陰性検査を行う医療

機関の一次募集の結果を公表。 

・８月 31日、本館 1階ロビーにて、トイレットペーパーの備蓄推進に関

するパネル展示。 

・９月１日、ビジネス渡航に係る新型コロナウイルス陰性検査を行う医療

機関の二次募集の結果を公表。 

・９月１日、持続化給付金新事務局が申請受付を開始。 

・９月２日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔軟

な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を延

長するための認可を実施。 

・９月４日、「海外渡航者新型コロナウイルス検査センター（TeCOT」をウ

ェブサイト上に設けるにあたり、検査証明を発行できる医療機関につい

て、正式登録申請の受付を開始。 

・10月１日、海外渡航者新型コロナウイルス検査センター（TeCOT）の運

用を開始。 

・10月２日、Go To商店街事業の実施事業者の先行募集を開始。 

・10月８日、海外渡航者新型コロナウイルス検査センター（TeCOT）が本

格稼働。 

・10月 14日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔
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軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施。 

・11月２日、「海外渡航者新型コロナウイルス検査センター（TeCOT）」に

ついて、短期出張からの帰国・再入国後に検査を受ける場合にも TeCOT

を利用することできるように運用変更。 

・11月 18日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施。 

・11月 20日、サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金

に関し、令和 2年 7月 22日まで公募を行い、146件の事業を採択。 

・11 月 25 日、「海外渡航者新型コロナウイルス検査センター（TeCOT）」

で、旅行業者等が TeCOTを利用してビジネス渡航者のために医療機関を

予約することが可能に運用変更。 

・11月 27日、持続化給付金審査等事務事業の委託先であるデロイトトー

マツファイナンシャルアドバイザリー合同会社から中小企業庁に対し

て、一部の申請者においては、給付要件を満たしていないにも関わらず

給付が行われた事例（536件）が確認されたという報告が有った旨公表。 

・12月 21日、電気事業者・ガス事業者による料金の支払いの猶予等の柔

軟な対応を図るべく、託送供給約款等について、講じていた特例措置を

延長するための認可を実施。 

・12月 21日、新型コロナウイルス感染症流行に際して、医療物質の緊急

増産を行い、需要の改善を通じて国民生活の安定に大きく貢献した 299

の企業・団体に対して、梶山経済産業大臣から感謝状を授与。 

 

 

（17）国土交通省 

 ＜令和２年＞ 
・１月16 日、海事局、港湾局、航空局、観光庁から、業界団体等に対

し、感染対策に係る水際対策の徹底について協力要請を発出 

・１月20 日、航空局から、武漢市からの直行便を就航する航空会社に対

し、機内アナウンスの実施について協力要請を発出 

・１月21 日、関係閣僚会議後、直ちに国土交通省幹部会議を開催し、国

土交通大臣から関係局に対して、迅速かつ的確な情報提供、水際対策

の徹底等について指示を発出 

・１月21 日、海事局、港湾局、航空局、観光庁から、業界団体等に対

し、感染対策に係る水際対策の徹底について協力要請を発出 
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・１月21 日、自動車局から、業界団体に対し、感染対策に係る要請を発

出 

・１月22 日、観光庁から、JNTO認定観光案内所に対し、感染対策に係る

協力要請を発出 

・１月22 日、航空局から、武漢市からに加え、上海市からの直行便を就

航する航空会社に対し、機内アナウンスの実施と「質問表」及び「健

康カード」の配布について協力要請を発出 

・１月22 日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、感染対策を周知 

・１月23 日、航空局から、中華人民共和国から本邦到着便を就航する航

空会社に対し、機内アナウンスの実施と「健康カード」の配布につい

て協力要請を発出 

・１月23 日、観光庁から、業界団体等に対し、感染対策に係る水際対策

の徹底について協力要請を発出 

・１月24 日、関係閣僚会議後、国土交通省幹部会議を開催し、国土交通

大臣から関係局に対して、迅速かつ的確な情報提供の継続、航空機

内・船内における「健康カード」、アナウンスの中国全便への拡大な

どの一層の水際対策への協力、入国後に発症した外国人旅行者の医療

機関受診についての宿泊施設への周知、空港・港湾職員の感染予防対

策及びこれらの措置の確実な実施に向けた状況把握について指示を発

出 

・１月24 日、海事局から、業界団体、外国のクルーズ客船会社の日本代

理店等に対し、中華人民共和国発着の外航客船、クルーズ客船におけ

る船内アナウンスの実施と「健康カード」の配布について協力要請を

発出するとともに、各船舶での対応状況を個別に確認する取組を開始 

・１月24日、港湾局から、港湾管理者及び業界団体に対し、検疫所との

連携及び感染対策に係る協力要請を発出するとともに、厚生労働省に

対し、クルーズ船の入港予定情報を提供 

・１月24 日、航空局から、業界団体に対し、感染対策に係る協力要請を

発出 

・１月24 日、観光庁から、宿泊業関係団体、都道府県等の住宅宿泊事業

者主管部局、観光案内所、観光協会、中国人の訪日観光を取り扱う旅

行会社に対し、体調不良が認められる観光客の医療機関受診の勧奨、

医療機関の紹介及び従業員等の感染対策に係る協力要請を発出 

・１月24 日、観光庁から、旅行業協会に対し、外務省が湖北省全域の感

染症危険情報をレベル3に引き上げたことを受け、ツアーの企画・催行

について中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請を発出 
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・1月27日、港湾局から、港湾管理者に対し、CIQ官署等も含めた既存の

関係機関会議を活用した情報共有等の実施に係る協力要請を発出する

とともに、関係省庁等に対し、春節期間中のクルーズ船の寄港状況に

係る情報を提供 

・1月27日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、新型コロナウイルスに

関する対策ポイント、症状が発現した場合の行動等、宿泊者への情報

提供のためのチラシの配布を要請 

・1月28日、観光庁から、民泊仲介業者に対し、新型コロナウイルスに関

する対策ポイント、症状が発現した場合の行動等、宿泊者への情報提

供のための多言語チラシの配布を要請 

・1月28日、観光庁HPに、官邸HPの感染対策特集ページのリンクを貼ると

ともに観光庁ツイッターにも掲載 

・1月28日、自動車局から、バス・タクシー団体に対し、感染対策に係る

更なる周知徹底を図るとともに、従業員に感染が確認された場合に国

土交通省に報告するよう要請 

・1月29日、海事局から、業界団体等に対し、国内でのまん延防止のため

の措置の徹底を要請する文書を発出 

・1月29日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、改めて感染対策に係る周

知徹底を図るとともに、従業員に感染が確認された場合に報告するよ

う要請 

・1月29日、観光庁から、中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社に対し、

ツアー参加者の健康状態のチェックや発熱等の症状が出た場合の連

絡・相談先の周知を実施 

・1月29日、観光庁から、都道府県等の住宅宿泊事業者主管部局に対し、

新型コロナウイルスに関する対策ポイント、症状が発現した場合の行

動等、宿泊者への情報提供のための多言語チラシの配布を要請 

・1月29日、道路局が帰国邦人の羽田空港から千葉県勝浦の施設までの移

送にあたり、NEXCO東日本等の調整を行い、圏央道高滝湖SAをトイレ休

憩施設等として確保し、搬送を支援 

・1月30日、自動車局から、業界団体に対し、バス内におけるヒトからヒ

トへの感染が疑われる事案が発生したことに伴い、再度、感染を予防

するため、マスクの着用、咳エチケット、手洗い等の対策の更なる徹

底を要請 

・1月30日、航空局から、業界団体に対し、空港職員等の感染予防対策の

徹底を要請 

・1月30日、観光庁から、中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社に対し、
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バスの運転手・ガイド含むスタッフの健康状態のチェック、感染症対

策等の徹底について協力を要請。また、旅行業協会等に対し、旅行者

や添乗員等への適切な情報提供、発症が認められた場合における医療

機関の受診の勧奨、医療機関の紹介等の支援、添乗員等に対するマス

クの着用、手洗い及び消毒などの感染症対策にかかる周知を要請 

・１月30 日、水管理・国土保全局から、国土交通省所管ダム管理者等に

対して、感染予防対策を要請 

・1月30日、港湾局から、港湾管理者や関係団体等に対し、国際埠頭の従

業員等の感染予防対策の徹底を要請 

・1月30日、大臣官房人事課から、国土交通大学校柏研修センターに対

し、帰国邦人の受入れ態勢を検討するよう指示 

・1月31日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対して、マスクの着用等の感染

予防対策の実施と従業員に新型コロナウイルスの感染が確認された場

合は、速やかに各運輸局に報告するよう要請 

・1月31日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対して、訪日外国人旅行者向け

コールセンター等の周知への協力を依頼 

・1月31日、港湾局から、港湾管理者や関係団体等に対し、出入国管理及

び難民認定法第5条第1項第14号の適用にかかる閣議了解を周知 

・1月31日、港湾局から、港湾管理者に対し、国際旅客船ターミナルにお

ける、訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を協力要請 

・1月31日、海事局から、海事関係団体等に対し、出入国管理及び難民認

定法第5条第1項第14号の適用にかかる閣議了解を周知 

・1月31日、海事局から、業界団体等に対し、国際旅客船ターミナルにお

ける、訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を協力要請 

・1月31日、観光庁から、中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社に対し、

出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の適用にかかる閣議了解

を周知 

・1月31日、観光庁から、日本政府観光局（JNTO）に対し、出入国管理及

び難民認定法第5条第1項第14号の適用にかかる閣議了解の周知を協力

要請 

・1月31日、観光庁から、宿泊業関係団体、旅行業協会に対し、訪日外国

人旅行者向けコールセンター等の周知を協力要請 

・１月31日、観光庁から、旅行業協会に対し、外務省が湖北省以外の中

国全域の感染症危険情報をレベル2に引き上げたことを受け、ツアーの

企画・催行について中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請

を発出 
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・１月31日、観光庁は、感染症等を起因とした外国人観光客の減少等、

経営環境の変化に直面している宿泊事業者等からの相談や要望にきめ

細やかに対応するため、地方運輸局等内に特別相談窓口を設置 

・1月31日、道路局から、各地方支分部局及び高速道路会社に対し、道の

駅、バスタ、高速道路のSA・PA等不特定多数の人が集まる場所におけ

る通常の感染症対策及びJNTOの訪日外国人旅行者向けコールセンター

設置の周知等の事務連絡を発出 

・1月31日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し

て、感染予防対策等を要請 

・1月31日、国土地理院内の一般見学施設である「地図と測量の科学館」

において、職員や一般利用者への感染予防策（マスク着用、手洗い励

行）の徹底及び不測の事態が発生した場合の連絡体制を確認済み 

・2月1日、ホテル三日月（勝浦市）に退避邦人（政府対応ユニット）対

応のため、国土交通省より5名を派遣 

・2月1日、観光庁から、都道府県等の住宅宿泊事業者主管部局、民泊仲

介業者に対し、訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を協力

要請 

・2月1日、観光庁から、民泊制度ポータルサイトに訪日外国人旅行者向

けコールセンター連絡先等を掲載し周知 

・2月1日、水管理・国土保全局から、人が多く集まる施設（交流館、資

料館等）に対し、訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を要

請 

・2月1日、道路局が帰国邦人の千葉県勝浦の施設から和光市への移送に

あたり、トイレ休憩施設として千葉国道事務所のトイレを提供し、移

送を支援 

・2月2日、海事局から、業界団体等に対し、国内でのまん延防止のため

の措置の再徹底を要請する文書を発出 

・2月3日、自動車局から、業界団体に対し、車内、営業所やバスターミ

ナル等におけるチラシの掲示・配布等による、訪日外国人旅行者向け

コールセンター等の周知を協力要請 

・2月3日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、感染症

予防対策及び訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を要請 

・2月3日、観光庁から中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社、観光協会

に対し、訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知を協力要請 

・2月3日、海事局から、旅客船関係の業界団体等に対し、従業員が感染

した際の報告を要請する文書を発出 
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・2月3日、航空局から、中華人民共和国から本邦到着便を就航する航空

会社に対し、機内アナウンスの実施と「健康カード」及び「質問票」

の配布について協力要請を発出 

・2月3日、都市局から、国営公園に対し、感染予防対策の周知徹底等に

ついて要請を発出するとともに、都市公園を管理する地方公共団体に

対しても同様の取組を行うよう協力依頼 

・2月3日、クルーズ船・ダイヤモンドプリンセス号に係る検疫錨地の確

保について、港湾局が横浜市と調整 

・2月4日、都市局から、自治体を通じて地下街管理会社等に対し、感染

予防対策の周知徹底等について協力依頼 

・2月5日、観光庁から、宿泊業関係団体、都道府県等の住宅宿泊事業者

主管部局、民泊仲介業者、中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社に対

し、新型コロナウイルス対策チラシ（内閣広報室制作）の周知を依頼 

・2月5日、観光庁から、都道府県等の住宅宿泊事業者主管部局、民泊仲

介業者に対し、「旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染

症への対応について（厚生労働省通知）」を配布することで、新型コ

ロナウイルス対策のために事業者が日頃留意すべき事項、新型コロナ

ウイルスへの感染が疑われる宿泊者が発生した場合の対応方法、感染

が疑われる宿泊者に接触対応した場合等の従業員の対策を周知 

・2月5日、海事局から、業界団体に対し、船員に対する感染防止対策の

充実について要請 

・2月5日、海事局から、業界団体等に対し、出入国管理及び難民認定法

第5条第1項第14号の適用を受けた外航船舶運航事業者における対応に

ついて協力要請 

・2月5日、海事局から、旅客船関係の業界団体等に対し、旅客が感染し

た際の報告を要請 

・2月6日、港湾局から、港湾管理者に対し、出入国管理及び難民認定法

第5条第1項第14号の適用にかかる2/6付け閣議了解を周知・要請 

・2月6日より、乗客の下船オペレーションに係るプレハブ施設管理や案

内誘導等、及びリエゾン業務のため、横浜港大黒ふ頭に関東地方整備

局職員を派遣 

・2月6日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、「旅館等の宿泊施設に

おける新型コロナウイルス感染症への対応について（厚生労働省通

知）」の周知を依頼 

・2月7日、自動車局から、バス・タクシー・トラックなどの関係業界団

体に対し、厚労省が作成した感染症対策のチラシを、営業所、車内、
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バスターミナル等に掲示することにより、利用者に対する感染症対策

の周知を協力要請。 

・2月7日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、政府の作成した感染症対

策のチラシを、職場や駅構内等に掲示することにより、従業員及び利

用者に対する感染症対策の周知への協力を要請 

・2月7日、都市局から、国営公園に対し、首相官邸ホームページの周知

及び感染症対策の徹底について要請を発出するとともに、都市公園を

管理する地方公共団体に対しても同様の取組を行うよう協力依頼 

・2月7日、航空局から、業界団体等に対し、首相官邸ホームページの周

知及び感染症対策の徹底について協力を要請 

・2月8日より、船会社と政府関係者との連絡調整等のため、クルーズ会

社に国土交通省職員を派遣 

・2月10日、都市局から、自治体を通じて地下街管理会社等に対し、厚労

省が作成した感染症対策のチラシの掲示等による感染症対策の周知を

協力依頼 

・2月10日、道路局より帰国邦人のバス輸送を担う会社に対し、首都高速

道路高架下駐車場の空き状況を情報提供 

・2月12日、海事局から、海事関係団体等に対し、出入国管理及び難民認

定法第5条第1項第14号の適用にかかる2/12付け閣議了解を周知・要請 

・2月12日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感

染症に係る予防・まん延防止の再徹底（啓発ポスター及び健康カード

の更新、関係機関からの最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）

について協力を要請 

・2月12日、観光庁から、中国人の訪日観光を取り扱う旅行会社、日本政

府観光局（JNTO）に対し、出入国管理及び難民認定法第５条第１項第

14号の適用にかかる閣議了解の周知を協力要請 

・2月12日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が中国からの早期

の一時帰国や中国への渡航延期の検討のスポット情報を発出したこと

を受け、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行についても中止するこ

とを念頭に慎重な判断を行うよう要請を発出 

・2月12日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、新幹線駅・主要な在来線

駅の構内における消毒液の設置をはじめとした利用者の感染症対策を

要請 

・2月12日、港湾局から、港湾管理者に対し、出入国管理及び難民認定法

第５条第１項第14号の適用にかかる2/12付け閣議了解を周知・要請 

・2月12日、航空局から、関係事業者等へ新型コロナウイルスに関連した
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感染症対策の徹底（出入国管理及び難民認定法に基づく措置、機内ア

ナウンスの実施、健康カード及び質問票の配布、検疫当局への協力、

従業員等の感染予防対策、利用者の感染拡大防止、関係機関からの最

新情報の入手）に関する協力要請を発出 

・2月13日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、人が多

く集まる施設への消毒液の設置等の感染症予防対策を要請 

・2月13日、都市局から、国営公園に対し、消毒液の設置等、利用者の感

染拡大防止に万全を期すよう要請を発出するとともに、都市公園を管

理する地方公共団体に対しても同様の取組を行うよう協力依頼 

・2月13日、都市局から、自治体を通じて地下街管理会社等に対し、地下

街における消毒液の設置等による利用者の感染症対策を協力依頼 

・2月13日、住宅局から、地方公共団体、（独）都市再生機構、業界団体

等に対し、公営住宅等の入居者やビルの利用者等に対する首相官邸ホ

ームページの周知及び感染症対策の注意喚起について、協力を要請 

・2月13日、土地・建設産業局から、建設業関係団体等に対し、不特定の

人や職員が訪れる施設、営業所、事業所、工事現場、寮等における消

毒液設置等の感染症予防対策を要請 

・2月13日、自動車局から、バスの関係業界団体に対し、不特定多数の者

が集まる施設等における、アルコール消毒液の設置をはじめとした利

用者に係る感染症対策を要請 

・2月13日、自動車局から、バス・タクシーの関係業界団体に対し、再

度、感染を予防するため、マスクの着用、咳エチケット、手洗い等の

対策の更なる徹底、利用者に対する感染症対策の周知を要請 

・2月13日、海事局から、海事関係事業者団体に対し、人が多く集まる場

所への消毒液の設置等の感染症予防対策を要請 

・2月13日、観光庁から、宿泊業関係団体、都道府県等の住宅宿泊事業者

主管部局、民泊仲介業者、観光案内所、観光協会、日本政府観光局

（JNTO）、旅行業協会に対し、不特定多数の者が集まる施設等におけ

る、アルコール消毒液の設置をはじめとした利用者に係る感染症対策

を要請 

・2月13日、道路局から各地方支分部局及び各高速道路会社に対し、道の

駅、高速道路のSA・PA、バスタ等、不特定多数の人が集まる場所にお

ける消毒液設置等の感染症予防対策の実施について事務連絡を発出 

・2月13日、道路局から各地方支分部局及び各高速道路会社に対し、道の

駅、高速道路のSA・PA、バスタ等、不特定多数の人が集まる場所にお

ける消毒液設置等の感染症予防対策の実施について事務連絡を発出 
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・2月14日、土地・建設産業局から、不動産業関係団体等に対し、不特定

の人や職員が訪れる施設、営業所、事業所、寮等における消毒液設置

等の感染症予防対策を要請 

・2月14日、住宅局から、業界団体等に対し、賃貸住宅の入居者に対する

首相官邸ホームページの周知及び感染症対策の注意喚起について、協

力を要請 

・2月14日、住宅局及び厚生労働省から、各都道府県、業界団体等に対

し、サービス付き高齢者向け住宅の入居者や職員に対する首相官邸ホ

ームページの周知及び感染症対策の注意喚起について、協力を要請 

・2月14日、海事局から、内航旅客船事業者団体に対し、船内での飲食を

行う旅客船等について、まん延防止等の対策を徹底するよう周知 

・2月14日、観光庁から、国内旅行を検討されている方に対し、正確な情

報発信を行うとともに、情報入手先および旅行中の感染症対策につい

て案内 

・2月14日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が中国浙江省温州

市の感染症危険情報をレベル3に引き上げたことを受け、ツアーの企

画・催行のほか、手配旅行についても中止することを念頭に慎重な判

断を行うよう要請を発出 

・2月14日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、従業員の感染症対策の徹

底等、一般向け感染症対策の周知や新幹線駅・主要な在来線駅の構内

における消毒液の設置等利用者の感染症対策を要請 

・2月15日、自動車局から、バス・タクシーの関係業界団体に対し、点呼

時に体温測定により体調の確認を行うこと等や感染予防対策の実施を

確認すること、体調不良時には乗務を中止させ、速やかに医療機関に

受診させる等、適切な対応を取ることについて、速やかに措置するよ

う要請 

・2月16日、クルーズ船に乗る米国民の帰国に関し、空港までの移動ルー

トとして、首都高速道路等の調整を行い、帰国を支援 

・2月16日、道路局が米国民の帰国支援のため、警察庁、首都高速道路

（株）等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制に

よる円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月17日、国土交通省の各関係部局から関係法人の職員及び関係業界団

体等の従業員に対し、「新型コロナウイルスを防ぐには（厚生労働省

発表）」を周知し、感染拡大の防止について適切に対応するよう要請 

・2月17日、観光庁は、感染症を起因とした旅行者の減少等、経営環境の

変化に直面している旅行業者等の不安を解消するため、地方運輸局及
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び内閣府沖縄総合事務局内に特別相談窓口を設置 

・2月17日、海事局から、内航旅客船事業者団体に対し、発出航前の体温

測定等により体調の確認を行うこと、体調不良の場合は乗務させない

こと等を追加で要請 

・2月18日、道路局から、高速道路のSA・PA、道の駅、バスタの施設管理

者等に対し、「新型コロナウイルスを防ぐには（厚生労働省発表）」

の職員等への周知や施設内への掲示等について要請 

・2月18日、海事局から、海事関係団体等に対し、「横浜港で検疫中のク

ルーズ船の乗客の健康観察期間終了に伴う下船について（厚生労働省

発表）」を周知し、感染拡大の防止と併せ、下船者についても適切に

対応するよう要請 

・2月18日、観光庁から、宿泊業関係団体及び旅行業協会等に対し、クル

ーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」乗客の健康観察期間終了に伴

う、下船者に対しての下船後の宿泊施設利用時等における適切な対応

について要請 

・2月18日、「新型コロナウイルス感染症に関する国土交通省の対応」の

ホームページを開設 

・2月18日より、道路局がダイヤモンド・プリンセス号乗客を受け入れる

愛知県の医療センターまでの移送にあたり、厚労省、警察庁、NEXCO中

日本（株）等と調整を行い、SA・PA等に一定のスペースを確保の上仮

設トイレを設置、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月19日、道路局が豪州、新西蘭国民の帰国支援のため、警察庁、首都

高速(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制

による円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月19日より3日間、ダイヤモンド・プリンセス号の乗客下船誘導等業

務のため、横浜港大黒ふ頭及び横浜駅に関東運輸局から職員を派遣

（～21日） 

・2月20日、国土交通省の各関係部局から関係法人の職員及び関係業界団

体等の従業員に対し、「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッ

セージ（厚生労働省発表）」の内容を周知 

・2月20日、道路局がイスラエル国民の帰国支援のため、警察庁、首都高

速(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制に

よる円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月20日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し

て、テレワークや時差出勤の積極的な活用について要請 

・2月21日、道路局がカナダ、イタリア国民の帰国支援のため、警察庁、
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首都高速(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事

抑制による円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月21日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、クルーズ船「ダイヤモ

ンド・プリンセス」乗客の健康観察期間終了に伴う、下船者に対して

の下船後の宿泊施設利用時における適切な対応について再要請・2月22

日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、従業員の感染症対策の徹底

等、一般向け感染症対策の周知や新幹線駅・主要な在来線駅の構内に

おける消毒液の設置等利用者の感染症対策を改めて要請 

・2月22日、道路局がイギリス国民の帰国支援のため、警察庁、首都高速

(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制によ

る円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月22日、道路局が、料金収受会社の事務員の感染が判明した名古屋高

速(名古屋高速道路公社管理)において、料金収受員が確保できず入口

を閉鎖したが、25日よりETC利用者に限定することにより通行を確保

（3月6日ETC限定解除） 

・2月24日、土地・建設産業局から、建設業関係団体等に対し、再度、施

設、営業所、事業所、工事現場等における消毒液設置等の感染対策の

更なる徹底等を要請 

・2月24日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、従業員の感染症対策の徹

底等、一般向け感染症対策の周知や車内や新幹線駅・主要な在来線駅

の構内における消毒液の設置等に加え駅構内の放送等を通じ、テレワ

ークや時差出勤等の呼びかけを要請 

・2月24日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が韓国の一部地域

における症例の急増のスポット情報を発出したことを受け、最新の情

報の把握と旅行者への正確な情報提供、感染予防措置の徹底等を行う

よう要請 

・2月25日、国土交通省の各関係部局から関係法人の職員及び関係業界団

体等の従業員に対し、「新型コロナウイルスQ&A（官邸HP）」等を周知 

・2月25日、道路局がフィリピン国民の帰国支援のため、警察庁、首都高

速(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制に

よる円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月25日、都市局から、国営公園に対し、新型コロナウイルスに関する

Q&Aをまとめたチラシの掲示等による感染症対策要請を発出するととも

に、都市公園を管理する地方公共団体に対しても同様の取組を行うよ

う周知 

・2月25日、自動車局から、バスの関係業界団体に対し、バスの待合所や



                        

175 
 

バスターミナルにおけるバス利用者等へのテレワークや時差通勤等の

呼びかけを要請 

・2月25日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が大邱広域市及び

慶尚北道清道群の感染症危険情報をレベル2に引き上げたことを受け、

ツアーの企画・催行のほか、手配旅行についても渡航の可否につい

て、慎重な判断を行うよう要請 

・2月26日、都市局から、自治体を通じて地下街管理会社等に対し、新型

コロナウイルスに関するQ＆Aをまとめたチラシの掲示等による感染症

対策の周知を協力依頼 

・2月26日、土地・建設産業局から、監理技術者講習の実施機関に対し、

講習受講者、講師及び職員への感染拡大防止に万全を期すとともに、

感染者が判明した場合には適切な措置を講じ、国土交通省へ報告する

よう通知 

・2月26日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策

（入国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局との連携、従業員

等・利用者の感染対策、テレワーク・時差出勤の積極的活用、イベン

ト等開催の考え方等）の徹底に関する協力要請を発出 

・2月26、道路局がインド国民の帰国支援のため、警察庁、首都高速(株)

等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制による円

滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・2月26日、港湾局から、港湾管理者等に対し、入国拒否地域の拡大につ

いて周知し、引続き水際対策の徹底を要請 

・2月26日、海事局から、海事関係団体等に対し、出入国管理及び難民認

定法第5条第1項第14号の適用にかかる2/26付け閣議了解を周知・要請 

・2月26日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルスに

関連した感染症対策の徹底（出入国管理及び難民認定法に基づく措

置、船内アナウンスの実施、健康カード及び質問票の配布、検疫当局

への協力、従業員等の感染予防対策、利用者の感染拡大防止、関係機

関からの最新情報の入手）について協力を要請 

・2月26日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がイラン全土の感

染症危険情報について、レベル2を発出したことを受け、ツアーの企

画・催行のほか、手配旅行についても渡航の可否について、慎重な判

断を行うよう要請 

・2月26日、観光庁から、日本政府観光局（JNTO）に対し、出入国管理及

び難民認定法第5条第1項第14号の適用にかかる閣議了解の周知を協力

要請 
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・2月26日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、宿泊事業者向け支援内

容の周知を依頼 

・2月26日、国土交通省の各関係部局から、関係法人等に対し、テレワー

ク・時差出勤等への協力の呼びかけや、多数の人が集まる全国的なイ

ベント等について、当面の間、中止、延期又は規模縮小等の対応等を

要請 

・2月27日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、感染拡大防止に向

けた工事及び業務の一時中止措置等について通知し、併せて、他の公

共工事発注者に対して、この措置内容を参考周知 

・2月27日、地方公共団体、建設業関係団体等に対し、「新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の一時中止措置等に

ついて」を周知 

・2月27日、土地・建設産業局は、監理技術者講習の実施機関に対し、３

月末までに実施予定の講習については、それ以降に延期又は自宅学習

の方法により実施するよう通知 

・2月27日、土地・建設産業局から、都道府県に対し、「宅地建物取引士

に対する講習（法定講習）における新型コロナウイルス感染症への対

応について」を通知 

・2月27日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交

流施設等の休館などを依頼 

・2月27日、住宅局から、各登録講習機関に対し、４月末まで建築士定期

講習の実施を控えること等について、「建築士定期講習等における新

型コロナウイルス感染症への対応について」を通知。また、各都道府

県及び各建築士関係団体等に対しても、同様の対応をお願いする旨に

ついて通知。あわせて報道発表も実施 

・2月27日、住宅局から、各特定行政庁、指定確認検査機関に対し、トイ

レ、システムキッチン等の設備の部品供給の延滞により、これらの設

備の納品が遅れ、工期が延びることが想定されることを受け、「完了

検査の円滑な実施について」を通知。業界団体に対してもこの旨周知 

・2月27日、住宅局から、各都道府県等に対し、有料老人ホーム等におけ

る新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための対応について周

知 

・2月27日、住宅局から、各都道府県等に対し、建築物防災週間（春季）

における防災査察の実施等の見直しを検討するよう要請 

・2月27日、道路局から施設等を管理する各地方公共団体及び各高速道路

会社等に対し、当面のイベントの開催に関する国交省の対応状況の周
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知及び適切な対応について要請 

・2月28日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、学校の臨時休業に

伴う建設業法上の取り扱いの明確化について通知 

・2月28日、国土交通本省から、地方整備局等に対し、直轄工事及び業務

に係る検査、打ち合わせ等を可能な限りWEBを活用するほか、やむを得

ず対面で行う場合はマスク着用などの予防対策をしたうえで最小限の

人数とする等、適切に対応するように通知 

・2月28日、土地・建設産業局から、登録講習機関に対し、「登録講習に

おける新型コロナウイルス感染症への対応について」を通知 

・2月28日、土地・建設産業局から、登録実務講習実施機関に対し、「登

録実務講習における新型コロナウイルス感染症への対応について」を

通知 

・2月28日、土地・建設産業局から、登録実務講習実施機関に対し、「管

理業務主任者に対する登録実務講習における新型コロナウイルス感染

症への対応について」を通知 

・2月28日、土地・建設産業局は、建設業関係団体等に対し、学校の臨時

休業に伴う育児のため、監理技術者等が 短期間現場を離れること、

工期途中で交代することは差し支えない旨通知するとともに、発注担

当部局に対し、技術者等が確保できないといった事情により現場の施

工の継続が困難な場合は、必要に応じ、工期の見直しや一時中止の措

置を適切に講じるよう通知 

・2月28日、土地・建設産業局は、地方公共団体、建設業関係団体等に対

し、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業

務の一時中止措置等の解釈について」及び「新型コロナウイルス感染

症の感染拡大防止に向けた直轄工事及び業務に係る検査、打合せ等の

対応について」を周知 

・2月28日、土地・建設産業局から、マンション管理適正化法に規定する

登録講習機関及び登録実務講習実施機関に対し、講習の延期の検討等

を求める旨等を通知 

・2月28日、土地・建設産業局は、建設業関係団体等に対し、学校の臨時

休業に伴う育児のため、監理技術者等が短期間現場を離れること、工

期途中で交代することは差し支えない旨通知するとともに、発注担当

部局に対し、技術者等が確保できないといった事情により現場の施工

の継続が困難な場合は、必要に応じ、工期の見直しや一時中止の措置

を適切に講じるよう通知 

・2月28日、住宅局から、各都道府県等に対し、建築基準法第12条第1項
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及び3項の規定に基づく定期報告の報告期限の猶予等について協力を依

頼 

・2月28日、住宅局及び厚生労働省から、各都道府県、業界団体等に対

し、サービス付き高齢者向け住宅等における新型コロナウイルスへの

対応について周知 

・2月28日、都市局から、国営公園に対し、新型コロナウイルス感染症感

染拡大防止のための屋内施設の休館等の対応を要請 

・2月28日、自動車局において、自動車検査証の有効期間が令和2年2月28

日から3月31日までの自動車について、全国一律に令和2年4月30日まで

自動車検査証の有効期間を伸長 

・2月28日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がイタリアのロン

バルディア州、ヴェネト州、エミリア＝ロマーニャ州の感染症危険情

報について、レベル1を発出したことを受け、最新の情報入手や万全の

安全対策を徹底するよう要請 

・3月１日、道路局がインドネシア国民の帰国支援のため、警察庁、首都

高速(株)等と調整し、横浜から羽田までの首都高速道路等の工事抑制

による円滑な通行確保、無料化措置等を行い、移送を支援 

・3月1日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、雇用調整助成金特例措

置の事務業主対象拡大等について周知を依頼 

・3月2日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、直轄工事及び業務

の入札等の手続の対応について通知 

・3月2日、観光庁から、観光関係団体に対し、宿泊事業者向け支援内容

の周知を依頼 

・3月2日、住宅局から、関係法人等に対し、雇用調整助成金特例措置の

事務業主対象拡大等について周知 

・3月2日、大臣官房技術調査課から、地方整備局等に対し、建設現場の

遠隔臨場に関する試行について通知 

・3月3日、国土交通省の各関係部局から関係業界団体等に対し、「新型

コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置の対象

事業主の範囲の拡大について（厚生労働省発表）」及び「新型コロナ

ウイルス感染症に係る小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得

支援（新たな助成金制度）について（厚生労働省発表）」の内容を周

知 

・3月3日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し

て、従業員等が感染した場合の速やかな報告を再要請 

・3月3日、土地・建設産業局から、登録講習機関に対し、マンション管



                        

179 
 

理業務主任者に対する講習（交付講習）について、自宅学習等による

特例を認める旨を通知 

・3月3日、道路局から地方支分部局及び（独）日本高速道路債権保有機

構に対し、道路占用手続きの許可期間及び工事期間の延長手続きの簡

略化等に関する事務連絡を発出 

・3月4日、国土交通省本省から調達担当部局及び関係法人に対し、「新

型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業・小規模事業者

に対する官公需における配慮について（中小企業庁長官要請）」を周

知 

・3月4日、水管理・国土保全局から、地方整備局等に対して、河川法許

可手続の一部の弾力的な運用について通知 

・3月5日、観光庁から、宿泊業関係団体及び旅行業関係団体等に対し、

セーフティネット保証5号における宿泊業や飲食業旅行業者代理業旅行

サービス手配業、ツアーオペレーター業などの追加指定について周知

を依頼 

・3月5日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がイラン全土、韓国

大邱広域市及び慶尚北道清道郡の感染症危険情報をレベル2に引き上げ

たことを受け、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行についても渡航の

可否について、慎重な判断を行うよう要請。また、イタリアのロンバル

ディア州、ヴェネト州、エミリア＝ロマーニャ州の感染症危険情報をレ

ベル３に引き上げたことを受け、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行

についても中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請 

・3月5日、観光庁から、都道府県等の住宅宿泊事業者主管部局に対し、住

宅宿泊事業者向け支援内容の周知を依頼 

・3月 5日、水管理・国土保全局から、（独）水資源機構に対して、従業

員等が感染した場合の速やかな報告を再要請 

・３月 6日、都市局から、国営公園に対し、花見における飲食を伴う宴

会等の自粛等の対応を要請 

・3 月 6 日、土地・建設産業局から、宅建業法に規定する登録実務講習の

実施機関に対し、Web講習等による代替措置に関する取扱いを通知 

・3月6日、土地・建設産業局から、マンション管理適正化法に規定する登

録実務講習の実施機関に対し、Web講習等による代替措置に関する取扱

いを通知 

・3月6日、自動車局から、バス・タクシーの関係業界団体に対し、バス・

タクシーの車内換気に努めていただくよう要請 

・3月6日、国土交通省の各関係部局及び観光庁から、関係団体等に対し、

新型コロナウイルス感染症に対する水際対策の抜本的強化に向けた更
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なる政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の適用、

検疫の強化、査証の制限等、航空機の到着空港の制限等）にかかる3/6付

け閣議了解について協力を要請 

・3月6日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルスに関

連した感染症対策の再徹底（出入国管理及び難民認定法に基づく措置、

船内アナウンスの実施、健康カード及び質問票の配布、検疫当局への協

力、従業員等の感染予防対策、利用者の感染拡大防止、関係機関からの

最新情報の入手等）について協力を要請 

  ・3月6日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（航  

空機の到着空港の限定に係る対応、入国禁止措置拡大に関する対応、入

管・検疫当局との連携）の徹底に関する協力要請を発出 

・3月6日、水管理・国土保全局から下水道管理者に対し、下水道事業従事

者の安全衛生管理を要請 

  ・3月9日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（罹

患確認時の早期報告、従業員等・利用者の感染対策）の再徹底に関する

協力要請を発出 ・3月10日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型

コロナウイルス感染症に係る予防・まん延防止の再徹底（啓発ポスター

及び健康カードの更新、関係機関からの最新情報の入手、船内アナウン

スの実施等）について協力を要請 

・3月10日、海事局、港湾局、観光庁から、関係団体等に対し、出入国管理

及び難民認定法第5条第1項第14号の適用にかかる3/10付け閣議了解等

を周知・要請 

・3月10日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、イベント等開催の考え方等）の徹底に関

する協力要請を発出 

・3月10日、水管理・国土保全局から関係法人等に対し、厚生労働省「新型

コロナウイルス感染症に係る労働者派遣法の遵守について」を周知 

・3月11日、国土交通省の各関係部局及び観光庁から、関係法人等に対し、

全国規模のイベントについて、今後概ね10日間程度は、引き続き中止、

延期または規模縮小等の対応を要請 

・3月11日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、工事及び業務の一時

中止措置の延長等について通知 

・3月11日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、公共工事の代価の中

間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について通知 

・3月11日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、下請契約及び下請代

金支払いの適正化の徹底等について参考送付 
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・3月11日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、直轄工事及び業務の

入札等の 手続の対応（対象期間の変更）について通知 

・3月11日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交流

施設等の休館延長などを依頼 

・3月11日、土地・建設産業局から、建設業関係団体等に対し、下請契約に

おいても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として建設工

事の一時中止・延期等に際しては、工期の見直しや一時中止の措置等を

適切に講ずる等、元請負人と下請負人との間の取引の適正化のより一層

の徹底に努めるよう要請 

・3月11日、土地・建設産業局から、「公共工事の代価の中間前金払及び既

済部分払の活用並びに手続の簡素化・迅速化の促進について」を地方公

共団体に対して通知するとともに建設業関係団体等宛へ周知。併せて、

地方公共団体、建設業関係団体等に対し、「「新型コロナウイルス感染

症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の一時中止措置の延長」等につ

いて」を周知 

・3月11日、観光庁から、旅行業関係団体等に対し、新型コロナウイルス感

染症の影響を受ける事業者への支援策（「新型コロナウイルス感染症に

関する緊急対応策－第２弾－」）について周知 

・3月12日、都市局から、国営公園に対し、国が設置管理し、不特定多数の

方が利用する屋内施設の休館延長（3月22日まで）を依頼 

・3月12日、住宅局から、関係法人等に対し、新型コロナウイルス感染症の

影響を受ける事業者への支援策（「新型コロナウイルス感染症に関する

緊急対応策－第２弾－」）について周知 

・3月12日、水管理・国土保全局から、関係法人等に対し、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受ける事業者への支援策（「新型コロナウイルス感

染症に関する緊急対応策－第２弾－」）について周知 

・3月12日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、新型コロナウイルス感染症

対策専門家会議の見解を受け、①車内換気の励行や換気状況等の利用者

への周知②人の密度を下げるため、テレワーク等の呼びかけの継続③咳

エチケットの周知など、飛沫を飛ばさないよう利用者への呼びかけの継

続を要請 

・3月12日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がスイス、スペイン、

ドイツ及びフランス全土に感染症危険情報のレベル１を発出したこと

を受け、渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安全対策を徹底す

ること、また、韓国、イタリア、イランの一部地域について、感染症危

険情報のレベルを2または３に引き上げたことを受け、ツアーの企画・催
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行のほか、手配旅行についても中止することを念頭に慎重な判断を行う

よう要請 

・3月13日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が米国・ワシントン

州及びカタール及びバーレーンに感染症危険情報のレベル１を発出し

たことを受け、渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安全対策を

徹底すること、また、欧州各国について、感染症危険情報のレベルを２

または３に引き上げたことを受け、ツアーの企画・催行のほか、手配旅

行についても中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請 

・3月13日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が海外のクルーズ船

に乗船予定の方に対し、乗船の延期を含む安全確保について検討を求め

た感染症広域情報を発出したことを受け、新型コロナウイルスの最新情

報を常に入手するとともに、高齢者・基礎疾患をお持ちの方について感

染した場合、重症化するリスクが高いことを踏まえ、乗船の延期を含む

安全確保に万全を期すよう要請 

・3月16日、土地・建設産業局から、不動産鑑定評価法に規定する実務修習

機関に対し、集団形式等で行われる実務修習について十分な感染防止対

策の実施、又はインターネット等を活用した代替措置の検討を要請 

・3月16日、住宅局から、関係法人等に対し、厚生労働省「新型コロナウイ

ルス感染症により影響を受ける個人事業主・フリーランスとの取引に関

する配慮について」及び「中小企業信用保証のセーフティネット５号の

追加指定について」周知 

・3月16日、水管理・国土保全局から、関係法人等に対し、厚生労働省「新

型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・フリーランス

との取引に関する配慮について」及び「中小企業信用保証のセーフティ

ネット５号の追加指定について」周知 

・3月17日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、ビュッフェスタイルによ

る飲食の提供に関して、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の見

解を周知依頼。 

・3月18日、水管理・国土保全局から、下水道管理者に対し、下水道使用料

の支払猶予等の柔軟な措置の実施について検討要請 

・3月18日、観光庁から、JNTOに対し、出入国管理及び難民認定法第5条第1

項第14号の適用にかかる3/18付け政府対策本部了解を周知・要請 

・3月18日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の

適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・3月18日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染
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症に係る予防・まん延防止の再徹底（啓発ポスター及び健康カードの更

新、関係機関からの最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）につい

て協力を要請 

・3月18日、港湾局から、関係団体等に対し、中華人民共和国で発生した新

型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について（出入国管理及び

難民認定法第5条第1項第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）につ

いて協力を要請 

・3月18日、観光庁から、旅行業協会等に対し、政府が行う水際対策強化に

係る新たな措置について、周知徹底を行うよう要請 

・3月18日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が欧州各国に感染症

危険情報発出、引き続き、レベル１の国・地域については、渡航する場

合には特別な注意を払い、万全な安全対策を徹底すること、また、感染

症危険情報のレベルを２または３に引き上げた国・地域については、ツ

アーの企画・催行のほか、手配旅行についても中止することを念頭に慎

重な判断を行うよう要請 

・3月19日、土地・建設産業局から、「施工中の工事における新型コロナウ

イルス感染症の罹患に伴う対応等の解釈等について」を地方公共団体に

対して通知するとともに建設業関係団体等宛へ周知。併せて、地方公共

団体、建設業関係団体等に対し、「新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止に向けた工事及び業務の今後の対応について」等を周知 

・3月19日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交流

施設等の休館延長等を再依頼 

・3月19日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、工事及び業務の一時

中止措置の今後の対応について通知 

・3月19日、国土交通本省から、発注担当部局に対し、直轄工事及び業務の

入札等の手続の今後の対応について通知 

・3月19日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携）の徹底に関

する協力要請を発出 

・3月19日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策の抜本的強化に向けた政府の取組（検疫の強化、査証の制限等）

にかかる3/19付け閣議了解について協力を要請 

・3月19日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が全世界に感染症危

険情報のレベル１を発出、引き続き、レベル１の国・地域については、

渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安全対策を徹底すること、

また、感染症危険情報のレベルを２または３に引き上げた国・地域につ
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いては、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行についても中止すること

を念頭に慎重な判断を行うよう要請 

・3月19日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、新型コロナウイルスに伴

う宿泊キャンセル料の収受問題を受け、キャンセル料の収受等に関する

見解について周知依頼 

・3月19日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、欧州諸国等からの入国者

に対する検疫の強化に伴い、14日間の待機要請の対象国に滞在していた

ことのみを理由として宿泊を拒むことはできないこと等について周知

依頼 

・3月20日、海事局、気象庁、港湾局、総合政策局、国土政策局、自動車局、

住宅局、水局、国土保全局、鉄道局、都市局、土地建設局、道路局及び

北海道局から、関係法人等に対し、第21回新型コロナウイルス感染症対

策本部における総理発言等を踏まえた大規模イベント等の取扱いにつ

いて、引き続き感染拡大の防止に十分留意するよう要請 

・3月21日、観光庁から、関係法人等に対し、第21回新型コロナウイルス感

染症対策本部における総理発言等を踏まえた大規模イベント等の取扱

いについて周知・要請 

・3月22日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がエジプト全土及び

米国全土を感染症危険情報のレベル２に引き上げ、引き続き、レベル１

の国・地域については、渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安

全対策を徹底すること、また、感染症危険情報のレベルを２または３に

引き上げた国・地域については、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行

についても中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請 

・3月23日、土地・建設産業局から、監理技術者講習の実施機関に対し、引

き続き当面の間は、監理技術者講習を延期又は自宅学習の方法により実

施するよう通知 

・3月23日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策本

部（第21回）における総理発言等を踏まえた大規模イベント等の取扱い

について周知・要請 

・3月23日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

新型コロナウイルス感染症対策本部（第21回）における総理発言等を踏

まえた大規模イベント等の取扱いについて周知・要請 

・3月23日、海事局及び観光庁から、関係団体等に対し、新型コロナウイル

ス感染症に関する政府の取組（検疫の強化等）について協力を要請 

・3月23日、港湾局から、関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染症に

関する政府の取組（検疫の強化等）について周知 
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・3月23日、観光庁から、旅行業協会、通訳案内士団体等に対し、関係者へ

手洗い・うがい、マスクの着用、消毒の実施などの感染症拡大防止策や

ツアー開始前、ツアー中の対策について、周知徹底依頼を要請 

・3月23日、観光庁から、旅行業界等に対し、政府が行う米国等からの帰国

者・入国者に対する水際対策強化に係る新たな措置について、周知徹底

を行うよう要請 

・3月23日、観光庁から、旅行業界等に対し、公租公課等の支払い猶予の措

置等に周知を行うよう要請 

・3月23日、道路局から19日の専門家会議において示された大規模イベント

等の取扱い等について、高速道路機構、各高速道路会社、各地方公共団

体に対し周知 

・3月24日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省がイラン全土及び欧

州各国を感染症危険情報のレベル３に引き上げ、引き続き、レベル１の

国・地域については、渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安全

対策を徹底すること、また、感染症危険情報のレベルを２または３に引

き上げた国・地域については、ツアーの企画・催行のほか、手配旅行に

ついても中止することを念頭に慎重な判断を行うよう要請 

・3月25日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、米国からの入国者に対す

る検疫の強化に伴い、14日間の待機要請の対象国に滞在していたことの

みを理由として宿泊を拒むことはできないこと等について周知依頼 

・3月26日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項

第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・3月26日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の

適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・3月26日、港湾局から、関係団体等に対し、中華人民共和国で発生した新

型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について（出入国管理及び

難民認定法第5条第1項第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等、中国

及び韓国に対して実施中の水際対策の継続）について周知 

・3月26日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携）の徹底に関

する協力要請を発出 

・3月27日、道路局が、料金収受員の感染が判明した横浜新道川上料金所ブ

ース（東日本高速道路(株)管理）において、ETC利用者に限定することに

より通行を確保 
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・3月27日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に係る予防・まん延防止の再徹底（啓発ポスター及び健康カードの更

新、関係機関からの最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）につい

て協力を要請 

・3月27日、観光庁から、宿泊業関係団体に対し、インドネシア等からの入

国者に対する検疫の強化に伴い、14日間の待機要請の対象国に滞在して

いたことのみを理由として宿泊を拒むことはできないこと等について

周知依頼 

・3月27日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が全世界において感

染症危険情報のレベル２に引き上げ、一部の国・地域においてはレベル

３が発出されたことを踏まえ、最新の情報を入手するとともに、渡航す

る場合には特別な注意を払い、万全な安全対策を徹底すること、また、

感染症危険情報のレベルに応じた対応をとるよう要請 

・3月27日、観光庁から、旅行業協会等に対し、新型コロナウイルスの影響

を受けた旅行業者に対する登録の更新手続きについて、柔軟的な対応を

行うことを周知。 

・3月28日、道路局が、ドイツ、フランス在住邦人の帰国支援のため、羽田

空港から成田（ホテル）間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置

やトイレ休憩場所の提供等、NEXCO東日本等と調整を行い、搬送を支援 

・3月29日、道路局が、ドイツ、フランス在住邦人の帰国支援のため、羽田

空港から成田（ホテル）間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置

やトイレ休憩場所の提供等、NEXCO東日本等と調整を行い、搬送を支援 

・3月30日、道路局が、ドイツ、フランス在住邦人の帰国支援のため、羽田

空港から成田（ホテル）間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置

やトイレ休憩場所の提供等、NEXCO東日本等と調整を行い、搬送を支援 

・3月30日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交流

施設等の休館延長等を再依頼 

・3月30日、水管理・国土保全局から、下水道管理者に対し、作業従事者の

感染予防対策（マスク、保護メガネ着用等）について再度注意喚起 

・３月30日、都市局からの依頼を受け、北海道開発局から国営滝野すずらん

丘陵公園の管理主体（公益財団法人札幌市公園緑化協会）に対し、新型

コロナウイルス感染症対策に伴う臨時閉園期間中（３月３日から３月31

日まで）における物販・飲食施設等の収益施設の国有財産使用料の全額

減額を通知。 

・3月31日、土地・建設産業局から、不動産関連団体を通じて、賃貸用ビル

の所有者等に対し、飲食店等のテナントの賃料の支払いについて柔軟な
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措置の実施を検討するよう要請 

・3月31日、住宅局から、特定行政庁、指定確認検査機関等、建築士の試験・

登録実施機関等に対し、電子申請又は郵送による申請の受付を最大限活

用するよう依頼 

・3月31日、国土交通省の各関係部局から関係事業者等へ、新型コロナウイ

ルス感染症対策に関するテレワーク・時差出勤の積極的な活用について

再周知 

・3月31日、観光庁から、旅行業協会等に対し、外務省が、感染症危険情報

について、４９か国・地域においてはレベル３を発出、レベル３を除く、

全世界にレベル２を発出したことを踏まえ、最新の情報を入手するとと

もに、渡航する場合には特別な注意を払い、万全な安全対策を徹底する

こと、また、感染症危険情報のレベルに応じた対応をとるよう要請 

・4月1日、道路局から、利用者等や職員等の感染症拡大防止、不測の事態発

生時の報告について、高速道路機構、各高速道路会社に対しあらためて

周知 

・4月1日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染症

に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の適

用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・4月1日、港湾局から、関係団体等に対し、中華人民共和国で発生した新型

コロナウイルス感染症に関する政府の取組について（入国拒否対象地域

の追加、検疫の強化、査証の制限等）について周知。 

・4月1日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する水

際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第

14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・4月2日、道路局が、料金収受員の感染が判明した横浜横須賀道路港南台料

金所ブース（東日本高速道路(株)管理）において、ETC利用者に限定する

ことにより通行を確保 

・4月2日、道路局から各地方支分部局に対し、新型コロナウイルス感染症の

発生に伴い生じた緊急な物流について、最優先で処理・決裁、迅速な許

可証の交付に関する特殊車両通行許可事務の取扱いを通知 

・4月2日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携）の徹底に関

する協力要請を発出 

・4月3日、国土交通省の各関係部局から関係事業者等へ、第10回新型コロナ

ウイルス感染症対策専門家会議における「新型コロナウイルス感染症対

策の状況分析・提言」について情報提供。 
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・4月3日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田（ホ

テル）間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置やトイレ休憩場所

の提供等、NEXCO東日本等と調整を行い、搬送を支援 

・4月4日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田（ホ

テル）間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置やトイレ休憩場所

の提供等、NEXCO東日本等と調整を行い、搬送を支援 

・4月6日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田(ホ

テル)に加え、市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化

措置をNEXCO東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月7日、国土交通省から、発注担当部局に対し、緊急事態宣言を踏まえた

工事及び業務の対応について通知 

・4月7日、道路局が、緊急事態宣言の発令を踏まえた対応について、各地方

支分部局、高速道路機構、各高速道路会社に対して通知 

・4月7日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月7日、水管理・国土保全局から、緊急事態宣言の発令を受けた事業の継

続に係る要請等について、各下水道管理者に対して依頼 

・4月7日、自動車局において、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施す

べき区域（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福

岡県）に使用の本拠の位置を有する車両のうち、自動車検査証の有効期

間が令和2年4月8日から5月31日までの自動車について、令和2年6月1日

まで自動車検査証の有効期間を伸長 

・4月8日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、「新型コロナウイル

ス感染症緊急事態宣言の発出を受けた、所管事業者に対する事業の継続」

について要請 

・4月8日、土地・建設産業局から、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急

事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について」を地方公共団体に対

して通知するとともに建設業関係団体等宛へ周知。 

・4月8日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月8日、住宅局から各登録講習機関に対し、５月末まで建築士定期講習の

実施を控えること等について、「建築士定期講習等における新型コロナ

ウイルス感染症への対応について」を通知。 

・4月9日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、「新型コロナウイル
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ス感染症対策の基本的対処方針」の改訂を受けた所管事業者における在

宅勤務（テレワーク）や時差出勤の推進について要請 

・4月9日、土地・建設産業局から、不動産関連団体を通じて、賃貸用ビルの

所有者等に対し、賃料の減免等を行った場合を含め経済的損失が発生し

た場合には、損失額を損金算入できる措置など、活用の可能性があると

見込まれる支援策について、周知 

・4月9日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月10日、土地・建設産業局から、都道府県に対し、宅地建物取引士に対

する法定講習の実施要領を一部改正し、講習の実施方法は、原則として

郵送によることとする旨通知 

・4月10日、土地・建設産業局から、宅建業法に規定する登録講習機関及び

登録実務講習機関に対し、集合形式により行われる講習の中止又は延期

を求める旨通知 

・4月10日、土地鑑定委員会が、令和２年不動産鑑定士試験短答式試験の延

期について報道発表するとともに国土交通省ホームページにおいて周

知 

・4月10日、国土地理院が、令和２年測量士・測量士補国家試験の延期につ

いて報道発表するとともに国土地理院ホームページにおいて周知 

・4月10日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月11日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月12日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、在宅勤務（テレワ

ーク）等の更なる推進について、協力を要請 

・4月12日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月13日、横浜新道川上料金所及び横浜横須賀道路港南台料金所において、

ETC利用者のみ通行可能とする運用を解除 

・4月13日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 
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・4月13日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、出勤者7割削減を実

現するための取組の更なる推進について、協力を依頼 

・4月13日、道路局が、国土交通省ホームページにおいて、緊急事態宣言後

の首都圏、阪神圏における高速道路の主な区間の交通量増減の公表を開

始 

・4月13日、鉄道局から、緊急事態宣言下の7都府県の主要駅の利用状況を内

閣官房HPに掲載 

・4月13日、港湾局から関係事業者に対し、新型コロナウイルス感染症の感

染の拡大時の港湾運送の確保について、要請 

・4月14日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月14日、道路局が、国土交通省ホームページにおいて公表している緊急

事態宣言後の高速道路の主な区間の交通量増減について、全国の主な区

間及び主要都市圏として中京圏、福岡圏を追加 

・4月14日、海事局から、海事関係団体等に対し、広域の越境移動の自粛に

向けた呼びかけについて、協力を要請 

・4月14日、港湾局から港湾管理者等に対し、広域の越境移動の自粛に向け

た呼びかけについて、協力依頼 

・4月15日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月15日、道路局が、7都府県からの広域の越境移動の自粛に向けた呼びか

けについて、関係地方支分部局、各高速道路会社に対して依頼 

・4月15日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、駅構内の放送等を通じて、

7都府県からの不要不急の移動の自粛について呼びかけを利用者に行う

よう要請 

・4月16日、国土交通省から、発注担当部局に対し、緊急事態宣言の対象地

域の拡大を踏まえた工事及び業務の対応について通知 

・4月16日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月16日、自動車局において、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施

すべき区域が追加されたことに伴い、既に対象となっている7都府県（東

京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県）を除く

40道府県に使用の本拠の位置を有する車両のうち、自動車検査証の有効



                        

191 
 

期間が令和2年4月17日から5月31日までの自動車について、令和2年6月1

日まで自動車検査証の有効期間を伸長 

・4月17日、道路局が、緊急事態宣言の発令を踏まえた対応について、各地

方支分部局、高速道路機構、各高速道路会社に対して通知 

・4月17日、道路局が、緊急事態宣言の発令を受けた事業の継続に係る要請

等について、各地方支分部局、高速道路機構、各高速道路会社に対して

依頼 

・4月17日、道路局が、都道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけにつ

いて、各地方支分部局、各高速道路会社に対して依頼 

・4月17日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月17日、都市局から都市公園を管理する地方公共団体に対し、「新型コ

ロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を踏まえた対策の徹底につ

いて依頼 

・4月17日、土地・建設産業局から建設業者団体に対し、緊急事態措置の対

象が全国に拡大されたことに伴う工事等の対応（事業継続の考え方、「三

つの密」の回避対策、下請負人への配慮等）について周知 

・4月17日、地方公共団体、建設業関係団体等に対し、「緊急事態宣言の対

象地域の拡大を踏まえた工事及び業務の対応について」を周知 

・4月17日、土地・建設産業局から、不動産関連団体を通じて、賃貸用ビル

の所有者等に対し、賃料の猶予・減免により事業等に係る収入に相当の

減少があった場合における固定資産税の減免措置や、賃料の減免等を行

った場合を含め経済的損失が発生した場合には、損失額を損金算入でき

る措置など、具体的な支援策の内容等について、周知 

・4月17日、水管理・国土保全局から、緊急事態宣言の発令を受けた事業の

継続に係る要請等について、各下水道管理者に対して依頼 

・4月17日、水管理・国土保全局から、関係事業者等に対し、変更された「基

本的対処方針」の周知徹底と、在宅勤務（テレワーク）の 推進及び 都

道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を要請 

・4月17日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、緊急事態宣言の全国発令を

受けて、業務継続について要請 

・4月17日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、駅構内の放送等を通じて、

不要不急の移動の自粛について呼びかけを利用者に行うよう要請 

・4月17日、海事局から、海事関係団体等に対し、緊急事態宣言の発令を踏

まえた対応、事業の継続等について協力を要請 
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・4月17日、海事局から、各地方支分部局及び海事関係団体等に対し、都道

府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を要請 

・4月17日、航空局から、関係事業者等に対し、変更された「基本的対処方

針」の周知徹底と、在宅勤務（テレワーク）の 推進及び 都道府県をま

たぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を依頼 

・4月18日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月19日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月20日、国土交通省の関係部局から関係事業者等に対し、変更された「基

本的対処方針」の周知徹底と、在宅勤務（テレワーク）の 推進及び 都

道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を要請 

・4月20日、都市局から、都道府県等に対し、臨時の医療施設の開設に係る

開発行為等は、非常災害のため必要な応急措置のため行う開発行為等に

該当すると解し、許可不要と取り扱って差し支えない旨通知 

・4月20日、国土交通省から、発注担当部局に対し、工事及び業務における

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹底について通知 

・４月20日、地方公共団体、建設業関係団体等に対し、「工事及び業務にお

ける新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹底について」を

周知 

・4月20日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月20日、鉄道局から、鉄軌道事業者に対し、地方公共団体が鉄道駅にお

いて啓発活動や検温等を実施する場合には、場所の提供等の協力を行う

よう要請 

・4月21日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月21日、道路局が、ゴールデンウィーク期間中の高速道路料金の休日割

引を適用しないこと、SA・PAのレストランの営業自粛の協力等を高速道

路会社に対し検討を指示し、4月22日、高速道路会社においてこれらの取

組を実施することにつて記者発表 

・4月21日、鉄道局から、内閣官房HP掲載の駅利用状況について、札幌駅、
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名古屋駅、京都駅を追加 

・4月21日、自動車局から、地方支部局等に対し、タクシー事業者による貨

物運送に関する特例的な措置の運用が開始できるよう、通知を発出 

・4月21日、自動車局から、バス団体に対し、車内において乗客と乗務員や

乗客同士の間隔を空けること等により乗客と乗務員が安心できる車内

環境を確保すること等を要請 

・4月22日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月22日、海事局から、外航海運事業者団体等に対し、新型コロナウイル

ス感染症防止に係る予防・まん延防止の再徹底について協力を要請 

・4月23日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、新型コロナウイル

ス感染症対策専門家会議における「新型コロナウイルス感染症対策の状

況分析・提言」を踏まえた取組の推進について協力を依頼 

・4月23日、都市局が、都道府県及び政令市に対し、新型コロナウイルス感

染症対策専門家会議における「新型コロナウイルス感染症対策の状況分

析・提言」（4月22日）を踏まえ、都市公園における感染症対策の徹底に

ついて周知 

・4月23日、道路局が、海外在住邦人の帰国支援のため、羽田空港から成田、

市ヶ谷(ホテル)間の邦人移送にあたり、高速道路の無料化措置をNEXCO

東日本(株)、首都高速道路(株)と調整を行い、搬送を支援 

・4月23日、道路局が、「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」

（4月22日）を踏まえ、各地方支分部局、高速道路機構、各高速道路会社

に対して、感染症対策の取組の推進について依頼 

・4月23日、鉄道局から、鋼索鉄道事業者及び索道事業者に対し、GW期間の

観光地のケーブルカー、ロープウェイ等については、事業の継続が求め

られる対象とはならない旨、周知 

・4月23日、港湾局から港湾管理者に対し、港湾（海岸含む）の利用状況を

踏まえ、新型コロナウイルス感染症対策に係る予防・まん延防止の徹底

について依頼。 

・4月23日、観光庁から、宿泊関係団体に対し、内閣官房から各都道府県へ

の通知「基本的対処方針の別添で掲げるホテル・宿泊等について」の内

容を周知するとともに、各都道府県から大型連休期間（ゴールデンウィ

ーク）中の営業自粛等の協力要請があれば適切に対処するよう依頼 

・4月24日、道路局が、地方支分部局に対し、大型連休中において、観光等

の利用が大半で物流への影響が小さいと判断できる直轄国道の駐車場
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について、閉鎖を検討するとともに都道府県及び関係機関と調整し必要

に応じ閉鎖するよう依頼 

・4月24日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、河川や海

岸等の利用状況を踏まえ、新型コロナウイルス感染症対策に係る予防・

まん延防止の徹底について依頼。 

・4月24日、水管理・国土保全局、出入国在留管理庁、厚生労働省、農林水

産省及び環境省から都道府県に対し、一時的に上下水道料金の支払に困

難を来している者を対象とした支払を猶予する等の柔軟な措置の実施

について、広く使用者全般を対象としている旨を周知 

・4月24日、自動車局から、業界団体に対し、新型コロナウイルス感染症対

策下におけるアルコール検知器の取扱いについて周知 

・4月24日、海事局から、内航旅客船事業者団体に対し、内閣官房からの通

知「基本的対処方針の別添で掲げるホテル・宿泊等について」において、

連休期間の観光地における遊覧船等については、事業の継続が求められ

る対象とはならない旨が記載されていることを周知 

・4月27日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の

適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・4月27日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に係る予防・まん延防止の再徹底（健康カードの更新、関係機関から

の最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）について協力を要請 

・4月27日、港湾局から、関係団体等に対し、中華人民共和国で発生した新

型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について（入国拒否対象地

域の追加、検疫の強化等）について周知。 

・4月27日、港湾局から、関係団体に対し、新型コロナウイルス感染症の発

生における申告・納付が困難な場合における国税の取り扱いについて周

知 

・4月27日、観光庁から、観光関係団体等に対し、雇用調整助成金の特例措

置の更なる拡大及び国税の納税緩和措置等について周知依頼。 

・4月27日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項

第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請。 

・4月28日、道路局から地方支分部局及び（独）日本高速道路保有・債務返

済機構に対し、外出自粛要請その他やむを得ない理由により期限までに

道路占用料の納入が困難な占用者に対し、納入期限の延長措置を講ずる

取扱いについて通知 
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・4月28日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交流

施設等の休館延長等を再依頼 

・4月28日、自動車局から、バス・タクシー・トラック団体に対し、適性診

断の受診に係る特例措置の実施について、通知を発出 

・4月28日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症の発生により申告・納付が困難な場合における国税の取扱いについて

周知を要請 

・4月28日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携等）の徹底に

関する協力要請を発出 

・4月30日、海事局、港湾局から外航海運事業者や港湾運送事業者等に対し

て、「外航貨物船の船内荷役時等の感染防止のための推奨事項」につい

て周知を要請。 

・4月30日、港湾局から港湾運送事業者団体に対して、港湾運送事業の従事

者の新型コロナウイルス感染症への感染状況について周知、協力依頼。 

・4月30日、航空局から、関係事業者等へ、雇用調整助成金の特例措置の更

なる拡大及び国税の納税緩和措置等について周知依頼。 

・5月1日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策における税制上の措置等について周知 

・5月5日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、変更された「新型コ

ロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知依頼及び大

臣指示を踏まえた必要な対応をについて協力を依頼 

・5月6日、観光庁から、観光関係団体等に対し、変更された「新型コロナウ

イルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知依頼及び大臣指示

を踏まえた必要な対応を要請。 

・5月6日、道路局が、緊急事態宣言の発令を受けた事業の継続に係る要請等

について、各地方支分部局、高速道路機構、各高速道路会社に対して依

頼 

・5月6日、道路局が、都道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについ

て、各地方支分部局、各高速道路会社に対して依頼 

・5月6日、都市局が、都道府県及び政令市に対し、「新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針」の変更や新型コロナウイルス感染症対策専

門家会議による「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（令

和２年５月４日）を踏まえ、都市公園における感染症対策の徹底につい

て周知 

・5月7日、国土交通省から、発注担当部局に対し、緊急事態宣言を踏まえた
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工事及び業務の円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策に

ついて通知 

・5月7日、道路局が、地方支分部局に対し、緊急事態宣言期間中の休日にお

いて、観光等の利用が大半で物流への影響が小さいと判断できる直轄国

道の駐車場について、閉鎖を検討するとともに都道府県及び関係機関と

調整し必要に応じ閉鎖するよう依頼 

・5月7日、自動車局において、自動車検査証の有効期間が令和2年6月1日か

ら6月30日までの自動車について、全国一律に令和2年7月1日まで自動車

検査証の有効期間を伸長 

・5月8日、道路局が、緊急事態宣言期間中の休日において、高速道路料金の

休日割引を適用しないこと、SA・PAのレストランの営業自粛の協力等を

高速道路会社に指示し、5月8日、高速道路会社においてこれらの取組を

実施することについて記者発表 

・5月8日、道路局が、各高速道路会社に対し、新型コロナウイルス感染症対

策ガイドラインの作成を依頼 

・5月8日、水管理・国土保全局から、所管施設管理者等に対し、学習交流施

設等の休館等について都道府県等の動向も踏まえ適切に対応するよう

依頼 

・5月8日、自動車局において、タクシー事業者による貨物運送に関する特例

的な措置の運用について、9月30日まで許可の期間を延長 

・5月11日、海事局から、海事関係団体に対し、海運業に従事する方々の感

染予防や、健康管理に向けた取り組み、船上で乗組員や乗客が新型コロ

ナウイルス感染症に罹患した疑いがある場合等の対応について、基本的

なポイントをまとめた上で提供し、傘下事業者等への周知を要請 

・5月14日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の

適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・5月15日、土地・建設産業局から、建設業団体等に対し、「新型コロナウ

イルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について周知、協力依頼 

・5月15日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について

周知、協力依頼 

・5月15日、道路局が、都道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけにつ

いて、各地方支分部局、各高速道路会社に対して依頼 

・5月15日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に係る予防・まん延防止の再徹底（健康カードの更新、関係機関から
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の最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）について協力を要請 

・5月15日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、中華人民共和

国で発生した新型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について

（水際強化に係る新たな措置）について周知 

・5月15日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について周知、協力依

頼 

・5月15日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携等）の徹底に

関する協力の要請及び変更された「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針」等について周知を依頼 

・5月15日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項

第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請。 

・5月16日、観光庁から、観光関係団体等に対し、変更された「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知依頼及び大臣指

示を踏まえた必要な対応を要請。 

・5月18日、道路局が、緊急事態宣言の発令を受けた事業の継続に係る要請

等について、各地方支分部局、高速道路機構、各高速道路会社に対して

依頼 

・5月18日、港湾局から、港湾管理者等に対し、都道府県をまたぐ移動の自

粛に向けた呼びかけについて協力依頼 

・5月18日、海事局から、海事関係団体等に対し、変更された「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知を依頼し、引き

続き感染拡大防止に向けた取組みを推進するよう協力を要請 

・5月18日、海事局から、各地方支分部局及び海事関係団体等に対し、都道

府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を要請 

・5月19日、水管理・国土保全局から、下水道管理者に対し、下水道使用料

の支払猶予等の柔軟な措置の実施について改めて要請 

・5月21日、住宅局から各登録講習機関に対し、６月末まで建築士定期講習

の実施を控えること等について、「建築士定期講習等における新型コロ

ナウイルス感染症への対応について（第３報）」を通知。 

・5月21日、自動車局において、自動車登録申請書に添付が求められている

一部の書類について、令和2年10月8日までの間に自動車登録窓口へ提出

のあった場合においては、有効期間が満了してもなお有効なものとして

取り扱う措置を実施 
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・5月21日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について周知、協力依

頼 

・5月22日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について

周知、協力依頼 

・5月22日、港湾局から、港湾運送事業者団体に対し、港湾運送事業の従事

者の新型コロナウイルス感染症への感染について注意喚起 

・5月25日、土地・建設産業局から、地方公共団体に対し、緊急事態宣言解

除後においても引き続き、施工中の工事等における感染予防及び「建設

業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」等の周知を

依頼するとともに、受注者から工期の見直し等の申出等があった場合に

は適切な措置を取るよう通知し、建設業者団体等にも参考周知 

・5月25日、道路局が、高速道路料金の休日割引を6月14日まで適用しないこ

とを高速道路会社に指示し、5月26日、高速道路会社においてこれらの取

組を実施することについて記者発表 

・5月25日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に関する政府の取組（出入国管理及び難民認定法第5条第1項第14号の

適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請 

・5月25日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、中華人民共和

国で発生した新型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について

（水際強化に係る新たな措置）について周知 

・5月25日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項

第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請。 

・5月25日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について

周知、協力依頼 

・5月26日、道路局が、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

の変更を受けた周知等について、各地方支分部局、高速道路機構、各高

速道路会社に対して依頼 

・5月26日、道路局が、都道府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけにつ

いて、各地方支分部局、各高速道路会社に対して依頼 

・5月26日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイルス感染

症に係る予防・まん延防止の再徹底（健康カードの更新、関係機関から

の最新情報の入手、船内アナウンスの実施等）について協力を要請 
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・5月26日、海事局から、海事関係団体等に対し、変更された「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知を依頼し、引き

続き感染拡大防止に向けた取組みを推進するよう協力を要請 

・5月26日、海事局から、各地方支分部局及び海事関係団体等に対し、都道

府県をまたぐ移動の自粛に向けた呼びかけについて協力を要請 

・5月26日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更等について周知、協力依

頼 

・5月26日、港湾局から、港湾管理者等に対し、都道府県をまたぐ移動の自

粛呼びかけについて協力依頼 

・5月26日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携等）の徹底に

関する協力の要請及び変更された「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針」等について周知を依頼 

・5月26日、観光庁から、観光関係団体等に対し、変更された「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」等について周知依頼及び大臣指

示を踏まえた必要な対応を要請。 

・5月28日、住宅局から、各都道府県等に対し、非常事態宣言解除後の新型

コロナウイルス感染症予防に配慮した定期調査・検査業務の実施につい

て協力を依頼 

・5月28日、海事局から、海事関係団体等に対し、新型コロナウイスル感染

症のより一層の拡大防止のため、「新しい生活様式」の定着にむけた取

組を推進するよう要請 

・5月29日、土地・建設産業局から、建設業の許可行政庁に対し、許可の更

新、毎事業年度終了後における書類の提出について、必要な書類が一部

不足していても受領し、申請書類が揃った段階で審査するなど、柔軟に

対応することを通知するとともに、建設業者団体等にも参考周知 

・5月29日、土地・建設産業局から、建設業の許可行政庁に対し、建設業の

経営事項審査について、令和3年1月31日まで、平成30年10月29日の直後

の事業年度の終了の日以降に受審していれば良いこととする特例を省

令で措置 

・5月29日、住宅局から、各都道府県等に対し、緊急事態宣言解除後の新型

コロナウイルス感染症の予防に配慮した建築確認検査業務等の実施に

ついて協力を依頼 

・5月29日、住宅局から、特定行政庁、指定確認検査機関等、建築士の試験・

登録実施機関等に対し、緊急事態宣言解除後も電子申請又は郵送による
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申請の受付を最大限活用するよう依頼 

・6月3日、自動車局からバス・タクシーの関係団体に対し、夏季における運

転者の体調管理について万全を期すよう要請 

・6月4日、鉄道局のホームページにて利用者向け情報（オフピーク通勤のた

めの鉄道混雑情報や車内換気に関する情報など）の提供を開始 

・6月5日、道路局が、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける飲食店等を

支援するための緊急措置として、テイクアウトやテラス営業のための路

上利用について、地方公共団体等が一括して申請する場合の道路占用の

許可基準を緩和 

・6月10日、土地・建設産業局から、監理技術者講習の登録講習機関に対し

て、講習の再開、および再開に際して国や都道府県からの要請等に留意

しつつ、新型コロナウイルス完成防止のため適切な対策を講じるよう通

知 

・6月10日、自動車局において、9月1日より乗用車の継続生産車に適用され

るＷＬＴＣモード法による排出ガス規制の適用時期を4ヶ月延期 

・6月12日、自動車局からトラックの関係団体に対し、夏季における運転者

の体調管理について万全を期すよう要請 

・6月18日、航空局から関係課を通じて空港ビル会社等へ、移動自粛の解除 

に伴う館内アナウンスの変更について依頼 

・6月19日、国土交通省の関係部局から関係事業者等へ、新型コロナウイル

ス接触確認アプリ（COCOA）の周知等について公共交通機関等の利用者に

対する周知など、普及の協力を促すとももに、業種別の感染拡大予防ガ

イドラインへアプリの活用を追記することについて周知 

・6月19日、航空局から関係事業者等へ、熱中症警戒アラートについて周知 

を依頼 

・6月22日、航空局から関係事業者等へ、ハッシュタグ「＃公共交通あんし 

ん利用」の利用について周知 

・6月29日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、中華人民共和

国で発生した新型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について

（水際強化に係る新たな措置）について周知 

・6月29日、観光庁から、JNTOに対し、新型コロナウイルス感染症に対する

水際対策強化に係る新たな措置（出入国管理及び難民認定法第5条第1項

第14号の適用、検疫の強化、査証の制限等）について協力を要請。 

・6月30日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策（入 

国禁止措置拡大に関する対応、入管・検疫当局等との連携等）の徹底に

関する協力の要請及び変更された「新型コロナウイルス感染症対策の基
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本的対処方針」等について周知を依頼 

・7月1日、港湾局から、港湾運送事業者団体に対し、新型コロナウイルス感

染症の感染の拡大時の港湾運送の確保について協力依頼 

・7月1日、海事局、港湾局から外航海運事業者や港湾運送事業者等に対して、

「外航貨物船の船内荷役時等の感染防止のための推奨事項」について周

知 

・7月3日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、新型コロナウイ

ルス感染症における感染予防対策の徹底について協力依頼 

・7月3日、航空局から関係事業者等へ、航空分野における新型コロナウイル

ス感染拡大予防ガイドラインに基づいた感染予防対策の徹底について

改めて周知を依頼 

・7月6日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、新

型コロナウイルス感染症における感染予防対策の徹底について、改めて

要請 

・7月9日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、外出の自粛、催

物（イベント等）の開催制限、施設の使用制限等の段階的な緩和を7月10

日から実施すること及びその際の留意事項について周知 

・7月9日、自動車局からバスの関係団体に対し、バス車内等において、ポス

ターによる利用者への「感染予防対策」の呼びかけを依頼 

・7月14日、港湾局から、関係団体に対し、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止に向けた業種別ガイドラインの再徹底について協力依頼 

・7月14日、国土交通省の関係部局から業種別の感染拡大予防ガイドライン

を作成する、関係団体等へガイドラインの遵守が徹底されるよう周知 

・７月20日 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた業種別ガ

イドラインの改訂及び感染が拡大している都道府県における対応につ

いて、国土交通関係部局より所管団体等に対し情報提供や指導を行うよ

う協力依頼。 

・7月22日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、国際的な人の

往来の再開等について周知 

・7月27日、港湾局から、港湾管理者及び関係団体等に対し、８月１日以降

における催物の開催制限等について周知 

・7月29日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

８月１日以降における催物の開催制限等について周知 

・7月29日 内閣官房が作成した「飲食店等におけるクラスター発生防止の

ための総合的取組」の職場における感染防止対策について、所管事業者・

関係団体等に対し、会員企業等に周知徹底するよう依頼。 
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・8月5日、国土交通省の関係部局から、お盆休みにおける帰省等のあり方に

ついて、所管事業者・関係団体等に対し、会員企業等に周知するよう依

頼。 

・8月7日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、厚

生労働省「職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防、健康

管理の強化について」を周知 

・8月25日、水管理・国土保全局から、下水道管理者及び関係法人に対し、

９月１日以降における催物の開催制限等について周知 

・9月14日、国土交通省の関係部局から、１１月までの催物の開催制限等に

ついて、必要に応じて業種別ごとに策定された感染拡大防止ガイドライ

ンにイベント開催制限の緩和に伴うリスクを軽減するための措置を記

載するなど、適切に改定するよう所管事業者・関係団体等に対し依頼。 

・9月18日、港湾局から港湾管理者に対し、「新型コロナウイルスへの感染の

疑いのある船員が乗船する外航貨物船の来航時の当面の対処方針」につ

いて周知。 

・9月18日、国土交通関係局から新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）

の普及促進に向けて、各所管事業者・関係団体等に対し、施設内、車両

内等でポスター・チラシの掲示や配布について協力を依頼。 

・10月18日、国土交通関係局から分科会から政府への提言のあった新型コロ

ナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在り方について、各所管

事業者・関係団体等に対し、提言内容を広く周知することと、適切に履

行することに関し協力依頼。 

・10月28日、鉄道局から、鉄道総合研究所で実施された通勤型車両における

換気の定量的効果について、ホームページやTwitter等で広く周知。 

・10月30日、港湾局から港湾管理者及び関係団体等に対し、中華人民共和国

で発生した新型コロナウイルス感染症に関する政府の取組について等

を周知。 

・10月30日、航空局から関係事業者等へ、新型コロナウイルス感染症対策

（11月1日以降における航空機の到着空港の限定措置に係る一部緩和に

係る対応、入国拒否対象地域の指定解除・追加指定に関する対応、入管・

検疫当局等との連携等）の徹底に関する協力依頼を発出 

・11月12日、国土交通省関係局から分科会から政府への提言のあった寒冷な

場面における感染防止対策の徹底等について各所管事業者・関係団体等

に対し、提言内容を広く周知するよう協力依頼を発出 

・11月13日、水管理・国土保全局から、公共下水道の終末処理場における新

型コロナウイルス感染症の罹患報告を踏まえた、新型インフルエンザ等
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ＢＣＰの策定等について各下水道管理者に対して依頼。 

・11月17日、国土交通省関係局から、来年2月末までの催物の開催制限、イ

ベント等における感染拡大防止ガイドライン順守の徹底等について、所

管事業者・関係団体等へ周知。 

・11月17日、港湾局から港湾管理者及び関係団体等に対し、来年2月までの

催物の開催制限、イベント等における感染拡大防止ガイドライン遵守徹

底に向けた取り組み強化等について周知。 

・11月20日、国土交通省関係局から、「職場における一層の対策強化」にお

けるテレワークの推進や感染リスクが高まる「5つの場面」について、所

管事業者・関係団体等に対し、会員企業等に周知徹底するよう依頼。 

・11月20日、港湾局から港湾管理者及び関係団体等に対し、新型コロナウイ

ルス感染症に関する職場における一層の対策強化について協力依頼。 

・11月26日、国土交通省関係局から、全国的な感染拡大やイベントでのクラ

スターが発生した場合等には、開催制限の目安がみなおされることもあ

り得ること等について、所管事業者・関係団体等へ周知。 

・11月26日、港湾局から港湾管理者及び関係団体等に対し、感染拡大地域に

おける催物の開催制限等について周知。 

・12月2日、国土交通省関係局から、テレワークの実施の推進について、所

管事業者・関係団体等へ協力を依頼。 

・12月2日、国土交通省関係局から、冬場における「換気の悪い密閉空間」

を改善するための換気の方法のリーフレットについて、所管事業者・関

係団体等へ周知。 

・12月16日、国土交通省関係局から、年末年始における忘年会・新年会・成

人式等及び帰省における留意事項について、所管事業者・関係団体等へ

所属職員等に周知するよう依頼。 

・12月24日、国土交通省関係局から、業種別の感染拡大予防ガイドラインに

基づく感染防止対策の徹底について、所管事業者・関係団体等へ要請。 

・12月25日、国土交通省関係局から、内閣官房の「静かな年末年始」特設ペ

ージや関連するメッセージについて、所管事業者・関係団体等へ周知。 

・12月28日、国土交通省関係局から、全国的な感染拡大やイベントでのクラ

スターが発生した場合等には、開催制限の目安が見直されることもあり

得ること等について、所管事業者・関係団体等へ周知。 

・12月28日、国土交通省鉄道局から、従業員の感染症対策の再徹底や従業員

の感染が多数確認された場合の体制等について、所管の鉄軌道事業者へ

周知。 
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（18）環境省 

 ＜令和２年＞ 
・１月 22日、自治体、廃棄物処理業界団体及び医師会に対し、新型コロナ

ウイルスを始めとする感染症に係る廃棄物の適正な処理について、通知

を発出 

・１月 23日、世界遺産センター関係において、入園者が使用できる手指の

消毒液を休憩所内等に設置し、感染予防のため消毒液の利用を推奨する

張り紙を設置するよう、各地方環境事務所に依頼 

・１月 23日環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・１月 24日、国民公園関係において、入園者が使用できる手指の消毒液を

休憩所内等に設置し、感染予防のため消毒液の利用を推奨する張り紙を

設置。 

・１月 24日、国立公園関係において、ビジターセンター等の利用者が使用

できる手指の消毒液を出入り口等に設置し、感染予防のため消毒液の利

用を推奨する張り紙を設置するよう、各地方環境事務所に依頼 

・１月 24日、野生生物保護センター等の利用者が使用できる手指の消毒液

を出入り口等に設置し、感染予防のため消毒液の利用を推奨する張り紙

を設置するよう、各地方環境事務所に依頼 

・1月 30日、環境省新型コロナウイルス対策本部を設置 

・1月 30日、自治体、廃棄物処理業界団体及び医師会に対し、安全かつ安

定的な廃棄物処理事業の継続のための必要な措置の実施について、通知

を発出 

・1月 31日、入園者に対し、コロナウイルス関連肺炎への予防行動（手洗

い、咳エチケット等）の呼びかけ、発熱等症状がある場合の医療機関の

受診を促す張り紙を掲示。英語・中国語の掲示には外国語で医療機関を

検索できるサイトの QRコードを記載 

・1月 31日、自然公園財団・休暇村協会に対し、消毒液の設置や掲示等の

対応を依頼 

・2月 3日、国立公園公式 SNS（Instagram と Facebook）を用いた定期的な

注意喚起を開始 

・2月 3日、1月 31日に掲示を開始した上記張り紙に医療機関受診前に連

絡が必要な旨と外国人旅行客向けの JNTO の相談窓口の電話番号等を追

記 

・2月7日、1月31日に掲示を開始した上記張り紙に厚生労働省が運用をはじ

めたフリーダイヤルの番号と中国人向の中国領事館の相談受付の電話
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番号及びメールアドレスを追記 

・2月14日、第2回環境省新型コロナウイルス対策本部会議開催 

・2月18日、環境省の各関係部局から関係法人の職員及び関係業界団体等の

従業員に対し、「新型コロナウイルスを防ぐには（厚生労働省発表）」を

周知し、感染拡大の防止について適切に対応するよう要請 

・2月20日、第2回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・2月21日、第3回環境省新型コロナウイルス対策本部を会議開催 

・2月25日、第3回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・2月28日、第4回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・2月28日、第4回環境省新型コロナウイルス対策本部を開催 

・2月28日、原子力規制庁HPにて、3月に実施予定の第62回原子炉主任技術

者試験筆記試験及び第52回核燃料取扱主任者試験における新型コロナ

ウイルス等の感染症への対応について周知 

・3月2日、原子力規制庁において、「原子力規制庁新型コロナウイルス感染

症対策本部」を設置 

・3月4日、自治体に対し、廃棄物処理における新型コロナウイルス感染症

対策の実施のため、指導監督を始めとする必要な措置の実施について通

知を発出し、廃棄物処理における新型コロナウイルス感染症対策に関す

るQ&Aについても環境省ウェブサイトに掲載 

・3月6日、第5回環境省新型コロナウイルス対策本部を開催 

・3月9日、第2回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開

催 

・3月11日、第5回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・3月13日、第6回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・3月13日、セーフティネット保証5号の指定業種に、廃棄物に関連する業

計10業種が追加された（指定期間は3月13日～3月31日）。また、この旨を

廃棄物処理業界団体等宛てに周知 

・3月16日、第3回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・3月17日、第3回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・3月19日、第7回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・3月24日、第4回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・3月26日、第5回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 
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・3月26日、原子力規制庁職員の在宅勤務推進（3月30日～4月10日）につい

て庁内周知 

・3月26日、第6回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・3月27日、第8回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・3月27日、第6回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会 

議を開催 

・3月27日、御家庭でのマスク等の捨て方や、医療関係機関等における廃棄

物の取扱いに関する留意点についてのチラシを作成し、自治体、廃棄物

処理業界団体及び医師会等へ周知を依頼するとともに、環境省ウェブサ

イトやSNS等に掲載 

・4月2日、第7回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・4月3日、第7回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開

催 

・4月3日、第9回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・4月7日、自治体に対し、緊急事態宣言が発出された状況下にあっても、

廃棄物の処理について安定的に業務を継続するよう求めるとともに、そ

の継続に当たって措置すべきこと等について、通知を発出 

・4月7日、第8回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開

催 

・4月7日、第10回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・4月10日、自治体に対し、廃棄物処理施設の点検及び機能検査における防

護服の使用節減の徹底等について、通知を発出 

・4月13日、新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に関

して、関係事業者団体代表者宛に環境大臣、厚生労働大臣、総務大臣、

法務大臣、文部科学大臣の連名による要請を実施 

・4月14日、第9回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・4月17日、第11回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・4月17日、自治体に対し、新型コロナウイルス感染症に対応した産業廃棄

物の処理能力を確保するための対応について、通知を発出 

・4月21日、第10回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・4月22日、第3回原子力規制委員会にて、緊急事態宣言を踏まえた原子力

規制検査の運用についての報告を了承 

・4月24日、原子力規制庁ウェブサイトにて、緊急事態宣言を踏まえた放射

性同位元素等規制法の運用について周知 
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・4月24日、第12回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・4月27日、自治体に対し、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた産業

廃棄物処理業の更新許可事務における対応について、通知を発出 

・4月28日、第11回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・4月30日、第13回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・5月1日、廃棄物処理法施行規則の一部を改正する省令（以下「改正省令」

という。）を公布・施行し、併せて、自治体に対し、改正省令の内容及び

適正かつ円滑な処理体制の確保のための関係主体との連携協力体制の

構築等について、通知を発出 

・5月1日、軽症者等の宿泊療養施設の廃棄物を取扱う方やごみ収集運搬の

作業員の方々が留意すべき感染症対策ついてのチラシを作成し、自治体、

廃棄物処理業界団体等に対し関係者への周知を依頼するとともに、環境

省ウェブサイトやＳＮＳ等に掲載 

・5月8日、第14回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・5月8日、第12回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・5月12日、飼い主に対して、自身が感染した場合のペットの預かり先を検

討しておくことの重要性等を周知するチラシを作成し、環境省ウェブサ

イト等に掲載 

・5月15日、第15回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

・5月15日、第13回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・5月15日、新型コロナウイルス感染症に対処するための廃棄物の処理及び

清掃に関する法律施行規則の特例を定める省令を公布・施行し、併せて、

自治体に対し、省令の内容について、通知を発出 

・5月22日、第16回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・5月22日、第14回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・5月25日、第15回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・5月26日、第8回環境省新型コロナウイルス感染症対策連絡会議を開催 

・5月26日、厚生労働省とともにリーフレット「令和２年度の熱中症予防行

動の留意点について～「新型コロナウイルスを想定した『新しい生活様

式』」における熱中症予防～」等を作成し、各地方自治体に対する周知依

頼の事務連絡を発出するとともに、ホームページで公表。 
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・5月27日、環境省から都道府県に対し、循環型社会形成推進交付金等事業

における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹底につい

て通知。 

・5月28日、第7回原子力規制委員会にて、「緊急事態宣言解除を踏まえた原

子力規制委員会の対応について」の報告を了承 

・5月29日、第17回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・6月2日、第16回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・6月5日、第18回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を持ち回り開

催 

・6月12日、第17回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・6月19日、第19回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・6月19日、第18回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・6月22日、厚生労働省とともに「新型コロナウイルスを想定した『新しい

生活様式』」における熱中症予防に関して一般の方向けによりわかりや

すいリーフレットを厚生労働省とともに作成し公表 

・6月24日、第12回原子力規制委員会にて、「新型コロナウイルス感染症対

策に係る原子力規制委員会の対応の一部変更について」の報告を了承 

・6月26日、第19回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・7月1日、第13回原子力規制委員会にて、「新型コロナウイルス感染症対策

に係る原子力規制委員会の対応の一部変更について」の報告を了承 

・7月6日、避難所でのごみの捨て方や、日本に在留する外国人の方々向け

のやさしい日本語版のごみの捨て方のチラシを作成し、自治体に対し住

民等への周知を依頼するとともに、環境省ウェブサイトに掲載 

・7月10日、第20回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・7月10日、第20回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を持ち回り開

催 

・7月21日、第21回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・7月27日、各自治体の新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物分野の対策

事例を調査・集計し、他の自治体に横展開するとともに、市町村に対し

一般廃棄物処理事業継続計画の作成を依頼 
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・7月31日、廃棄物収集運搬作業時の留意点をまとめた動画を環境省

YouTubeに掲載し、自治体、廃棄物処理業界団体等に対し、関係者への周

知を依頼 

・7月31日、第21回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を持ち回り開

催 

・7月31日、第22回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・8月17日、ごみの捨て方等のチラシの英語版を作成し、環境省ウェブサイトに

掲載 

・8月18日、第23回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・9月4日、第24回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・9月7日、新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物の排出時の感染防止策、

適正な処理のために講ずべき対策、感染拡大時における処理体制の維持

のためにとるべき措置等について取りまとめた「廃棄物に関する新型コ

ロナウイルス感染症対策ガイドライン」を策定し、自治体及び関係団体

に周知 

・9月16日、ごみの捨て方等のチラシの中国版を作成し、環境省ウェブサイ

トに掲載 

・9月18日、第25回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・10月2日、第26回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・10月16日、第27回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・10月28日、第28回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・11月20日、第29回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・11月20日、第22回環境省新型コロナウイルス感染症対策本部を開催 

・12月4日、第30回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・12月22日、第31回原子力規制庁新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・12月26日、年末年始における感染防止対策のため、令和3年1月11日まで
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新宿御苑・皇居外苑内休憩施設等を臨時閉園・閉館。 

 

 

（19）海上保安庁 

 ＜令和２年＞ 
・１月 21日、本庁から全管区海上保安本部に対し、水際対策の徹底及び職

員の感染防止等について指示 

・１月 30日、「海上保安庁新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置 

・１月 31日、入管法に基づく入国拒否について、船舶等に対し航行警報等

により情報提供 

・１月 31日、本庁から全管区海上保安本部に対し、入管法に基づく入国拒

否措置を踏まえて、改めて水際対策の徹底及び職員の感染防止等につい

て指示 

・２月４日、巡視船艇により、クルーズ船へ検疫所職員及び検査キットを、

クルーズ船から検体を搬送 

・２月５日、「第三管区海上保安本部新型コロナウイルス対策本部」を設置 

・２月５日、巡視船艇により、クルーズ船へ厚生労働省職員等を、クルー

ズ船から陽性反応者等を搬送 

・２月 12日、入管法に基づく入国拒否について、船舶等に対し航行警報等

により情報提供 

・２月 17 日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルスを防ぐには（厚

生労働省発表）」の内容について感染拡大の防止について適切に対応す

るよう周知要請 

・２月 20 日、関係業界団体に対し、「イベントの開催に関する国民の皆様

へのメッセージ（厚生労働省発表）」の内容について、感染拡大の防止に

ついて適切に対応するよう周知要請 

・２月 25日、関係業界団体に対し、新型コロナウイルスに関する Q&Aをま

とめたチラシの掲示等による感染症対策を周知要請 

・２月 26日、入管法に基づく入国拒否について、船舶等に対し航行警報等

により情報提供 

・２月 27日、関係業界団体に対し、テレワーク・時差出勤等への協力の呼

びかけや、多数の人が集まる全国的なイベント等について、当面の間、

中止、延期又は規模縮小等の対応等を周知要請 

・３月４日、関係業界団体に対し、新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえた雇用調整助成金の特例及び小学校等の臨時休業等により影響を

受ける労働者の支援について周知 
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・３月 10日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・3月 11日、関係業界団体に対し、全国規模のイベントについて、今後概

ね 10日間程度は、引き続き中止、延期または規模縮小等の対応を周知要

請 

・3月 18日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・3 月 20 日、関係業界団体に対し、第 21 回新型コロナウイルス感染症対

策本部における総理発言等を踏まえた大規模イベント等の取扱いにつ

いて、引き続き感染拡大の防止に十分留意するよう周知要請 

・3 月 26 日、「第一、二、四～十一管区海上保安本部新型コロナウイルス

対策本部」を設置 

・3月 26日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・3月 31日、関係業界団体に対し、新型コロナウイルス感染症対策に関す

るテレワーク・時差出勤の積極的な活用について再周知 

・4 月 1 日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・4月 1日、関係業界団体に対し、第 10回新型コロナウイルス感染症対策

専門家会議における「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」

について情報提供により周知 

・4月 9日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基本

的対処方針（4 月 7 日）」の改訂を受けた所管事業者における在宅勤務

（テレワーク）や時差出勤の推進について周知要請 

・4月 12日、関係業界団体に対し、在宅勤務（テレワーク）等の更なる推

進について、協力を周知要請 

・4 月 17 日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針（4月 16日）」を踏まえた対策の徹底について周知要請 

・4月 23日、関係業界団体に対し、新型コロナウイルス感染症対策専門家

会議における「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」を踏

まえた取組の推進についての協力を周知要請 

・4 月 25 日、北海道からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を巡視船により

搬送 

・4 月 27 日、北海道からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を巡視船により

搬送 

・4月 27日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行
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警報等により情報提供 

・4月 27日、関係業界団体に対し、新型コロナウイルス感染症の発生にお

ける申告・納付が困難な場合における国税の取り扱いについて周知 

・5月 1日、関係業界団体に対し、「納税の猶予制度の特例」、「厚生年金保

険料等の猶予制度について」等に関する資料を更新し、各特例に関する

申請書や手続関係を掲載したことについて周知 

・5月 5日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基本

的対処方針（5月 4日）」を踏まえた対策の徹底について周知要請 

・5月 13日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス関連のチラシ（Q&A）

（2月 22日時点）」に関して、受診の目安等の内容の変更点を周知 

・5月 14日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・5 月 15 日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針（5月 14日）」を踏まえた対策の徹底について周知要請 

・5月 25日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・5 月 26 日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基

本的対処方針（5月 25日）」を踏まえた対策の徹底について周知要請 

・6月 17日、関係業界団体に対し、新型コロナ感染症の対策の一環として

「熱中症警戒アラート（試行）の運用開始」について周知 

・6 月 22 日、関係業界団体に対し、「新型コロナ感染症対策に係る接触確

認アプリ（COCOA）」について周知 

・6月 29日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・7月 22日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・7 月 23 日、長崎県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を巡視船により

搬送 

・7 月 23 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・7 月 25 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・7 月 26 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・7 月 27 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 
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・7月 28日～29日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を巡視

船により搬送 

・7 月 30 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・7 月 31 日、関係業界団体に対し、「飲食店等におけるクラスター発生防

止のための総合的取組」について周知 

・8月 5日、沖縄県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を巡視挺により搬

送 

・8月 6日、関係業界団体に対し、「政府に対する、お盆休みにおける帰省

等のあり方についての提言」を周知 

・8月 7日、沖縄県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を巡視挺により搬

送 

・8 月 14 日、沖縄県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を巡視挺により

搬送 

・8 月 20 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・8月 28日、入管法に基づく入国拒否について、改めて船舶等に対し航行

警報等により情報提供 

・8月 31日、鹿児島県からの要請に応じ、抗原検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・9月 14日、鹿児島県からの要請に応じ、抗原検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・9 月 18 日、東京都からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機により

搬送 

・10月 27日、関係業界団体に対し、「政府に対する、年末年始の在り方に

ついての提言」を周知 

・10 月 29 日、沖縄県からの要請に応じ、抗原検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・10 月 30 日、入管法に基づく入国拒否等について、改めて船舶等に対し

航行警報等により情報提供 

・11 月 2 日、沖縄県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機により

搬送 

・11 月 5 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・11 月 6 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 
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・11 月 7 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・11 月 8 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・11月 10日、東京都及び鹿児島県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を

航空機により搬送 

・11月 12日、北海道からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送。また、関係業界団体に対し、「寒冷な場面における感染防止対策の

徹底等について」を周知 

・11月 13日、北海道からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送 

・11月 20日、関係業界団体に対し、「新型コロナウイルス感染症に関する

職場における一層の対策強化について」を周知 

・11月 25日、北海道からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を巡視船により

搬送 

・11月 26日、北海道からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送 

・11月 28日、北海道からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12 月 1 日、沖縄県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12 月 2 日、北海道からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12 月 3 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12 月 3 日、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けたテレワ

ークの実施について」を周知 

・12 月 5 日、沖縄県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12 月 6 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12 月 7 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12 月 8 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12 月 9 日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR 検査陽性患者を航空機によ
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り搬送 

・12月 10日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12月 10日、沖縄県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12月 11日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12月 11日、沖縄県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機により

搬送 

・12月 15日、鹿児島県からの要請に応じ、PCR検査陽性患者を航空機によ

り搬送 

・12月 16日、「年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留

意事項について」を周知 

・12月 25日、関係業界団体に対し、「静かな年末年始」に関するメッセー

ジ等のホームページ掲載について周知 

 

 

（20）防衛省 

 ＜令和２年＞ 
・１月 23日、所管する医療機関に対し、新型コロナウイルスに関する検査

対応について、通知を発出 

・１月 24日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルスの感染予防の徹底等

に関して、通知を発出 

・１月 29日、厚労省からの依頼を受け、チャーター機第２便に自衛隊の看

護官２名が搭乗し、機内の検疫支援を実施 

・１月 30日、前日に引き続き、チャーター機第３便に自衛隊の看護官２名

が搭乗し、機内の検疫支援を実施 

・１月 31 日、自衛隊法第８３条第２項ただし書きに規定する災害派遣(自

主派遣)の実施を下令 

・１月 31日、中国からの帰国者の一時停留場所として活用するため、防衛

省がＰＦＩ契約をしている民間船舶「はくおう」が東京湾へ向けて出港 

・ １月 31 日、中国からの帰国邦人等が宿泊している施設へ、施設運営の支

援部隊を派遣開始 

・ ２月１日、警察大学校及び財務省西ヶ原研修合同庁舎に滞在していた帰

国邦人を税務大学校へ輸送 

・ ２月２日、警察大学校と西ヶ原研修合同庁舎に残る物資(食料、生活用
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品等)を税務大学校へ輸送 

・ ２月３日、防衛省職員に対し、２月１日に新型コロナウイルス感染症が

指定感染症として指定されたことを周知するため、通知を発出 

・２月４日、ＰＦＩ契約をしている民間船舶「はくおう」が、海上自衛隊横須賀基

地の岸壁に接岸し、今後、帰国者の受け入れが必要になった場合に備えて

準備作業を開始 

・２月５日、中国からの帰国邦人等の健康状態の確認や健康相談を行うため、

医官及び看護官等を各宿泊施設へ派遣開始 

・２月６日、所管する医療機関に対し、新型コロナウイルス感染症に関する

対応、医療体制、届出の基準及びＮ９５マスクの適切な使用に関する通

知を発出 

・２月６日、チャーター機第４便に自衛隊の看護官２名が搭乗し、機内の検

疫支援を実施 

・２月７日、自衛隊の医官がクルーズ船において医療支援を開始 

・２月７日、自衛隊員がクルーズ船において乗客等の下船の支援を実施 

①救急車４両を派遣し、陽性の方を病院に搬送 

    ②陽性の方などのプライバシー保護のためのブルーシート展張支援 

・２月９日、クルーズ船内への物資の搬入及び船内での仕分け作業を実施 

・２月９日、自衛隊員がクルーズ船において乗客等の下船の支援を実施 

①救急車３両を派遣し、陽性の方を病院に搬送 

 ②陽性の方などのプライバシー保護のためのブルーシート展張支援 

・２月 10日、医療支援のため、薬剤官３名をクルーズ船に派遣 

・２月 12日、医療支援のため、看護官等５名をクルーズ船に派遣 

・２月 13日、下船時におけるＰＣＲ用検体採取支援のため、当面医官８

名、看護官等１２名及び調整要員１名を派遣 

・２月 13日、医師・看護師等の資格を有する予備自衛官を最大約５０名

招集するための命令発出 

・２月 13日、クルーズ船からの下船者の健康観察施設における生活支援

要員及び医官チームを派遣（じ後最大約９０名を想定） 

・２月 14日から、クルーズ船からの下船希望者の健康観察施設への輸送

を実施 

・２月 15日、下船時におけるＰＣＲ用検体採取支援のため、医官５名を

追加派遣 

・２月 15日、クルーズ船に約 30名の要員を追加派遣し、医療支援、生活

支援等に加え、船内の共同区画の消毒支援を実施 

・２月 16日から、クルーズ船からの下船を希望する米国人（約３３０
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人）について、自衛隊車両により羽田空港への輸送を実施 

・２月 16日、チャーター機第５便に自衛隊の看護官２名が搭乗し、機内

の検疫支援を実施 

・２月 17日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染の疑いがある

場合の対応に関して、通知を発出 

・２月 18日、PCR陽性で無症状者（同室者等含む）約 30名を、自衛隊バ

スにより愛知県の医療施設へ搬送 

・２月 19日、看護師の資格を持つ予備自衛官２名が、税務大学校におい

て、帰国邦人等の健康状態のチェック等の業務を実施予定 

・２月 19日、所管団体に対し、新型コロナウイルス感染の疑いがある場

合の対応に関して、通知を発出 

・２月 19日、クルーズ船からの下船を希望するオーストラリア人等（約

170名（ニュージーランド人４名を含む））について、自衛隊車両により

羽田空港への輸送を実施 

・２月 19日から、クルーズ船からの陰性判定の乗船客の下船に伴い、下

船者の荷物の運搬及び大黒ふ頭構内の下船者及び車両の誘導支援を実施 

・２月 20日から、自衛隊の医官等が、クルーズ船乗員に対するＰＣＲ検

査を実施 

・２月 20日夜～21日未明にかけて、クルーズ船からの下船を希望するカ

ナダ人（約 130名）及びイスラエル人（約 10名）について、自衛隊車

両により羽田空港への輸送を実施 

・２月 21日、防衛省職員及び所管団体に対し、新型コロナウイルス感染

症に係る感染拡大の防止について、通知を発出 

・２月 21日夜～22日未明にかけて、クルーズ船からの下船を希望するイ

タリア人等（約 40名）、イギリス人（約 30名）について、自衛隊車両

により羽田空港への輸送を実施 

・２月 22日、経過観察が必要な乗客約 90名の宿泊施設（税務大学校）へ

の輸送を実施 

・２月 25日、クルーズ船のフィリピン人船員（約 450名）について、自

衛隊車両により、羽田空港への輸送を実施 

・２月 25日、防衛省・自衛隊が主催する行事等の開催について、通達を

発出 

・２月 25日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染症対策の徹底

について、通知を発出 

・２月 25日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染症に係る感染

拡大の防止のためのテレワーク等の活用による混雑時間帯を回避した出
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勤の推進について、通知を発出 

・２月 26日、クルーズ船のインド国籍の乗員等（約 120名）について、

自衛隊車両により、羽田空港への輸送を実施 

・２月 27日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染症に係る感染

拡大の防止のための人事異動に際しての留意事項ついて、事務連絡を発

出 

・２月 27日及び 28日、クルーズ船の乗員（計約 180名）について、自衛

隊車両により、国税庁税務大学校への輸送を実施予定 

・２月 28日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染拡大防止に係

る特別休暇の付与について、通達を発出 

・２月 28日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染症対策として

留意すべき事項について、通知を発出 

・３月 1日、クルーズ船のインドネシア人の乗員（約 70名）について、

自衛隊車両により、羽田空港への輸送を実施 

・３月 1日、クルーズ船の乗員（約 60名）について、自衛隊車両によ

り、国税庁税務大学校への輸送を実施 

・３月１日をもって、大黒ふ頭における自衛隊の活動は終了 

・３月２日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染拡大防止に係る

隊員に対する特別休暇の付与について、通達を発出（２月 28日の通達

から対象を拡大） 

・３月８日をもって、国税庁税務大学校における自衛隊の活動は終了 

・３月 16日、防衛大臣が災害派遣の終結命令を発出し、活動を終了 

・３月 25日、令和２年４月以降の防衛省・自衛隊が主催する行事等の開

催について、通達を発出 

・３月 26日、防衛省新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、第１

回目の会議を開催 

・３月 26日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染症対策として

海外からの帰国時に留意すべき事項について、通知を発出。（本通知の

発出に伴い、1月 24日の通知を廃止） 

・３月 28日、第２回目の防衛省新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・３月 28日、自衛隊法第 83条第２項ただし書きに規定する災害派遣(自

主派遣)の実施を下令。同日より、自衛隊医官等による空港（成田、羽

田）における検疫支援（ＰＣＲ検査のための検体採取）、ＰＣＲ検査の

結果が出るまで宿泊施設に滞在する帰国者・入国者の空港（成田、羽

田、関空、中部）から宿泊施設への輸送支援、宿泊施設に滞在する帰国



                        

219 
 

者・入国者への生活支援（食事の配分等）を実施 

・４月３日、長崎県知事から災害派遣要請を受け、壱岐空港から海上自衛

隊大村航空基地まで、新型コロナウイルスによる肺炎で入院中の患者に

ついて急患空輸を実施 

・４月３日、宮城県知事から災害派遣要請を受け、４日から６日まで仙台

市内において、市中感染防止のため延べ約 70名の隊員により、ＰＣＲ

検査のための検体採取の支援を実施 

・４月６日、東京都知事から災害派遣要請を受け、７日から 13日まで東

京都内の宿泊施設において、市中感染拡大防止のため延べ約 60名の隊

員により、宿泊療養者に対する緊急支援（食事の配分等）を実施 

・４月６日、厚労省からの依頼を受け、防衛省共済組合が運営する「ホテ

ルグランドヒル市ヶ谷」において、帰国者等のＰＣＲ検査の結果が判明

するまでの間の受入れを開始。自衛隊から衛生教育、配食・回収、清掃

に係る実地指導を行い、ホテル従業員が主体となって、運用中 

・４月７日、第３回目の防衛省新型コロナウイルス感染症対策本部会議を

開催 

・４月７日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染拡大の防止のた

めの不要不急の外出の自粛について、通達を発出 

・４月８日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染拡大防止に係る

交代制勤務等の実施について、通達を発出 

・４月８日、法務省からの依頼を受け、大阪拘置所の職員の方々に対して感

染症対策用の防護服の着脱方法等の教育支援を実施 
・４月 10日、岡山県において、市中感染防止のため、県職員に対して教育支援

を実施 
・４月 10日、福岡県において、市中感染防止のため、県職員等に対して教育支

援を実施 

・４月 10日、高知県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、12日から高知市内の民間宿泊施設において対応する職員に対する

教育支援を実施。また、13日から民間宿泊施設における宿泊療養者に対

する緊急支援（食事の配分等）を実施 

・４月 12日、宮城県知事から災害派遣要請を受け、13日から 15日まで仙

台市内において、市中感染拡大防止のため、ＰＣＲ検査のための検体採

取の支援を実施 

・４月 13日、兵庫県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、同日から兵庫県内の民間宿泊施設において、宿泊療養者に対する

緊急支援（食事の配分等）及び民間宿泊施設において対応する従業員に
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対する教育支援を実施（～19日） 

・４月 13日、埼玉県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、14日から埼玉県内の民間宿泊施設において、宿泊療養者に対する

緊急支援（食事の配分等）、教育支援、輸送支援を実施 

・４月 13日、大阪府において、市中感染防止のため、府職員及び民間宿

泊施設従業員等に対して教育支援を実施 

・４月 14日、千葉県において、市中感染防止のため、県職員に対して教

育支援を実施 

・４月 16日、岐阜県において、市中感染防止のため、県職員及び民間宿

泊施設従業員に対して教育支援を実施（～18日） 

・４月 16日、大阪府において、市中感染防止のため、府職員及び民間宿

泊施設従業員等に対して教育支援を実施 

・４月 16日、第４回目の防衛省新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・４月 17日、石川県において、市中感染防止のため、自治体職員に対し

て教育支援を実施 

・４月 17日、鳥取県において、市中感染防止のため、市町村職員に対し

て教育支援を実施 

・４月 17日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染拡大防止に係

る自衛隊の教育訓練及び勤務態勢の方針に関する大臣指示を発出。 

・４月 17日、北海道知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、同日から札幌市内の民間宿泊施設において対応する職員に対する

教育支援を実施。また、20日から同ホテルにおける宿泊療養者に対する

緊急支援（食事の配分等）を実施 

・４月 17日、神奈川県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止

のため、19日から横浜市内の民間宿泊施設において対応する職員に対す

る教育支援を実施。また、20日から同ホテルにおける宿泊療養者に対す

る緊急支援（食事の配分等）を実施 

・４月 17日、千葉県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、20日から千葉県内の民間宿泊施設において対応する職員に対する

教育支援及び宿泊療養者に対する緊急支援（食事の配分等）を実施 

・４月 17日、福岡県知事から災害派遣要請を受け、市中感染拡大防止の

ため、20日から民間宿泊施設に宿泊する陽性患者の病院から民間宿泊施

設間の輸送を実施。 

・４月 20日、宮城県知事から災害派遣要請を受け、自治体が実施する検

体採取に必要な天幕の展張及び維持管理支援を実施（～5月 1日） 
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・４月 20日、香川県知事から災害派遣要請を受け、21日から市中感染防

止のため、県職員等に対して教育支援を実施（～24日） 

・４月 22日、福島県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、民間宿泊施設において宿泊療養者に対する緊急支援（～24日）及び

県職員に対して教育支援を実施（～28日） 

・４月 22日、奈良県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、県職員に対して教育支援を実施 

・４月 22日から、長崎県にてクルーズ船乗員のＰＣＲ検査に必要な検体

採取の支援を実施（～24日） 

・４月 23日、富山県において、市中感染防止のため、医療関係者に対し

て教育支援を実施（～24日） 

・４月 23日、大阪府において、市中感染防止のため、民間宿泊施設従業

員等に対して教育支援を実施 

・４月 23日、佐賀県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、県職員に対して教育支援を実施（～25日） 

・４月 23日、沖縄県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、県職員に対して教育支援を実施（～30日）また、24日及び 25日に

陽性患者の病院から民間宿泊施設間の輸送支援を実施 

・４月 23日、令和２年５月以降の防衛省・自衛隊が主催する行事等の開

催について、通達を発出 

・４月 23日、熊本県知事から災害派遣要請を受け、24日及び 28日～30

日の間、市中感染防止のため、県職員に対して教育支援を実施 

・４月 24日、石川県において、市中感染防止のため、自治体職員に対し

て教育支援を実施 

・４月 24日、大分県において、市中感染防止のため、医療機関に従事す

る職員に対して教育支援を実施 

・４月 24日をもって、ＰＣＲ検査の結果が出るまで宿泊施設に滞在する

帰国者・入国者の成田空港から宿泊施設への輸送支援について、自衛隊

から民間バス会社への移行を完了 

・４月 25日、千葉県において、市中感染防止のため、25日に県職員に対

して教育支援を実施 

・４月 25日、長崎県知事から災害派遣要請を受け、26日から、クルーズ

船乗員に対して船外医療の支援を実施（～５月 10日） 

・４月 26日をもって、ＰＣＲ検査の結果が出るまで宿泊施設に滞在する

帰国者・入国者の関西国際空港から宿泊施設への輸送支援について、自

衛隊から民間バス会社への移行を完了。 
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・４月 27日、茨城県知事から災害派遣要請を受け、同日から、陽性患者

の保健所から民間宿泊施設間の輸送及び県職員に対して教育支援を実施

（～28日） 

・４月 27日、石川県知事から災害派遣要請を受け、同日から、陽性患者

の病院から民間宿泊施設間の輸送及び民間輸送事業者に対して教育支援

を実施（～５月 3日） 

・４月 27日以降、チャーター機の運航中止に伴い、ＰＣＲ検査の結果が

出るまで宿泊施設に滞在する帰国者・入国者の中部国際空港から宿泊施

設への輸送支援を休止。 

・４月 27日をもって、ＰＣＲ検査の結果が出るまで宿泊施設に滞在する

帰国者・入国者の羽田空港から宿泊施設への輸送支援について、自衛隊

から民間バス会社への移行を完了。 

・４月 27日、所管する医療機関に対し、新型コロナウイルス感染症の拡

大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取

り扱いについて、通知を発出 

・４月 27日、滋賀県知事から災害派遣要請を受け、28日から、市中感染

防止のため、民間事業者等に対して教育支援を実施するとともに、陽性

患者の病院から民間宿泊施設間の輸送支援を実施 

・４月 28日、北海道知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、29日に札幌市職員に対して教育支援を実施 

・４月 28日、三重県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、30日に県職員等に対して教育支援を実施 

・４月 29日、埼玉県において、市中感染防止のため、県職員に対して教

育支援を実施 

・４月 29日、長崎県知事から災害派遣要請を受け、５月 2日から、自衛

隊富士病院が保有する CT診療車を派遣し、医療スタッフによる診断の

支援を実施（～５月 14日） 

・４月 30日、福岡県において、感染防止の観点から県内医療従事者によ

る自衛隊福岡病院への見学を受入 

・４月 30日、栃木県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、５月 2日に県職員及び医療従事者に対して教育支援を実施 

・５月１日、島根県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、

7日に県職員等に対して教育支援を実施 

・５月４日をもって、関西における宿泊施設に滞在する帰国者・入国者へ

の生活支援（食事の配分等）については、厚生労働省への移行を完了。 

・５月６日、４月 17日に発出した新型コロナウイルス感染拡大防止に係
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る自衛隊の教育訓練及び勤務態勢の方針に関する大臣指示を一部改正 

・５月８日、北海道知事より災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、

同日に道職員、札幌市職員及び医療関係者に対して教育支援を実施 

・５月 13日、出入国在留管理庁からの依頼を受け、東京出入国在留管理

局等の職員の方々に対して感染症対策用の防護服の着脱方法等の教育支

援を実施 

・５月 13日、岐阜県からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、

14日に県職員等に対して教育支援を実施。 

・５月 13日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス感染の疑いがある

場合への対応について通知を発出（本通知の発出に伴い 2月 17日の通

知を廃止） 

・５月 14日～15日、静岡県で県職員及び民間事業者に対して教育支援を

実施。 

・５月 15日、５月 6日に発出した新型コロナウイルス感染拡大防止に係る

自衛隊の教育訓練及び勤務態勢の方針に関する大臣指示を一部改正 

・５月 19日、岐阜県からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、20

日に県職員等に対して教育支援を実施。 

・５月 21日、岐阜県からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、22

日に県職員等に対して教育支援を実施。 

・５月 25日、熊本県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、

26日及び 29日、医師及び県職員に対して教育支援を実施。 

・５月 25日、第５回目の防衛省新型コロナウイルス感染症対策本部会議

を開催 

・５月 26日、緊急事態宣言後の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する

方針について通達を発出（本通達の発出に伴い、４月７日、４月８日及

び４月 23日の通達、４月 17日の大臣指示を廃止） 

・５月 29日をもって、成田における宿泊施設に滞在する帰国者・入国者

に対する緊急支援（食事の配分等）について、厚生労働省及び民間事業

者への移行を完了し、自衛隊の活動は終了。 

・５月 31日をもって、自衛隊看護師等による空港（成田、羽田）におけ

る検疫支援（ＰＣＲ検査のための検体採取）を終了。 

・５月 31日、防衛大臣が災害派遣の終結命令を発出し、活動を終了。 

・６月 1日、岩手県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、5日、県職員及び医療関係者に対して教育支援を実施。 

・６月 9日、鳥取県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、11日及び 12日、県職員に対して教育支援を実施。 
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・６月 10日、岐阜県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、11日、県職員等に対して教育支援を実施。 

・６月 12日、水際対策強化に係る災害派遣において検疫支援を実施した

後、ホテルグランドヒル市ヶ谷に停留中の隊員に対し、PCR検査を実施

し、検査結果は全て陰性であり、14日に停留終了。 

・６月 16日、石川県知事からの災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、17日に、自治体職員及び医療関係者に対して教育支援を実施 

・６月 19日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する方

針について通達を発出（本通達の発出に伴い５月 26日の通達を廃止） 

・６月 19日、富山県において、市中感染防止のため、医療関係者に対し

て教育支援を実施 

・６月 22日～23日、福岡県において、市中感染防止のため、自治体職員

に対して教育支援を実施 

・６月 23日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス接触確認アプリ

(COCOA)の周知について通知を発出 

・７月 4日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、5日に県職員等に対して教育支援を実施 

・７月 9日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する方針

について通達を発出（本通達の発出に伴い６月 19日の通達を廃止） 

・７月 15日、被災地における支援活動に従事する隊員に対し、新型コロ

ナウイルス感染症対策の徹底について通知を発出 

・７月 24日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、与論島から奄美大

島まで、新型コロナウイルス陽性患者急患について空輸を実施 

・７月 25日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、奄美大島から鹿児

島空港まで、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 

・７月 29日、大阪府知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、民間宿泊施設従業員等に対して教育支援を実施 

・７月 31日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する方

針について通達を発出（本通達の発出に伴い７月９日の通達を廃止） 

・７月 31日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、与論島から奄美大

島へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 

・８月３日、大阪府知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のため、

民間宿泊施設従業員等に対して教育支援を実施 

・８月７日、三重県で県職員等に対して教育支援を実施 

・８月８日、沖縄県知事から災害派遣要請を受け、宮古島から沖縄本島ま

で、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 
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・８月 13日、静岡県で県職員に対して教育支援を実施 

・８月 18日、大阪府知事から災害派遣要請を受け、市中感染防止のた

め、民間宿泊施設従業員に対して教育支援を実施 

・８月 18日～31日から、沖縄県知事から災害派遣要請を受け、市中感染

防止のため、沖縄県内の医療機関等に対して医療支援を実施 

・８月 20日、防衛省職員に対し、新型コロナウイルス接触アプリ

（COCOA）のさらなる活用について通知を発出 

・８月 27日、愛知県で民間事業者に対して教育支援を実施 

・８月 29日、長崎県知事から災害派遣要請を受け、対馬空港から大村航

空基地まで、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 

・８月 31日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する方

針について通達を発出（本通達の発出に伴い７月 31日の通達を廃止） 

・９月２日、基本的な感染対策徹底のための河野防衛大臣からの緊急ビデ

オメッセージを発信 

・９月８日、長野県知事から災害派遣要請を受け、９日～12日、市中感染

防止のため、県職員に対する教育支援及び陽性患者に対する生活支援を

実施 

・９月 18日、東京都知事から災害派遣要請を受け、父島から硫黄島基地

まで、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 

・９月 24日、東京都知事から災害派遣要請を受け、父島から厚木基地ま

で、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施 

・９月 30日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する方

針について通達を発出（本通達の発出に伴い８月 31日の通達を廃止） 

・１０月 23日、広島県で自治体職員等に対して教育支援を実施。 

・１０月 29日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する

方針について通達を発出（本通達の発出に伴い９月 30日の通達を廃

止） 

・１１月４日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、与論島から奄美大

島へ、また奄美大島から鹿児島市内へ、新型コロナウイルス陽性患者に

ついて急患空輸を実施。 

・１１月６日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、与論島から奄美大

島へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施。 

・１１月 13日、北海道において、市中感染防止のため、道職員等に対し

て教育支援を実施。 

・１１月 20日、北海道において、市中感染防止のため、道職員等に対し

て教育支援を実施。 
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・１１月 25日、北海道において、市中感染防止のため、自治体職員に対

して教育支援を実施。 

・１１月 26日、北海道において、市中感染防止のため、自治体職員に対

して教育支援を実施。 

・１１月 26日、大阪府において、市中感染防止のため、民間宿泊施設従

業員等に対して教育支援を実施。 

・１１月 27日、北海道において、市中感染防止のため、自治体職員等に

対して教育支援を実施。 

・１１月 30日、緊急事態宣言の解除後の防衛省・自衛隊の活動に関する

方針について通達を発出（本通達の発出に伴い１０月 29日の通達を廃

止） 

・１２月２日、大阪府において、市中感染防止のため、民間宿泊施設従業

員に対して教育支援を実施。 

・１２月６日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、屋久島から鹿児島

市内へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施。 

・１２月８日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、徳之島から奄美大

島へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施。 

・１２月８日～２１日、北海道知事から災害派遣要請を受け、旭川市内の

医療機関において医療支援を実施。 

・１２月９日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、屋久島から鹿児島

市内へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施。 

・１２月９日、鹿児島県知事から災害派遣要請を受け、徳之島から奄美大

島へ、新型コロナウイルス陽性患者について急患空輸を実施。 

・１２月１４日、大阪府において、市中感染防止のため、宿泊施設従業員

等に対して教育支援を実施。 

・１２月１６日～２８日、大阪府知事から災害派遣要請を受け、大阪府内

の医療機関において医療支援を実施。 

・１２月１９日、北海道において、市中感染防止のため、自治体職員等に

対して教育支援を実施。 

・１２月２１日、北海道において、市中感染防止のため、自治体職員等に

対して教育支援を実施。 

 


	（１）内閣官房
	＜令和２年＞

	（２）内閣府
	＜令和２年＞

	（３）警察庁
	＜令和２年＞

	（４）金融庁
	＜令和２年＞

	（５）消費者庁
	＜令和２年＞

	（６）復興庁
	＜令和２年＞

	（７）総務省
	＜令和２年＞

	（８）消防庁
	＜令和２年＞

	（９）法務省
	＜令和２年＞

	（10）出入国在留管理庁
	＜令和２年＞

	（11）外務省
	＜令和２年＞

	（12）財務省
	＜令和２年＞

	（13）文部科学省
	＜令和２年＞

	（14）厚生労働省
	＜令和２年＞

	（15）農林水産省
	＜令和２年＞

	（16）経済産業省
	＜令和２年＞

	（17）国土交通省
	＜令和２年＞

	（18）環境省
	＜令和２年＞

	（19）海上保安庁
	＜令和２年＞

	（20）防衛省
	＜令和２年＞


